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③ 長期借入金にかかる報告について

④ 役員の退職に係る業績勘案率の決定について

⑤ 役員報酬規程の改正について
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(案 )

独評発第○○○○号

平成 24年 ○ 月 ○ 日

厚生労働大臣

小宮山 洋子 殿

独立行政法人評価委員会

委員長 猿田 享男

意 見 書

独立行政法人国立循環器病研究センターの平成23年度に係る独立行政法人通則法

(平成11年法律第103号。以下 「通則法」とい う。)第38条第 1項に規定する財務諸
表について、同条第 3項の規定に基づく独立行政法人評価委員会の意見は、下記の

とお りである。

記

通則法第38条第 1項に規定する財務諸表については、独立行政法人国立循環器

病研究センターから平成 24年 6月 27日 付国循発第 12062701号 をもつて行われ
た承認申請のとおり承認することが適当である。



資料 1-2

独立行政法人

国立循環器病研究センター

平成 23年度業務実績の評価結果
(案)

平成 24年 8月 20日

厚生労働省独立行政法人評価委員会



1.平成 23年度業務実績について

(1)評価の視点

独立行政法人国立循環器病lll究センター (以下「センター」という。)は、国立循環器

病センターが移行して、平成 22年 4月 1日 に発足したものである。センターは、循環
器病に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこうLンた業務に密接に関連す

る医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、循環器病に関

する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与するこ

とを目的とする。

平成 23年度のセンターの業務実績の評価は、平成 22年 4月 に厚生労働大臣が定め
た中期日標 (平成 22年度～ 26年度)の 2年 目の達成度についての評価である。
当委員会では、「厚生労働省 Fll管独立行政法人の業務実績に関する評価の基準」等に基

づき、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から示さね′た「独立行政法人の業務の

実績に関する評価の視点」 (平成 21年 3月 30日 同委員会。以下「政・独委の評価の視
点」とい う。)やいわゆる二次意見等も踏まえ、評価を実施した。

(2)平成 23年度業務実績全般の評価
循環器病は三大死因のうち二つを占めるに至つており、その克服のための研究・開発

と臨床応用は、国民の生命予後の飛躍的な改善に資する t)のであり、センターーにおいて

も、循環器病医療の提供に必要な人材をはじめとするさまざまな資源が集積されており、

近隣地域のみならず l・ l内外の患者の生命を救ってきた。

こうした中、センターは、日本人のエビデンスの収集や循環器病における死に直結す

る疾病の治療法の開発、こうした疾病をもたらす生活習慣病等に伴 う心血管病変等の予

防並びに胎児期・小児期における循環器病の診断及び治療など、循環器病学の基礎的及

び臨床的研究を推進 tン、その成果を高度かつ先駆的な医療の提供及び優れた人材の育成

に活かすことにより、循環器病の克服に貢献していくことが求められている。

平成 23年度においては、理事長のリーダーーシップの |ヽ 、職員の質の確保と組織の活

性化、業務効率化の推進、PI究開発推進基盤整備、重症・超急性期医療体制の強化など

の積極的な取組みが行われたが、運営費交付金の大幅な南」減があり、結果として経営に

結びつかず、年度計画に掲げる経常収支に係る日標を達成できなかった。今後は、中期

日標の期間全体において目標を達成できるよう努められたい。

研究 。開発において、日本発の革新的な医薬品 。医療機器を創出するために 23年度
から開女台された「早期・探索的臨床試験拠点整備事業Jにおいて全国 5施設のうちの 1

つに選定され、唯一医療機器の開発を担うこととなつた。このことを受けて脳動脈瘤治

療用カバー ドステントや小型補助人工心臓などの開発をカロ速させるとともに、臨床応用

に向けた円滑な体制を整備するため医療クラスター棟を開設し、大学や企業との連携強



化を進めた結果、企業との共同研究の件数が 22年度と比較してほぼ倍増する結果とな
つたことは評価するが、発表論文数が前年度に比べ大きく減少したことは懸念される。

医療の提供について、 23年度から植込み型補助人工心臓が保険収載され、重症心不
全患者の QOL向上を目指 して補助人工′い臓装着術 16例のうち 9例について植込み型を
使用し、そのうち 4例は自宅での療養を開始している。体外型補助循環装置を装着して

多くの市」限を余儀なくされる生活から劇的な QOL向上を果たしていることは評価する。
また、体外型の装着例においても、心機能の回復により補助人工心臓から離脱して退

院にいたつており、大きくQOLが向上している。

世界最小の補助人工心臓の開発に成功し、 2年後に臨床試験を目指す体制が整 う一方、
ドイツで開発された小児用補助人工心臓 (Berlin Heart ExCOr)の 治験準備を整えてい

る。

植込み型補助人工心臓は、重症心不全患者に大きなメリットをもたらすものであり、

センターはこの技術の均てん化・標準化を目指して、アジアで唯一の植込み術のトレー

ニングが 自∫能な環境を整え、大学病院を含む医療チームヘの トレーニングを既に9回実

施している。

こうしたことを踏まえると、平成 23年度の業務実績については、全体としてはセン

ターの設立目的に沿つて適Iに業務を実施したものと言平価できるものである。

なお、中期目標に沿った具体的な評価結果の概要については 2の とおりである。また、

個別評価 に関する評価結果については、別紙として添付した。

2 具体的な評価内容
(1)研究・開発に関する事項

① 臨床を志向した研究・開発のlll進
23年度から開始された「早期・探索的臨床試験拠点整備事業」において全国 5
施設のうちの 1つに選定され、唯―医療機器の開発を担うこととなった。このこと

を受けて脳動脈瘤治療用カバー ドステン トや小型補助人工心臓などの開発を加速さ

せるとともに、臨床応用に向けた円滑な体制を整備するためlF療クラスタ 一̈棟を開

設 し、大学や企業との連携強化を進めた結果、企業との共同研究の件数が 22年度
と比較してほぼ倍増する結果となったことは大いに評価する。

また、臨床を志向した研究 。開発の推進を図るため、成果の普及・啓発活動とし

てシンポジウムやフォーラムに積極的に参カロするとともに、センターのノウハウと

して蓄積 していた塩分の少ない食事 (1食 2g以下)が作れる調理技術を「減塩 レシピ」

として打ち出し、減塩弁当やデジタル レンピとしてライセンス化を行ったことは評

価するが、発表論文数が前年度に比べ60本減少し、引用回数も大きく減少している

ため、今後の研究体制強化が望まれる。

さらに、知的財産の評価指標の策定に向けて研究開発基盤センターー知的資産部と
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管理部門研究医療課産学連携係とが外部の専門家も交えて取 り組んでいるところで

あり、 23年度には言`「価項目と評価の手法を選定し、グローバルスタンダー ド化も
見据えて、医療機器開発の 1上界的クラスターである米国ミネンタの産学連携・知的

財産の専門家の知1見も取り入れ、本指標のブラッシュアップを図つたことは、評価

する。

こうした研究所と病院、さらには産官学と連携強化の取り組みの結果、特許出Flll

審査件数が 41件、企業との共lll研究も 99件と着実に実施しているほか、病院と研

究所共同での研究件数が対21年度 314%増 と目標割合を達成 しており、更なる充
実を期待する。

② 病院における研究・ |ギ発の推進
研究開発基盤センターーにおいては、CRC室の設置による被験者の安全性を確保し

た研究実施体tlの構築や、臨床研究企画室による治験・臨床研究に係る相談窓口の

一本化、複数の支援課題に係る人材等のマネジメント、データマネジメント等の支

援体制を整備し、集約的に研究者を支援する体制を構築した。

また、研究の倫理 |てL確保のため研究倫理研究室を設置し、臨床研究等に従事する

職員に対し利益相反や倫理についての研修会を行 うなど、倫理教育にも注力してお

り、こうした取り組みにより、医療機器治験の契約金額は対 21年度 48百万円増
(902%増 )と 大きく増加したほか、治験件数及び収納金額が各々125%、 859%と

増力日し、治験依頼から契約締結までの期間は平均 375日 と目標の 50日 以内を達成

したことは、nt価り
~る
。

③ 担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究 。開発の推進
センターの目指す、骨髄由来樹状細胞が′い筋梗塞後左室リモデリングに対して保

護的な効果を有することの解明、高血圧素因遺伝子の同定、心筋梗塞・慢性心不全

を有するブタ実験動物の開発に成功、放射光微小血管造影法の開発、肺高血圧症の

成因に関する研究、吹田コホー トの推進など、特徴のある研究を行っていることは

大いに評価する。

(循環器病の本態解明)

子どもの心臓拍動を調節する新しいタンパク質を発見し、将来、イヽ児循環器疾患

の診断・治療に役立つことが期待される。また、この遺伝子は心筋の収縮や弛緩に

関係するため、心肥大・心不全の診断・治療への効果も期待される。

妊産婦の静脈血栓症の遺伝子研究から、遺伝性の血栓性素因を持つ妊婦は妊娠初

期および中期に静脈血栓症が見られやすいことを明らかにし、特に、PrOteh S遺伝

子変異は、血栓性素因の80%を 占め、妊産婦の静脈血栓症の重要な遺伝子変異である

‐
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ことが明らかとなつたことは評価する。

(循環器病の実態把握 )

脳血管部門内科急性期脳卒中患者データベースを整備し、年間1,000例弱の症例デ

ータベースをコンスタントに登録した。同じく脳血管部門内科rt‐PA静注療法 (血栓

溶解療法)月図梗塞患者データベースを整備し、通算300例強の症例データベースを登

録 した。この情報に基づいた単一施設研究、および多施設登録データベースと連結

した臨床研究を行つている。

(高度先駆的及び標準的な予防、診断、治療法の開発の推進)

高度先駆的な診断・治療法の開発の基盤となる、循環器病の発症メカニズム及び

循環器病の特性を解明するため、バイオリソースや臨床情報の収集とその解析を推

進 し、これまで蓄積してきた先天性心疾患 (心奇形)の剖検例のデータベース化を

続行した。生体試料と臨床情報を蓄積して研究に利 Iflす るために設立されたバイオ

バンクが来年度に本格的にスター トするため、その準備を行った。

(医薬品及び医療機器の開発)

迷走神経を電気刺激する植込み治療装置の開発と、同様の薬理作用をもつ薬剤の

開発を並行して進め、また、23年度から、「早期・探索的臨床試験拠点整備事業J
として、新規補助循環システムおよび脳動脈瘤治療目的のカバードステントの臨床

開発を進めたことは高く評価り
｀
る。

(均てん化に着日した研究)

多施設共同研究 Q‐TASK研究により集積した、急性心筋梗塞 4,000例、脳卒中
12,000例、クモ膜下出血 600例の登録データにより、急'性心筋梗塞における重症度

を考慮した、診療の質を評価するためのインディケーターの解析を推進した。

(2)医療の提供に関→~る事項

① 高度先駆的な医療、標準化に資する医療の提供
新たに先進医療として 「経胎盤的抗不整脈薬投与法 胎児頻脈性不整脈」の治療
が承認され、従来から承認されている先進医療と併せ、6つの先進医療を実施してい

ることは評価する。

心臓血管内科・心臓血管外科によるチームを作り、「弁膜症クリニックJを開設す

ることにより専門的治療の提供体制を整備した。症状に応じて経皮的 (非開胸)弁

植込み術や、低侵襲のロボット手術、昨年度に整備したアジア初の本格的ハイプリ

ッド手術等最先端の治療を実施した。

‐
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国内で類を見ない機能を有した ドクターー・カーを新たに導入し、「動く診察室」と

して超急性期患者への速やかな治療開始を図るとともに、モバイルテレメディシン

を活用して心電図が動画情報をリアルタイムで CCUに伝送し、緊急検査・入院に備
える体制を整えた。また、補助循環装置を装着した重症患者の搬送も可能となり、

センターで高度専門的な治療が行えるようになつた。

大動脈疾患に対しては、他院では不可能とされた患者群に対する従来の人工血管

置換術に加えてステントーグラフ ト留置術を積極的に施行 (23年度 109件)し、
これまで手術適応が無いとされてきた患者群に対する治療を提供している。

内視鏡手術支援ロボット (ダ ヴィンチ Sサージカルシステム)の′心臓手術への使
用について、医療保険の適用を日指した治験を開始し、 23年度は [重度僧帽弁閉
鎖不全症」の手術を 7例実屏:した。

これらの先進的な医療の提供、その取り組みは評価する。

② 患者の視点に立った良質かつ安心できる医療の提供
平成 24年 1月 、総合人院センターを設置し、入院時の必要な基本情報の問き取
り、心電図検査などをこの前

`署
で集約して行 うことで各病棟の入院受け入れ業務の

改善につながり、入院後の患者の負担も減った。

平成 23年 6月 、病床運用統括室を設置 し、適正に忠者が入院できるよう、診療
科ごとの病棟 という囲いをなくし、必要な入院患者を適正に入院させ、空きベッド

がないように努めた。

平成 24年 1月 の電子カルテ移行に伴い、これまで各部門別の受付窓口にて検査
の予約を受付 1ンていた1)わを、外来診察室にて医師が一括して予約を取得すること

とし、診察予約も従来は医師の診察終了後、中央受付の予約窓 |コ にて受付していた

ものを、検査と同様、外来診察時に予約取得する方法に改めた。これにより外来診

察終了後の患者の動線と待ち時間が短縮したことは評価する。

患者・家族に対しては、循環器疾患への理解を深めるため、多職種による患者講

義を年間 140回実施しており、ボランティアによる患者支援を推進し、ボランティ

アとの交流による医療サービス改善につなげるため、医療サービス委員会の下部組

織にボランティア部会を位置づけ、ボランティア数は前年度に比べ 143%増加 した。

診療科横断的に多I哉種によるテーム回診 (重症、TCT、 NST、 褥着)を計 461回

実施し、患者の病状を多角的に把握・評価することに努めており、院内褥清発生率

が低減する成果に繋がつた。

③ その他医療政策の一環と tンて、センターで実施すべき医療の提供
23年度には、9例の心臓移植を実施。 うち 1例は小児の補助人工心臓装着例で、
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全国で 2例 目の小児 ドナーからの提供であった。また、60歳以上のレシピエント2

例 (と もに体外設置型補助人工心臓長期補助例)の移植を実施、60歳以上の方の ド

ナー心使用 (2例)な ど難易度が高いとされる移植術を行つた。

さらに、組織バンクを運営し、心臓弁 。血管ホモグラフトによる組織移植の実施

やその定着を図るために他の組織バンクと協力して西日本組織移植ネットワークを

設立し活動を行 うなど、循環器病研究センターとしての特色を生かした医療の提供

を行つており、評価する。

(3)人材育成に関する事項
レジデント・専門修練医の志向に柔軟に対応しながら、循環器病領域の高度な専門

性を獲得させるため、指導力豊かな若手臨床部長を教育・研修担当部長に抜擢し、体

制を整備するとともに、従前のプログラムの内容を関連する診療部門と協働して大幅

に見 i生 し検証を力日え、23年度は 45件で、21年度比 16倍を達成したことは高く評
価する。

また、レジデント等のインセンティブ向上のため、新たにレジデントアワードを創

設し、双方向評価の施行、専門施設との交換研修の実施を行つたことは評価する。

さらに、循環器病専門看護領域における看護師のスキルアップを図るため、センタ

ー専門看護師 (CVEN)の育成に努めており、平成 23年度に新たに 5名 を認定した。

(4)医療の均てん化と情報の収集・発信にFA‐lする事項
スマー トフォンを用いた救急搬送情報伝達システムの開発や、11能医療圏域糖尿病

クリティカルパス検討会議の運営、北摂における脳卒中連携パスの中心施設となって

基幹病院から診療所・介護施設に至るまでを組織化してネットワークを構築し、高度

先駆的医療及び標準的医療の普及を図り、また、広報誌・ニュースレター (報道機関・

雑誌社向け)やウェブサイ トのリニューアルにより、ホームページの PV(ページビュ

ー)数は 235,000から 336,000に上昇、超急性期医療やペプチド・タンパク質研究な
どセンターの医療・研究への取り組みがメディアで取り上げられる回数が増カロするな

ど、情報の発信力を飛躍的に高めることができたことは、評価する。

(5)国への政策提言に関する事項、その他我が国の医療政策の推進等に関する事項
t‐lJAや脳卒中救急医療、低体温療法に関するものなど専門性の高い提言を行う一方、

食塩制限や東日本大震災被災地での循環器病対策への提言など、国民ひとりひとりが

理解しやすい提言を実施した。特に食塩の制限 (減塩)については、国民的な課題と

位置づけセンターのミッションとして取り組みを始めた。

国内外の循環器疾患の治療に関するガイ ドライン策定に参画するとともに、学会・

研究機関等への提言、ジョイントシンポジウムの開催等も行つており、海外での学会
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等に招聘された医師・研究者は 187人 を数え、海外研究機関との研究協力体制の構築・

推進等に努め、活発な国際交流が実現していることは評価する。

また、公衆衛生上の重大な危害への対応として、東日本大震災に関して現地調査チ

ームの派遣や現地での市民公開講座の実施、被災で職を失った医療従事者の就職支援

等を行つた。

(6)効率的な業務運営に関する事項

① 効率的な業務運営体制
入院患者へのサービス向上と手続きの効率化のため、総合入 2-Lセ ンターを設置し

て患者情報の共有から電子化までの流れを一元化 し、患者にはワンス トップで手続

きを終えていただくとともに業務の効率化を実現 した。

病床運用の面からは病床運用統括室を設けて、高度に特化 tン l il床の共用が困難で

あつた診療科の垣根を超えた効率的運用を行 うなど、組織 。人事・業務効率改善等

多角的に成果を上げることに成功していることは評価するっ

② 効率化による収支改善、電子化の推進
地域連携の強化による平均在院日数の短縮、新入院患者の増加、病棟構成の改編、

手術件数増化への取組などにより、診療事業については黒字で運営することができ

たが、運営費交付金の削減や新規事業への投資が重なり、センター全体としては赤

字を計上することとなつた。具体的には、平成 23年度の損益計算において経常収
支率 977%(経常損失 59億円)と 年度計画に比して各々△24ポイント、△617百
万円日標を達成さね′ていないことから、今後の収支改善努プラliよ り経常収支率 100%

以上となることを期待する。

6つのナショナルセンターによる医薬品等の共同入札の実施等により材料費率を
21年度に比べ 164%削減するなど、業務運営コス トを節減する取り組みを評価す
る。

一般管理費の節減については、108%減と年度計画を上回っていることを評価する。

(7)法令遵守等内部統制の適切な構築

センター運営の重要事項を審議する理事会を設置するとと )ヽに、内部監査を円滑か

つ効果的に推進するため、監査室を設置し、監事及び会計監査人と連携のうえ、業務

の実施、会計処理に関する犯罪、非違及び事故の調査及び処理、コンプライアンスヘ

の対応について内部監査を実施するなど、内部統制のための組織構築を図らたことを

評価する。

医師等の医療従事者の時間外労働については、医療提供業務の特殊性に配慮 しなが

ら、引き続き適切に把握するよう努められたい。
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一般競争人札等の調達手続きの競争性、公正性、透明性等を確保するため、契約審

査委員会を設置し、事前に審議を経るなど契約業務の適正な遂行を図るとともに、調

達情報をホームページ上で公表している。また、契約の点検、見直しの観点からは、

監事及び外部有識者で構成する契約監視委員会を設置し議事概要についてホームペー

ジ上で公表していることは評価する。

(8)予算、収支計画及び資金計画等

受託研究、共同研究、寄附受入の取扱規程を整備するとともに、民間企業等より新

たに共同研究及び寄附による外部資金の受入を獲得した。 (154件、12億 F])。

また、海外企業からの積極的資金受入も試み、受け入れたことを評/1hする。

なお、センターは収支相償を日指し効率的経営に取り組んでいるものの、中期計画

で定めた運営費交付金算定ルールを大幅に超えた運営費交付金の削減が行われ、今後

もこのような状況が続くと、センタこの事業活動に支障が生じる恐れがあることから、

センター運営における主要な財源である運営費交付金については、中期計画で定めた

運営費交付金算定ルールに沿つた予算措置がされるよう、配慮が必要と考える。

(9)そ の他業務運営に関する事項

個々の職員の業務実績を、適切に反映させることができるよう業績評価制度を導入

し、 23年度においては全ての職員に対して適用し、また、室長 (DT究者 )・ 医長 (医
l ll)以上の職員については、業績の反映をより徹底させるため、年俸高」を採用してい

る。

女性の働きやすい職場環境を目指して、看護業務については全病棟を 2交代制とし、

危険を伴 う夜間の通勤回避や連続した休暇取得の促進を行っていることや、看護師、

女性医師確保のため、これまで運営していなかった保育所の運営を開4/iし 、一時預か

りや週 1回 の 24時間保育などニーズを探りながら改善を試みたことは評価する。

(10)評価委員会が厳正に評価する事項及び政 。独委の評価の視点への対応

① 財務状況について
当期純損失 66億円を計上した要因として、人件費の増加は、|工団i・ 看護師の増員
や派遣職員のモチベーション向上、派遣法の厳密な遵守、コス ト肖」減、雇用の安定

等のために、派遣職員を非常勤職員として雇用した為であり、設備関係費の増力Πは、

今後のセンター運営のための投資としてバイオバンクと医療クラスター棟の設備を

充実させた為である。

② 保有資産の活用状況とその点検
「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本的視点」で示さね′た視点に基づ
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き点検 lンた結果、保有資産で
「
4〔要」と認められるケースはなく、自らの病院事業、

研究事業に有効活用 している。

知的財産権については、職務発明等規程を整備しく出願及び活用等の管理につい

て適切に定めている。

(実物資産)

平成 24年 4月 3日 「独立行政法人の職員宿舎の見直し計画 J(行政改革実行本
部決定)で示された対象となろ職員宿舎 (24年 4月 1日 時点)の宿合は、11棟で

あり平成 24年中に策定予定のフ,直 し実施計画に基づき着実に実施されるよう当委
員会としても、その措置状況を注視していく。

(金融資産)

「いわゆるたまり金の精査」における、運営費交付金債務と欠損金等との相殺状

況に着目した洗い出し状況については、財務担当員によるヒアリングにより、該当

がない旨確認をしており、当委員会として今後も注視していく。

③ 給与水準の状況と総人件費改革の進捗状況
センターの給与水準について、平成 23年度のラスパイレス指数は、研究職 1008、

医師 1067、 看護師 1080、 事務 ,技術職 1012と なっており、その原因としては地

域手当の水準が 12%(医師は 15%)であること等が主に影響 tンている。

給与水準は、適■i化に向けた不断の努力が求められるものであるが、医師につい

ては、自治体病院や民間医療機関とはなお開きがあり、医師確保が問題となってい

る昨今において、他の医療機関と遜色のない給与水準に近づけることは必要な措置

であると考える。

なお、医療職種のモチベーションが金銭面だけではないことは自明であり、診療

環境や研究環境、勤務体制牛はもとより魅力ある病院づくりも重要である。

また、総人件費改革の主な取り組みとして、技能職の退職後不補充、調整額の廃

上、給与カープの変更などを行い(平成 21年度からの削減額は 66百万円であつた。
他方、増額は 76億円であった。結果として平成 21年度 と比して 69億円増となり、
行革推進法等による削減率を達成 していないものの、循環器病に関する高度先駆的

医療の研究開発・普及・医療提供や、治験 。臨床研究を推進する体制強化、医療安

全や診療報酬基準への対応によるものであるが、センターの役害」を着実に果たして

いくためには必要な措置と認められる。

今後とも適正な人件費管理を行い人件費改革に強力に取り組む必要があるが、国

内外の関係機関と連携 tノ、研究 。開発及び人材育成に関しコ際水準の成果を生み出

していくためには、研究・医療現場に対する総人件費改革の一律の適用は困難であ

る。

福利厚生費については、EI」時代に取り組んできたレクリエーション経費の自粛を
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は じめ、弔電、供花や永年勤続表彰についても厚生労働省に準 じた基準とするなど

事業運営上不可欠なものに限定し、適切に取り組んでいる。

④ 事業費の冗費の点検について
23年度に調達する診療材料については、平成 23年 4月 から平成 24年 6月 長
期契約を締結し、24年度の診療報lJl改定に対応するとともに、その後の市場の状
況を踏まえ、価格交渉の上変更契約を実施し、更なる医薬品費の抑制と契約事務の

効率化を図った。旅費について、内中及び復命を徹底し効率的な執行を図つた。特

殊性の低い建物整備について、設計イ|:様を緩和し民間仕様を採用するなどにより建

築コストの節減を図つた。こうした継続的な取組みを期待する。

⑤ 契約について
契約の点検及び見直しについては、監事及び外部有識者で構成する契約監視委員

会を設置し、競争性のない随意契約、一者応札・一者応募となった契約、落札率が

!00%と なった契約について、契約の適正性・妥当性・競争性確保の観点から監視を

行つており、引き続き、よリー層透明性と競争性が確保された契約の実施に期待す

る。

(公益法人等への会費等への支出について)

ヨニ成 23年度においては、4件の該当があり、平成 24年度以降においては、平成
24年 3月 23日 「独立行政法人が支出する会費の見直しについてJ(行政行革実行
本部決定)の方針に従い、11立行政法人の業務の遂行のために真に必要なものを除

き、公益法人等への会貨の支 111を行 うことがないよう当委員会としても、その措置

状況を注視していく。

⑥ 内部統制について
センター設立時に業務運営体制としての重要事項を審議する理事会を設けるとと

もに役員会、幹部会議等において、理事長が理念や方針を役職員に示しており、全

職員に周知されている。また、職員とのとアリングや意見交換の実施などにより職

員から)の意見を積極的に取り入れる環境を整備し、前述の会議等においてもセンタ

ーとして取り組むべき事項は取り入れるなどセンターの活性化を図っている。逆に、

ミッション達成を阻害すると思われる要因や問題点、今後の課題等についても把握

するとともに、そね′らについては十分な分析・検討により、その対応について役職

員に対し的確に指示をするなど、適切な統制環境の確保に向けて取り組んでいると

認められる。

また、監事による監査のほか、監査室による内部監査やコンプライアンス室、企

画戦略室長による理事長補佐体制と合わせ、内部統制の充実に取り組んだことは、
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ミッションや中期計画を達成する上でその妥当性や リスクを把握・分析する重要か

つ適切な取り組みであつたと言える。

力口えて、監事は、業務評価制度の実施状況報告を受け、必要に応 じて調査を行 う

ことにより、職員が全体日標・部門日標を共有し自ら設定した日標の達成に努めて

いるか、職員間のコミ三ニケーションが十分図られンているかについても確認を行っ

ている。

これ,は年度nt画や業績測定のための尺度が妥当であったことによるものと認める。

今後においても、役職員に対する内部統制の周知徹底を図るとともに、監査法人監

査及び内部監査の実効を高めることを期待する。

① 事務事業の見直しについて
独立行政法人の事務・事業の見直し基本方針で講ずべき措置とされた、研究事業、

臨床研究事業、診療事業、教育りf修事業、情報発信事業等の業務運営の効率化につ

いては、平成 22年度から継続して実施している。

③ 法人の監事との連携状況について
当委員会では、評価の実施に当た り、監事の監査報告書の提出並びに監事監査の

実施状況及び業務運営上の検討点について説明を受け、評価を行つた。

⑨ 国民からの意見募集について
当委員会では、評価の実施に1もたり、平成 24年 7月 17日から31日 までの間、
センターの業務報告書等に対する国民からの意見の募集を行い、その寄せられた意

見を参考にしながら評価を行った。



役員報酬規程の改正について

1 役員報酬規程改正の考え方

平成 24年 2月 、国家公務員の給与の改定が行われ、国の指定職職員の給与に
ついて、人事院勧告に伴 う俸給月額の約 0 5%の 引き下げ、及び給 与改定臨時
特例法に伴 う俸給月額等の 9 77%の 引き下げが実施されたことから、当法人
の役員の月例年俸等について所要の改正を行つたところである.

2 役員報酬規程改正の改正内容

(1)月 例年俸の改定

国の指定職職員に準じて、月例年体の額について、約 0.5%の り|き 下げ
を行つた。

改正時期 :平成 24年 5月 1日

(2)特例措 L~5

国の指定職職員に準じて、月例給、地域手当、業績年体の 9 77%の 引
き下げを行つた。

改正時期 :平成 24年 6月 1日



国循発総第 12050104号

平 成 24年 5月 1日

厚生労働大臣

小官山 洋子 殿

独立行政法人    '
国立循環器病研究センター

理事長 橋下 信夫    |

役職員に対する報酬等の支給の基準の変更について (届出)

今般、別添のとおり役職員に対する報酬等の支給の報ull等の支給の基準を変

更したので、独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号)第 62条及び第 63
条の規定に基づき届出を行います。

(変更規程 )
・独立行政法人国立循環器病研究センター役員報rll規程
・独立行政法人国立循環器病研究センター職員給与規程

3県幹
El lJ惧 。ゞ 」ュ(| , 毒



附 則 (平成 24年規程第 85号 )

(施行期 日)

第 1条 この規程は、平成 24年 5月 1日 から施行する。

(平成 24年 6月 に支給する業績年俸に関する特例措置 )
第 2条 平成 24年 6月 に支給する業績年俸の支給額は、独立行政法人国立循環器病研
究センター役員報酬規程 (以下「役員報酬規程」という。)第 8条の規定にかかわら
ず、この規定により算定される業績年俸の額 (以下この項において「基準額」とい う。)
から、次に掲げる額の合計額 (以下この項において 「調整額」とい う。)に相当する
額を減 じた額 とする。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、業績年

俸は支給 しない。

― 平成 23年 4月 1日 (同月 2日 からこの規程の施行の日 (以下「施行 日」とい う。)
までの間に常勤役員となった者 (同月 1日 に常勤役員であつた者で任用の事情を考

慮 して総長が定めるものを除く。)に あっては、その常 rJ」役員となった日 (当該 日
が 2以上あるときは、当該 日のうち総長が定める日))において常勤役員が受ける
べき月例給、地域手当及び単身赴任手当 (独立行政法人国立循環器病研究センターー

職員給与規程 (平成 22年規程第 11号)第 53条第 3項を準用 して得られる額を
除く。)の月額の合計額に 100分 の O.37を 乗 じて得た額に、同月から施行 日
の属する月の前月までの月数 (同年 4月 1日 から施行 日の前日までの期間において、
在職しなかった期間、月例給を支給されなかった期間、常勤役員以外の職員であっ

た期間その他の総長が定める期階]がある役員にあつては、当該月数から当該期間を

考慮して総 J〔が定める月数を減 じた月数)を乗じて得た額
二 平成 23年 6ナ11日 において常勤役員であった者 (任用の事情を考慮して総長が
定める者を除く。)に同月に支給された業績午俸の合計額に 100分 の0.37を
乗 じて得た額並びに同年 12月 1日 において常勤役員であった者 (任用の事情を考
慮 して総長が定める者を除く。)に同月に支給された業績年体の合計額に 100分
の 0 37を 乗 じて得た額
三 平成 24年 4月 に支給された月例給に 100分 の 9 77を 乗 じて得た額及び同
年 5月 に支給された月例給に 100分 の 9、 77を乗 じて得た額
四 同年 4月 に支給された地域手当の額に 100分 の 9 77を 乗 じて得た額及び同
年 5月 に支給された地域手当の額に 100分 の 9.77を 乗じて得た額

(その他の事項 )

第 3条  この規程による改正後の役員報酬規程の実施に必要な事項については、総長が
別に定める。



男1添

役員報酬規程新旧対照表

新 1日

別表 役員基本年俸表

号俸

基本年俸額

月 例

年俸額
業 績
年俸額

8640000

¨

¨

10,944,000

11,808,000

2,908.400

3,134,700

3,368,900

0,684.000

3.974900

男1表 役員基本年俸表

号俸

基本年俸額

月 例
年俸額

業 績
年俸額

…
9.360,000

10,056000

11.00400o

ll.868000

2,924600

3.150800

3.385,100

3,704.200

0995,100



国循発総第 12053101子

平成 24年 5月 31口

厚生労働大臣

小宮山 洋子 殿

独立行政法人    ■‐
日立循環器病研究センター

理事長 橋下 信夫I I

役職員に対する報酬等の支給の基準の変更について (届出)

今般、別添のとお り役職員に対する報Elll等 の支給の報Elll等の支給の基準を変
更したので、独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号)第 62条の規 11に
基づき届出を行います。

(変更規程)
・独立行政法人国立循環器病医療研究センター役員報酬規程



附 則 (平成 24年規程第 86号 )

範 ネ子夕明日)

第 1条  この規程は、平成 24年 6月 1日 から施行する。

(特例措置 )

第 2条 平成 24年 6月 1日 から平成 26年 3月 31日 までの間 (以下 「特例期間Jと
いう。)においては、常勤の役員 (以下「常勤役員」という。)に対する月例給 (役員
報酬規程第 3条第 1項に規定する月例給をい う。以下この項において同じc)の支給
に当たっては、月例給から、月例給に 10o分 の 9 77を 乗 じて得た額に相当する
額を減ずる。

2 特例期間においては、次に掲げる報酬の支給に当たっては、次の各号に掲げる報Elll
の額か ら、当該各号に定める額に相当する額を減ずる。

一 地域手当 当該常勤役員が受けるべき地域手当の額に、 100分 の 9 77を 乗
じて得た額

工 業績年俸 当該常勤役員が受けるべき業績年体の額に、 100分 の 9 77を 乗
じて得た額



独立行政法人国立循環器病研究センター

平成 23年度業務実績評価シー ト

別紙
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国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト

:23年度の業務の奥饉                 |1   中 期 目 標   1   中 期 計 画   面 雨 23年 度 計 画  ~~             平成23年度の業務の実績

独立行政法人通則法 (平成 11年
法律第 103号)第 29条第 1項
の規定に基づき、独立行政法人口

立循環器病研究センターが達成

すべき業務運営に関する日標 (以

下「中期目標Jと いう。)を 次の

ように定める。

平成 22年 4月 1日

厚生労働大臣 長妻 昭

平成 22年 4月 1日

独立行政法人

国立循環器病研究センター

理事長  橋本 信夫

前文

独立行政法人国立循環器病研究

センター (以下「センターJと い

九  )は、 日召和 52年にがスノに次
ぐ死因の循環器病の克服を目的

に設置された国立循環器病セン

ターを前身とし、広く循環器病疾

患の調査、研究を推進 し、先進的

な医療を目標に、循環器病の撲滅

平成23年度の業務運営につい
て、独立行政法人通則法 (平成 1

1年法律第 103号 )第 31条第
1項の規定に基―jき 、独立行政法

人国立循環器病研究センターの

年度計画を次のとおり定める。

平成23年 4111日

独立行政法人

国立循環器病研究センター

理事長  橋本 信人

-1- 評価項目 1



身とし、以来、循環器病の克l「Rを

目標に、研究、医療、人材育成等

を推進してきた。

循環器病は三大死因のうちの二
つを占めるに至つており、その克

服のための研究・開発と臨床応用

は、国民の生命予後の飛躍的な改

善に資するものといえる。このた

め、国家戦略として、健康増進法

(平成 14年法律第 103号 )、
「21世紀における国民健康づ
くり運動 (健康日本 21)」 及び
「新健康フロンティア戦略」等に

基づき、 循環器病の克服に向け
た取組が推進されている。

センターにおいても、循環器医療
の提供に必要な人材をはじめと

するさまざまな資源が集積され

ており、近隣地域のみならず国内

外の忠者の生命を救ってきた。

こうした中、センターは、日本人

のエビデンスの収集や循環器病

における死に直結する疾病の治

療法の開発、これらの疾病をもた

らす生活習慣病等に伴う心血管

病変等の予防並びに胎児期 」ヽ児

期における循環器病の診断及び

治療等、循環器病学の基礎的及び

臨床的研究を推進し、その成果を

高度かつ先駆的な医療の提供及

び優れた人材の育成に活かすこ

とにより、循環器病の克月Eに貢献

していくことが求められている。

第 1 中期目標の期F●U
センターの中期目標の期間は、平

成 22年 4月 から平成 27年 3
月までの 5年間とする。

く。
センターは、前身の国立循環器病
ヤンターの成果をlltと して、国民

から信頼の得られる研究 医療を
確実に提供し、その成果として得

られた研究知見を臨床へ応用し

ていく。
センターの病院と研究所は一体

となつて、ヨ|き続き政策医療の着

実な実施とともに、高度な専門医

療研究開発の担い手として、先駆

的研究F・H発、及び先進医療の進展

に貢献していくこととする。

こうした観点を略まえつつ、厚生

労lel大臣から指示を受けた平成
22年 4月 1日 から平成 27年
3月 31日 までの期間における
センターが達成すべき業務運営
に関する目標 (以下

「中期目標」

という。)を達成するための計画
を以下のとおり定める。

国立循環器病研究センター評価シー ト

1   中 期 目 標   1   中 期 計 画   1 平 成 23年 度 計 画 1                 平成23年度の業務の実績                 |

-2- 評価項目 J



国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト

中 期 日 標  1 中 期 計 画  1平 成 23年 度 計 画 |
平成 23年度

第 1 国民に対して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上

に関する目標を達成するために

取るべき措置

1 研究 開発に関する事項
センターが国際水準の研究を展

開しつつ、我が国の治験を含む臨

床研究を推進するため、以下に掲

げる中核機能を強化する。
これにより、高度先駆的医療の開

発及び標準医療の確立のための

臨床を指向した研究を推進し、そ

の成果を継統的に生み出してい

く。

(1)臨床を志向した,F先 .う1発
の推進

①研究所と病院等、センター内の

連携強化

高度先駆的医療の開発及び標

準医療の確立のための臨床を指

向した基礎研究を円滑に実施し、

また、基礎研究の成果を臨床現場
へ継続的につなげられるよう、研

究所と病院が高度の専門性を有

した上で、その連携を強化する。

具体lllに は、研究

'7、

病院の会議

でそれぞれの問題意識を共有す

るとともに、臨床研究等を共
「・
l実

施し、相互の交流を図り、研究所

とFrl院 との共同での研究を中期

日標の期間中に、平成21年度に
比べ 50%以上増加させる。

第 1 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する日標を達成するために取るべき措置

1 研究 開発に関する事項

(1)臨床を志向したOFゲL らH発の事lllL

①研究所と病院等、センター内の連携強化

1.バイオバンクデータセンターの創設  (資料 1)
診療情報とリンクしたバイオリツースの集積により臨床研究の効率化を図るとともに、 22年度に設置した研究出1
発基盤センターと連携させることにより、ニース `シーズの掘り起こしとマッチングを実現し、基礎から臨床へのT
R(橋渡し)研究の更なる推進と迅速化に寄与するため、独立組織としてバイオバンクデークセンターを泊1設した。
当センター内に留まらず他の研究機関等との連携も視野に入れた運用を開始している。

2 医療クラスター棟の設置
医療クラスター棟を設置し、臨床研究の推進、 ドライラボを駆度した産官学共同研究、模lFt手術室・lCU等 を用
いた外部を含む医療従事者研修を推進する体11を整備し、設置後4カ月で 7件の実践的研修 (手術ロボット操作訓練

人工心肺シミュレーター組み立て、ステントのEVEを 用いた体内誘導性の評価など)を行つた。
また、TR(橋渡 l´研究)を推進するため、]「究開発基盤センターに臨床研究部、先進医療・治験推進部を設置し、
「臨床研究相談J(約 30件 )や生物統計家 |こ よる「統ヨ十相談」 (約 50件 )を行った。

3 共同研究・開発
(1)医療機器開発の推進  (資料 36)
日本発の革新的な医薬品 .医療機器をlJ出 するために今年r_か らF・111された早期・探索1句臨床試験拠点整備事業に

おいて最初の 5施設の 1つに選定され、 5施設のうち唯一、医療機器の開発を手がけている。□循は、医療機器のり「
究成果を最適な形で早期に製品化するために、研究所 。研究開発基盤センター 病院がコ■一体となった「“早期
探索的臨床試デ コンソーシアム」を形成し、2つの画期的デバイス (カ バー ドステント、小児用柿込み型相i「lJ人 工

心臓)について医師主導治験の実施へ向けた作業を行っている。

第 l LI」 民に対して提供するサ

ービスその他の業務の賃の向上

に関する日標を達成するために

取るべき措置

1 研究 開発に関する事項
センターが国際水準の研究を展

開しつつ、我が国の治験を含む臨

床研究を推進するため、以下に掲

げる中核Fbl能を強化する。

これにより、高度先駆的医療の開

発及び標準医療の確立のための

臨床を指向した研究を推進し、そ

の成果を継統的に生み出してい

く。

(1)臨床を志向した〕F先 1ヽ発
の推進

①研究Frと 病院等、センター■の

連携強化

高度先駆的医療の開発及び標

準医療の確立のための臨床を指

向した基礎研究を円滑に実施し、

また、基礎lll究の成果を臨床現場
へ継続的につなげられるよう、研

究所と病院が高度の専P月性を有

した上で、その連携を31化するた

め平成22年度に設置したう1究
開発基盤センターTR支援室を
中心に、TR(橋波し研究)の推

第 2 国民に対して提供する‐ナ
ービスその他の 業務の質の向
上に関する事項

1 研究 .開発に関する事項

(1)臨床を志向した研究・開発
の推進

高度先駆的医療の開発及び標準

医療の確立のため、臨床を指向し

た研究を推進し、優れた研究・開

発成果を継続的に生み出してい

くことが必要である。このため、

センターにおいて以下の研究基

盤強化に努めること。

①研究所と病院等、センター内の

連携強化
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中 期 目 中 期 計 画  1平 成 23年 度 計 画 平成 20
(2)EVAHEARTの 布置込み手術 トレー■ングを開始

保護職最F芳話電話総予仄しt4イlI`F鑑場2貸容彎管7賞性全ItT尻憎盆霞里鳥lじ二重じ夕:言危こえ∫|
これは、研究開発基盤センターのトレーニングセンタすが受託し、センター内の施行部署として研究所人工臓器部
が請けおうというスキームによるものである。

～ffF畠桑皇撃裏里り量L暑 |こ冒軍警躍?:磁こ万鼻圭雲lゞ劣靭蔦負堡li話零 x宮?劣 1普量み珠 ft重萱リテ |

を、大型llj物を用いて行い得る施設は存在せず、今後同様の新規機器臨床応用前の トレーニングプログラノ、を行って |

いく点で重要な役11を果たすこととなる。                                  |

き:』I:1〔 :や
じ査L〕り碁舜lil曇生撃」員:[伍二 1馨霊 tこ響議事昔百11た十当↓3フ生努殊薫魯韮花測

(3)脳動脈瘤治療用のカバー ドステントの新規開発に着=
脳血管部門|ま、研究所生体医「L学部医工学科料研究室とJ
ためのライフ・イノベーーシヨンプロジェクト「Bridg(
システム並びに頭蓋内 心血管治療用の新規多孔化薄膜カノ
(23-実用化 (臨床)―指定-003)に て、当センタ‐
研究に着手し、プレス発表を行った。

(4)ペプチ ドホルモンの高床IL用への取り組み
病院糖尿病 代謝内/1と研究所生化学部のチームで、循J
応用に向け力基礎研究と基礎研究を基盤とした臨床Fr究を糸
争白1資金を獲得し、基礎から臨llま で一貫した〕1発研究を研究所と病院の連携で行った。             |
(主な研究)

|

O「新たな食欲 エネルギー代謝制御関連因■の探索法の|‖発と機 llLttlrr」                 |
② 「血管神経ネットワーク形成におけるC IIナ トリウム利尿ペブチドの意義解明」
⑤ 「FT食 促rtLホルモンの自律神経系を介した心臓保護機序の解明J

④「生理活性ペプチ ホヽル■ンの特異性を生かした新しい心血管病治療法の開発J

(5)遺伝性動脈疾患に関する病因解明と診断治療法の開発の推進
血管外科と分子生物学部との密な連携をコアに血管科、循環器小児科、周産期fl、 放射練科、臨床検査部との連携
により、22年度に開設した結合繊病外来を軌道に乗せ、 23年度は新規に121例 の外来管理を行い、49例につ
いて遺伝子解析を実施して遺伝子変異の同定を行った、今後診断治療法の確立・新規疾患概念の確立を目指す。

(6)肺動脈性肺高血圧症ならびに出血性毛細血管拡張症の病因解明の推進
肺循環器科 循環器小児科との連携をコアに、新規の病因遺伝子の解明と情報フィー ドバックを行い、より良い疾
患管理へ役立つ情報の活用法を検討した。

(7)ア ドレノメデュリンを世界で初めて臨床応用
既存のWiO~療法に抵抗性の重症下肢末梢動脈閉塞症 (慢性F・q塞性動脈硬化症・バージャ早病)症例に対して、当研究
センター研究所で発見 同定された内因性血管新生ペプチドであるアドレノメデュリンを国立循環器病研究センター
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ン単独での治方法の確立を目指す。

また、薬斉1部において、アドレノメデュリンの臨床試験を行うための製剤イヒを検討し、調製を実施した。

(8)1融塞患者に対する自己骨髄単核ホロ胞治療
脳神経内f4では研究所再生医療部との共同研究で脳梗塞患者に対して自己骨髄単核球細1包治療の臨床研究を行つて

いる。これまで計画された 12例 中、10例がすでに治療を終了しており、安全性には問題なく、脳枕基重症 ll・ lを対象

にしているがほとんどの症lFlが 歩行可能となっている。

(9)脳梗基後のうつに関する研究
脳ill経内科と精神潤との共同研究で、脳梗塞後の MRI画像による局〕TのЛ音萎縮や自質の質自t変化とうつlL‐状との開

達を経時的に評価している。2011年度は軽症のラクナ梗塞であるにもかか4Lらず、病巣とは■関係に後割I帯状回が半

年で有意に萎縮し、自質の質的変イヒがうつ症状と相関することを発見した。

《研究所と病院との共同での研究》

21年度 :51件
22年度 165件
23年度 167件

4 基礎研究・臨床研究の実施・成果
(1)」 sTの研究成果最適展開支援プログラム (A― STEP)で の採択
平成 23年 2月 14日 鯛 )～ 5りill日 υく)の期FF5に公募のあった、 」STの研究成果最適展開支1/プ ログラ
ム (A― STEP)「 平成 23年度フィージビリティスタディステージ 探索タイプJに 、当センター研究所の

'「

究

課題『■|)弾 1■率と細胞接着
lJを有するポリペプチドハイドログル 7u・ら成る自E抑繊再生型小日径人工血甘の「「ぢこ」、

『人工細胞外基質よりなる機能化神経誘導管による末梢神経再生』力
'2イ
+採択された。

また、第 2期募集でも以下の3件が採択された。
①『既存薬ピルフェニドンの高血圧性腎障害及び′き不全治療薬としての再FAl発』

②『末梢投与で作用する脂肪酸修飾生理活性ペプチドの探索』

③ 腱 織幹細胞を利用したアルツハイマー病の病態診断・治療応用技術の開発』

(2)A― STEP r探索タィプ」 (JST)の新技引T説明会において当センター研究所の研究課題の発表を実施
」STの研究成果最適展開支援プログラム (A― STEP)「 平成 22年度フィージビリティスタディステージ探
索タイプJに採択させた研究課題から、技術移転の可能性が高い課題として、当センター研究所の研究課題の『患者
説明に有効なベクトルシェーマ作成インタフェース』が採択され、新技術説得会において発表を行った。

(3)ア スピリン抵抗性の全国多施設前向き登録りF究を実施
アスピリン抵抗性の全国多施設前向き登録研究を行い、586名 を登録 l´、2年間の追跡が終了した。データベー
ス化も終了した。 嘔 菓基盤研究所、基礎研究推進事業、「がん 循昴器領域等における前向き臨床試験を用いた共
斉1奏効性 安全性のシグナル (バイオマーカー)検 出大規模データベース構築を目指した研究J,ま た、抗lo小 llt薬
クロピドグレルの遺伝子多型研究も進めた。

独自の先ifF医療として世界で初めて臨床応用した。 6例実施したがいずれも予後良好であり、今後ア ドレノメデュリ
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の増加への取組

②「革新的医薬品 医療機器倉l出
のための 5か年戦略J(平成 19
年4月 26日 内閣府・文部科学
省 厚生労働省 経済llI業省)に
基づく、産官学が密接に連携して

臨床研究・実用イヒ研究を進める
「医療クラスターJの形成等、国
内外の産業界、研究機関及び治験

実施医療機関等との連携

C,産官学等との連携;工化

国内外の産業界、大学等の研究

機関、大規模治験実施医療機関等

との自発的 戦略凛tな連携がなさ
れるよう、「医療クラスター」の

形成等、他機段 の共同研究を推

進する体制を整える。

特に、企業との共同研究につい

て、中期目標の期間中に、平成 2

1年度に比べ30%以上増加さ
せる。

②産官学等との連携強化

国内外の産業界、大学等の研究機

関、大規模治験実lLi医療機関等と

の自発的・戦略的な連携がなされ

るよう、シンポジウム等により産

学官連携におけるセンクーl■y役

割をア 1ピールするとともに、医療

クラスター棟を整備し、他機関と
の共同研究を推進する。更に、平

成 22年度に設置した研究開発
基盤センター知的資産部産学官

連携室の機能を充実させ 効果的
な運用を図る。

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト

科研費23年度新規採択件数が46件 となり、前年度比135%を達成した。採択率も向上している (22年度 3
4 3%→ 23年度37 7%)ま た、さらなる科研費獲得に向け、イントラネット等を利用して公募情報や必要な書
類を用知した。その結果、24年度科研費申詰数が121件 となり、前年度比106%を達成した。特に病院職員か
らの中請は34件 となり、前年度比162%の大li.増 となった。

②産官学等との連携強化
1 医療クラスター棟の整備
23年度にセンター内にトレーニングI~、 産学連携のための実験室 会議室、医療クラスターの推進に「

“

けた各部
署の居室などを備えた医療クラスター棟が開設され、国内外の企業 研究機関などとの自発的・戦略的な連携に向け
た環覚が整備された。
トレーニング室については、 12月 以降外部からのトレー‐ングを7件受け入れている。

2 大学との連携強化
国循幹部と京都大学 。大阪大学の医学部長及び病院長とが、国循に一堂に会して連携会議を持ち、産学官連携の推
進のほか国循と大学問での研究 医療 人材育成等幅広い協力関係を展開していくことを確認した。

3 創造的産学連携事業
経済産業省の補助事業である倉1造的産学連携事業を平成 22年度より実施しているところであるが、同23年度にお
いても当該事業にて臨床のユーズ 。研究のシーズを有する当センターの機能を十分に活用し、技術移転に留まらずヮ
ンストップで基礎研究から薬事を考慮した製品化までの実現を推進してきた このような事業推進は技術移転のみを
進めようとする他の一般的なTLOと は実施形態が大きく異なる。特に、世界的な医療機器開発クラスターである米
国ミネンタとは、相互に意見交換を図りつつ医療機器等に関する知的財産評価指標の策定とグローパルスタンダー ド
化へ向けた取り組みを進めてきた。また、ビジネスマッチングイベント (言12回 )に当研究センターのブースを出展
し 一日あたり100～ 300名 の来訪者と6日 間で 18件の面談を実施した さらに、当研究センターの保有する
知的財産について、第二者的見地から39件の価値評価を実施した。研究費も病院 研究所との連携のもと、経済産
業省、厚生労14J省、大阪市などから多くの課題 事業が採択されている。 (7件、約 7億 3千万円)

4 関西イノベーション国際戦略総合特区
国との協議により規制緩和 財政支援等の対象となる特区地域として、当センターの立地地域 (研究開発施設とし
て指定)力 認ゞめられ、当センターに設置しているトレーニングセンターの活用と新しく医療機器として承認された植
込み型補助人工心臓とをパッケージ化した医療インフラの提供 (アジアで唯一実施可能な大動物を用いた植込み型補
助人工心臓 (Eva Heart)の 施術 トレーニング)をはじめ、医療機器等の事業化を促進するプラットフォームの役割1を
担っていくことなつた。

5 共同研究・開発の実施
(1)ミ トコンドリア糖尿病における iPs/li胞の樹立に成功
糖尿 ll・  代:11内科は、京都大学と共同でミトコンドリア糖尿病における
リア変異率などが浄m胞に につて異なるヘプロプラスミーの機序1年明を含め、
呆であり、英文誌に報告した。

iPS糸口胞の樹立に成功 t´た。 ミトコンド
新たな発症機ir‐や治療法ll発 につながる
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(2)低侵襲 高精度の血行動態連続モニタリング装置開発を開始
循環動態機能部は企業と連携して、低侵襲・高精度の血行動態連続モニタリング装置開発を開始し、この開発に伴

うタト部資金を黎得した。また臨床応用を推進するためにパイロット試験を病院心臓血管内Tl部町CCし グループと共
同で開始した。

(3)血管内迷走神経刺激による梗窯縮小にら1する共同研究をF・i始
循環動態機能部は企業とll携 して、虚血]It流

'キ

における血管Fl迷走神経中1激による梗碁fll小に関するメu4研 究を

開始した。

(4)骨髄細胞分nllデバィスの開発
先進医療 治験推進部は、急4■期脳梗雲のT・ I「也治療をさらに全国に普及するための骨飩TII胞分肖Lデバイスの開発を
産学連携で行つた。23年度は協力企業とともにPMDAに 薬事戦mこ相談 月手前1■談において臨床開発の方向性につ
いて相談した。

(5)次世代脳 SPECTプ ロトタイプ装置の開発
画像診断医学部は、当該研究所の有する技術基盤をもとに、高空間解像度で脳機能画像を撮像する次世代脳SPE
cTプ ロトタイプ装置の開発を行った。東大阪地域の企業群と共同で、地域コンノーシアム事業にて検出器を含む装
置システムユ号機と2号機を制作した。さらに近畿企業局の研究事業などで電子回路の高精細化を果たした。

(6)統合画像診断システムの開発
口T像診断医学部は、急性期脳便基において脳虚血の重症度と組織可逆4■の正確な診断を可能にするPET診断法の
実用化を目指して、重機器企業、籠な電子柵 制作企業、医療機器製造企業などと共FDlで統合画i像診断システムを用

発した。病院放射線部に設置され、9名 の若年健常者を対象に、従来よりも高精細な画像が得られたことから、当該

センターにおける診療への貢献が期待された。 (急性期脳梗塞スーパー4・I区 )

(7)ア ストラゼネカ スウェーデン研究所との交流
22年度に締結した包括的共同研究契約に基づき、アストラゼネカ スウェーデン研究所との交流会を実ltした。
互いの研究活動、創薬研究開発戦略について意見交換を行い、既に別途実施している個別の共同研究についての議論、

及び今後展開する共同研究についても議論を行つた。

(8)米国シーメンス社とのCT/PET画 像プログラム共同開発
シーメンス社製CT/PET装 置のワークステーションに搭載するソフトウェアライセンスを受け、1鞭基症例に
おける定量化された画像撮像に不可欠である正確な画像再構成が可能となるプログラムの開発に着手した。今後、研

究所で十分に検証作業を行い、倫理委員会承認の下、臨床での使用を行つていく。

(9)心臓レプリカプロジエクトの実施
小児循環器部では複雑な先天1生心疾患の治療成績の向上を目指して、個々の患者の 4ヽSCT画像データから切DH縫
合が可能な精密心臓模型を作成する「′心臓レプリカプロジェクト」を企業とのJtl■ で実施した。デジタル画像データ

から光造形法と真空注型法を駆使して、悲者の実4カ大の精密心臓レプリカを作成し、手術手技の選択、新 l´い手術手

技の考案、若手医師の練習、医学教育などに役立てている。このプロジェクトは、「22-23年 度京都企業戦略的
共F・ 研究lt進事業 (l lt・ 3千万円)Jに採1■され、現在製品化に

"`け

て共同作業を進めている。 23年度アメリカ,さ
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1   中 期 目 標  |~~ 中 期
~計
 画   1 平成 23年 度計画 1                 平成23年度の業務の実績

~~~~~―――――一―――――¬
臓学会 (AHA)で展示ブースを設営し、約 600の来訪者を迎え、この技術を世界にアピールした。この技術開発
は、国際特許出願済みであるIPCT/」 P2010/061249「 中空構造体の樹脂成形体の製造方法及び中子」

(10)減塩食レシピの活用と事業化
当研究センター病院の八院患者に提供されている患者食は 1食あたり塩分 2g未満で栄養バランスも考慮して美味
に調理されており、このノウハウにもとづいた減塩レシピの活用は、退院後の栄養管理や予防医学的な見地からも有
意義である。そこで、当該レシビを開発した病院臨床栄養部と研究開発基盤センター知的資産部とが連携し、①料理
教室の開催 (ク ッキングスクールでの開催)、 ②減塩弁当のライセンス化と開発 (24年度に事業化予定)、 ③デジ
タルレシピ配信サービスのライセンス化 (23年度事業化)を実施した。現在までに企業、大学等との共催により料
理担 を開催した。
これらは22年度から1年余りという極めて短期間で事業化を成し遂げたものであるとともに、研究成果を特許と
して権利化して事業に繋げるという既存のパスウェィだけでなくノウハウを活用して事業化に緊げるという極めて先
駆的な手法の成功事例でもある。
※日本頸部脳血管治療学会にブース出展
※電鉄企業、ガス企業の社員食堂で当該減塩食の提供開始
※テレビ・新聞各紙など多くのメディアで国循減塩食について紹介

(■ 1)異業種から医療産業への参入を図る企業の支援
小児心臓外科と研究開発基盤センター知的資産部との連携のもとで、医療機器への新規参入を目指す企業とともに
『外科手術における高性能 小型軽量・安価な術野ヘッドカメラの開発』が平成 23年度大阪市成長産業チャレンジ
支援事業に採択され、異業種から医療産業への新規参入を促すとともに新規デバイス開発を推進した。

(12)血 管内皮細胞が直接免疫機能を調節する仕組みを発見
企業との共Fpl研究 (ヒ ューマンサイエンス財団の支援)で、SlP3拮 抗薬を開発した (TY52156)。 sl
Pが血管収縮作用のあることは周知であるが、SlPl― slP3の いずれの受容体がその機能を布 l´ているの7J・は
不llHであつた。SlPl-3の 結抗薬を用いて血管収縮でのそれぞれの受容体の機能を明らかにするための臓器での
効果判定を行うモデル系 (ラ ンゲンドルフ還流心と摘出脳血管モデル)で血管収締効果を検討した。その結果、Sl
Pに よる著明な冠状動脈血流量の低下作用とex vivOで の血管収縮はslP3依 存性であることがわかった。
SlP3受 容俸拮抗薬の前投与により頭著に改善するが、,lPl、 SlP2受 容体拮抗薬では改善効果が見られな
かつた■とから証明できた。SlPが多量に生成される血小板血栓からは血管内皮細胞接着の乖離を促進する分子ト
ロンビン PA「 も放出されることから、内皮細18を超えて直接血管平滑筋細胞のSIP3受 容体を介した収縮をお
こす。これをSlP3拮 抗薬が予防できるのではないかと予想する。

《企業との共同研究》
21年度 :57件
22年度 :59件
23年度 :99件

4 シンポジウム・フォーラムヘの参加・講演
(1)フ ー ドテック2011に 参加 (9月 7日 ～ 9日 、大阪)
おいしいと定す「のある□循の「生活習慣病対応食 (減塩食)」 のレシピをデジタル化した減塩食デジタルレシピ「c
―タッキングシステ′、 ,ずんえんデリカ!を企業と共同で開発し、アードテック2011で プレ1ピ ンテーシ=ン及び
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①研究・開発の企画及び評価体市1

の整備
センターの使命を呆たすための

③研究・開発の企画及び評価体行1

の整備

センターの使命を果たすための

③研究 開発に係る企画及び評価

体制の整備

試食品の提供を行つた。

(2)第 10回 日本頸部脳血管治療学会に栄養管理部ブースを出展 (6月 10日 ～ 11日 、大阪)
当院の低塩分給食 (塩分 1食 2g未満)の試食用パックを300食 (50食 ×6回 )、 時間帯別に異なる献立を用
意して学会に参加した先生方に試食してもらった。脳血管疾患を診る先生が中心の学会において、非常に高い評価を

得た。また、並行して配布 1ンた脳卒中医療の紹介冊子「マンガ :知ってることで救われる |?Л肖卒中って ?」 を20
0部以上配布した。 (資料 2)

(3)医療機器産業のコ豫フォーラムの企画 (2月 23日 ～ 24日 、本I「 )
医療機器産業の国1祭展開を図るフォーラム「Wordl Forun■  for Medica1 1)じ vice
in KANSA1 201 2Jを 大阪商工会議所と国循とで共同企画し、米国 欧州 アジアヘの展開とともに医
療機器開発への異業種からの新規参入を促進した

(4)次 ■代医療システム産業化フォーラム2011で の講演 (5月 25日 、大阪)
大阪商工会議所が主催する企業との共同開発提案イベント「次世代医療システム産業化フォーラム201lJに お
いて、 「lCTネ ットワーク活用とマッシュアップ手法による医用画像情報サービスの開発」及び 「臨床ニーズを活
かした看護ノウハウの事業化Jについて発表した。同フォーラムには、医療関連企業はもとより、ものづくり企業、
材料開発企業などの関係者230名 が参カロし、活発な質疑応答が行われた。また、医用画像情報サービスや看護ノウ
ハウに関する事業化に向けた企業探索を進めた。

(5)第 2回 メディカルテクノロジーEXPOで の講演 (6月 22ヨ ～24日 、東京)
研究開発基盤センター長が「医療機器閥発 .製品化の今後の展望 ～日本の技術を、いのちのために。～」と題 l′ 、
日本企業が・|つ高い技ll lを 医療分野に活かすための当センターの取組みや、医療機器産業に対する国民の意識調査結
果などが紹介され、約 800名 の聴衆の関心を集めた。1甥 Rl中 は、会場内,こ 日本の技術をいのちのために委員会のプ
ースも設置され、広く賛司を呼びかけた。このイベントに、 3日 間合言卜で 7万人以上が来場した。

(6)第 2回医療福祉機器・
‐
lT究交流会での言世演 (24年 1月 3日 、広島)

「f4/が国における先進医療 l・●器の研究開発 臨床応用 製品化に関する諸問題と対策」について講演を行つた。

(7)神戸医療産業都市クラスター交流会での講演 (24年 3月 22日 、神戸)
「国循の知的資産を活かした産学連携と事業化へのアプローチ」について基調講演を行つた。

(8)ビジネスマッチングイベント出展
以下の2件 (バイオジヤパン、HOSPEX'7rィ ベントに国循のデースを出展し、臨床ニーズと技術シーズの製
品化への展FFHと 国循の産学連携活動の周知を図つた。

①バイオジャパン :風 1コ ブースヘの来場者担 00人 /日 、個別会談数 6件/3日 (10月 5日 ～ 7日 、ザt浜 )
②HOSPEXl□ 循ブースベの来場者数 300人 /日 、個別会談数 12件/3日 (11月 9日 ～ 11日 、東京)

0研究 開発の企画及び評lT体制の整備
1 医療機器に対する意識調査の結果公表  (資 ツド137)
生活者の医療機器開発の現状認識や口た医

'(機

.il´ のヽニーズを探るため、全L5,155名 を対象に大規1■な意識記
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④効果的な知的財産の管理、活用
の推進

IJl究 (研究開発費を含む。)を企
画 t′、評価していく体常1を整備す

るとともに、研究を支援していく

体制も充実させる。

④知的財産の管理強化及び活用

推進

知的財産管理に当たっては、研究

開発システムの改革の推進等に

よる研究開発能力の強化及び研

究開発等の効率的推進等に関す
る法律 (平成 20年法律第 63
号)及び「知的財産推進計画Jを
踏まえ、研究成果の権希1化と企業
への技術移転等を推進するため

の部署を設置する。

研究 (研究Bll発費を含む。)を企
画し、評価していく体制を整備す

るとともに、研究を支援していく

体伸も充実させる。

④知的財産の管理強化及び活用

推進

知的財産管理、活用の推進に当た

つては、研究成果の権fll化と企業
への技術移転等を推進するため、

平成22年度に設置ヽ́た研究開
発基盤センター知的資産部を中

心に、知的財産関連の法律及び運

営に関して専門知識や経験を有

する者から支援を得て、弓き続き

知的財産の専門知識に基づく合

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト

査を実施 (23年 3月 8F～ 9日 )した。調査結果を解析したところ、国産の医療機器の増加を 8害1以上が望み、医
療機器の審査期間短縮に6告|が賛成であった。本調査によって医療機器開発への国民の期待が極めて高いことが知見
として得られ、この成果をホームベージで公開 (24年 5月 31日 )するとともにニュースリリースを行った。

2 研究支援体制の整備
(1)液体窒素共用システムを導入
研究所に液体室素紀胞保管システムおょび液体窒素共用システムを導入し、重要な研究リツースの災害l.Fや停電時
への安全保管体mlを構築すると共に、液体窒来の労働安全面に配慮した使用を可能した。

(2)新 しい医療機器の製iR化促進と共事等を路まえた開発機能の強化
22年度 (補正予算)からり|き 続き、 23年度も紅済産業省課題Ji7決型医療機器の開発・改良に向けた病院 企業
間の連携支援事業である『臨床ニーズのあるデバイスが製品イヒされない現状を解決する連合的な医療機器のFi発 ・改
良』を研究所と研究開発基盤センターとで協力しつつ研究l.l発基盤センター知的資産部の研究Iが続括研ダE代表 静
純括研究代表となって複数の企業の参加のもとで実施し、新しい医療機器の製品化促進と薬事等を踏まえた開発機能
の強化を図った,

(3)倫理箸査申請システムの運用開始
倫理委員会への審査中請から承認までをweb上 で行うシステムの運用を開始し、申請書作成等にかかる研究者の
負担が軽減された。

(4)研究開発費軌行状況閲覧システムの開発
llL環器病研究開発費の有効活用のため、研究開発費の執行状況を研究者がリアルタイムで閲覧できるシステノ、を開
発した。

(5)病院に実験研究支援室を整備
病院臨ル`医等が臨床現場で自ら抱えている診療 治療上の問題点解決のための基礎研究を推進するために、実験研
究支援室を整備した。

3 評価体制の整備
外部有識者による中間評価及び事後評価を行うため、 23年 5月 に外部評価委員会に小委員会を設置した。

①知的財産の管理強化及び活用推進
ア「知的財産ポリシーJに基づき、知的財産の管理及び7舌用を積極的に推進する。
1.知的財産ポリシーの実践
研究成果・人的資源等の知己資産の活用に関することを行うため、研究開発基盤センター内に知的資産部を設置し
ており、管理及び活用推進を強化している。
また、22年度に策定した「知的財産ポリシー」は当り1究センターのホームページでも公開しているとともに、当
研究センターの研究所セミナーにおいて知的資産部から「国循における産学連携活動と事業化へのアプローチ」につ
いての講演を実施し、知的財産の活用に向けた研究者の意識を高めた。

2 戦務発明委員会での審査件数
23年度は41件であった。ただ lン、他の総合大学ではアカデミックスタッフが3,000名 程度の規模のところで
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また、知的財産の管理及び活用の1理的な運用を図る。

推進に関する指針を「知的財産ポ

リシー」として策定し、センター

内の職員に知的財産の活用への

意識を高めつつ、外部の機関へも

公表する。

ア特許等の評価市]度のllt立   |ア  「知的財産ポリシー|に基づ
効‖キ的な知的則左の管理につい |き 、知的財産の1よ理及び活iを積

ては、事業化 ライセンス化を考1極的に推進する。
慮 した特.T等の評価 1度 を確立

し、職務発明委員会においては中

期目標期間内に 180件以上を
書査 し、特許出頗に適切な研究成

果を選定する。

イ知的財産の活用の促進

知的財産の活用については、これ

らに係る手続き '文書管理等の有

効な運用と企業と連携した事業

化戦略によって,技 vl移転等の橋

ll「 しを促す。さらに、海外展開を

も祝 lFに入れた事業化支援シス

テムの構薬を目指し、契約 交渉
等に伴うマネジメント1,能の充

実を gる。

イ 特許等の知的財産を効率的
に管理するため,こ れらに係る市J

度の整備を引き続き推iFする。

ウ 事業化 ライセンス化を考慮
した特許等の評価Hl度 を確立す

るため、これらを評価する館市1の

整備を引き続き惟・L・する。

国立循環器病研究センター評価シー ト

職務発明委員会での審査件数が400件程度であることを考慮すると、研究所の常勤職員が 100名にも満たない当
研究センターでの書査件数としては相対的には多くの件数が挙がっているものと認められる。

3 電子カルテに関わる特帯
研究所FJf究情報基盤管理室 中沢一雄室長が企業と共同出願していた「医療情報システム及び医療情報管理方法」
が特許第4792067号 として認められた。

4 フオンビルプランド因子切断酵素の特異的基質および活性測定法の活用
本センタ  ヽの知的F征権 「フォンビルプランド因子切W7酵素の特異的基質および活性測定法Jは、日本と未国で企
録を行い、これまでに海外の企業 41Lを 含む 10社と実施契約を締結した。本特亨Fは血lt性 11小 1■減少1[紫斑病の原
因タンパク質ADAMTS13の 活性 ll定のための基質に関するもので、‖[界のスタンダー ドなむ可定法になり、111■
1■血小板減少性紫斑病の早期診断に東献した。

特許等の知的財産を効率的に管理するため,こ れらに係る制度の整備を引き続き推進する。

医療機器等に関する知的財産評価指標の選定

知的財産を活用するためには、それらの適正な評価によつて価値を共有し研究機関から企業などへ流通させること

が不可欠である。従来の汎用的な知的財産評価指標では、医療機器 医薬品開発の現状を充分に反映できているもの

とは言いがたかつたため、これらに特化した知的財産の評価指標の策定に向けて研究F・l発基盤センター知的資産部と

企画経営部研究医療課産学連携係が外部の専門家も交えて取り組んでいるところである。 23年度には評f15項 日と評
価の手法を選定 l´た,また、グローバルスタンダー ド化も見据えて、医療機器開発の世界的クラスターである米国ミ
ネンタの産学連携 .・1的 ju itの専門家の知見も取り入れ、本指標のブラッシュアップを図った。

2 知的財産活用に関する方針
知的 ll産権については、失口llL財産ポリシー及び職務発明等規程を整備し、知的財産オセの出願及び活用について、方

11を定めている。当該方針に基づき、職務発明委員会において、センター内有識者の判断の下、出願の可否を判 ,「 t´

ている。出頗ないし登録された小[利にあっては、厚生労働大臣認定TLOに権利を護渡することにより、知的ヨイ産の
活用を図っている。また、知的資産活用審査委員会を設置し、センター自ら特許権又はノウハウ等の知的財産権をラ

イセンスアウトできる体制を整えている。

ウ 事業化 ライセンス化を考慮した特許等の評価制度を確立するため、これらを評価する体制の整備を引き続き推進
する。

1 研究開発基盤センター知的資産部と企画経営部研究医療課産学連携係による技術移転等の推進
22年度に設置された知財等の活用を担う知的資産部と知財等の管現を実施する産学連携係が連携して、研究成果
の権利l化 と企業への技術移転を推進している。
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2 国循の保有する知的財産の第二者による評価
医療機器 医薬品開発に特化した知的財産の評価指標が策定されるまでには、従来の手法であっても現状の知的財
産の価値評価を実施しておくことは極めて重要である。知財評価を専門とする企業による第二者的観点からの深堀調
査を実施し、知的財産としての価値を精査した。

鮨 務発明委員会での特許出願審査件数》

22年度 :36件
23年度 :41件

12- 評価項目 1



国立循環器病研究センター評価 シー ト

評 価 の 視 点 等 自己評定        I    S 定評 β

■評価項目1■研究・開発に関する事項

(1)臨床を志向した研究 開ヽ発の推進
(総合||な評定)

日本発の革新的な医薬品 .医療機器を創出するために23年度から開始された「早期 探索的
臨床試験拠点整備事業において全国 5施設のうちの 1つに選定され、唯一医療機器の開発を担う

こととなった。このことを受けて脳動脈瘤治療用カバー ス`テントゃ小型補助人工心臓などの開

発を加速させるとともに、臨床応用に向けた円滑な体常1を整備するため医療クラスターー棟を開設

し、大学や企業との連携強化を進めた結果、企業との共同研究の件数が 22年度と比較してほぼ
倍増する結果となった。

重症.し不全患者のQOLを飛躍的に改善する植込み型補助人工心臓の標準化に膚けて 大型動
物を用いた植込み型補助人工心臓 (EVAHEART)の 植込み手術 トレーニングを開始し、大
学病院を含む医療チームヘの トレーニングを開始した。

このほか、ベプチドホルモンの臨床応用への推lLと その実現、ミトコンドリア糖尿病における

iPs細 胞の樹立、低侵襲・高精度の血行動態連続モニタリング装置を開発し、当センターCC
Uにおけるパイロットスタデイを行うなど、国民にとつて有益な研究成果は枚挙に

'段

がないと言

えるほどの年度となった。

これらの成果の普及 啓発活動としてシンポジウムやフォーラムに積極的に参加するとともに、

当センターのノクハウとして蓄積していた塩分の少ない食事 (1食 2g以下)が作れる調理技術
を「減塩レシピJと して打ち出し、減塩弁当やデジタフレレシピとしてライセンス化を行つた。こ

れらの取り組みに対しては新聞やテレビ等で大きな反響を得るに至っている。

このように平成 23年度はシーズ開発、関係機関との連携強化、研究成果の普及・啓発から製
品化まで、ナショナルセンターとして医療イノベーシヨンを推進する一連の流れの道筋が整備で

きたものと評価している。

1埼号拿農泉ξ畠誌詈耽?「抑.探勅麟鵡拠点輪劫にれヽ

|と
なつたこ
=は

大いに評価する。

|■
稗 累詳珊 害に選出 .た こ川ま高岬 価杵 え鴨■税

・基礎研究の実lll化促llFのために、研究所と病院の速携の強 rしが図られて

きている。23年度に11.に注目されることは、早期 探索的臨床試験のこ
療機器の拠点として選出されたことでtlpる。
.1佐一の医療機器開発担当として、早期・探索的臨床試験拠点 (全国で 5

施設)に選定されたこと、バイオバンク創設など研究所と病院等、センタ
ー内連携強化を図つているほか、産官学との連携強化、研究・開発の企画

及び評価体市1の整備、知的財産の管理強化及び活用促進を図つていること
など、大いに評価できる。
・研究開発基盤センターーによるニーズ シーズのマッチングの実現、外部
機関との連携も視野に入れた独立組織としてのバイオバンクデータヤン

ター創設、我国発のEVLRHBARTの植え込み型手術 トレーニングプログラム

の開始、世界初のアドレノメデュリン臨床応用、ミトコンドリア糖尿病の

iPS細 1包樹立、統合画像診断システム開発など医療機器含めた直官学研究
の数々成果に対 lン て.T価する。
'22年度に設置した研究開発基盤センターの実績を踏まえバイオバンク
データセンターが設置し他の研究機関との連携を視 llrに入れて運用をF‖ ‐

″台したことは大変高く評価できる。

iよ篤
`各

?蟷 η冤膳宗tF｀人工硼の開発の磁が

[数値日標]
○研究所と病院との共同での研究を中期目標の期
間中に平成21年度比50%以上増加

実績 :〇

研究所と病院との共同での研究
21年度 :51件
22年度 165件  対21年度比27 5%増
23年度 :67件  対21年度比31 4%増

目標増加件数 25件  22年度 14件増 23年度 16件増  :21年 度基準】
[評価の視点]        ´

○高度先駆的医療の開発及び標準医療の確立のた

めの臨床を指向した基礎研究を円滑に実施し、ま

た、基礎研究の成果を臨床現場へ継続的につなげ

られるよう、研究所と病院が高度の専門性を有し

た上で、その連携を強イヒしているか。

実績 :○

診療情報とリンクしたバイオリツースの集積により臨床研究の効率化を図るとともに、22
年度に設置した研究開発基盤センターと連携させることにより、ニーズ シーズの掘り起こし
とマッチングを実現し、基礎から臨床へのTR(橋渡し)研究の更なる推進と迅速化に寄与す
るため、独立組織としてバイオバンクデータセンターを創設した。当センター内に留まらず他

の研究機関等との連携も視野に入れた運用を開始している。

植込み型補助人工心臓 (EVAHEART)の 植込み手術 トレーニングを大型動物を用いて
行い得る施設は存在せず、重症,心不全患者のQOし を飛躍的に改善する植込み型補J/1人二心臓
の標準化に向けて重要な役害1を果たすこととなる。

医療クラスター棟を設置し、臨床り「究の推進、 ドライラボを駆 l・Fし た産官学共同研究、槙擬
手術室 .ICU等 を用いた外部を含む医療従事者研を修進Jる体制整備を図つている。
また、TR(橋渡し研究)を推進するため、研究所発基盤センターに臨床研グニ部、先進医療 .

治験推遮「を設置している
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[数値目標]

○企業との共同研究について、中期目標の期間中
に、平成 21年度比 30%以上増加

実績 IC
企業との共同研究
21年度 :57件
22年度 :59件  対21年度比 3 5%増
23年度 :99件 対21年度比73 7%増

目標増加数 17件  ■2年度 2件増 23年度 42件増  【21年度基準I

(その他の意見)

早期 探索的臨床試験の拠点となったことで、
策がたてやすくなり、今後の発展が期待される。

』礎研究の実用化'ヽの対

[評価の視点]
0「医琴クラスターJの形成等、他機関との共同
研究を推進する体市1を整えているか。

実績 :〇

トレーニング室、産学連携のための実験室・会議室、医療クラスターの推進に向けた各部署の
居室などを備えた医療クラスター棟が開設され、国内外の企業 研究機関などとの自発的・戦略
的な連携に向けた環党が整備された。

〇センターの使命を果たすための研究 研 究開発

費を含む。)を企画し、評価していく体制を整備
するとともに、研究を支援していく体制も充実さ
せている力、

実績 :○

外部有識者による中間評価及び事後評価を行うため、23年 5月 に外部評価委員会に小委員会
を設置した。

倫理委員会への審査申請から承認までをweb上 で行うシステムの運用を開始し、中請書作成
等にかかる研究者の負担が軽減された。
研究開発費の有効活用のため、研究開発費の執行状況を研究者がリアルタイムで開覧できるシ
ステムを開発した。

〇研究成果の権利′ヒと企業への技術移転等を推進
するためめ部署を設置しているか。

実績 :○

国立循環器病研究センターにおける研究成果 人的資源等の知己資産の活用に関することを行
うため、研究開発基盤センター内に知的資産部を設置してお り、管理及び活用推進を強ィヒしてい

る。

[数値目標]            ~
○職務発明委員会において中期目標期間内に18
0件以上を審査

実績 :〇

職務発明委員会での特il出願審査件数
22年度 : 36イ牛
23年 J■ :41件 合計77件
中期目標の数値の42 8%を l■成した。

[評価の視点]

〇知的財産の管理及び活用の推進に関する指針を
「知的財産ポリシーJと して策定し、センター内
の職員に知的財産の活用への意識を高めつつ、外

部の機関へも公表しているか。

実績 :○

22年度に策定した「知的財産ポリシーJは当研究センターのホームページでも公開している
とともに、当研究センターの研究,7セ ミナーにおいて知的費産部から「lln循における産学連携活
動と事業化へのアプローチJについてのii演 を実施し、知的財産の活用に向けた研究者の意識を
高めた。

○特許権等の知的財産について、法人における保
有の必要性の検討状況についての評価が行われて
いるか。 (政・独委評価の視点)

実績 :〇

知財評価を専門とする企業による第二者的観点からの深堀調査を実施し、知的川産としての価
値を精査した。

〇検討の結果、知的財産の整理等を行うことにな
つた場合は、その法人の取組状況や進1歩状況等に
ついての評価が行われているか。 (政 独委評価
の視′点)

実績 |〇

大阪大学、大阪lLII会議所、特II事務「・li等
'う
知財関連の専門家・有識者と当法人の知的資産関

係者らによって構成される会議において特許評価指標を選定しており、特許出願や知的財産活
用に関する方針の策定状況や体制の整備状況についての評lllへ直けた取り組みをIE進 した。

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
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国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
o特許権等の知的財産について、特許出願や知的

財産活用に関する方針の策定状況や体+1の整備状

況についての評価が行われているか。 (政 独委
評価の視点)

実績 |○

医療機器・医薬品等の開発に際して知的財産を活用するためには、それらの適正な評価によつ

て価値を共有し研究機Ffjか ら企業などべ流通させることが不可欠である。従来の汎用的な知的財

産評価指標では、医療機器 医薬品開発の現状を充分に反映できているものとは言いがたかった
ため、こりヽらに特化 t´た知的財産の評価指標の策定に向けて研究FTl発基盤センター知的資産部と

管理部門研究医療課産学連携係とが外部の専FE家 も交えて取り組んでいるところである。 23年
度には評価項目と評frの手法を選定した。また、グローバルスタングー ド化も見据えて、医療機

器開発の世界的クラスターである米国ミネツタの産学連携.知的財産の専F月家の知見も取り入れ

本指標のプラッシュアップを図つた。

○実施許諾等に至っていない知的財13rの活用を推

進するための取組についての評価が行われている

か。 (政・独委評価の視点)

知的貯産権については、知的財産ポリシー及び職務発明等規程を整備し、知的財産権の出願及

び活用について、方針を定めている。当該方針に基づき、聯務発明委員会において、センター内

有講者の判断の下、出願の可否を判定している。出願ないし登録された権利にあつては、厚生労

■l大臣認定TLOに権利を譲渡することにより、知的財産の活用を図っている。また、知的資産
活用審査委員会を設置し、センター自ら特許権又はノウハウ等の知的財産権をライセンスアウト

できる体制を整えている。
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(2)病院における研究 開発のlL進
①臨床研究機能の強化  (資料 3)
1 臨床研究部の設置
研究開発基盤センター内に臨床研究部をつくり、臨床研究開発室、臨床研究企画

=、
TR支援室を設置し、研究 .

開発の推進及び支援体制を整備している。

2 研究倫理研究室の整備を推進                                      |
研究倫理研究室にバイオバンク、ゲノム研究、医療機器
おこなラ体制を整える為に、室長 1名 と室員 1名 を配置し

3 国際共同臨床試験遂行への基盤整備
脳血管領域における国際共同臨床試験を当施設が主導L
部r9と 先進医薬・治験推進部が共同して進めている (循環
して、 23年 l_rに米国l■ 健りFttl・」l(N III)助 成の国際共
力1し被験者の登録を開始した。                                       |

4 1S015189の 平成 24年度受審に向けた体制作り
国際共同治験等で求められる、臨床検査室の能力と質における国際規格である lS015189の 24年度受審に
向けて体市1作 りを行った。

5 臨床研究推進の支援
①先進医療 治験推進部では、研究者へのCRC支援を治験だけでなく自主臨床研究にも拡大した。 23年度は自
主臨床研究 16課題 (う ち12課題が介入研究)を支援した。
②自主臨床研究のデータマネジメントを支援した。 23年度はデータマネジメント総合支援 6課題、データベース
構築支援 1課題、害1付システム設計 運用支援 5課題について支援した。
③生物続計家による「統計解析相談 (約 50件 /年 )」 や、臨床研究部が中.し として「臨床研究相談 (約 30■ /
年)Jを常‖寺受イ寸:す、臨床研究の計画から論丈作成まで、総合的に支援した。
023年 度は「早期 探索的研究Jをテーマに、規市1、 非臨床試験、臨床薬理試験、品質管理等についてのセミナ
ーを年 5回開催し、施設内外の研究者に界供した。
⑤若手医師等への研究費自己分により臨床研究を推進した。 (22年度 20件 → 23年度 22件 )

6 治験推進への取りIllみ
① 22年度の独立行政法人化に合わせて、出来高力J度及び複数年契約となり、また、長期に及ぶ治験件数の増加を
受けて、CRc賃金及び委託料の算定基準を見直した。 23年 3月 以降の新規課題及び契約変更課題について適
用した。

②臨床研究のレベル向上を目的に、臨床研究セミナーを院内外に向けて行ってきた。一方支援だけでなく、臨床研
究部主体の臨床研究を推進し、治験部と協力して、急性心不全に関する適応拡大を図った医師主導型治験のプロ
トコル作成を行った。

③経皮的大動脈弁移植術 (TAVI)の 治験を推進し、23年度は同治療を2例実施した。
①PMDAが 設置した、治験におけるデータモニタリング委員会のガイ ドライン作成のための委員会の委員として、
ガイドライン作成に関わった。

(2)病院における研究・開発の
推進

治験等の臨床研究を病院内で高
い倫理性、透明性をもつて円滑に

実施するための基盤の整備に努
めること。

(2)病院における研究 F・H発の
推進

①臨床研究機能の強化
センターにおいては、最新の知見

に基づき、治療成績及び患者Q0
しの向上につながる臨床研究 (治

験を含む。)を推進する。そのた
め、センターで実施される臨床試
験に対する薬事・規制要件の専門

家を含めた支援部門の整備を行

う等臨床研究を病院内で円滑に

実施するための基盤の綽備を図
り、治験依頼から契約締結までの

期間を平均 50日 以内とする。

(2)病 院における研究 開発の
推進

①臨床研究機能の強化
センターにおいては、最新の知見

に基づき、治療成績及び患者QO
Lの向上につながる臨床研究 (治
験を含む.)を推進する。
臨床研究については、研究計画書

作成から倫理審査委員会への申

請、臨床試験の登録、研究の実施
から終了までの相談および実施
を支援する機能を充実させる。

治験については、企業治験を仕頼
から契約までの過/_を迅速に進
める (契約形態は平成 22年度よ
り複数年度契約、実績払いに移行

済)。 また、治験中核病院として、

国内における循環器に関する医

師主導治験の実施を支援し、促進
に努める。
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究 セ ン ―評価シー研病器環循ニユ国
目 計 画  1平 成 23年 度 計 画 23

Berlin Hsatt ExCor」
小児循環器部では、小児心It4科 と移植部との共同で、小児用補助人工心臓「Berlin Heart ExC
OrJの治験準備を23年度中に完了ヽ́た。この装置の治験は、東京大学医学部付属病院、大阪大学医学部イす属病院、
当センターの全国 3施設で行われるものであり、治験を確実に実施し、補助人工心臓が一日も早く導入されるように
するとともに、小児の,聯移植の促造に向けて尽力する予定である。

《゙台験
21年度 :

22年度 |

23年度 :

5300万 円
1億 7200万 円
1億 82万円

《治験件数、I蜘金額》
21年度  24イ =、  52,9`11,05211
22年度 130件 、 84,117,983円
23年度 :27件、 98,421,287円

《企業からの治験依慟

22年度 195件
23年度 i57件

《治験依頼から契約締結までの期間》
2 1年度 :平均 5 7 3 日
22年 度 :平均 49日
23年度 1平均 37 5日

《医.F品治験の実施達成率》

21年度65%
22年度81%
23年度 77%
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国立循環器病研究セ ンター評価 シ

②ti理性・透明性の確保

倫理性 透明性確保のため、臨床

研究等に携わる職員に対する継

続的な倫理教育の機会を確保し、
センター職員の臨床研究倫理に

関する知識と意識を高める。

―で実施 tンている治験等臨床研

究について遭●lに 1青報 1ヽ示する

ことにより、臨床研究を病院内で

高い倫理性、透明性をもつて円滑

に実施するための基盤の整備に

努める。

の趣旨やリスクに関する適切な 1研究センターとして実施してい
説り]と 情fll月示につなげる。  |る冷験等臨床研究について一月癸

23年 計 画

②倫理1■ 透明性の確保
倫理性 透明性確保のため、臨床
研究等に携わる職員に対して、2

回以上の倫理教育の機会を確保
し、センター職員の臨床研究倫理
に関する知識と意識を高める。

市民にわかりやすく仁えるため、
パンフレット、ホームページ専

様々な取り組みを更に充実させ

る。

こ九らのIIVり組みと/Jせ、センタ|

また、臨床研究に参加する患者 ,ま た、治験、自主臨床研究のそれ
家族に対する説明書・同意書の内|ぞれに関して、その歴史と意義、

容について、倫理委員会等におい1関連法ホ」度関連、被験者の権利、
て重点的な審査を行い、臨床研究1適切な実施体制1のあり方、および

― ト

②倫理性 透明性の確保
1 倫理性・透明性確保への取り組み
①臨木研究等に携わる職浸に対し、倫理教育の磯会を確保し、センター職員の臨床研究倫理に関する知敵と意識を

高めるため、利益相反 (COI)にかかる説明会 (23年 2月 23日 )、 倫理教育研修 (6月 9日 、11月 21
日、 2月 28日 の 3回)を実施した。
②COl(利 益相反)申請を随時受け付けし、適‐~利益相反委員会を開催することにより研究の透明性を確保して
いる。 (23年度は 10回開催)
③遺伝子解析研究の実施状況の確認を開始し、適切な研究実施体制を確認するとともに、適切な研究管理体制にむ
けた手続き方法の整備として、ヒトゲノム・遺伝子解析研究ガバナンス委員会を設置した。
①臨床研究に参加する患者・家族に対して適切な説明が行われるために説明同意文書の作成ガイ ドを作成し、職員
に配布した。

①看護研究の質の向上のためにについて、看護部内に看護倫理委員会を設置し、 12回開催した。また、看護倫理
1諄演会を2回開催した。

◎倫理委員会を開催し、姜員会終了後、L7'キに研究概要をプレスソリースし、議事要旨をホームペー ,なこ出載した。

2 -般市民への啓発活動
治験および冶験以外の臨床研究の意義や仕組み、ル‐ルなどを一般市民に啓発する日的で、 ウェプサイト「断床す
すむ |プロジェクト」を開設している。

(http://rinsyo― susu■ l■  iD/index h t ll1 1)
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自己評定        I    A評 価 の 視 点 等

(総合的なiT定 )

臨床研究部、生物統計家の関与による臨床研究や統計相談窓日の設置 CRCの 臨床研究への
支援体市1を整備し、企画・研究開発 橋渡し研究 (TR)ま での一連の支援体制を整えて臨床研
究や治験を活性化させるとともに、高い研究倫理の醸成を目指して研究倫理に関する諸問題の解

明とP6t発を行うため、研究倫理研究室に室長と室員を配置して活動を開始した。

また、臨床研究レベル向上のために、法人の内外に向けての臨床IJT究セミナーの開催や、臨床

研究部主体の医師主導型治験のプロトコル作成、小児用補助人工心臓の治験準備など、より高い

レベルの臨床研究を目指しての体制整備を実施した。

これらの取りrllみの結果、治験依頼から契約締結までの郊問を22年度平均 49日 から約 37
日と大幅に短縮することにも成功しており、創業・医療機器 F・i発の迅速化に,1け て着実な1歩を

踏み出すことができたと評価している。

口言平価項目2日

研究・開発に関する事項

(2)病院における研究・開発の推進

実績 10
治験依頼から契約締結までの期間

21年度 :平均 57 3FI
22年度 i平均 49日
23年度 :平均 37 4日

[数値目標 ]

○治験依頼から契約締結までの期間を平均 50日
以内

実績 ;〇

研究開発基盤センター内に臨床研究部をつくり、臨床研究開発室、臨床研究企画室、TR支援
室を設置し、研究・開発の推進及び支援体制を整備している。

研究倫理研究室にバイオバンク、ゲノム研究、医療機器の介入研究などの研究倫理に関する諸

問題の解明と啓発をおこなう体市1を整える為に、室長 1名 と室員 1名 を配置した。

o臨床試験に対する薬事・規制要件の専門家を含
めた支援部門の整備を行う等臨床研究を病院内で

円滑に実施するための基盤の整備を図つている

か 。

実績 :○

①臨床研究等に携わる職員に対し、倫理教育の機会を確保し、センター職員の臨床研究倫理

に関する知識と意識を高めるため、利益相反 (COI)に かかる説明会 (23年 2月 23
日)、 lni理教育研修 (6月 9日 、11月 21日 、 2月 28日 の 3回)を実施した。
②C01(利 益相反)申講を随時受けllけ 1ン、適宜利益相反委員会を開催することにより研
究の透明性を確保している。 (23年度は 10回開催 )
③倫理委員会を開催し、委員会終了後、即時に研究概要をプレスリリースし、議事要旨をホ

ームページに掲載した。

○臨床研究等に携わる職員に対する継統的な倫理

教育の機会を確保し、職員の臨床研究倫理に関す

る知識と意識を高めるとともに、センターで実施
している治験等臨床研究について適切に情報開示

することにより、臨床研究を病院内で高い倫理性、

透明性をもつて円滑に実施するための基盤の整備

に努めている力ヽ

国立循環器病研究センター評価シー ト

定

(委員会としての評定理由)

研究開発基盤センターにおいては、CRC室の設置による肢験者の安全性

を確保した研究実施体市1の構築や、臨床研究企画室による治験 .臨床研究

に係る相談窓日の一本化、複数の支援課題に係る人材等のマネジメント、

データマネジメント等の支援体ll lを整備し、集約的に研究者を支援する体

市1を構築した。

黙上の実績と取り組みについて評価する。

(各委員の評定理由)

治腋や病院における1=「1体‖刊が進スタでいる。
臨lF研究の17■進のため、研究開発基盤センター内に臨床研究部を設置し、

臨床研究の開発、企画や TRの支援に一層力を入れるようになつた。この

ような研究の推進に重要なのが研究倫理の問題であり、そのl111は 撃え「〕

れた。

臨rl―研iLの It進のためのCRCが増員され、治験の文trだけでなく、自主

,「究の支援にも貢献しており、生物統計家も幅広く活躍していて、臨床研

究の体制は充実してきている。
・治験の件数およびその収納金額は22年と大差ないが、治験依lltか ら契
約締結までの期間は短くなつている。

人員を配置し、臨床研究機能を強化したこと、治験依頼から契約締結ま

での期間を11 6日 短縮し、37 4日 にしたこと、 治験収納額を 1
7%(14, 303千 円)増加させたことなど大いに評価できる。

・治験依頼から契約締結までの期間短縮に努めた。
・臨床統計部、治験研究 統言卜相談窓口設置など臨床研究支援体市1の整備
し、治験申請から契約締結期間の大幅短縮につなげたことを評 lIFす る。
.治験依頼から契約締結までの期間はすでに年度で中lll計画を達成してい |

るが、さらに前年度より短縮が図られている点は大変高く評価できる。

研究倫理研究室の増貝は高く評価できる。C01説明会や倫理教育研修の

実施など倫理性・透明性確保への取り組みも高く評価できる。
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病 究セ ンター評価 ― ト

(3)担当領域の特性を階まえた

戦略的かつ重点的な研究 .開発の

推進

これらの研究基盤の強化により、

高度先駆的医療の開発やその普

及に資する研究 開発を着実に推
進する。

具体的な計画については別紙 1

のとおり。

担当領域の特性を踏まえた戦略

的 重点的な研究・開発の推進 (別

紙 1)

1 重点的な研究 開発戦略の考
え方

循環器病は我が国の三大死困の

うちの二つを占めるに至つてお

り、健康寿命の延伸を大きく阻害
している。

その克服のための研究 .開発とそ

の臨床応用・情幸風発信は、国民の

生命予後の飛躍的改善に資する

ものであり、優れた創薬 医療技
術の国内外への展開を図るもの

である。
このため、研究組織形態の柔軟

化、企業や大学、学会等との連排

の一層の推進を図りつ
‐
7、 循環器

病発症機芹の解り1につながる基

礎的研究や疫学研究等による日

本人のエビデンスの1文集の推進

から、予防医学技術の開発、基礎

医学の成果を活用した橋波し研

究、臨床に直結した研究 開発等、

総合的に研究を進めていく。

具体的には、循環器疾患の解明と

医療推進に大きく貢献する成果

について、年 5件以上とする。

(3)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつf[点的な研究 開発の‖亀進
炒l紙 1の とおり

担当領域の特性を踏まえた戦略的 .重点的な研究・開発の推進 (別紙 1)

(別 l紙 1)1 循環器疾患の解明と医療推進に大きく貢献する成果
1 英文論文
暦年ごとの英論文数等

項 目 20:0年 2011年

論文数

引用数

F数値 1171 965 1081 69フ

F45以上 論文数(英文)
IF4 5以 上 弓1用数 81

:F45以上 IF数値 256895 507939

※IF=インパクトファクター

2010年 の英論文引用数等
(資料 4, 5)

項 目 2010年 2011年 備考

2010年 論文(英文)弓 1用数 IF4 5以 上の論文
2010年 論文(英文)lF数値 256895 237105 IF4 5以 上の論文

(資料 6)

(1)下 i/Lシグナル調整タンパクGab-1の 研究
HGFな どの増殖因子の受容体であるレセプター型チロシンキナーゼの下流シグナル調節タンパクであるGab―
1が、下肢虚1籠後の血管新生で極めて重要な役割を果たすことを、Gab-1の I(0マ ウスを用いて明らかにした。
これを明らかにするためにマウス下jl■血管を血管造影で可視化したが、その図がCirc Resの 表紙として採用
された。 (circuiation Rescarch 2011 1081 664-675)(資 料 7)

(2)遺伝性不整脈疾患の遺伝子診断による病態解明と診断・治療法の開発
厚生労働科学研究班を中.し とt´て、先天性QT延長症候群、プルガダ症候群などの致死性遺伝性不整脈の遺伝子診
断と日本国内の多施設登録を実施し、データベース作成、診断・治療法の確立、リスク階層化を行った。

(3)担当領域の特性を踏まえた

戦略的かつ重点的な研究 開発の

推進

これら研究基盤の強化により、詳

細を別紙に示した研究 開発を着

実に推進すること。

担当領域の特性を踏まえた戦略

的かつ重点的な研究 開発の推進

(別紙)

1 重点的な研究・開発戦略の考
え方

循環器病は我が国の三大死因の

うちの二つを占めるに至ってお

り、また、健康で元気に暮らせる

期間 健 康寿命)の延伸に大きな
障害になっているのが、循環器病

である。

こうした中、センターは、循環器

病の克服を目指した疫学研究等

による日本人のエビデンスの収

集や、高度先駆的な医療の研究・

開発を行い、我が国の医療水準全

体を向上させる役割|を期待され

ている。

このため、センターは、研究Fll織
の更なる改善及び企業、大学、学

会等との連携体制をより充実さ

せるとともに、基礎研究から橋波
し研究さらに臨床FL・用までを包

括的かつ統合的に推進していく

ことで、循環器病の克服に資する

新たな予防・診断・治療技術の開

発を進めていくこと。

その実施にあたっては、中期計画
において、主なlll究成果に係る数

値目標を設定するなど、センター

(3)担 当領域の橘性を略まえた

戦略的かつ重点的な研究 .開発の

推進

これらの研究基盤の強化により、

高度先駆的医療の開発やその普

及に資する研究 開発を着実に推

進する。

具体的な計画については別紙 1

のとおり。

担当領域の特性を踏まえた戦略

泊つ重点的な研究・開発の推進暢リ

紙 1)

1 重点的な研究・開発戦略の考
え方

循環器病は我が国の三大死因の

うちの二つを占めるに至つてお

り、健康寿命の延伸を大きく阻害

している。

その克服のための研究 開発とそ
の臨床応用 情報発信は、国民の
生命予後の飛躍的改善に資する

ものであり、優れた創薬 1医療技

術の国内外への展開を図るもの

である。
このため、研究組織形態の柔軟

化、企業や大学、学会等との連携
の一層の推進を図りつつ、循環器

病発症機序の解明につながる基

礎的研究や疫学Jr究等による日

本人のエビデンスの収集のll進

から、予防医学技術の開発、基|‐t
医学の成果を活用した橋渡し研

究、臨床に直結した研究 FjH発等、

総合的に研究を進めていく。

具体的には、循環器疾患の解明と

医療推ifFに大きく貢献する成果

について、年 5件以上とする。

かかる成果には、 1)循 環器疾患
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国立循環器病研究センター評価循
23年 度 計 画

に係る重要な物質や遺伝子及び

その異常などの発見、2)医療機
器や再生医療における革新的基

盤技術の創生数や革新的な発明

件数、3)医薬品、医療機器、診
断 予防法などのTR実施件数
製品化数などが含まれる。

(Citcuiation ltesearcl1 2011 109 97-109)(資 ボ13)

(3)骨随山来樹状細胞が,さ筋梗塞後左室リモデリングに対して保護的な効果を有することを解明
樹状細胞のマーカーであるCDllcの プロモーター下流にサルのジフテリア毒素受容体とGFPを組み込んだ遺
伝子改変マウス (CDllc― DTRマ ウス)を用いて、心筋梗塞後左室リモデリングにおける骨髄由来樹状細胞の
役魯について検討を行った。骨髄出来樹状細胞が、本症性単球ならびにマクロアァージの浸潤を抑制し、左室リモデ

リングに対して保護的な効果を有することを明らかにした。

(Circulatio.●  2012,12511234-1245)(資 料 9)

(4)高血圧棄因遺伝子の同定
国際高血圧コンソーシアムによるメータ解析に参画し (対象約25万人)、 高血圧素因遺伝子30種類の pl定に寄
与した。東アジア人を対象とするメータ解析に参画し (対象約 5万人)、 東アジア人に特徴的な高血圧素因遺伝子を

同定した。 (Natare Cenetic5 2011:43)(資 料 10)

(5)心筋梗塞 慢性心不全を有するブク実験動物の開発に成功
今までは、マウスやラットなどの小動物実験の結果のデータのみをもとに臨床応用に踏み卵らぎるを得ないという

問題があつたが、今後t重症心肪梗塞の本質的な治療法の開発に向けての道筋が切 り開かれ、心筋71生医療の臨床応
用に必要な前臨床研究が大きくカロ速することが期待 される。

(」 ourna1 0f Nuclear Me d i c ille 201l May 761-68)

(6)放射光微小血管造影法の開発
遺伝子改変マクスの冠循環および肺循環を in vivoで 可視化できる放射光微小血管造影法を初めて開発し
た。本管から50μ m経の細動脈までの血管応答が鮮明に観察でき、循環器病の分子病態研究を飛躍的に促進するツ
ールとして役立つと考えられた。 (「 」ournal of Applied Physiology 2011 1
11: 75-80J「 Conf Proc IEEE Eng Med  Blol Soc 201l Augi
20111 7791-7794」 )(資料 11)

(7)■h葛血圧症の成因に
"す
る研究

1中高血圧 liEの成因に、肺 1籠管収柿 と「 lil管数の器質的減少が考えられてきたが、今 El、 Rho― kinaseの 活
性増大によるlH2細動11ス パスムによる肺 h流停止も開与することを、モノクロタリン肺高JJ IJ」iモデルラットで明ら

かにしl。 (」 ournat of Applied Physiol● gy 2011 110: :)01-90
8)

(8)吹田コホー トの推進
都市部住民の大規模コホー トとして継続 している吹ヨリF究から、脳卒中及び冠動脈疾患とメタボリックシン ドロー

ムの新統一基準、肝機能および飲酒、高血糖のバイオマーカーとしての 1,5-Anhydro― D― slucito
l(1,5-AC)と の関連をそれぞれ論文発表するとともに、国循で開発、特許出願した呼気/皮膚ガス (特願 20
10-235771 ,Adv Exp Med Bio1 2012)や 歯周病との関l_4についての調査もおこなつ

ている。

(「 Stroke 201l Jun,42(6) 1764-7」 「A therosclerosis 2011
Jul1217(1) 201-6」 「Atherosclerosis 2011 」un,216(2)14
77-83」 )

に係る重要な4吻質や遺伝子及び

その異常などの発見、2)医療機
器や再生医療における革新的基

盤技術の創生数や革新的な発明

件数、3)医薬品、医療卿 、診
断 予防法などのTR実施件数
製品化数などが含まれる。

が達成すべき研究成果の内容と

その水準を明ヽゝ 及び具体化す

ること。
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(9)I生医療において移植した幹細12の l~mき を画像化する技術を開発
新技術では細1包の位置を二次元的に把握できるだけでなく、移植した細1包の生死も磁気共鳴画像診断装置 (ヽ lR I)
で連続的に追跡することを可能とした。本成果は、lntcrnational As30Ciation of A
dvanced Materials、 2011年 メダルを受賞し (2011年 12月 )、 時事 ドットコム、Yah
00ニ ユ~ス 、Bi810beニ ュース、GoOニ ュースで報しられた (2月 26日 )。
(Tissue Eng iflee rin g 2011 17 2079-89)

(10)アディポネクチンの血清レベルを左右する遺伝子の同定
アディポカインであるアディポネクチンの血清レベルを左右する遺伝子を網羅的に探索し、受容体機能も有するH
カドヘリン遺伝子 (CDH13)の 多型が血清アディポネクチン濃度を左右し、その調節に関係することを明らかに
1ン 、診断、治療に役立つ有用な基礎情報として報告した。
(H ulna n M、ltatiOn 2012 Feb)

2 難治性疾患克服研究事業での取り組み
①厚生労働fl学研究費捕llb金難治性疾患克服研究事業の呼吸不全に関する調査研究班に参加し、全F‐J症間の実態調
査を行った。

②厚生労働科学研究費補Itb金の難治性疾患克llR研究事業「混合性結合組織病の病態解明、早期診断と治療法の確立
に関する研究」に関する調査研究班に参加し、全国症例の実態調査を行った。

3 主だつた研究・開発
(1)心臓弁膜症などの治療につながる新技術を開発
生体医工学部は、心臓弁膜症などの治療につながる新技術を開発した。新技術は、体内に分解可能なアクリル製の
型を体内に植込み、心臓弁の再生を促すものであり、型の表面をコラーゲン等が包み込んで心臓弁が出来た後、弁の
組織を傷つけないよう型を取り除くという手法である。動物のIIl織などを使う従来技術に比べ、長期間にわたり利用
できる可能性があり、 6月 2日 に京都市で開催された日本炎症 再生医学会で発表した。 (資料 12)

(2)iPS細 胞由来,き筋細胞の作製に成功
心臓11管内

「
(不整脈担当)は、慶応大学抽呉器内科 (福田恵一教授)と の共同研究で、先天性QT延長症候群患

者からの iPS訂 1胞 ll来心筋細胞の作製に成功 l,、 成果の一部を8方 4日 に行われた第 75回 日本循環器学会総会
学術集会、会長世別企画「ヒトi P Sfm月

=圭
来心筋■l立による家族性突然死r■候群の病態解明と治庁法のll土」でうと

表した。

(3)心エコー遠隔診断システムの研究 開う〔の推進
小児循繁器部では新生児を中心とした重症先天性心疾患の早期診断を目的として、心エコー遠隔診断システムの研
究開発をIL進 した。 23年度は移動中の枚急卓や医師が緊急に出向いた先の病院から、携帯電話回線を介してリアル
タイムに安定した心エコー画像を送信できるシステムを導入した。 24年度から開始される病院救急車に対応したシ
ステムとして稼働させる予定である。

(4)新たな自己再生型小口径人工血管の開発に成功
従来から研究を続けてきた異種動物組織を利用した脱細胞組織は、中大口径血管や心臓弁で優れた成績を収めてい
たが、小口径血管への応用が困難であった。生体医工学部l■、新たな内腔修飾法を開発することで、早期内皮化と内
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2 具体的方針
(1)疾病に着目した研究
①循環器病の本態解明

循環器制御に関与する多彩な生

体内の生理活性ペプチドやタン

パク質等について、新規1カ質の同

定、生理作用や作婦機序、病態生

理機 lluの解明等に向け、生化学、

分子生物学、薬理学、ベプチ 化`

学、細胞生物学、タンパク頁工学、

発生工学等の手法をlllいた
'F究を推進する。

先天性のみならず、循環器病の発

症には、患者個人の遺伝子変異

遺伝子多型が広く関与すること

から、循環器を構成する組織 細
胞等の病態解析を遺伝子 ゲノム
の側面からも行い、新しい診断

法、治療法につながる多層的オミ

ックス技術の活用による、病因遺

伝子、疾患感受性遺伝子の探索を

膜肥厚の抑市1、 ならびに、高い開存性かl■t存性を達成した。本成果は、アメリカ化学会にて発表した。

(5)lVa縦誘導性合成スキャホール ドを開発
米国で開発された組織再生用の繊維性合成スキャホール ドは、十分な生理活性を有していないが、生体医工学部は、

有害な試薬を一切用いないスキャホール ド修飾プロープの合成に成功し、これを和1用 した優れた組織再生効果を確認
した。本成果は、日本緻維学会賞を受賞した (6月 )。

(6)エ ネルギー代訪柿1御に関連する新規因子の新たな探索法の確立
生化学部は、新たな循環調節因子や循環器疾患の基盤となるエネルギー代訪1制御に関連する新規因子の探索法とし

て、従来の探索法に加え、新たな活性検出系を確立し、スクリーニングに応用した結果、新たな活性物質の候補を1司

定した。

(7)脳虚血の重症度を定量的に診断するプログラムパッケージの開発に成T」J
画像診断医学部は、既存のSPECT装 置の提示する画像の精度を●∫上させ、脳虚血の童症度を定量的に診 lrlす る
プログラムパッケージの |・rl発 に成功lた。このプログラムは共同研究契約に■Lづぃて民間企業に技術,転 され、全口 |

180を超える臨床機関に無償提 l・Lされた。23年度の 1年間に13,000件 の臨床診陶iに利用された。主にタト
「
111

山1行再建治療の術前指標、lll後 の有効性確認指標として利用され、またこの検査環境は機能画i像を使った多施設脇床
|

1:!1響菖]1[蓼屁嚢鷹簾誹案距憲|||1奮讐軒F裏 |:|:轟♭策層彎寒lT::し
:(11:iτ

:,1::1詈 9廿言′:婁 i:::蔦鰤案藝肇指I娯
|

厚生科研 トランスレーショナル研究事業の成果)

(別紙 1)2 その他の研究・開発
(1)疾病に若目した研究
0循環器病の本態解明
1 新規物質の探索・機能解明
(1)子 どもの心臓11動を調節する 新しいタンパク質の発見
分子生理部は、子どもの心臓拍動を調節する新しいタンパク質を発見 tンた。将来、小児循環器疾患の診断 浩療に
役立つことが期待される。また、この遺伝子は心筋の収縮や弛般に関係するため 心lL大・心不全の診断 治療・ヽ の
効果もjtl待 される。この成果は 7月 8日 アメリカ心臓協会学会誌Circulation Rcsearch 電子

版に掲載された。 (資や113)

(2)既知因子の新たな機能解明
生化学部は、既知因子の新たな機能解明として、ナトリウム和」尿ペプチドを介する情報伝達系が血管恒常性のlLIキ

やエネルギー代謝調節においても重要な役,1を 明らかにした。また、急|■心筋梗塞モデル動物において、グレリンの

急性期投与による交感神経活性抑帯4作用が致死的不整脈を抑市1し、生存率を有意に改善することを示し、グレリンの

新たな機序による急性心筋梗塞治療薬としての可能性を示した。さらに、骨形成に関わるタンパク質性国千BMP―
3b (3one  Mor phogene t i c  Pr o te i n-3b)が脂肪細胞 |こ も高発現しており、 脂肪糸口胞
分化抑帯」作用を有していること、過剰発現マウスでは高脂肪食耐性であることを明らかにした。 (資料 14)

(3)AMP-lBP5を 産生することを発見

分子薬理部は、開発してきたペプチドーム解析法を用いて、インスリン様成長因子結合タンパク質 5がペプチドに

変換され、強力な

2 具体的方針
(1)疾病に着日した研究
①循環器病の本態解明

科学技術のイノベーシヨンを常

に取り入れ、分子 糸田胞から個体

に至るものまでを研究対象にす

ることにより、循環器病の疾病メ

カニズムを解IJlし、予1方 .診 17Jr

治療への応用の糸口となる]F究

をFL進する。

2 具体的方金キ
(1)疾病に着日した研究
①循環器病の本態解明

循県器制御に開与する多彩な生

体内の生理活性ペプチ ドやタン

パク質等について、新規物質の同

定、生11作用や作用機序、病態生

IT■機能の解明導に 向け、生化挙、

分子生物学、業理学、ペプチド化

学、知胞生物学、タンパク箕工学、

発生工学等の手法を用いた研究

を推進する。

先天性のみならず、循環器病の発

症には、患者個人の遺伝子変異・

遺伝子多型が広く関与すること

から、循環器を構成する組織 細
胞等の病態解析を遺伝子・グノム

の側面からも行い、新しい診断

法、治療法につながる病因遺伝

子 疾患感受性遺伝子の探索のた
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めのll究 /・ 唯進する。 含むJI靭器痛の本態解明、
ための研究を推進する。

予防の
|

(4)局所脳虚血に対して保護的に働くタンパク質2種を確認
分子j商態部は、マウスを用いて局所脳虚血に対して保護的に働くタンパク質2種を確認した。また、一つは糖負荷
I寺のi中 グルコース濃度を調節する機能にも開与していた。

2 薬理学的研究の推進
①「多層的疾患オミックス解析に基づく創薬標的の網羅的探索を目指した研究」は、死亡率や罹患率が高く健康長
寿社会の実現の最大の障害となっている心血管疾患、がん、アレルギー疾患、認知症等の 11疾患を対象に、ゲ
ノム・トランスクリプトーム プロテォーム等の5種類のオミックス解析を行い、革新的な創薬標的候補分子の
発見を日指す研究で、医薬基盤研究所の支援により22年度から開始した。
当センターでは、拡張型心筋症と大動脈瘤を対象として、分子薬理部を中心に研究所、病院、基盤センターの
多部門が研究に参カロした。23年度は本格的に研究を稼働させ、大動脈瘤のオミックス解析を推進して潰」薬標的
候補の探索を開始した。プロテオーム解析In.点 として他機関からの試14の解析も実施した。 (資料 16)

l_分子生理部は、拡張型′とヽ筋Jittl■の増悪因子となるタンパク質を同定し、それを治療標的にした業理学的研究を
推進している。その取り組みに対して、岩田格子 蛋自質機能研究室長はパイオビジネスアワード」apanで
受賞計演 (7月 13日 、インテックス大阪)、 また日経新間でも紹介された。

3 循葉器疾患素因遺伝子の解明
(1)分子病態部は、妊産婦の静lFFt血栓症の遺伝子研究から、遺伝性の血栓性素因を持つ妊婦はII娠初期および中期
に静脈血栓症が見られやすいことを明らかにした。特に、Protein S 遺伝子変異は、血栓性業因の 8
0%を 占め、妊産婦の静脈血栓症の重要な遺伝子変具であることが明らかとなつた。 (資料 17)

(2)国際高血圧コンソーシアムによるメータ解析に参画し (対象約 25万人)、 高血圧素因遺伝子30種類の同定
に寄与した。東アジア人を対象とするメータ解析に参画し (対象約 5万人)、 東アジア人に特徴的な高血圧素因
遺伝子を同定した (Nature cenetics 2011-43)。

(3)分子生物学部は、動脈疾患の病因を明らかにすべく、ゲノム遺伝子解析を推進し、病院と連携体市1の もと、若
年性大動脈疾患、肺動脈疾患、出血性毛細血管拡張症などの原因遺伝子の探索を推進した。 23年度は疾患発症
に遺伝要因が考えられる300例 以上の症lllについて、遺伝子変異解析を候補遺伝子法を用いて実施し、新規遺
伝子変異を多数明らかに l′ た。
また、疾患病態が必ずしも同一でない動lFI疾患血管疾患の原因として明らかになった遺伝子には、T(,「 βシ
グナル伝達系において重要な機能を果たす遺伝子が多く含まれ、動脈 (血管)の病態とTCFβ シグナルとの花
接なつながりを明らかにすることができた。この成果は今後の血管疾患の診断、新しい冶療法の開発の基盤とし
て極めて重要な知見となる。

(4)心臓血管内科部F月は、難治性疾患である肺動脈性高血圧症の発症機序に関し、遺伝子変異 (BMPR2, AI´
K-1と特にSmad8)の 解析を推進した。

4 ■脈硬化性疾患の発症危険因子であるCRPの研究
血管生理学部は、動脈硬化性疾患の発症危険因子として新しく認知されるようになつたCRPが LOX-1に 結合
し、補体系を活性化することを明らかにした,これにより、CRPが どのように炎症を増悪させるかの新しいメカニ
-24- 5平
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23年 度 針 画

の実態把握
ア 実態把握のための社会的基
盤の整備

多施設共同研究により集積され

た症例登録データにより、DPC
データと専門医による臨床診断

シー ト

ズムが明 らか ど より、 治廉標白1と しても,明待されることを示した。

5 循環器制御に関する研究
(1,糖尿病代訪テ内科は、循環器制御に関連する生体内ペプチドホルモン作用の不足が高血圧 心臓肥大の原因にな
っていることを明らかにした。これらの研究から提唱している概念を英文誌に発表し、その概念を示した図が表

紙に採用された。 (資料 18)

(2)糖尿病代謝内科は、胃から分泌される摂食促進ホルモンが,さ臓自律神経障害を改善し、心筋梗塞や心不全の治
療薬として有用であることを明らかにした。また、このホルモンの作用不足が,じ筋梗塞後に交感神経を尤ltさせ

て重症不整脈や心不全を引き起こすことを証明した。

6 肺高血圧症の成因に関する研究
心臓生理機能部は、肺高11圧症の成因に、肺Irt管収縮と肺血管数の器質的減少が考えられてきたが、今回、Rh●
―kinaseの 活性増大による月市IW動脈スパスムによる肺血流停止も関与することを、モノクログリン‖i高■1圧症
モデルラットで明らかに 1´た (Journal of Applicd Physio10gy  l10: 00
1-90S, 2011)。

7 下流シグナル調整タンパクCab-1の Fyl究
心臓生理機能部は、HGFな どの増殖困子の受容体であるレセプター型チロシンキナーゼの下流シグナル訓衝

'タ

ン

パクであるGab-1が 、下肢虚血後の血管新生で極めて重要な役害を果たすことを、Cab-1の KOマ ウスを用
いて明らかにした。これを明らかにするためにマウス下llt血管を血皆造影で可視 fヒ したが、その図がCirc Rc
sの表紙として作用された (Circulatiol

8 自然発症高血圧ラットに関する発見

Re s ea r cl1 1081 664-675, 2011)。

心臓生理機能部は、自然発症高血圧ラットが、中枢のα2 rec
害があることを見出した。 (Acta Physlol in pr

9 トロボニン複合体の結晶構造を決定
心臓生理機能部は、肥大型心筋症 トロポニンT変異 (R247Kお よびE244D)を それぞれ含むトロポニン複
合体の結晶構造を決定し、正常型との違いを明らかにした。

10 多層的オミックス解析
予防健診部は、「多層的オミックス解析による倉1薬標的の細羅的探索を目指したう:究 Jにおいて、解離4■大動脈油
および,さ筋症の検体と臨床情報を収集し、オミックス解析をすすめた。

②循環器病の実態把握
ア 実態把握のための社会的基盤の整備
1 多施設共同登録調査、システム開発
(1)脳血管部門内科急性期脳卒中忠者データベースを整備
脳血管部門内科急性期脳卒中患者データベースを整備し、年間 1,00
登録した。同じく脳血管部門内科 rt― PA静注療法 (.al栓溶解療法)

eptOrを 介した′き臓迷走神経調節機構に障
OSS)

0例弱の症例データベースをコンスタントに
脳梗塞忠者データベースを整備し、通算30

②循環器病の実態把握

我が国の循環器病の罹患、転帰そ

の他の状況等の実態及びその推

移の把握、疫学研究による循環器

病のリスク・予防要因の究明等、

循環器病の実態把握に資する研

②循環器病の実態把握

ア実態把握のための社会的基盤
の整備

循環器病の登録を進めるために

必要な社会的基盤の整備に必要

な要件を解明する。
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1   虫 塑:旦 墨  1   生 塑[■ 亘:  | モJ22年 苺封亘 |           _____ 平成二塁生度の業務の実績 _____        劃
究を推進する。 そのために疫学研究をlTu l〕 て、術 |データを突合し、循環器病の推

環器疾患の登録を行い、循環器疾 1患、重症度をDPCデ ータからlt
0例強の症例データベースを登録した。この・l準置に基づいた単一施設研究、および //施設登録データベースと述結し

患の罹患、転帰などの実態とその 言十する方法を推進する。

た臨床研究を行っている。 (資1419)

(2)イ ンターネットを介した症

"登

録システムの開発
循環器病研究開発費 22-5-2に おいて 、vebに よるインターネットを介した」jF~● l登録システムを開発し、レ
ジストレーション情報室に設立したサーバーでデークの集積管理を行った。現在、国立病院機構 26施設との多施設
共同研究Q― TASK研 究により、急性心筋梗塞4, 000例 、脳卒中12, 0 0 01nl、 クモ膜下出血600例の集
積登録データにより、循環器病の重症度に基づく転帰を規定する要日の解析を推進した。
また、急性大動脈解離は分担研究者とともに多施設登録」RAD(Japanese registry Of a
cute aortic disscctiOn)に より5 0 01Flの 症例を登録した。国立循環器病研究センター内
では倫理委員会の承諾を得て、急性心不全と院内心停止の院内横断的疾病登録システムを構築し、それぞれ 1, oo
O例、500例のデータを継続的に集積し、データライブラリーわ成の基盤を整備 している。Q― TASK登 録によ
り、心筋梗塞の病院う1着に男女差があること (女性は2時 F.5遅い)、 年齢補正後も女性の死亡率 (13%)は 男性 (6
4%)よ り予後不良であることを明らかにした。

(3)循環器疾患の転帰を規定する要因の解析を推進
研究所レジストリー情報室においてF・ll発した院内症例登録システムを用いて、急性非代償性心不全775例 、院内
心停止症450例の疾病登録データベースを構築し、多施設共同研究の成果と合わせて、術環器疾患の転帰を規定す
る要因の解析を推進した。
また、レジストリー情報室では2008年 から日本循環器学会学術委員会の実施する循環器診療実態調査 (主査 ;

友池仁暢、事務 :横山広行)の実務を担当し、全国における循環器専F月医研修施設の循環器診療実態把握に努めてい
る。平成 24年はガ,1久雄ヨ1院長が主査に就任し、循環器診療実態調査におけるインターネット登録システム
(ElectrOnic Data Capture)を 用いた症例報告書 (Case Report Form)
を開発し、国立循環器病研究センター レジストレーション室に集積データを移管し、データの保守管理、解析を実
施し、「循環器病の実態把握J、 および 1医療の均てん化並びに情報の収集」に貢献する。

(4)リ ハビリテーションの有効性に関するデータベースの構築
厚生労働科学研究費 (循環器疾患 糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業)における多施設研究において、外来型
心臓リハビリテーションの有効性に関する症例登録を進め、わが国初の 1.ooo例規模のデータベースを構築 1´ 、現
在追跡調査を進めている。

(5)ヘパリン起因性血小板減少症 (H]T)疑 い症例の全国登録調査を実施
厚生労働科学研究費 i・ i助金 (難治性疾患克服研究事業)「ヘパリン起因性1[小板減少症の診断基準確立のための研
究|において、ヘパリン起因性血小板減少症 (HIT)疑 い/1例の全国登録調査を実施しており、Hllに l‐Jするコ
ンサルテーションにも対応している。 24年 3月 末までに全国 186施設から375症倒に及ぷコンサルテーション
に対応しており、HIT疑 い症倒の予後改善に寄与した。

(0)重症成人先天4■心疾患 (A CIID)患 者の院内のデータベース作成
予防健診部は、重症成人先天性,き疾患 (ACHD)患 者の院内のデータベース作成と前向きのQOL調査をF・H始 し
た。今後、全国的な重症ACHD患 者の医療状況とそれら患者の予後把握と、生活の質 (QOL)の 改善も含めたA
CHD思者の医療向上を目的とした将来の臨床研究を可能とする基盤となる全国規模の重症ACHD患 者の登録シス
テムの構築を目指す。

1推移を把握するために必要な実 1当 センターで構築した院|1症 lll

警若〕l重電糟撲塁獣源11〕間1誌『葉〔馨おこそ争稽詳車展雪腎
格差の把握と分析に関する研究 1転掃を規定する要因の解析を推
等の解析を行 う。       1進 する。

イ循環器病の原因究明に基づく |イ  循環器病の原因究明に基づ
予防法の研究開発       く予防法の研究開発

大規模コホート研究等の疫学研 1都 市部l■民の大規模コホー ト研
究を実施することにより、循環器 1究を長期的に継続できる体市1を

病の発生に関わる生活習慣等外 1整備する
的要因、加齢・遺伝素困等内的要

因、及びそれらの相互作用を解明 |コ ホート研究の成果に基づき循

するなどに取り組み、循環器病の隣器病の危険因子の重み付け、優
リスク・予防要因究明のための基 1先 11日立の選定を行い、予防手法の

礎的研究を推進する。     1方 向性を提示する。

基礎的研究及び疫学研究などの 1基礎研究と疫学研究による循環
知見に基づき有効な循環器病予 1器病の新たな危険因子の探索的

防法の開発を行う。      1検 討を引き続き推進する。
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2 脳卒中心者に関する調査を
①厚生労働省科学研究費「包括的脳卒中センターの整備に向けた1当卒中の救急医療に関する研究Jに より全[32
2病院から、65,165例 の脳卒中患者のDPC、 電子レセプトデータを17集 し、脳卒中患者の選1完訓古をおこ
なった。今後、これを基に全国レベルの包括高ヽ脳卒中データベースの構築を日指す。

②脳血管部門 朝肖神経外科)では、厚生労働省T4学研究費「包括的脳卒中センターの整備に向けた脳卒中の牧急医
療に関する研究」の中で、厚生労働省医政局指導課、総務省消防庁救急企画室と連携 tン 、脳卒中診療施設調査、

脳卒中診療医の勤務状況と疲労度調査を行い、総務省消防庁MC作業部会での成果の発表を行つている。
③脳血管部門 (脳神経内科)では、独自の脳卒中地域連携パスを作成し、急性期から維持期まで継続した医療と介
護の連携システムを実施 しているが、 1年後の予後調査を2010年 7月 より開始し、パスの評価を行つている。

3 大規模の住民集団観察研究を実施
予防健診部は、平成 17年 1月 から平成 20年 12月 の消防庁の全国統計データであるウンタイン統計を用い、大
規模な住民集団観察研究を実施した。この611究から、院外心源性′き停lLの月別、季節性の変動が有意であることを明

らかにした。心源性心停止は冬季に多く、気温との相関を認めたが、それ以外の要因による季節性変動への影響も示

唆された。この結果はアメリカ循環病学会で報告するとともに、朝日新聞、日経新聞、時事通信による全国配信によ

り中国新聞など地方紙、NHKで報道され、本院院長の報道ステーシヨンでのインタビューなどでも大きくT7り 上げ
られた。震災地域の寒冷対策の重要性のエビデンスとしても提言された。 (資料 20)

4.抗薗薬使用状況の横断調査の開始
循環器病研究開発費 23-4-4、 難治性心1[管系感染症 (縦隔炎、大cljl「グラフト感染、感染性人動LR聴 、L
VAD感染)に対する抗菌薬使用状況の横断調査が開始された。

5 成人先天性心疾患患者の全国実態調査の実施
小児循環器部では、医療技術の進歩により近年忠者数が増加の一途にある成人先天性心疾患患者の全国実態調査を

行い、全国で多くの患者が行き場を失っている現状を解決するために、厚生労働科研「成人に達した先天性心疾患患

者の診療体市1の確立に向けた総合的研究」を推進した。調査の結果、日本の成人先天性心疾患患者の診療体制は欧米

より約 20年の遅れをとっているのが実情で、現在日本循環器学会を通して循環器内科医師のこの診療領域への参面
を強く要求するとともに、若手循環器内科医師の教育研修体市1、 全国での中核診療病院を整備するためのシステム作

りを試みている。同1キに国立循環器病研究センター内での成人先天1■心疾患診療体制を充実させるために、成人先天

性,心疾患外来を増設するとともに、ACHDセ ミナーを開催して、日1題となる症例の検討を、循環器内■1医、小児籠
環器 E‐
‐
、小児循環器外科医、周産刃Iniltttl医 、看護師とともに検討する機会を新たに開始した。

イ 循環器病の原因究明に基づく予防 _Iの研究開発
1.吹田研究を元にした論文発表
都市部住民の大規模コホー トとして継続 している、吹田研究から、月営卒中及び冠動脈疾患とメタボリックシン ド●

―ムの新統一基準、肝機能および飲酒、高血結のバイオマーカ
~と しての 1,5-Anhydro― D-81ucit

ol(1,5-AC)と の関連をそれぞれ論文発表するとともに、国循で開発、特許出願した呼気/皮膚ガス (特願 2
010-235771 ,Adv Exp Med Blo1 2012)や 歯周病とのFt連 についての調査もおこな

らている。

(St(oke  201l J LI n,42(6):1764-7  AtherosclerOsis  20
11 」ul:217(1):201-6 Fゝ therosclerosis  201l Jun;216(2)1
477-83 )
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2 糖尿病の動脈硬化性合併症に関する後ろ向き観察研究
糖採病代謝内科は、倫理委員会の承認を受け「糖尿病の動lFFK硬化性合併症に関する後ろ●1き 観察研究|を llめた。
循環器疾患高危険群である糖尿り占の心丘L鷲:予後を調査した研究より、心筋梗塞の新たな危険因子のf由出を進めた。

3 急性心筋梗塞の実態調査と研究
23年度循環器病研究開発費 (23-4-5)に おいて、倫理委員会の承諾を得て全国30以上の施設と協力し、
本部における急性心筋梗基の実態調査を行った。さらに症例登録システムを開発し、日本循環器学会の後援を得て多
施設共同登録調査に着手した。
また 急性心筋梗塞発症からの時間遅延に関する多施設共同研究 (27施設共同)を行い、心筋梗塞の病院到着に
男女差があること (女性は2時間遅レ→ を明らかにした。
消防庁のウンタイン続〕卜かる約 19万 6千件の心臓出来の心停止を解析した、冬場 (lo月 から4月 頃にかけて)
心筋便塞の最重症型である心停止の発生が多いことを明らかにした。 (資料 21)

4 血小板凝集能の大規模測定
分子病態部は、血小板凝集能を大規模に測定した。今後、この集団を追跡することにより、血小板凝集能と心血管
イベントとの関連を明らかにできると考えられる。

5.ADAMTS13の 活性を大規模測定

分子病態部は、血社 l‐血小板減少性紫斑病の原因遺伝子ADAMTS13の 活性を大規模に測定し、年齢や性/jlで
の変■llを明らかにし、活性に影響を与える遺伝子多型を見いだした。

6 aHUS発 症の解析システムを確立
IF典型型溶血性尿毒症l.L候辟 (a Ht」 S)は lll体系因子が自己をTt撃し腎機能障害に繋がる疾患である。分千病態
部は、 aHUsの 発症に関わるとされる8遺伝子の解析システムを確立し、厚生労働科学研究費の班研究で収集した
aHじ S患者に、補体系制御 ntが低下する遺伝子変異を同定した。

7 神戸トライアルヘの参加
予防健診部は、新しい都市コホー トとしてIⅢ戸 トライアルを、岡村 智教客員部長 (先端医療センター 再生医療
研究開発部門 生活習慣病疫学チーム チームリーダー)に協力して立ち上げ、約 1200人 の治療歴のない一般li
民の検査が完了した。現在、甲状腺機能や酸化LDL受容 1/1についてもllll定 を進めている。

8 冠動脈罹忠のリスク算出
予防健診部は、国術の家族l■ コレステロール患者のデータベースょり、冠動脈罹患のリスクを算出し、論文発表を
おこス|う とともに、動llF硬化性疾患ガイ ドラインの作成に寄与 tンた。
(J AtherOscicr ThroE〕 b  2012,19(4):369-75 )

9 神経性分子機構の解明推進
マウス心臓迷走神経終末からのアセチルコリン分泌モニターを可能とした。この技術で、心臓の収締 拡張機能並
びにリモデリングなどの神経性分子機構の解明が飛躍的に進むものと考えられた。

10 臨床研究部・心臓血管内科の共同研究
心臓血管内科の共同研究として、
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を佐賀県有田町と行い、成果を上げている。

(Hypertens Res  2012 Apr 5
[Epub ahcad Of print])
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③妊産婦死亡の調査と評価

平成22年度より開始した、わが
国の妊産婦死亡の原因を調査・

析し、周産期医療システムの再評

価、改善及び国民からの信頼獲得

を目的とした「わが国の妊産婦死

亡の調査と評価に関する事業Jを

引き続き推進する。

③妊産婦死亡の調査と評価

1 「わが国の妊産婦死亡の調査と評価に関する事業」を引き続き推進
厚生労働科学研究費補助金 (難治性疾患克服研究事業)「わが国の妊産婦死亡の調査と評価に関する事業」に報告
された症例は 52例 となり、本邦で発生したIIl産婦死亡を網羅している。詳細なデータに基づく検討により出血によ
る死亡が最も多いことがわかつた。日本産婦人科医会生涯教育セミナ=で

全国の産婦人科学会会員に対して事業の報

告と妊産婦死亡の現状、対策について発表した。また、母体安全の提言2010の 冊子を作成し平成 23年 4月 に全
国の産婦人科医会員に向けて配布し発信した。剖検の重要性も認識され、妊婦の割検マニュアルを作成、配布した。

平成 23年の妊産婦死亡症lFIは推定値で年間 10例以上の減少をみた。

①高度先駆的及び標準的な予防、診断、沿寮法のFiK発の推進

1 バイオバンク事業の推進
①高度先駆的な診断 治療法の開発の基盤となる、循喋器病の発症メカニズム及び循卵器病の特性を解明するため、

バイオリンースや臨床情報の収集 とその解析を推進し、これまで蓄積してきた先天性心疾患 |き奇形)の剖検口|
のデータベース化を続行した。生体試料と臨床情報を蓄積してワ「究に利用するために設立き

'■

たバイオ/｀ ンクが

来年度に本格的にスター トするため、その準備を行つた。

②バイオバンク事業の組織試料については吉」検症例の凍結標本、パラフィン組織についてバイオバンクヘの移行を

準備している。

2 循環器病の予防法と治療法確立の推進
(1)乳児特発性僧帽弁1戯断裂の研究
小児循環器部では、日本人乳児に特有で、近年発生率が上昇しているにもかかわらず、教科書に独立した病名とし

て記載されていないため|ご全国の小児科医師に認知度の極めて低い、lL児期の突然の僧帽弁腱索断裂FIの全国調査を

行い (厚生路労lpl科学研究難治疾患克服研究事業)、 その結果をまとめて公表した。過去 16年間に88例の報告が
あり、文献報告例は1工とんどが日本人乳児であり、 80%以 上が生後4-6ヶ 月に限局して発症し、春から夏に多発
し、約 7%が死亡し、約 30%が人工弁置換を余儀なくされるという予後不良の疾患であることが判明した。金国の
小児料医師に注意喚起するとともに、この疾患を新たに「7L児特発性僧帽弁Iし策断裂」と名付けた。

(2)動 LF・硬化の進展と危険因子との関連解析
頸動脈超音波による動脈硬化指標検査を年 380件施行し、動脈硬化の進裏とその危険因子との関連解析を行つた。

(3)循環器病患者の血行再建術、急性期脳卒中の予後を調査
脳血管部門 (脳神経外科)では、循環器病研究開発費 「糖尿病を合併した循環器疾患の血行再建術に関する研究J

(22-1-7)の 中で、心臓血管外科、脳血管内科、脳神経内科、放射線部、糖尿病・代謝内科と連携し、糖尿病
を合併した循現器病患者の血行再建術、急性期脳卒中の予後を明らかにすることによつて、同患者に対する治療指針
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③高度先駆的及び標準的予防、診

断、治療法の開発の推進

循環器病に対する高度先駆的な

予防、診断、治療法の開発に資す

る研究を推進する。

また、既存の予防、診断、治療法

に対する有効性の比較等、標準的

予防、診断、治療法の確立に資す

る研究を推進する。

また、高度先駆的な予防・診断・

治療法の開発の基盤となる、バイ

オリツースや臨床情報の収黎及

びその解析を推進する。

の策定を目指しており、その成果を日本脳卒 などで発表した



究病

解明するため、バイオリツースや 1解明するため、バイオリソースや

の研究を推進する。 の研究を推進する。

高度先駆的な診断 治療法の開発 1高度先駆的な診lIIl 治療法の開発
の基盤となる、循環器病の発症メ|の基盤となる、衛環器病の発症メ

カニズム及び循環器病の特(■を |カ ニズム及び循駄器チらの特1■を

(4)女性の冠勤脈疾患を調査
女I・の冠II」脈疾患を調査「NADESICOワ 「究」で全国の 17施設から960例の冠動脈cT検査のlT像データ
を、臨床データ、血清試料とともに収集した。また、約 2,00o,の 石灰 (しスコアについて解lflし 、欧州放力す線学会
にて 報ヽ告した。現在、新たな冠動脈病変の指し料の開発を検詞している。

(5)各 IIの循環器疾患忠者を登録し、腎機能の評価と追跡実施
循環器疾患患者における慢性腎臓病の実態と腎機能悪化予防方法の確立のため、各種の循県器疾患患者を登録し、
腎機能の評価と追跡を行つている。

(6)心不全診断法を開発する研究の推進
ナトリウム利尿ペプチドは当研究所職員が発見したペプチドで、心不全のマーカーや治療案として世界で汎用され
ている。複数の分子が血中を循環し、各分子の濃度が病態をより正確に反映すると推定されるため、各分子の測定系
を構築し、高精度の心不全診断法を開発する研究を分子薬理部は推進した。 (資料 22)

(7)大動脈弁植え込み ll‐を2例施行
合併症を有するハイリスク大動脈弁狭窄症患者に対して経カテーテル的大動脈弁植え込み術 (TAVl)を 2例に
施行した。

(8)水来投取による生体内活性酸素種のF140接的■定法の開発
心臓生理機能部は、水素

'〔

取による生体内活1■酸素種の間接的推定法を開発し論文発表した。さらにレーザー光技
術によりll・表から放出される活性酸素種の直接検出法を開発し特許出願した。生体ガスに着日し,生活習慣病ならびに

'

循環器病発症を予測 治療指針とするための生体ガスの長期コホー ト調査を2011年 度に]き 続き実施lL続 し,雑誌
ニュートンに紹介掲載された。

(,)プ ラーク イメージングの手法を確立
「メタポリックシンドロームの動脈硬化IiLの発症 進展に及ぼす影響に関する基礎的、臨床的研究Jにおいて、野
口輝夫心臓血管内科医長がおこなっている1 5テ スラ心臓MRIを 用いた冠動脈プラーク・イメージングの臨床H・
妥当性を評価するスタチンを用いた前向き介入試験で、プラーク イメージングの手法を確立した。今後、国循の 3
テスラ心臓MRIで の応用を進める。

(10)心臓リハビリの推l_L
心血管リハビリ科は、高度左室機能低下 (左室駆出率LVEFく 25%)を 有する重症心不全に対する心臓リハビ
リが運動耐容能およびBNPの改善に41効 であることを示した (Circ 」 2011,75:1649-55)。

(11)在宅治療での補助人工心臓治療の推進
23年 4月 に植込型補助人工心臓の心臓移植へのプリッジ使用が保険償還されたが、社込型補助人工心臓実tF_施設
および実施医 (4名 )の認定を受け、臨床応用を開始した。 23年度は 91・llの植込術 (体外設置型からの移行ユlnl含
む)を実施し、在宅プログラムも施行している。在宅治療での補助人工心臓治療の推進に向けて活動を行っている。

(12)脳梗塞治療の進展
①2010年 10月 から脳梗塞発症後8時間以内の患者さんに対して、Merciリ トリーバルシステム

臨床情報の収集とその解析を推 1臨床情報の収集とその解析を推
進する。今年度も、これまで蓄積

してきた先天性心疾患 (心奇形)
の400例以上の剖検例のデー
タベース化を続行する。

erci) という名の新しいデバイスでの治療
Ｍ

Ｏ
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られ、当院でも積極的にこの治療を行ってきた。



国立循環器病研究センター評価 シー ト
|

11年 llか らは、Pcnじ mbraシ ステム  (Penumbra)と いうデバイスも認可され、発症 31寺 11

以内の脳IT基患せさん′に対して」J院でも使月1可能となった。Merciは 、先rl.部が‐イル状にらせんを構 (
血管内治療 (カテーテル治療)用の脳血桂回収機器で、「l動脈を詰めている血柱を絡め1■って除去し、脳便塞
を治療する。Penumbraは 、吸ら用のカテーテルを開塞した血性の近くまで進め、血社を吸3して、脳
梗塞を治療する。当院ではこのような新たな治療機器を駆使し、発症 3時 F.l以降の脳梗塞の患者さんでも治療

を行うように努めている。

②この他にも、現在脳榎塞発症後 9時間以内の患者さんに対して、デスモテプラーゼという名の新世代型 t― P

Aを用いて治療を行う臨床試験も、当1完で行った。
①脳卒中専門の病棟であるSCU(脳 卒中ケアユニット)で従来薬を用いた治療や急4生期リハビリテーションを
積極的に行うことで、発症 3時間を過ぎて来院された脳梗塞患者さんでも、良い治療効果が表れることが少な
くない。

(13)無 l「為臨床試験を継続
高血圧忠者における循興器共忠予防のための最適な降圧治療の確立のため、家庭血圧に基づく降圧 E標 と峰圧薬を

定めた無作為臨床試験を継続している (HOSPりT究)。

3 既存手法の有効性 '安全性についての研究
①薬剤部の論文として、「体外枯環施行前後で,■アミオダロンおよびアミオグロンイにコ1物の1■十晨度変

`し

は認めら

れない～1症例報告～」が医療薬単譜に1ら載された。人工心サ‖ilL行前後にアミオダロン本体と代融11カ の1"十 消度

を41nl定 したところ変化は認めなかったことから、従来不明であったアミオダロンの追力‖投与は必要のないことが

明らかとなつた。

② f集中治療病棟での感染制御における薬学籠介入―一般病棟と比崚して―Jが 日本病院薬斉lmi会雑誌に掲載され
た。後ろ向き調査の結果、集中治療室でll患者の特殊性の把握と、よりきめ細かな抗歯薬の投与設計が必要であ

ることが明らかになった。

③12th congress oF thc Asian Society of transplantatiOnで 、
「Circadian pharmacokinetics of eVerolimus in

Japanese heart transplant reciptents」 の発表を行い、心移植後拒絶反応を防く
｀
ためには、個ノ、特性に合つた

投与設計が必要であることを明らかにした。

4 食塩厳取量評価と減塩達成の推進
高血圧腎臓部では、高血圧管理における食塩摂取量評価と減塩達成を日的として 早朝尿 (夜間尿)と 計算式を内
蔵した食塩摂取量簡易測定器を用い、食塩摂取量自己測定の実用性と継続性および減塩、血圧への効果を検討してい

る。

④医薬品及び医療機器の開発の

推進
「新成長戦略 (基本方針)J(平
成21年 12月 30日 閣議決定)
においては、ライフ・イノベーシ

ョンによる健康大国戦略として、

革新的な医薬品、医療・介護技術
の研究開発・実用イとの促進が求め

られている。

④医薬品及びEAl療機器の開発の l⑤医薬品及び医療機器の開発の l⑤医薬品及び医療機器の開発の推進

塘愛器病に菖する画期的な医薬 1稽貰器病に関する画期的な医薬 11(5質量景型軽量の体内植込式軸流ポンプ型VADシステムの開発
品、先進的医療機器に関する研究1品、先進的医療継 に関する研究1  補助人工心臓の恒久使用 (1)T)を 目的として、単2乾電池サイズの超小型軽量の体内植込式軸流ポンプ型VAD
開発を推進する。       1開 発を推進する。       | システムの開発を進めた。慢性動物実験でコンスタントに3ヶ 月間の生存を得るレベルに到達するとともに6ヶ月の

具体的には、循環器病の診断、治1 耐久性試験と各種安全性試験を完了し、現在治験申請準備のための薬事戦略相談を行うための準備を進め、 1年後の
具体的には、循環器病の診断、治 1療、創薬の標的となるタンパク 1 治験中請および 2年後の治験開始を目指している。 (資料23)
療、創薬の標的となるタンパク 1質、ペプチド等、及び医薬品候補

質、ペプチド等、及び医薬品候補|と なるペプチド、化合物等を探 | (2)J圧浮ヒ方式の高耐久性ディスポ遠心ポンプの開発推l_t
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となるペプチ ド、化合物等を探 1索 周定するとともに、その意義 動圧浮上方式の高耐久性ディスポ遠心ポンプ (動圧浮上ディスポ血校ポンプとして世界初)の開発を進め、数ヶ月
素 同定するとともに、その意義 |や有効性を検dlLする。 以内に体外循蝶用として薬事中請が行われ、 1年以内に製品化を達成できる見込となった。さらに、この新規閉うこ遠

心ポンプを用いたi易生きバイパスシステムの開発を進めており、単期 探索均臨床試験拠点整備事業におけるシー
ズlll究として、 2年以内の医自F主導浩歓道行を千7Lし ている。 崚 料 24)

や有効性を検証する。 まキ、循環器病の機iけt啓医療、
また、循環器病の機能代若医療、1再生医療、イメージング等を可能

再生医療、イメージング等を可能 |と するための基盤研究及び基絆
とするための基盤研究及び基盤 1技術の開発を行うととも:こ、実際 (3)脳動脈廊治療日的のカバードステントの臨床開発の推進

23年度から、「早期 li索的臨床試験拠点整備事業」の中で、新規補Lb循環システムおよび脳動脈瘤治療目的の
カバードステントの臨床開発を進めた。 (資料25)

(4)人工肺BiOcubeの 臨床応用
長期心肺補助 (PCPS/ECMO)シ メテムは、製品イヒを達成した革新的人工肺BiOcuboが 広く臨床応用
され、無ヘパリン長期PCPSの 実現によって、従来は救命困難であった出血合併症を伴ラ重症忠者の救命1711や、数
週間以上の長期間補助による救命例が数多く報告された。

(5)ECMOシ ステムの製品化 (小児用補助循環システム)
新型インアルエンザによる劇症型小児重l■呼吸不全症憫|が BioCube使 用ECMOで 救命された事例はニュー
ス報道され、さらに論文化された。今後の強毒性インフルエンザバンデミックヘの対応の上で、ECMOに よる安全
な長期呼吸補助手段という最終治療オプションを確立・提供することができる状態となった。このECMOシ ステム
は、さらに急速充墳・緊急使用を可能としたENDしMOシステムとl´ て製品化を達成し、救命救急領域を中,さに使
用も拡大しつつある.ま た、システム移動カー トの試作・改良と臨床応用も進めてきたが、本ECMOカ ー トは製品
化を達成し、さらに当センタードクターカーに搭載されて院外使用も開始された。

(6)国循型VADの改良開発
小児補助循環に関しては、 1990年 の薬事承認後数lnl臨床応用が行われた後長期間に渡って製造販売が中止され
ている小児用の国循型VADについて、継続的な強い臨床ニーズに応えるべく改良 。再実用化に人工臓器部が着手し
た。これまでに既に改良開発を完了し、さらに薬事申請に必要な1-3ヶ月の長期動物実験評価を進めている。 1年
以内の一部変更申請を目指しており、 2年以内の臨床応用を想定している。

(7)医療機器シーズの開発
分子病態部は、生体への安全な高電位負荷を用いて、脳機能改善作用や脳保護効果、糖脂質代謝改善効果を有する
医療機器シーズの開発に取り組んだ。

(8)レーザー血流計システムの開発
心臓生理機能部は、ラット・マウスの,き筋血流を覚醒、自由行動下で、連続的にリアルタイム計淑」できるレーザー
血流言|システムを始めて開発 t´た。冠動脈疾患機序や心不奎病態力摯明に、大きく貢献する技術と考えられる。

(9)迷走神経を電気刺激する植込み治療装置の開発の推進
循衆動態4rl御,都では、自律神経を介する循環調節系の異常がlL症循環器疾患に与える悪影響を解除する研究を推進
lンた。迷走神経の電気刺激は動物の心機能低下や心臓リモデリングを抑市1し、生存率を大幅に改善することが示され
ており、この機能を国産 ICDに搭載する開発を行つている。また、迷走神経を電気刺激する1直込み治療装置の「‖発
と「pl様の薬理作用をもつ薬剤の開発を並行してすすめた。薬斉に 既存薬剤の適応拡大により同等の効果が期待できる
ため、出床試験をpl能 とするための準備をすすめた。

技術の開発を行うとともに、実際|の診lFr′ 治療の技術及び機器の開
の診断 治療の技術及び機器の開1発に取り組む。
発に取り組む。 これらの研究成果等を安全かつ

これらの研究成果等を安全かつ 1速やかに臨床現場へ応用するた
速やかに臨床現場へ応用するた |め に、医薬品及び医療機器の治験
めに、医薬品及び医療機器の治験|(適応拡大を含む。)の実現を目
(適応拡大を含む。)の実現を目1指 した研究を推進し、特に、開発
指した研究を推進し、特に、開発 |リ スクが高い分野については、よ

リスクが高い分野については、よ|り 積極的に実施する。また、臨床
り積lF」的に実施する。また、臨床 1試験の安全性有効性の評価、臨床

試験の安全性有効性の評価、臨床 1試験の方法などの開発に関する
試験の方法などの開発に関する 1研究も実施する。
研究も実施する。 また、海外では有効性と安全性が

また、海外では有効性と安全性が1検証されているが、国内未承認の

検証されているが、国内未承認の1医薬品、医療機器について、企業
医薬品、医療機器について、治験 1治験、医師主導治験、さらに高度
等自主臨床研究を推進する。  1医療を含む自主晦床研究等の
これらにより、平成 21年度に比1様々な方法を弾力的に組み合わ
し、中期目標の期間中に、臨床研 |せることで、未承認医薬品・医療

究実施件数 (倫理委員会にて承認膠器の国内への迅速な導入を推
された研究をいう。)及び治験 (製 1進する。

究病器

造販売後臨床試験も含む。)の実
施件数の合計数の5%以上の増
加を目指す。

この趣旨を踏まえ、循環器病に開

する研究成果等を安全かつ速や
かに臨床現場へ応用するために、

医薬品及び医療機器の治験 (i■L応
拡大を含む。)、 特に高度に専門

的な知識や経験が要求される等

実施に困難を伴う治験 .臨床研究
の実現を目指した研究を推進す
る。

また、海外では有効性と安全性が

検証されているが、国内では米承

認の医薬品、医療機器について、

治験等臨床研究を推進する。

これらにより平成 21年度に比
し、中期目標の期間中に、臨床研
究実施件数 (倫理委員会にて承認

された研究をいう。)及び治験 (製

造販売後臨床試験も含む。)の実
施件数の合計数の5%以上の増
加 を図ること.
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国立循環器病研究 ンター評価 ― ト

(10)小児用補助人」二心臓 (Exじ or)の 臨床試験に向けての準備を推進
小児用補助人工心臓 (Ettc o r)の医師主導他施設共同Lv~床試験を小児心臓 3施設で行うために、本年度は洒応
等を検剖し、来年度実ll_の

`F備
を進めた。

(11)骨髄細胞分離デバイスの開発のlYl進
急性期脳梗塞の細1包治療をさらに全国|`普及するための骨髄綱胞分離デバイスの開発を進めた。 23年度は,力企
業とともにPMDAに 菓事戦略lH談事前相談において臨床局‖発の方Fpl性 について1ヨ談した。

(12)植込み型除細動器の開発推進
循環動態市1御部では不整脈部の協力のもと、企業と共同で国産初の ICD開発を進めた。この ICDには迷走神経
剌1激による心不全進行抑制機能、低電力除細動などの機能と搭載し、患者の生活の質、治療の質を大幅に改善できる

見込みである。実用レベルの試作機を開発する段階である。

(13)眼鏡装着型カメラの開発
小児,さ臓外科部では教育、安全両方の面から従来困難であつた高精細フルハイビジョンでの眼鏡装着型カメラの開

発を行い、企業との連携で製品化に成功した。さらに当該関連の特許申請を職務発明委員会の承認のもと申請中であ

る。

(14)心エコーの通IF診 liFrシ ステムを研究開発
小児循環器部では新生児を中心とした重症先天性心疾患の早期診断を日的として、心エコーの遠臨診出iシステムを

研究開発している。23年度は移動中の救急車や医師が緊急に出●,いた病院から、携帯電話回線を介してリアルタイ
ムに安定した心エコー画像を送信できるシステムを導入した。 24年度から開始される病院救急車に対応したシステ
ムとして稼働させる予定である。

2 創薬
(1)創薬シーズのF・ll発
分子病態部は、血小板血性を市1御するタンパク質や血液凝lEl反応を制御するタンパク質 (その受容体も含む)の研
究を通して、新しい創薬シーズの開発を進めた。また、食材内の微量成分を用いて、脳機能改善作用を有する倉1薬シ

ーズの開発に取り組んだ.

(2)迷走神経を電気1司激するのと同等の業理作用をもつ薬斉」の‖1発
循環動態制御部では、迷走神経を電気″I激する植込み治療装置の開発と、F・l様の薬理作用をもつ薬剤のBR」ひを並行

してすすめた。薬着1は既存某剤の適rL拡大により同等の効果が期イ|できるため、臨床試験を可能とするための準‖iを

IL進 した。

(3)グ レリン投与に関する研究
①慢性低酸来性肺高ll圧症ラットにグレリン皮下注射を施すと、肺血管内皮による血管拡張能の改善と肺nn管エ

ンドセリンー1発現のli「制が起こり、肺la~11圧症を緩Flすることを明らかにした。グレリンの肺高血圧症治療

薬としての有効性が示唆された。(PfiЦ gers Arch― Eur 」 Physi01 4621 3
97-406, 2011)
②グレリンの脳室内投与が心脚 1交感ll経のアセチルコリン1/x出 を増大することを、麻酔下のウサギを用いて明

らかにした。この増大は、グレリン静脈内投与では起こらなかったことより、グレリンの中枢への直接作用に
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究病

(2)均 てん化に着目したりF究
の均てん化手法の,■発の

3 医薬品
(1)脳出血ニカルジピン療法の承認
海外で臨床使用されなから国内では未承認であらた「発症後 3時間超 4 5時間夕内lM梗塞患者へのrt― PA静注療
法 (血桂溶解療法)J、 「抗凝固●I服用下での重症出血事故に対するプロトロンビン複合体製却1を用いた緊急・P]治
療」、「脳出血超急性期のニカルジピン静注による降圧療法」を、日本脳卒中学会等を介して積極的な見直しを求め
、とくにRll出血ニカルジピン療法は承認 (禁忌項目の撤廃)に至つた。

(2)アルガトロバンの適応拡大の薬事承認
医師主導治験の結果を受け、平成 20年 7月 に本邦初のHIT治療薬として選択的抗 トロンビン薬であるアルガ ト
ロバンが薬事承認された。平成 23年 5月 には、

「
II T患者の冠動脈インターベンションならびに血液透析の際の凝

固防止薬として、適応拡大の薬事承認を得た。承認条件として全症911を 対像に使用成績調査が求められている。上記
研究で実施している全国登録調査では、これに協力し、適正なアルガトロバン使用を求めている。

治験の実施達成率》
21年度 65%
22年度 81%
23年度 77%

(2)均てん化に着目l′た研究
(1)医療の均てん1ヒ手法の開発の推進
ア インディケーターの開発
1 インディケーター開発の推進
0循環器病研究開発費 22-5-2に おいて、多施設共同研究Q「 TASK研 究により集積した急性,さ筋梗塞 4,
000例 、脳卒中 12,000例 、クモ膜下出血600例の登録データにより、急性心筋梗塞における重症度を考
慮した、診療の質を評価するためのインディケーターの解析を推進した。
②レジストリー情報室において開発した院内症lFl登録システムを用いて、急性非代償性心不全、院内心停止症の疾
病登録データベースを用いて、予後を規定するインディケーターの解析を推進した。
③救急医療においては、厚生科学研究費により院内心停止と蘇生症候群に対する低体温療法に関する多施設共同発
症登録の事務局を務め、それぞれ研究成果を英文輪文で発表するとともに、登録症例数と対象医療機関を拡大し
た新たな登録を行った。

0放射線.VLで はィンディケーターとして検査実績一覧を作成した。 (資料 26)

イ 人ll育成に関する研究の推進
1 人材育成
(1)レ ジデントのカリキュラムの拡充
日本の成人先天性心疾患忠者の診療体市1は欧米より約 20年の遅れをとっているのが実情で、現在日本価猟器学会
を通して循環器内科医師Crpこ の診療領域への参画を強く要求するとともに、成人先天性心疾患に対する若手術I環器内
科医師の教育研修体市1を拡充した。

推進

ア インディケーターの開発
医療機関において広くlt用 され

る診断 治療ガイ ドライン等の作
成に寄与するため 救急医療、急
性期治療から回復期ソハビソテ

ーションに至るまで、地域医療の

質を全体として、かつ /●
‐
観的に評

価する体市1を整備する。

イ 人材育成に開する研究の推
進

高度かつ専門的な技術を持つ人

材育成を図るため、循環器医療の

均てんイヒに資する栞統だつた教

育・Of修システムの開発、人材育

成ツールの開発を推進する。

(2)均 てん化に着目した研究
の均てん化手法の開発の

推進

関係学会等との連携を図り、臨床

評価指標の開発並びに診断 '治療
ガイ ドライン等の作成及び普及
に寄与する研究を推i_tする。

器病に対する医療を担う高

度かつ専門的な技術を持つ人材

育成を図るため、系統だった教

育・研修方法の開発を推遣する。

(2)均てん化に着日した研究
①医療の均てスン化手法の開発の

推進

ア インディケーターの開発
医療機関において広く使用され

る診断・治療ガイ ドライン等の作
成に寄与するため、救急医療、急

性期治療から回復期ノハビソテ
ーーションに至るまで、地域医療の

質を全体として、かつ客観的に評

価する体11を 整備する。

イ 人材育成に関する研究の推
進

高度かつ専llll勺な技術を持つ人

材育成を図るため、循環器医療の

均てん化に資する系統だつた教

育・研 l_●システムの開発、人材育

成ツールの開発を推進する。
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セ ンター評価 シー ト病器環

②情報発信手法の開発

ア 国民、患者向け情報の提供
循環器病に関する理解を深め、日

常の健康管理を啓発するために、

複雑な循環器疾患の成因、病tL、

進行などに関して分かりやすく

説明する手法を開発し、教科書的

な知識、センターでの研究成果に

基づく知見をWEB等 で提供す
る。

手法の開発

ア 国民、患者向け情報の提供
循環器病に関する理解を深め、日

常の健康管理を啓発するために、

複雑な循環器疾患の成因、病態、

進行などに関して分かりやすく

説明する手法を開発し、教科書的

な知識、センターでの研究成果に

基づく知見を、ホームパージ・広

報誌・プレスリレーション 市民
公開講座の開催等を通じて提供

する。

(2)セ ミナーの開催
臨床研究部と先進医療・治験推進部は、臨末研究の人材育成を目的に、セミナーを開催してきた。 23年度は 「早
期・探索的研究」をテーマに、規市」、非臨床試験、臨床薬理試験、品質管理等についてのセミナーを年 5回開催、施

設内外の,f究者に提供した。

(3)研修・研究の実施
①CRC育成のための研修内容を定め、研修希望者を受け入れた。
②看護師育成や教育計画 (ラ ダー)に関する研究の実施と発表を行つた。

②情報発信手法の開発

ア 国民、患者向け情報の提供
l Wabサ イ トのリニューアル実施
①利用者がより情報を見やすく、探しやすくすると同時に、魅力的で情報発信力の高いホームページとするため、

llNl容 とデザインをリニューアルした。その結果、PV(ページビュー)の増加に業がつた。
(月 平均)22年 度 235,000PV→ 23年度 336,000PV
② 103独法を対象とした「公共機関ウエブクオリティ調査J(ア ライ ド ブレインズ (株)調 )において、当
センターHPの評価が前年度「DJか ら「A― eJに向上した。これは、国民生活センターに継ぐ2番 目の評
価である。

③「循環器病情報サービスJには、循環邪 jlの原因や治療方法、千1方、日常生活のVI意点、心肺蘇生術の方法な
ど、さまざまな情報を提供した。その結果、「不整脈とアプレーション治療」「軸,い不整1派と怖くな1'不整

'i・

:

「,さ不全Jは、月間6000PV以 上を集める人気コンテンツとなった。
④月々のアクセス状況を解オリFし、デザインや利便性等の向 ヒに向けた必要な改善を随時図っている。また、検チに

サイトに
~Jl率
的に表示されるよう、SEQ対策に取りl■メυでいる。

⑤手軽に利用できるよう携帯電話用サイトを開設した。

2.広報誌の発行
患者向け広報誌「こくじゆん通信」を年4回発行した。毎号 1万部を発行し、 2000部 を連携医療機関 関連医
療機関、8000部 を患者に配布している。 (資料27)
①最新の脳卒中治療 (vo1 3)
②生活習慣J声 (vo1 4)
③心臓血管外科の最新治療 (vo1 5)
①心臓血管内科の最新治療 (、ro1 6)な ど。
また、広報誌をホームページからも開覧可能にした。

3 「回循 市民公開講座」の開催
広く社会に向りて循環器病予防等を啓発する取組みとヽ́て、年4回国価上 |ヒの「J循 市民公ら‖:l'庄りを出1に す́る
こととした。第 1回を24年 3月 11日 大阪の十里ライフサイエンスセンターで開lll・。第 1回のテーマは「生卜」ド411
荒の改善で循環器病を予防J。 第 1割 :ではl L7歳チェック、生活習慣病1■談などを実施。第2部では「循環器痛めため
の生活習慣病の予防と治療Jと題して、国循の医師5名 が講演した。なお、申し込み時点で定員に達し、 275名 が
参加した。

その他、多数の各部門主催の市民公開講座を開催している。

①「脳卒中予防の秘けつと最新治療―あなたと家族を脳卒中から守るために一」 (7月 10日 )

②情報発信手法の開発

循環器病に対する正しい理解を

促進し、患者・家族に対する支援
の質を向上させるため、医療従事

者及び患者 国ヽ民への啓発手法の

研究を推進する。

-35- 評価項目3
リハビリと ―いきいきと生きるコツJ(7月 18



― ト

③「,き筋梗塞の危険度 ―TAKE:AB1 201l J
④「足の血圧で分かる脳、「二過性脳虚血発作 TIA」
⑤「脳卒中から身を守ろうJ(2月 5日 )
0「′とヽはり/ヽ ビリテーションJ(2月 ,2日 )
O「心朗症について力]ろ うJ(3月 8日 )

Frl催 (9月 19日 )
(1月 14日 )

4 報道関係者への対応、「国循 プレスセミナーJの開催 (資料 28)
報道関係者の循環器病に対する理解を十め、国循スタッフとの良好な関係を構築するため、報道関係者を対象とし
た 千国循 プレスセミナーJを開催した。
第一回プレスセミナーでは、「月ど卒中の予防と最新治療し、「,さ筋lT基の予防と最新治療」の2つ をうとr・ した。 (

10月 27日 )
第二回プレスセミナーでは、「脳卒中外科の最新治療」を発表した。 (2月 29日 )
さらに、循県器病に関する知見や、科学的根拠に基づく診断法、治療法などについて広く国民に対して情報提供を
行っていくため,r、 積極的なプレスリリースを実施した。 (23年度  41件 ).
(特に反響が大きかったプレスリリース)

①夏の脳梗塞予防―脱水や夏かぜに注意 (6月 23日 )
②冬場は,3席梗塞による′とヽ停止が増加 (10月 27日 )
③子どもの心臓拍動を調節する新しいタンパク質の発見  (7月 6月 )

5 国循減菫レシピの料理教室を開催
当センターの病院食は、普i西食が 1日 6g未器iの減塩食であるが、訓理師・栄養士の創意工夫によって忠者から「
美味しいという」評価をいただいてきた。その減塩レシピを社会に普及させるため、複数回の料理教室をけ‖儲し、 (
10月 1日 ,6日 ,3月 31日 )WEBを 利用した「国循減塩レシヒ・」の配信を企業と提携し行つた。

6 遺伝性 (若年性)結合織疾患について講演会を実施
23年度に、分子生物学部と血管外科は、他施設と共同で、稀であるが重篤な動脈病変をしばしば伴う遺伝l_■ (若
年性)結合付疾患について 11月 と12月 の2回 (東京ならびに大阪)、 患者向けに講演会を企画実施し、思者なら
びにその家族に情報を提供した。

7 東日本大鶏災被災地における循環器病予防対策
被災地での発症が懸念された「エコノミークラス症候群」や 「たこつば型`さ筋症」について注意喚起を実施した
また、現地調査に基づき、高血圧症対策などの必要性を提言した (第 1回～第 3回 )。
さらに現地での循環器病予防啓発のための市民公開講座を実施した。 (11月 29日 ,2月 5日 )。

8 患著情報室・患者用図書室の開設
思者や家族の自己決定の支援等を目的とする「健康情報ひろば一ふじ―」を開設。医療情報リーフレットの提供や、
医学・一般図書の開覧、インターネットカ1用端末の設置など、病1完ボランティアの協力を得て運営した。

9 YouTube国 循チャンネルの3H設
youtubeに 国循チャンネルを開設し、市民公開講座等の動画配信を開 台́した。
httO://www vOutube com/user/kOkuiunNCVC
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10 その他の取り組み
①当センターにおいて取 り組んだ研究 .L療の提供等についての l■i報を、l al時  的確に国民に発信することが でき
るよう、大手広告代理店による役職員のスキルアップ研修を実施するとともに、総務課に広辛1係を設置してホー

|   ムページ 広報誌等に円滑に反映させる体佑1を整lliし 、運用している。

イ 医療従事者向け情報の提供
a 主要な循卵器疾患について
学会等との連携、センターのうF究

成果に基づき、主要な循環器疾患

の標準的な診療技術に関する情

報を集積、提供する。

イ 医療従事者向け情1載の提供
a 主要な循環器疾患について
学会等との連携、センターのり「究

成果に基づき、主要な循環器疾患

の標準的な診療技術に関する情

報を集積、提供する。また、循環

器疾患の診療ガイ ドライン作成

に積極的に協力する。

②第 10回 日本頸部1週血管 /u‐療学会の展示スペースに当センターのプースを出展した。Л肖卒「
'■

療の紹介‖}子 (マ
ンガ)や当院低塩分食の試食品を学会参加者 、́提供した
③「′し1市蘇生法の C、 A、 B」 をホームベージに掲載し、平成 22年に新しく勧告された 17法について情報発信し
た。

Of看護の日」イベントにて、市民に看護活動のアピールを実施した。また、各病棟から被災地への応援メッセー
ジを送つた。

⑤院内で、医師と看護師、栄養士など多職種が協同して、禁煙、生活習慣病予防法などの公開講座を実施した。

⑥滋賀県難病相談 支援センターにて患者団体を対象に肺高血圧症について啓蒙活動を行った。
①治験および治験以外の臨床研究の意義や仕組み、ルールなどを一般市民に啓発する目的で、ウェブサイト「臨床

すすむ 1プ ロジェクト」を開設している。

③院内で定期的に 「治験啓発キャンペーン」を行い、治験に関する情報提供を行つた、

イ 医療従事者向け情報の提供
a 主要な循県器疾患について
1 第 18回専門医療連携室公開講座 (6月 ,日 )
「医療連携の新たな取りillみ―高度医療を身近にJと いうテー 7で、TIl々 の領域で新たに尋‖始している1'り 組みを

紹介した。

2 第 19回専門医療連携室公開講座開催 (11月 2日 )
循環器疾患に必要な食事指導法と、最近当センターの産学官連携室が取り組んでいる美味しい減塩食をより多くの

患者さんに召し上がっていただくためのプロジェクトの紹介、そして美味しい減塩食の試食会が開催された。    |

3 第 6回 周産朗科サマーセミナー開催 (8月 20～ 21日 )

今年は「最先端Jをキーワー ドに、胎児治療の全国統一基準、新しい新生児蘇生法、本年改定の産科ガイ ドライン
等についてのセミナーを開lLした。

4 第33回国際コンピュータ心電学会 (ISCE)学 術集会開催 (4月 13～ 17日 )
第33回国際コンピュータ心電学会 (lSCE)学 術集会Fjll催 した。

5.カ テーテル治療手技の教育請演
①小児循環器部では、先天性心f/r患ヵテーテル治療を全国で最多行つている施設として (年 FH5 2 5 0症例)、 カテ

ーテル治療手技のデモンストレーションや教育講演など多数行ってきた。また全国から多数の小児科医や婿環器

内科医が当センターでのカテーテル治療を見学に訪れた。

②小児循環器部では第 18回国循小児循環器夏期セミナー (KSKS)を 図書館ホールで開催した (7月 24日 )`
全国から約 70名の参加者が集まり、国循スタッフによる講義を行つた。
③小児循環器部では日本成人先天性心疾患学会との共同開催にて「第 5回成人先天性心疾患セミナー」を図書館ホ
ールで開催した (10月 22日 )。 約 120名 の参加者が集まり、全国から集まった講師の講義を行った。
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6 国内外の循環器疾患の治療に関するガイドラインに参画
日本医学放射線学会ガイ ドラインの急性

"椰
便塞/森田奈緒美、開塞性動IF瞑化症/束 1子浩がそれぞれ参画した。

また、アジア.し、臓血管画像学会に小児循環器画像診断/神崎 歩が参画した。

7 脳血管外科フォーラムの開催
脳r■管部門 朝音ネⅢ経外科)では、脳 lt経外科手術、血管内治療の教育セミナーとして、年 2回の脳血管外,フ ォー
ラム及び脳血管外科ビデオカンファレンスを行つており、23年度もフォーラムを (6月 30～ 7月 2日 )と (1月
27日 ～29日 )に、ビデオカンファレンスを (5月 21日 と11月 19日 )に行った。

8 心臓リハビリテーション学会学術集会を主管施設として開催
第 17回 日本心臓リハビリテーション学会学術集会 (7月 16日 ～ 17日 )を主管施設として開催し、過去最高の
3,300名 の医師・コメディカルの参加と559題の研究発表を得た。

9 市民公開講座での情報提供
①センターで開催された市民公開講座において、「,b筋症について知ろう」をテーマに、最新の心筋症の診断と治
療に関する情報提供を行った。 (3月 8日 )

②第71回 日本医学放射線学会総会と共同開催された市民公開講座において、「虚血性心疾患の臨床診断Jに関す
る講演を行い、センターにおける取り組みを発表した。 (3月 31日 )

10 リハビリテーション推進事業主催のシンポジウムを開催
豊能 2次医療圏で脳卒中地域連携の推IEを 図る、リハビリテーション推進事業の連絡会が主催し、毎年急性期痛llL、
回復期リハビリ病院、かかりつけ医、維持期スタッフが一堂に会して地域連携を考えるシンポジウムを当センターで
開催している。2011年度は 11月 6日 り営卒中の地域連携」をテーマに開催し、約 150名 が出席した。

b 希少な循環器疾患について
1 セミナーでの啓蒙活動
①千里循環器病セミナー (′心臓血管内科)にて肺血栓塞栓症の啓蒙活動を行った。
②成人先天性心疾患セミナーにおいて先天性心疾患に合併するIII高血圧症の啓蒙活動を行った。

2 心筋症患者コホートの作成、診断基準の策定に貢献
臨床研究部北風部長は、難治性疾患克llk研究事業のうち心筋症班の班長として、心筋i■患者コホートの作成、診断
基準の策定に貢献した。また、市民公開講座を開催して国民に広く心筋症の現状について伝達した。

3 希少な遺伝性循環器疾患の診断的遺伝子解析の実施
分千生物学者Fは、センターで多くの (国内随―)の患者を管理し、国内の他機関で行い得ない、診断的遺伝子解析
を遺伝/t(若年性)大 ll」 lFF疾患、ll血竹高血圧症、遺伝性毛細血管拡張症などについて、23年 lJに 総壽13 0 0Fl以
上について実施し センター内のみならり・、企国の診療に資する技術提供とその普及に寄与する活動を行った。

b 希少な循環器疾患について
センターのlI例経験に基づき、希

少な循環器疾患の病態や診療技

術について解説する。

b 希少な循環器疾患について
センターの症例経験に基づき、希

少な循環器疾患の病態や診療技

術について解説する。
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23年 度 計 画
国 立 ― ト

ウ 科学的根trtに基づく政策提 |ウ  科学的根拠に基づく政策提 科学的根拠に基づく政策提言の実施に資する研究の推進

言の実施に資する研究の推lIL  I言 の実施に資する研究の1し・I ガイドライン・マニュアЛ′の十旬哉

科学的根拠に基づく政策提言の 科学的根拠に基づく政策■言の
在り方、手法に→いて検討するた 1在 り方、手法について検討するた

めの体‖河を■liす る。      |め の体11を整備する。

c高血圧診療における家庭血圧の応用についてのガイドラインである家庭血圧測定の指針 (日 本高血圧学会)の作
成に関わつた。

②日本循環器学会の診療ガイ ドライン千「成班に参画し、ガイ
ドライン1先革に貢献した。 (急 1■心不生ガイトラノン、

ST上昇11急性心筋榎塞ガイ ドライン)
0-過性1晋虚■1発作の診Wi`r.‐療に関するマニュアノンを作成中である。
④日本循環器学会の「心筋炎」r7‐ ガイ ドライン作成に国循も参加しており、23年度は改訂版および ifr外

"JIサ

の共

話版を発表した。

2 rt― PA静注療法の道正治療指針の改定作業
脳梗塞急性期の rt― PA静注療法 (血性溶解療法)適 lt治療指針の改定作業に、積極的に当施設の人材を用いて
いる。

3 心房綱動アプレーションの前向きレジストリーを開始
(Kansai  Plus Atrial  Fibri t latiOn  (KPAF) Registry)
心臓血管内科 (不整脈担当)清水 渉部長、里見本口浩医長は、本邦における心房細動アプレーションの初期および
長期洞調律維持率、イベント (死亡、血栓基栓症、心不全)な どの頻度を検討することを目的とし、心房細動患者 3,

0001711の症例登録を目標とする多施設前向きレジストリーを開始した。

4 中期計画達成度に関するアンケートを実施
:循環器病克服 10カ 年戦略」における中JF計画達成度に関するアンケートを実施 した。今後、これに基づき1■進
方策に関して検討を行う予定である。

5 院内心肺蘇生事例の登録の継続と他施設共同研究の実施
心肺停止前～蘇生処置の検証を行い、心肺停止前からの治療 F・H始につなげるよう解析を行った。個別の成果では

市民を巻き込んだ′さ肺蘇生法の普及、院内救急時体制の整備・確立の提言、医療職者に対する心肺蘇生法 (ACLS)
の教育ヨ1練に寄与した。

6 大規模の住民集団観察研究を実施
平成 17年 1月 から平成20年 12月 の消防庁の全国統言十データであるウツクイン統計を用い、大規模の住民集団
観察研究により、院外心源性心停止の月別、季節性の変動が有意であることを明らかにした。心源性心停止は冬季に

多く、気温との相開を認めたが、それ以外の要因による季節性変動への影響も示唆された。この結果はアメリカ循味

病学会で報告するとともに、朝日新聞、日経新聞、時事通信による全国配信により中国新聞など地方紙、NHKで IR
道され 本院17t長の報道ステーションでのインタビューなどでも大きく取り上げられた。震災1じ域の寒冷対策の重要
性のエビデンスとして t〕提言された。

7 ヘパリン起因性血小板減少症の診断基準案を策定
ヘバリン起因lLEIL小板減少症 (HIT)は 血栓基桂症を高率に合ttlする重篤なヘパリンの副作用である.23年 度
に、厚生労働科学研究費補助金 (難治性疾患克服・lI究事業)|ヘパリン起困性血小板減少症の診断基準確立のための
研究Jにおいて、ヘパリン起因性血小板減少症の診断基準案を策定した。今後、関連学会

“

百環器学会、脳卒中学会、

血栓止血学会など)に働きかけ、策定した診断基準を提言し、患者予後改善につなげる予定。
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8.細勁脈硬化
"mll Vessel disease)

な指標作成

認知機能障害は高齢化に伴い今後ますます増加すると予測されるが、循環器疾患患者は認知症進展と共通した危険
因子を持っている。両者を結びつけるものltiw動脈硬化であるが、現在sarrogate narkerと なる簡便な指標がない。
脳7●経内科では厚生労働科学研究費補助金 (生活習慣病)「動脈硬化の多角的評価による脳卒中個別化治療開発に開
する研究」において、検診などでも取り入れることができる、簡使な指標で細動脈硬化の指標を探索中である。これ
までの多施設共同研究により、脈派伝搬速度や給頸動脈径などの簡便な指標が候補としてあげられている。これらの
研究成果は厚生労働省より脳卒中対策の今後の政策作成のため国会議員に紹介される予定である。
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■評価項目3■

研究・開発に関する事項

(3)担 当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点
的な研究・開発の推進

[評価の視点]
〇循環器制御に開与する多彩な生体内の生理活性
ペプチドやタンパク質等について、新規物質の同

定、生理作用や作用機序、病態生理機能の解明等

に向け、生化学、分子生物学、薬理学、ベプチド

化学、細胞生物学、タンパク質工学、発生工学等

の手法を用いた研究を推進しているか。

国立循環器病研究センター評価シー ト

(総合的な評定)
ペプチド タヽンパク質の新規同定、生理作用や作用機序の解明等から新規医薬品・治療技術の

創出に向けた研究、テーラーメイ ド医療を目指す循環器疾患のゲノム疫学 病態生理の解明に関
する研究、心臓弁膜症治療のための新技411(ア クリル製の型を体内に植込むことにより自己の細

胞で心臓弁を作成)の研究、 i P SttЛ包由来の心筋糸田胞作成など再生医療の実現にFunけ た研究、

遺伝性不整脈疾患の遺伝子診断による病態解明と診断 治療法の開発研究、心エコー遠隔診断シ
ステムの研究開発等、当センターの強みを生かした多くの領域の研究を実施した。   .
また、循環器病の実態把握のため、国立病院機構の病院等と連携して、急性心筋梗墓、急性大

動脈乖離、脳卒中、くも膜下出血等の登録システムを開発し、23年度中に合計約 17, 000
症例のデータ集積が完了した。この他、わが国初の心臓リハビリテーションの有効性に関する症

lalデータベースをはじめ、重症成人先天性心疾患患者の前●1き OOL調査・全国実態調査、糖尿
病の動脈硬化合併症に関する後ろ向き観察研究による心筋梗塞の新たな危険因子の抽出、6つの

ナショナルセンターが連携して行うバイオバンクの運用開始など循環器病の実態把握のためのイ

ンフラ整備を着実に実施した。

循環器疾患の解明とEII療推進に大きく貢献する成果として発表した主な原著英文論文 (イ ンパ

クトファクター4 5以上のもの)は 02件を数え、昨年度の35件を大きく上回つた。また、
これらのり用数においても871■ と昨4F度 (81件 )を上E・Lる結果となっている。臨床研究実施

1件数 (倫』委員会の承認を得たもの)と 治験の合計実施件数は337件 にのぼり、対前年度比 1
127 7%と 中期計画目標数値 (5年で5γ .年間1%)を大きく嘔えた実ねキを生している.

実績 :○

子どもの心臓拍動を調節する新しいタンバク質を発見した。1子来、小児循環器疾患の診肝 治

療に役立つことが期待される。また、この遺伝子は,さ臓のll■縮や弛緩に関係するため、心肥大

心不全の診断・治療への効果も期待される。

開発してきたペプチドーム解析法を用いて、インスリン様成長因子結合クンパク質 5がペプチ

ドに変換され、強力な抗菌活性を示すAMP-lBP5を 産生することを発見した。

分子病態部は、マウスを用いて局所脳鳳 lir対 して保護的に働くクンパク質2種を確認した。

|■ た、一つは構負荷時の血中グルコース濃度を調飾するlri能にも関与していた,
I

1 糖尿・l代繊,ノ、刊 |ま、循環脚 1個 に関連する生体rJベプチドネルモン作用の不足が高f■圧 ′bl・・
|』E大の原国になっていることを明らかにした:これらの ll究から提唱している概念を英文誌に発

表 1ン、その悦念を示した図が表紙に採用さ
'し

た。

生化学部は、既知因子の新たな機能解明として、ナトリウム利尿ペプチドを介する情報伝達系

が血管恒常lllの維持やエネルギー代謝訓節においても重要な役害1を明らかにした。また、急性心

ル動物において、グレリンの急性411投与による

(委員会としての評定理由)
センターの目指す、骨髄由来樹状細胞が心筋tt塞後左室リモデリングに

対して保護的な効果を有することの解明、高血圧素因遺伝子の同定、心筋

梗塞 1曼 1■心不全を有するプタ実験動物の開発に成功、放射光微小血管進

影法の開発、肺高血圧症の成因に関する研究、次田コホー トの推進など、

特徴のある研究を行つていることは大いに評価する。

(各委員の評定理由)

論文数が2010年 342件から2011年 283件へ減少している。
また IF1 0以上のハイインパクトジャーナルヘの発表が減つている。

臨床研究及び治験の実施件数についても年度で中期計画を大きく上回つ

て達成している点は大変高く評価できる。循環器疾患の本態解明に関する

研究も計画を上回つて実施されたと評価できる。
・循環器疾患の解明と医療推進に大きく貢献する成果として、IF値の高
い論文を年間目標値を大きく上回って発表している点は大変高く評価で

きる。
・研究基盤の強化により、高度先駆的医療の開発や普及に資する llグじがit

lllさ れ、センターからインパクトファクターの高い雑誌へ論文が引き統さ

掲1父 されている。

当センターの目指ケ特徴ある研り1、 すなわち骨髄出来tl状11ltが ,き月1り :

塞後左室リモデリングの防止に有効なことゃ、市血圧素四遺伝子の・l定、

放射線4顎小血管造影法の研究、次田コホート研究、肺高L■圧り「究等lよ注目

される研究である。

臨床研究体市1の充実とセンターーの努力で臨床研究や治験の実施数は22
年度よりかなり増加 t´てきた。

放射光によるマウス微小血管造影法開発などの成果に基づき lF 4 5
以上の論文が前年度より27編多い62編 (77%増 )発表されているこ
と、疾病に着目した研究を行つていることなど大いに評価できる。
,臨床研究及び治験の実施件数を30 1%増 加させた。

評 価 の 視 点 等

実行 〇  (イ ンパクトファクター4 5以上のもの)
22年度 34件
23年度 英文論文 「Genetic variants in nOvel pathw
ays influence bloodpressure and cardiovuscu
l ar  d i s ea se  r i Sk」 ほか  61

[数値目標]

〇循環器疾患の解明と医療推進に大きく貢献する

成果について、年 5件以上
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国立循環器病研究センター評価シー ト

を抑制 lン 、生存率を有意に改善することを示し、グレリンの新たな機FIによる急性′し1ltT塞治療

薬としての可能性を示した。さらに、骨形成に関わるタンパク質性因子BMP-3b(Bone
Morphogenetic Protein-3b)が 脂肪細胞にも高発現しており、脂肪細

胞分化抑制作用を有していること、過剰発現マウスでは高脂肪食耐性であることを明らかにした。

O循環器を構成する組織 .細胞等の病態解析を遺
伝子・ゲノムのtl l面からも行い、新しい診断l_●、
治療法につながる病因遺伝子、疾患感受性遺伝子
の探索のための研究を推進しているか。

実ti:○

動脈疾患の病因を明らかにすべく、ゲノム遺伝千解析を推進し、病院研究Prの連携体制のもと、
若年性大動脈疾患、肺動脈疾患、出血性モf111管拡張症などの原因遺l_r子の探票を進めた。 23
年度は疾患発F■に遺伝要因が考えられるこれらの症倒300例 以上について遺伝子変異解trを 候
補遺伝手法により進めたところ、新規遺伝子変異が多数明らかにすることができた。

「多層的疾患オミックス解析に基づく創薬標的の相羅的探索を目指した研究」は、死亡率や罹
患率が高〈健康長寿社会の実現の最大の障害となつている心血管疾患、がん、アレルギー疾患、

認知症等の11疾患を対象に、ゲノム トランスクリプトーム・プロテオーム等の 5種類のオミ
ックス解析を行い、革新的な創薬標的候補分子の発見を日指す研究で、医薬基盤研究所の支援に

より22年度から開始した。

O実態把握のための社会的基盤の整備に取り組スノ
でいるか。

実績 :0
循囃器」
「
研究開発費22-5-21こ ,3v｀て、ヾebに よるインターネットを介した症例登録シ

ステムを開発し、 レジストレーションイ青幸に■に設立 lンたナーバーでデーータの集積管理を行―Jた。
現在、国立病院機lI1 2 6施 設との多施設共同研究Q― TASK研 究 (主 lt研究者 横山広行)に
より、急性心筋梗塞4,000例、脳卒〔P12,000例 、クモ膜T出血600例の集積登録デー
タにより、循環器病の重症度に基メ 転り]を規定する要因の解Frを推進している。また、 」RA
D研究では国内における急性大動脈解離症400倒のデータを集積した。

レジストリー情報室において開発した院内症例登録システムを用いて、急性非代償性心不全 7

75例、院内心停止症450例の疾病登録データベ=ス を構築 l´ 、多施設共同研究の成果と合わ
せて、循環器疾患の転帰を規定する要因の解析を推進した。レジストノー情報室では日本循環器

学会学術委員会が実施する循環器診療実態調査の事務局を務め、全国における循環器専門医研修

施設の診療データを管理し、循環器診療実態把握のための基盤を整備する。

○循環器病の原因究明に基づく予防法の研究瀾発
に取り組んでいるか。

〇高血圧 糖尿病・脂質異常症等が引き起こす心
血管微小病変等の予防、さらに動脈硬イヒに起因す

実績 :O
国循の家族性コレステロール患者のデータベー‐スより、冠動脈罹患のリスクを算出し、論文発

表をおこなうとともに、動脈硬化性疾患カイ ドラインの作成に寄与した。 (J Atheros
cier Th r Ornb 2012,19(4):369-75 )
循環器疾患患者における慢性腎臓病の実態と腎機能悪化予防方法の確立のため、各種の循環器

疾患患者を登録し、腎機能の評価と迫跡 /・ 行つている。

倫理委員会の承認を受け「糖尿病の動脈孤化性合併症に関する後ろ向き観劉 i究 Jを進めた。
循環器疾患高危険群である糖尿病の心血管予後を調査した研究より 心筋梗基の新たな危険因子
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の抽出を進めた。る心疾患・脳血管疾患・腎疾患等の予防に資する

研究、並びにこれらの循環器有病者の最適な日常

生活管理の提案・QOL向 上に資する研究を推進
している力、

実績 :〇

高度先駆的な診断 治療法の開発の基盤となる、循環器病の発症メカニズム及び循鼻器病の特
性を解明するため、パイオリノースや臨床情報の収集とその解析を推進し、これまで蓄積してき

た先天性心疾患 (心奇形)の剖検例のデータベース化を続行した。生体試料と臨床情報を蓄積し

て研究に利用するために設立されたバイオバンクが来年度に本格的にスター トするため、その準

備を行なつた。

○循環器病の発症メカニズム及び循環器病の特性

を解明するため、バイオリソースや臨床情報の収

集 とその解析を推進しているか

実績 :○

血小板血栓を常1御するタンパク質や血液凝固反応を制御するタンパク質 (その受容体も含む)

の研究を通して新しい槍1菓シーズの開発を進めた。また、食材内の微量成分を用いて、脳機能改

善作用を有する創薬シーズの開発に取り組んだ。

○循環器病に関する画期的な医薬品、先進的医療

機器に関する研究開発をlE進しているか。

○循環器病に起因する高度な機能障害を伴つた臓

器 組織の機能回復を目指した最77rの知見に基づ
く再生医療技 lFlに関する研究lll発、最先端の医療

機器を活用した診断及び治療7_■に関する研究開発

を行つているか。

○既存の予防手法について、有効性と安全性を検

証するための研究を推進しているか。

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト

実績 IC
生体医工学部は、心臓弁膜症などの結療につながる新技lllを 用発した。新技西は、体内に分力F

可能なアクリル製の型を体内に植込み、心臓弁の再生を促すものであり、型の表面をユラータン

等が包み込んで心臓弁が出来た後、弁の組織を傷つりないよう型をI皮 り除くという手法である。

■ll物 の組織などを使う従来技術に比べ、frl■間にわたり]1月 1で きる可能性があり、 6月 2日 に京

都市で開催された日本炎症・再生医学会で発表した。

従来から研究を続けてきた異種動物組織を利用した脱細胞組織は、中大口径血管や心臓弁で優

れた成績を収めていたが、小日径血管への応用がIll難であつた。新たな、内腔修飾法を開3とする

ことで、早期内皮イヒと内膜肥厚の抑制、ならびに、高い開存性か依存性を達成した。本成果|ま、

アメリカ化学会にて発表した。

再生医療において移植した幹細胞の働さを画像化する技術を開発した。新技術では細胞のl■置

を二次元的に把握できるだけでなく、移植した細胞の生死も磁気共鳴画像診断装置 (MRI)で
連続的に追跡することを可能とした。本成果は、 International Associa
tion of Advanced Materia15、 2011年 メグルを受賞し (201
1年 12月 ) 時事ドットコム、Ya,ooニ ユース、Biglobeニ ュース、Gooニ ュー
ス~(幸風じら1■た (2月 26日 )。

心lll停止前～蘇生処置の検 lTを行い、′とヽルF停 lLirからの治療開始につなげるよう解イ′Fを行つ |
た。個別の成果では、市民を巻き込んだし肺蘇生法の普及、院内救急時体制の整備 確立の提言、
医療職者に対する心肺蘇生法 (ACLS)の 教育.l練に寄与した。
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○医薬品及び医療機器の治験 (適応拡大を含む。)
の実現を目指した研究を推進しているか。

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト

実績 iC
循環動態制御部では、心不全治療のために迷走神経を電気刺激する植込み治療装置の開発と同

様の薬理作用をもつ薬斉1の開発を並行してすすめた。業斉1は既存薬斉」の適応拡大により同等の効

果が期待できるため、臨床試験を可能とするための準備をすすめた。

当センターが発見した、成長ホルモン分泌促llペプチド「グレリン」を用いて がん COPD
(慢性開塞性肺疾患)患者のカヘキシア (か ん 4■性疾患による食欲減lF・ )に劇する摂食促進
エネルギ ー代贈す改善を目指した臨床研究に取り組んだ。

補助人工心臓の恒久使用 (DT)を 目的として、単 2乾電池サイズの超小型軽量の体内llE込式
軸流ポンプ型VADシステムの開発を進めた。便性動物実験でコンスタントに3ヶ 月間の生存を
得るレベルに到達するとともに6ヶ 月の耐久性試験と各種安全性試験を完了し、現在治験中請準

備のための薬事戦略相談を行うための準備を進め、 1年後の治験申請および2年後の治験開始を
目指している。

動圧浮上方式の高耐久性ディスポ遠心ポンプ (動圧浮上ディスポ血液ポンプとして世界初)の
開発を進め、数ヶ月以内に体外循環用として薬事申請が行われ、 1年以内に製品化を達成できる
見込となった。さらに、この新規開発遠心ポンプを用いた簡易左心バイパスシステムの開発を進
めており 早期・探索的臨床試験拠点整備事業におけるシーズ研究として、2年以内の医師主導
治験遂行を予定している。

ング等を可能とするための基盤研究及び基盤技術
の開発を行うとともに、実際の診断・治療の技術
及び機器の開発に取り組んでいるか。

実績 :〇

既存のSPECT装 置の提示する画像の精度を向上させ、脳虚血の重症度を定量的に診断する
プログラムパッケージの開発に成功した。このプログラムは共同研究契約に基づいて民間企業に

技術移転され、全国 180を超える臨床機関に無債提供された。23年度の 1年間に13,000
件の臨床診断に利用された。主に外科H/」血行再建治療の術前指標、術後の有効性確認指標として

利用され、またこの検査環境は機能画像を使った多施設臨床研究を可能にし、実際複数の臨床研

究に利用される。病院脳外科が主任を務める頭蓋内血管バイパス術の有効性評価を目的とした多

施設臨床研究にも利用され、現在解析がiFむ。

実績 :〇

海外で臨床使用されながら国内では未承認であった「発症後 3時間超 4 5時間以内脳梗塞患者
へのrt― PA静注療法 (血栓溶解療法)J、 「抗凝固薬服用下での重症出血事故に対するプロ
トロンビン複合体製剤を用いた緊急中和治療 l、 「脳出血超急性期のニカルジヒン゚静注による降

圧療法Jを、日本脳卒中学会等を介して積極的な見直しを求め、とくに脳出血ニカルジピン療法
は承認 (禁忌項目の撤廃)に至った。

医師主導治験の結果を受け、平成 20年 7月 に本
'1初

のHIT治療某として選択的抗 トロンビン

〇国内未承認の医薬品、医療機器について、治験

等自主臨床研究を推進するとともに、臨床試験の

安全性有効性の評価、臨床試験の方法などの開発
に関する研究を実施しているか。

1業であるアルガトロバンが業事承認された。 11成 23年 5月 には、HIT患者の冠動脈インター
|ベンションたらびに血液透析の1祭の凝|』防 1に共たtンて、通応拡大の薬事承認を得た。承認条件と

して全症倒を対象に使用成績調査が求めら11て いる。上記研究で実施している全国登録調査では、

これに協力し、適正なアルガ トロバンl■用を求めて,ヽ る。
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[数値目標]

○平成 21年度に比し、中期目標の期間中に、臨
床研究実施件数 (倫理委員会にて承認された研究

をいう。)及び治験 (製造販売後臨床試験も含む。)

の実施件数の合計数の5%以上の増加

実績 :○

臨床研究実施件数 (倫理委員会において承認された研究をいう)及び治験 (製造販売後臨床試

験も含む)の実施件数の合計数
21年度 259件
22年度 264件 対21年度比  5件増 (+1 9る )
23年l.337件  対21年度比 78件増 (+30 1%)
中期言1画期間中の目標増カロ件数 13件 を大きく上回る実績となつた。

〇インディケーターの開発に取り組んでいるか。 実績 :〇

循環器病研究D口発費 22-5-2に おいて、多施設共同研究Q― TASK研 究により集積した、
急性′蛎 梗塞 4,000例 、脳卒中 12,000例 、クモ膜下出血 600例 の登録データにより、
急性心筋梗表における重症度を考慮 l´ た、診療の質を評価するためのインディケーターの解析″

推tFし た。

0人材育成に関する研究の推進に取り組んでいる
力、

実績 10
臨床研究部と先進医療・治験推進部は、臨床研究の人材育成を目的に、セミナーをF・R催 してき

た。 23年度は「早期・探索的研究」をテーマに、規片1、 非臨床試験、臨床薬理試験、品質管理
等についてのセミナーを年 5回開催、施設内外の研究者に提供した。

日本の成人先天1生 ,さ疾患患者の診療体市1は欧米より約 20年の遅れているといわれており、こ
の領域を担当する着手循環器内科医師の育成は急を要する。当センターではレジデントのカリキ

ュラムを拡充して、成人先天性心疾患の診断 治療を担う医師の養成への取り/flみ を始めた。

〇国民、患者向け情報の啓発手法を開発し、研究

成果に基づく知見をWEB等 で提供しているか。

実績 |〇

当センターの病1財食は、普通食が 1日 6g未満の減塩食であるが、調理lTl・ 栄養士の創,まェ夫
によつて患者から「美味しいというJ評価をいただいてきた。その減塩レシピを社会に普及させ
るため、複数回の料理教室を開催し、 (10月 1日 ,6日 ,3月 31日 )WEBを 利用した「国循
減塩レシピ」の配信を企業と提携し行つた。

当センターにおいて取り組んだ研究 医療の提供等についての情報を、適時 的確に国民に発
信することができるよう、大手広告代理店による役職員のスキルアップ研修を実施するとともに、

総務課に広報係を設置してホームページ .広報誌等に円滑に反映させる体市1を整備し、運用して

いる。

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
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〇医療従事者向け情報の提供に取り組んでいる
か 。

実績 ;○

小児循環器部では、先大性心疾患カテーテル治療を全国で最多行っている施設として (年間 2
50症例)、 カテーテル治療手技のデモンストレーシヨンや教育講演など多数行ってきた。また
全国から多数の小児科医や循環器内科医が当センターでのカテーテル治療を見学に訪れた。

また、第 18回国循小児循環器夏期セミナー (KSKS,を 図書館ホールで開催した (7月 2
4日 )。 全国から約 70名 の参加者が集まり、国循スタッフによる講義を行った。

日本成人先天性心疾患学会との共 4‖H催にて 第 5回成人先天性心疾患セミナーJを図書館ホ
ールで開催した (10月 22日 )。 約 120名 の参加者が集まり、全国から集まった講師の講義
を行った。

脳神経外科では、年に2回脳血管フォーラムを開催した。

「病気について知りたい方へ循環器病情報サービス くわしく知る循環器病 (医療従事者向
け

'」

をホームページに掲示しており、更新をlll続 している。

〇科学的根拠に基づく政策提言の実施に資する研
究の推進に取り組んでいるか。

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト

ft― PA静注療法に関する提言J、 「脳卒中医療のありかたについての政策提言J、 「食塩制
限についての提言」、「低体温療法に関する政策提言に貢献J等、評 ll項 目9に示した提言に資
する研究に取り組んだ

心肺停止前～蘇生処置の検証を行い、心片F専止前からの治療開始につなげるよう解析を行った。
イロ別の成果では、市民を巻き込んだ′さ肺

`ヽ

■法の普及、院内横急時 1,‖ の整備 確立の提言、医
療職者に対する心肺蘇生法 (ACLS)の 教育部lVlに寄与した。

平成 17年 1月 から平成 20年 12月 の消防庁の全国続計データであるウツタイン統計を用
い、大規模の住民集団観察研究により、院外′とヽ源性,し、停上の月別、季節性の変動が有意であるこ
とを明らかにした。心源性心停止は冬季に多く、気温との相関を認めたが、それ以外の要因によ
る季節性変動への影響も示唆された。この結果はアメリカ循環病学会で報告するとともに、朝日
新聞、日経新聞、時事通信による全国配信により中国新聞など地方紙、NHKで報道され、本院
院長の報道ステーションでのインタビューなどでも大きく取り上げられた。震災地域の寒冷対策
の重要性のエビデンスとしても提言された。

評価項目3



23年 度 計 画
価評タンセ究研病器環循一二国

2 医療の提供に関する
我が国における循環器病に対す

る中核的な医療機関として、国内

外の知見を集約し、高度先駆的医

療の提供を行うこと。

また、循環器病に対する医療の標

準化を推進するため、最新の科学

的根拠に基づいた医療の提供を

行うこと。

患者・家族に必要な説明を行い、

情報の共有化に努めることによ

り、患者との信頼関係を構築し、

また、患者・家族が治療の選択、

決定を医療者とともに主体的に

行うことができるよう支援する

ことに加え、チーム医療の推進、

入院時から地域ケアを見通した

医療の提供、医療安全管理体制の

充実、客観的指標等を用いた医療

の質の評価等により、患者の視点

に立った良質かつ安心な医療の

提供を行うこと。

臓器移植ネットワークにおける

移植実施施設として燃 移植法

に基づく移植医療を適切に行う
こと。

2 医療の提供に関する事項
医療の畑共に当たっては、循環器

病の緊急性・専門性を踏まえ、高

度医療提供体制のさらなる整備

はもとより、移値医学、人工臓器

医学、遺伝子治療、本人の細胞か

ら組肝 働端 を作る再生医学等に

ついて、新しい治療法の創出及び

積極的な臨床応用を推進するこ

とで、我が国の循環器医療をリー

ドしていく機能を果たすことと

する。

医療の提供に当たつては、循環器

病の緊急性・専門性を踏まえ、平

成 22年度に新設された心血管
系集中治療室 (CCU)、 ハイブ
リッド手術室の効果的運用を図

るとともに救命救急センター、総

合周産期母子医療センターの ll

制を整備して、高度医療提供体常1
の充実を図ることはもとより、移

植医学、人工臓器医学、遺伝子治

療、本人の細胞から組織 臓器を
作る再生医学等について、新しい

治療法の創出及び積極的な臨床

応用を推進することで、我が国の

循環器医療をリー ドしていく機

能を果たすこととする。

2 医療の提供に関する事項

(1)高度先進的な医療、標準化
に資する医療の提供

①高度先駆的な医療の提供

研究部門と連携し、その研究成果

を活用し、かつ、国内外のり「究施

設及び医療機 F_4等の知見を集約

して、高度先駆的な医療の提 Jtを

行 うことにより、先進医1/~に取り

組む。

(1)高度先駆的な医療、標準化
に資する医療の提供

①高度先駆的な医療の提供

研究部門と連携し、その研究成果

を活用し、かつ、国内外の研究施

設及び医療機関等の知見を集約

して、高度先駆的な医療の提供を

行うことにより、先進医療に取り

組む。

(1)高度先駆的な医療、標準化に資する医療の提供

①高度先駆的な医療の提供

1 承認されている先進医療
①経胎盤的抗不整脈薬投与法 胎児坂lll性不整脈
②凍結保存同種組織を用いた外科治療

③骨llt細胞移植による血管新生療法

①末梢血単核球移植による血管再生治療

⑤胎児尿路 羊水腔シャント術 胎児開塞l■尿路疾患
0』台児胸睦 羊水腔シャントチュープ留置術 原発生胎児ll● 水または1卜分画r.に よる続発性胎児胸水

2 心勝移植の実施
23年度には、 9例 (我が国で施行さ,した心職移植の31%)の 心臓移イせを実施。 うち1例は小児の補助人11心‖I
装着例で、全国で 2例 目の小児 ドナーからの提供であつた。また、60歳以上のレシピエント2例 (と もに体外設置
型補助人工心臓長期補助例)の移植を実施や 60歳以上の方のドナー′さ使用 (2例)な ど難易度が高いとされる移 ll
術を行つた
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病器

3.体外設置型から植込型への移行を実施
23年度は16例 の補助人工心臓装着を行なつた。内 9 1alは植込型を用い (1例 は体外設置型からの移行例)4例
は自宅での療養を開始させた。体外設置型装着の 1例は、他施設からの補助循環装着後の紹介例であるが、自EL心機
能の回復を認め、離脱し退院した。

4 重症心全患者に対する全国レベルの往診の実施
当センターには、全国から重症,さ不全患者の紹介があるが、心臓移植を必要とする重症;さ不全患者については、慢

性心下全の状態から急性増悪→死亡の転帰を取る忠者もくなくない。また、心不全悪化に伴う臓器不全が進行すると

心臓r_t植の適応にならない。そのため、亥」々 と変化する忠者の病状に対して、強心斉1、 補助循環など内科 外不|ll l治
療を的確に選択し、治療を行う必要がある。以上のことから、忠者の病状を判断 t´、的Frな治療を行うため 紹介先
病完からの診療情報提供書及び電話による情報収集のみならず、積極的に紹介先病院に対して往診を実施ヒ′ている。
往診では、患者の病状を把握するとともに、治療の助言などを行い、紹介先病院医師と治療方針を決定している。

5.国内外の研究施設及び医療機関等との連携による医療の提供
国内初の小児脳死移植手術で阪大病院での心臓移植手術に市川小児心臓外科部長が参加した。 (4月 13日 )
また、日本臓器移植ネットワークからの要請を受け、 ドナーから提供された′己,臓の評価・管理を行うメディカルコ
ンサルタントとして心臓血管外科の藤田智之医師が派遣された。

6 高度な脳神経外科治療の施行
脳血管部門 (脳神経外科)では、治療困難な脳動静脈奇形、部分血模化脳動脈瘤、もやもゃ病の外科治療法等、高
llなЛ当神経外科治療を施行している。また研究所との共同研究で、もやもや病に対するバイパス手術後の過灌流現象
の解明を進めた。

7 結合織病外来の運営を発IIl
臨ll遺伝科 (分子生4カ学部) 血管外f4の チーム,ま平成22年に新規ll「I設 した結合繊病外来の運営を発展させ、血
管科、循環器小児科、jH・ l.r期利を含めたチーム医療として、マルファン症候群、ロイスディーツ症候辞 而管理エー
ラスダンロス症候群、家族性大動派瘤 解離など結合計疾患のトータルケア、他科紹介のコーディネー 嗽 能を充実
させ、他医療機関からの依頼に応え、診療レベルの■,上への協力体制を確立しつつある。

8 アドレノメデュリンを世界で初めて臨床応用
既存の治療法に抵抗性の重症下肢末梢動脈閉塞症 (慢性開塞性動脈硬化症・パージャー病)症例に対して、当研究
センター研究所で発見 同定された内因性血管新生ペプチドであるアドレノメデュリンを国立循環器病研究センター
独自の先進医療として世界で初めて臨床応用した。 6例実施したがいずれも予後良好であり、今後アドレノメデュリ
ン単独での治療法の確立を日指す。
また、薬剤部において、アドレノメデュリンの臨床試験を行うための製剤化を検討し、調製を実施した。

9.内視鏡手術支援ロボット (ダヴィンチ Sサージカルシステム)による手術を実施
ダヴィンチの心臓手術´ヽの使用について、医療保険の適用を目指した治験を開始した。23年度は「重度僧帽弁開
鎖下全l「■Jの手術を7例実施し、いずれも成功した。従来は、胸の中央を20数センチにわたり切開する必要があつ
たが、ダヴィンチを使力1することによって、胸の横々焼く6セ ンチ切開し、数ミリ～ 1セ ンチの穴を数ヶ所51け るだ
けで済むようになった。患者への負担も小さくなり、退院後すぐに日常生活が送れるようになる。
-48- 評価項目4



国立循環器病研究セ ンター評価 一 ト

10 ハイプリッドカテーテル室の運用実績
ハイプリッド手術室使用件数 2301牛、月平均19 2件となった。 (手術総如 16件 /検査総数 114件、環境

施さオした。

なお、ハイブリット1111室 とは、手lll台 と心・脳Ilttt X線 撮影装置を組み合わせたものであり、X線撮影から高画
質の3次元 lr像の作成、ステントグラフトの■込メ,と いつた手順を迅速に遂行できることから、大動脈瘤疾患治症

冶療体IEな頭頚部血管病変など́ のヽ応用がり]イ|:き
't〔

:ヽ る。なお、センターのハイプリンド手術室は日本を含め、フ・

ジア太 降`洋地域で初めてJL備 き

'■

たものである。

11 ホモグラフトを用いた大動脈弁置換術を施行
若年者に対し、大動脈弁ホモグラフトを用いた大tlj脈弁置換lfを施行し、良好な結果を得ている。

②医療の標準化を推進するための、最新の科学的根拠に基づいた医療の提供

1 高度な医療を提供するための整備
(1)脳梗塞に対する血管内治療の実施
2010年 10月 から脳梗塞発症後8時間以内の患者さんに対して、Merciリ トリーパルシステム  (Mer
ci) という名の新 l´ いデバイスでの治療が認められ、当院でも積極的にこの治療を行ってきた。 2011年 秋か
らは、Pcnun]braシ ステム  (P e n 1lnlb r a)と いうデ/｀イスも認可され、発症 8時間以内の脳梗雲患者
さんに対して当院でも使用可能となった。Mcrciは 、先端部がコイル状にらせんを描く血管内治療 (カテーテル
治療)用の脳mt桂 |」収機器で、脳動脈を詰めて,｀る血栓を絡めIIRっ て除去し、脳梗塞を治療する。 P cn unlb r a
は、吸弓1用のカテーテルを開塞した血桂の近くまで進め、血柱を吸らヽ́て、脳梗塞を治療する。当院で|=こ のような

新たな治療機器を駆使し、発症 3時間以降ら脳使基の患者さんでも治療を行うように努めている。

(2)遺伝1■不整脈疾患の遺伝子診断による病態解明と診断 治療法のり1発
①平成 18年から厚生労lrl科学研究費柑助金 (『致死性i遺伝性不整脈疾患の遺伝子診断と臨l■応用」 (I118-ゲ
ノムー ー11 -002))に より、遺伝子診断の確定した先天性QT延長症候畔 (LQTS)患 者の登録研究
を開り台しており、その継続により、 1000例 をliえる先天性 1´ QTS患者の遺伝情IRと 臨床情報を含む世界的
にみても最大規模のデータベースを1乍成し、国内外の多施設共同研究により遺伝子型あるいは遺伝子変果

=Fl_別のソスク階層化および特異的治療法の可能性について報告した。

また、Brugada症 候群でも、400例の遺伝情報を含tr患者の登録、データベース化が完了し、SCN5
Aの変異の有無による重症度評価を解析中である。
②慶応義塾大学循環器内科との共同研究により、先天性LQTS暮 者の皮膚細胞または血液細胞からi P S ttIIB由
来心筋/11胞の作製に成功した。その電気生理学的機能解析を行うことにより、個別化治療の先駆けとなる患者 .

変異特異的な病態解明を可能とした。

③米国、欧州、アジアの 3大陸の不整脈学会 (Hcart Rhythm Society、
Hcart Rhythm AsSociation、 Asian― Pacific
t h l12 Society) のアジア代表 4名 の 1人 として、先天性LQTS、 Bruga
性不整脈の臨床診断基準 (Consensus statement)の 作成に参加した。

us statcmentは 、2o13年 春に各学会誌で公開予定である。日本国内では、
延長症候群 (先天性 二次性)と Brugada症 候群の診療に関するガイドライン201
の協力員として、同疾患のガイドラインを作成中である

1 問題のため8 9月 の件数が 7件/月 となった)手 lIの内容もステント手術のみならずTAVIも スター トし2件実

②医療の標準化を推進するため

の、最新の科学的根拠に基づいた

医療の提供

最新の知見に基づく標準的医療

を安定した状態で提供する体制

を整え、循環器病の医療の1+準イヒ

のための実践に取り組む。

Europcan
Heart Rhy―
da症候群などの遺伝
_の Consens―
日本循環器学会 「QT
l年度改訂版作成班」

②医療の標準化を推進するため

の、最新の科学的根拠に基づいた

医療の提供

最新の知見に基づく標準的医療

を安定した状態で提供する体制

を整え、循環器病の医療の標準イヒ

のための実践に取り組む。
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国立循環器病研究センター評価シー ト
1   中 期 目 標   1   中

~期
 計 画   1 平 成 23年 度 計 画 1                 平成23年度の業務の実績                 l

(3)不安■
~プ
ラークにかかる定量判定法の開発

内腔断面積 壁li・ 壁内脂肪量等を計測する定量的冠動脈 CTア ンジオ法 (NCVCシ ステム)を作成し、臨床応用
を開始した。少数7・ lの検計では、長区域狭窄部の冠動脈壁肥厚の定量判定が可能であった。

(4)ド クターカー (新生児搬送可能救急車)の導入
患者の病態を把握し速ゃかな治療につなげるため、 ドクター ヵ―を導入し、試験運用を開始した。 ドクター・ヵ
―は、新生児から,成人まで幅広い患者層に対して搬送を可能とし、国内でも類をみない高lt能の車両である。
センターでは循環器病緊急疾患の救急車による搬送を年間 3,00o件以上受け入れており、その半数以上が入浣を
必要とする重ii患者である。 ドクター・カーにlA HI 看護師が兼車し、搬送のiEIIか ら診療に関わることで、患者の
病態を把握し速ゃかな治疲を行うことが可能となり、l・r命率の向上と患者予後の改善が期待される。
車内には移動体通信 (携帯電話)を使用したモバイルテレメディシンを導入し、心電図や動画などの情報をインタ
ーネットでリアルタイムにCCU(心 臓血管 rl_中治療室)に伝送し、 ドクター カーを「動く診療室」としてi工用す
る。

他の医療機関と連携して重篤な循環器疾患患者を対象に出動する。例えば、重症の心不全のために補助循環装置が
装着された患者や、緊急手術が必要な新生児が、高度専門治療を受けるための国循への搬送を、迅速かつ安全に行う
ことが可能となる。

(5)心臓血管内科 外科チームによる弁膜症クリニックの開設とハイプリッド治療
心臓血管内科 心臓血管外科のチームにより「弁膜症クリニック」を開設し、専門的治療を提供できるよう整備し
た。症状に応じて、経皮的 (非開胸)弁植込み術や、低侵襲性のロボット手術、ハイプリッド手lll等最先端の治療を
提供する。

(6)小児循環器集中治療室を増床
小児循環器部では、乳幼児病棟を改築して小児循環器集中治療生 (PIcu)を 4床から8床に増床するとともに、
集中治療管理電子システムを導入した。また同病棟では感染症患者をも管理できる6床の重症個室を新たに増設し、
全国から国立循員器病研究センターに紹介される多くの重症新生児～小児忠者の緊急入院に対応できる体市1を整え
た。

(7)成人先天性,心疾患外来の新設
小児循環器部と心臓血管内科は共同で 「成人先天性心疾患外来Jを新設し、小児心臓外科を含めて成人先天性′さ疾
患担当チームを作成した。日本で最も患者数の多い国立循環器病研究センターでの診療体市1の確立に向けて前進させ
た。

(3)衣急部Plの強化
小児循環器部では新生児を中心とした重症先天l■心疾患の早期診断を目的として、心エコーの連隔診断システムを
研究開発している。 23年度は移動中の救急車や医師が緊急に出向いた病院から、携帯電話回線を介してリアルタイ
ムに安定した′らエコー画像を送信できるシステムを導入した。 24年度から開始される病院FA・急車に対応したシステ
ムとして稼働させる予定である。

(9)フ ットケア外来を卜‖設
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23年 5月 から の足病変重症化予防のためにフットケア外来を開設し糖尿病専門医と皮膚科専門医が共同じ

イ面評 ― ト

て診療に当たっている。

2 医療の標準化のための取り組み
(1)LDI´ アフェレーシス療法を年間 181件施行
循環器病高危険刑¥である家族性高コレステロールml症に対するLDLア フェレーシス療法を年間181件施行し
た。

(2)レーザーを用いたリー ド抜去を施行
心臓血管内科 .心臓血管外fl・ 麻lltrl・ 放射線お|と の合同チームにより、ペースメーカーや ICDの リード感染に
対してレーザーを用いたリード抜去を20例施行した。

(3)心 D顎リハビリ・運動療法を積極的に実施
一般病院では実施されていない高度左室機能lrt下 を伴う重症,い不全や左室補助人工心臓 (LVAS)装 着忠者に対
する心臓リハビリ・運動療法を積極的に実施 (6, 839件 )している。また、弁膜症術後等患者に対するベッドサ
イ ドリハビリや診療報酬上は算定できないが、医学的に有効性が確立されている糖尿病や高血圧などの■IJ脈硬化 .代

謝疾患に対する運動療法についても積極的に実施 (707件)し、診療報酬上の評価と心臓リハビリテーション療法
の標準化を目指す。

(4)急性期脳梗塞への自己骨髄単核球移植による細胞治療を行った。 (脳内科 3例 )

(5)ス テントーグラフト留置術を積極的に施行
大動脈疾忠に対しては、他院では不可能とされた患者群に対する従来の人工血管置換術に加えステントーグラフト

留置術を積極的に施行 (23年 /1F109件 )し、これまで手術適応が無いとされてきた患者群に対する治燎を提供し
ている。

(6)肺動脈カテーテル拡張術を実施
従来は開B41術 しか根治療法の無かつた1曼性血桂塞栓性肺高l■圧症に対ヒ́、,し 臓ヽ血管内科 ccU 放射線r「合■の
チームにて肺動脈カテーテル拡張術を実施できる体市1を作り、本格的に本治療法を開始 (23年度 5,キ)し た。

(7)病 IIE解音1のデータベース化推進
病理解剖を23年度は年間 52'I施行した。剖検率は26 8%(全 国平均約4%)で、全国でも上イ立であり、これ
らの症例を設立以来の約 3500例 についてデータベース化し、疾病ごとの分類を開始した。

(8)「 2じ筋炎,ガイドラインの改訂版および海外向けの英:]版を発表
日本循環器学会と連携して「,さ筋炎」のガイドラインの改雷■板及び海外向けの英語版を発表した。

(9)家庭血圧 ll定の指llを 作成
高血圧の診療における家庭血圧のrL‐用を標準化するために、日イ(高血圧学会家庭血圧部会の委員として家庭血rl』」

定の指針を作成 1´、出1反物や計演会により共 L医

'`を

啓発した。

(10)ハイプリッドカテーテノン生のl・iり H実績
ハイプリッド手術室4_■件数230件 、月平均 192‖ =と なつた。 (手,i総数 116作 /Jチ査総数 i14件、11境問題の

-51- 評価項目4



研 究 セ ン ター評価 シー病器環循ニユ国
中 期 目 標 期 計 画  1平 成 23年 度 計 画 平成 23年度

ため8・ 9月 の件数が 7件/月 となった)手府の内容もステント手術のみならずTAVIも スター トし2件実施した。

(11)地域で受け入れ III難な重症患者の受け入れ
大阪府 JL部 (lL摂 )における循環器系の重症小児疾患の基幹
病院としてPICU4床 、NICU6床 を運営しているが、
常時満床状態となってお り、 23年度においてはPIcU
8床への増床整備を行つた。

《PICUへ の受け入れ》
22年度 :1,350件
23年度 :1,466イ牛
《NICUへ の受け入れ》
22年度 :2,129件
23年度 :2,029件

(12)豊能医療圏の糖尿病実l_L把握
地域の中核病院や医師会、業却l師会とともに豊能医療圏の糖尿病実態把握に努め、効率的な循県器病予防のため
の地域診療体制作りに向けて課題抽出を行った。 380カ 所の調剤薬局で院外処方箋を持参した糖尿病患者に対
する調査により、 7嘗1程度が管理不十分であることを明らかにした。
・世界糖尿病デーに合わせて糖尿病外来にかかっていない方を対象に院内啓発イベントを行った。この結果、現在
糖尿病の可能性が否定出来ない方は27%、  将来の糖尿病発症の可能性のある要注意と判定された方は40%
であった。正常に含まれたのは 33%に とどまった。特に循環器病合併者では、早期から糖尿病検査を受ける
ことが大切であることを明らかにしている。このイベントの内容はwebpageに 掲載した (http://
hospital ncvc go j● /tOpics/003116 html)。

(13)救命林急医療の拡充
①超急性期患者、重症患者の更なる受入を進めるためハイケアユニット (HCU)16床を新たに整備した。
②枚急隊から救急I13当 医へのホットライン他、F・R業医等からの連絡用に専門医療連携室に専用電話 (PHS)を新
たに設置し、即時対応を可能にした。

01ご由管部門 u出神経外FI)では、VIl防防
"[科

学技術推進市1度及び循環器病研究開発費 (23-4-6)'牧 急搬
この子ι:ル]上に向けた医療機関との卜T線の連結に関する研究」の中で、スマー トフォンを用いた救急搬送情報lzA
達システムを開発し、吹田消防との間で同システムを試行した。
④当センターに枚急搬送された患者が、どのように診断されたかを担当した豊能地域および二島地域等の救急隊に
伝える・病名フィー ドバックシステム」を 6月 から開始した。具体的には、SCUと CCuへ救急搬送された全
症例の確定診断名と救急隊へのコメントを2週間でフィー ドバックするものである。これまで、牧急隊は自分た
ち搬送した患者がどのような診り7を受けたか知る機会がなかった。この試みは、搬きされた患者の診断 (病名)
を救急隊l_フ ィー ドバックすることで搬送を担当した救急隊の牧命活動の向上につながることが期待される。
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国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト

評 価 の 視 点 等 自己評定 A 定評 A

■評価項目4■

医療の提供に関する事項

(1)高度先駆的な医療、標準イヒに資する医療の

提供

(総合的な評定)

心臓血管内科・心臓血管外科によるチームを作り、「弁膜症クリニックJを開設することによ

り専l円的治療の提供体制を整備した。症状に応じて経皮的 (非開胸)弁植込み術や、低侵襲のF
ボット手術、昨年度に整備したアジア初の本格的ハイプリッド手術等最先端の治療を提供した。

(23年度ハイブリッド手術室使用実績 :230件 (手術及び検査))
22年度に整備したCCU(CardioVascular Care unit)の 強化に加え、更なる重症患者の受人
体制強化のためHCU16床 を新たに整備し、24時間865日 何時でも超重症・超急性期の救
急患者を受け入れている。 (23年度救急受入件数 :6.345件、うち救急車臓送 i3,308
件)

国内で類を見ない機能を有したドクター カーを新たに導入し、「動く診察室」として超急性
期患者への速やかな治療開始を図るとともに、モバイルテレメディシンを活用して心電図が動画

情報をリアルタイムでCCUに伝送し、緊急検査 入院に備える体制を整えた。また、補助循環
装置を装着した重症患者の搬送も可能となり、当センターで高度専門的な治療が行えるようにな

った。

(委員会としての評定理由)

弁膜症クリニック開設による専門治療提供体制整備、アジア初の本格的
ハイブリッド手術室による実績進展、ダブィンチを用いた心臓手術の実施

など患者にとり低侵襲的医療を推進していることは評価する。また、新た

に先進医療として「経胎盤的抗不整脈薬投与法 胎児頻脈性不整脈Jの治
療が承認され、従来から承認されている先進医療と併せ、6つの先l_E医療

を実施していることについても評価する。

(各委員の評定理由)
・ハイプリッド手術室、ダウィンチ導入、不安定プラーク半」定法などは評

価できる。                    ,
患者にやさしい医療として、ステンドグラフト留置術は 100191以上の症

例に実施され、そのほか、肺動脈カテ ―̈テル拡張術、ダヴィンチを用いた

心臓手術などが実施されている。
・特別な装置を備えたドクターを導入し、心血管疾忠の診療のための努力

している。
・ハイプリッド手術室の活用、グヴィンチを用いた心臓手術の実施など患

者にとり低侵襲的医療を推進していること、不安定プラークにかかる定量

判定法の開発など予防・予演1的医療を推進していることなど大いに評価で

きる。
ハイブリッド手術室の運用を始めとする患者負担の少ない医療の積極的

推進は高く評価できる。
.弁膜症クリニック開設による専門治療提供体制整備、アジア初の本格的
ハイプリッド手術室による実績進展、重症患者受け入れ体告1整 r/1で HCじ の

整備、また、先進医療の標準イヒなど多くの実績か進展したと評価する.
・当センターとして国民に提供すべき心血管疾患の治療に関してチーム作

りがなされたはか、6つ の先進医療が承認されている。

予防 予測的医療として、心臓リハビツ 運動療法の積極的な実施l,計「
価できる。

先進医療、低侵襲的医療、テーラーメード医療、予防 予測医療それぞ
れに効果を上げた。

先ヽ進医療や難易度の高い移植医療など着実に実施された点l■高く評価で

きる。

[評価の視点]

○研究部門と連携 1ン、その研究成果を活用し、か

つ、国内外の知見を集約して、高度先駆的な医療

の提供を行うことにより、先進医療に取り組む高

度先駆的な医療の提供を行うことにより、先進医

療に取り組んでいるか。

実績 :○

先進医療として 6件が承認されている。
「経胎盤的抗不整脈薬投与法 胎児頻脈性不整脈」
「凍結保存同種組織を用いた外科治療」
「骨髄細胞移植による血管新生療法」
「末梢血単核球移植による血管再生治療」
「胎児尿路 ,羊水腔シャント術 胎児開塞性尿路疾患」
「胎児胸腔・羊水腔シャントチュープ儲置術 原発性胎児胸水またはlllDttT・「症による続発性
胎児胸水J

23年度は 16例の補助人工心臓装着を行なった。内 9 1Flは植込型を用い (1例 は体タト設置型
からの移イ子例)4例は自宅での療養を開始させた。体外設置型装着の 1例 71、 他施設からのllll助
循環装着後の紹介例であるが、自己心機iこのコ復を認め、離脱し退院した。

23年度には、 9 1al(我 が国で施行された,こ臓移植の 31・/t・)の心臓移植を実施。 うち1例は
小児の補助人工,き臓装静 llで、全国で 2171日 の小児 ドナーからの提供であつた。また、 60歳以
上のレシピエント2例 (と もに体外設置型補助人工心臓長期補助例)の移値を実施や60歳以上
の方のドナー,い使用 (2例)な ど難易度が高いとされる移植術を行った。
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早量震寧智最塙言聾lF塘雲曇層鬼菫属臆理黛絶1実ξ:?0年 10月から脳梗塞発症後8時間以内の患者に対し、Merciリ トリーーバルシステ
のための実践に取り組んでいるか。       |ム (Merci)と いう、先端部がコイル状の脳血栓回収機器で、血栓を絡め取って除去し脳梗

lllにこの治療を行つてきた。

梗塞を治療するPenumbraシ ステム (Penu
脳梗塞患者に対して使用可能となつた。当センターで
|を積極的に実施し、治療法の標準化を推進している。

より 弁膜症クリニックJを開設 lン 、専門的治療を提
皮的 (非開胸)弁植込み術や、低侵襲性のロボット手
tt iる 。

しヽ蔦
``Iじ

賃撃iFぁ柵冗l∬:T勝守塾跨螂[rlυ[こ
`だ

I

て小児循環器集 t卜治療室 (PICU)を 4床から8床
ステムを導入した。また、同病棟では感染症患者をも
、全国から国立循環器病研究センターに紹介される多
応できる体Flを整えた。

患者の病態を把撮し速やかな治療につな ダるため、 ドクター カーを導入し試験運用を開始し
た。 ドクター カーは、新生児から成人まで幅広い患者層に対して搬送を可能とし、国内でも類
をみない高性能の車両である。
センターでは循葉器病繁急疾患の牧急車による搬送を年間3,000件以上受け入れており、そ
の半数以上が人院を必要とする重症忠者である。 ク`ター・カーに医1市 看護師が来車し、搬送
の過程から診療に関わることで、患者の病態を把握し速やかに治療を行い 1動 く診療室」として

運用することで、救命率の向上と患者予後の改善に球がるものである.
当センターヘの搬送のため、大学:打院を含む|しの医療ま出と具ll的 な取り決めを結び、 241■
度わj頭にな体外式 lll助循環装置を袈jした患irを大学″i院から概送し、補助人工,こ 山箋値込み術を
行った。
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(2)息者の祝点に立った良質かつ安心できる医療の提供

①患者の自己決定への支援
1.患者・家族との情報共有イヒの推進
(1)医療メディエーター研修の実施
対話による患者やその家族の思いをつかみ取るためのテクニックを習得し、実践に役立てるために 10月 1日 ～ 2
日にかけて「医療メデイエーター研修Jを実施した。参加人数は、医師 看護師 事務職等 27名 であつた。 24年
度も7月 に実施する予定である。

(2)多職種での生活習慣病教室を「‖lil
糖尿病患者が正しい情報に基づいて診療方針を自己決定できるように、多職租での生活習慣li・教室をんI巡 7H:(区
師 3枠、看護師 1枠、検査技師 1枠、管理栄喪± 2枠 )開催した (年間350口 )。 また、外来においても措尿広・
コンステロール・病院待合スペースを活用した禁煙指導等の教室を開催した (年間 12回 )。

(3)糖尿病とコレステロールに関する患者 ,家族対象の講義を実施
心臓リハビツテーシヨン科とともに虚血性心疾患 心臓術後・心不全等の患者 家族を対象として、糖尿病とコレ
ステロールに関する詳義を実施し、質疑応答時間を設けた。 (年間20回 )

(4)イ ンフォームド・ヨンセントヘの着護師の立会い

患者・家族の不安の程度や理解度をアセスメントし、状態が悪イヒしたり、難しい治療に入るときには、必ず看護師

もICに立会い、患者家族の気持ちを確認したり要望を引き出せるよう努めた。そのために、病態に応じた説明文書
の提供、各治療 検査の同意書をとることを行った。また、小児忠者に対しても、発育や発達に応じた理解 心理的
準備ができるよう、プリパレーションを行つた。

(5)遺伝カウンリングの実ll_
臨床遺伝科は専Fl医、認定遺伝カウンセラー、・lT属専 lll修練医 (23年度より)、 関連診療科医師、関連看護ITと
ともに遺伝l■疾患ならびに遺伝的諸11項に関して遺伝カウンリングを実施し、患者 家族への情報l「L供 と自己決定ヘ
の支援を行った。 23年度は遺伝学的検■実施、結果報告を除き、遺伝カウンセリング (遺伝相談)を 2も 回実施し
た。

(6)先天性心疾患外科手術のための 3次元CGモデル開発により患児家族の理解l■ を向_L
先天性心疾患における病態とその外科手術を立体的に表現することができるセンター開発の 3次元CGモデルを用
い、CGの特性を,I用 した説明展開を充実させ、先天性疾患の外科手術に対する忠児家族の理解度の向上を実現してい

る。

(7)セ カンドオピニオン外来の推進
循環器疾患及び関連疾患に関して、他医療機関に受診中の患者を対象に、診断内容や治療法に関してセンターの専

門医が資料を基に判断し、意見を述べるセカンドオビニオン外来を開設している。 23年度においては 78件 のセカ
ンドオピニオンを実施した。

(2)息者の視点に立った良質か
つ安心できる医療の提供

①患者の自己決定への支援

患者との信頼関係を構築し、忠

者 =家族が治療の選択、決定を医

療者とともに主体的に行うため

に必要な説明や情報開示等を適

宜行い、患者 家族との情報の共
有化に努める。

(2)患者の視点に立った良質か
つ安心できる医療の提供

①患者の自己決定への支援

患者との信頼関係を構築し、患

者・家族が治療の選択、決定を医

療者とともに主体的に行うため

に必要な説明や情報開示等を適

宜行い、患者 家族との情報の共
有化に努める。

《診療録等開示件数》

22年度 :閉示請求 35件、開示件数 35件
23年度 :開示請求 37件 、F・H示件数 371■
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国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
十日 1                 平成23年度の業務の実僣                 |

《セカンドオピニオン件数》
23年度 178件

(8)宗教的輸血拒否を表明している患者への倫理指針の策定
宗教的輸血拒否を表明している患者に輸血を必要とする医療行為を行う場合の行為準則についての国立循環器病
研究センター倫理委員会指針を策定した。

2 安心できる医療の提供
(1)総合人院センターの設置
入院時の忠者の負担を減ら1ン、総合的なサービスの向上のために、平成 24年 1月 、総合入院センターを設置 lンた0
入院時の必要な基本情報の聞きlltり 、心電図検査などをこの部署で集約して行うことで各病 lllの入院受け入れ業務の
改善につながり、入院後の患者の負担も減つた。

(2)病床通几統括室の設置
病床は忠者のためにというモットーで、平成23年 6月 .病来l_2用統括室を設置し、適正に患者が入院できるよう
にベッドの確保に努めている。診療科ごとの病棟という囲いがなくなり、必要な入院患者を適正に人院させ、空きベ
ッドがないよぅに努めた。

(3)患者相談窓日の件数増加
患者相談窓口での相談件数は、22年度 689件であつたが、Mswの 増員により23年度の相談件数は1002
件と大幅に増加した。

(4)患者相談 .支援体制の強化
MSWを 病院診療支援部医療福祉相談室併任とし、診療部門との情報共有及びコミュニケーションを密にすること
で、患者ltl談 支援体制を強化した。

者等参加型医療の推進

患者満足度調査を実施 (lo月 )(資料 29)
サービス向上を目的とし、今年も患者満足度調査を実施した。入院は調査期間 (lo月 1日 ～31日 )の退院患考
のうち協力の得られた404名 、外来は (10月 13日 ～ 14日 )の間で協力の得られた580名 について調査を行
つた。 23年度調査の結果は、前年度のポイントを上回り、NCの平均以上であった。また、フリーコメント欄に多
数のご意見が記載されたので、サービス向上の参考にした。
〔調査結果概要} 平均ポイント (5点満点)

入院 :総合評価

医師の分りやすい説明       46 →

複数の治療法があることの説明   44 二
治療に自分の考えが反映された   43 →
・外来 :総合評価          41 →

医師の分りやすい説明       42 →

複数の治療法があることの説明   41 →
治庁に自分の考えが反映された   11 →

21年度 → 22年度 →  23年度
44 -  44 →   44

46  →
45  →
43  →
42  )
42  -
42  →
41  →

46     46
45     45
42     43
43     40
43     41
42     40
41     40

NC平均
44

②患者等参加型医療の推進

患者満足度調査の実施等、患者等

参加型医療についての調査を行

うとともに、病態や治療に係る

様々な問題に関して患者の医療
に対する理解を深めるための文

援活動を推進する。

②患者等参加型医療の推進

患者満足度調査の実施等、患者等

参加型医療についての調査を行

うとともに、病態や治療に係る

様々な問題に関し、健康情報室等
を活用して、患者の医療に対する

理解を深めるための支援活動を

推進する。
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2 ボランティアによる患者支援への参カロ
23年度は 3回ボランティアを募集し、ポランティア登録者数が22年度末の 30名から73名 に増加した。上に
外来・人院での案内活動や、病棟で患者さんの日常生活サポート、健康情報ひろば

'ふ
じJの図書管理等で活ftllし て

もらつた。ボランティアは、病院活動に言わば一般市民として第二者的立場で参画しているため、医療サービスの評

価者としてもその存在は重要であり、ボランティアの声も医療サービス改善に大きく貢献している。

3 患者会の企画に参加
患者会が企 14した定製講演会 (年 2回 )や小旅行 (年 2回 )に医療チームで参加し、糖尿病療養lr関する情報交換
の場を提供し、よりよい自己管理を支援 L´た。

4 多職種による患者講義の実施
虚血性′直疾患 心臓術後 心不企等の忠十 家族を対象として、多砒征 (El.● 看護1l lE学欧法士 ll査 111「
薬押1師 栄養士)による患I許義 (18テーマ)を実施し、質疑応答Iキ間を設けている 0き血I管 リハビリr「、年間ユ
40回 )。

5 待ち時間対策
平成 24年 1月 の電子カルテ移行に伴い、これまで放射線検査、生理機能検査について各部門別の受付窓日にて検
査の予約を受付していたものを、外来診察室にて医師が一括して予約を取得することとした。

また、これに併せ、診察予約も従来は医師の診察終了後、中央受付の予約窓口にて受付していたが、検査と同様、

外来診察時に予約取得する方法に改めた。これにより外来診察終了後の患者の動線が短縮し待ち時間が短縮した。

併せて、予約の単位を医師の実情に合わせて任意に設定可能 (10分、 15分、 30分 )な システムとした。

6 意見箱の設置
意見箱を設置 (10簡所)し、頂いた意見については幹部に写を配布して情報を共有している。また、内容の分析
を、医療サービス改善部会、医療サービス向上委員会に報告すると共に、対応 改善策を諮って協議の上、実行して
いる。なお、意見に対するLI答 は意見納のコーナーに掲示、公開している。

①チーム医療の推進

1.多職種による回診の実施
①多職種からなる診療チームによる回診はNSTラ ウンド92回 、 ICTラ ウンド47回、褥療回診49回、重
症回診273回 計461回実施.
センターが実施している重症回診は、日本循環器学会の 購 環器Jだの診断と治療に関するガイドライン1に掲載
されている。

②NST回診延べ対応患者 1767名 、 咄下回診延べ対応忠者 135名 、褥漕1回診延べ対応患者 557名
0医師、看護師、臨床検査技師、薬剤師から成る lCT (lnfection Control Team)
を編成し、全病棟を対象に感染対策目的の回診を毎週行っている (昨年度ラウンド回数 :47 回)。 ICT ラ
ウンドにより多くの議論がなされ、より質の高い医療の実践に貢献している。

023年 度 薬斉1師が参力1した医lllチームヤよ、 lCT、 NST、 褥麿の各チームであり、 ICTの 担当I斉 1師にコ
ンサル トがあつた件数は、バンコマイシン :024件、タクロリムス 1287件 、アミノグリコシド系llttfl薬 :

41件であつた。

ム医療の推進 ③チーム医療の推進

医師及びその他医療従事者等、そ

れぞれの特性を生かした、多lrt種

連携かつ診療科横lFlによるチー

ム医療を推進し、特定の職種への

過度な負担を軽減するとともに、

質の高い医療の提供を行う。

具体的には、診療科横断的分野に

おいて、多職種から構成さ1■る院

内診療チーノヽによる口診を年に

380回 以上実iLする。

医師及びその他医療従事者等、そ

れぞれの特性を生かした、多職種

連携かつ診療科横断によるチー

ム医療を推進し、特定の職種への

過度な負担を軽減するとともに、

質の高い医療の提供を行う。

具体的には、診療科横断的分野に

おいて、多職種から構成される院

内診療チームによる「r‐診を年に

3 8 0EL以 上実施する。
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2 多職種によるカンファレンスの
O医師 看護師 理学療法士 検査技lllに よる多職種カンファレンスを実施 tンている 0き血管リハビリイ‖、年間4
8回 ).
②値込型補助人上心臓装着患者の増加に伴いVASカ ンファレンスを実施 している。入院・在宅療法を円滑にすす
めるために、医師、看護師、補助人工心臓管理技術認定士、移植コーディネーター、Woc、 薬剤Eh、 CRCが
加わつたカンファレンスを2月 より原則 1回 /週での開催を開始した。
③,き臓血管外科では、毎日の手術患者カンファレンスに関連病棟の師長が参加し情報共有するとともに、患者の受
け入れが安全に行えるよう医師と情報交換を行つた。
④小児、周産期部門として平L幼児 ,5東 ,6東 周産期・ ICU病棟の医長と師長で2ヶ月に 1回カンファレンス
を開催し、病床運用や管理について情報共有を行った。
⑤週に2回、医師との合同カンファレンスを実施し、師長 副師長が出席。忠者の治療方針や状態 問題点につい
て共有 t′た。病棟運営上必要な内容についても随時話し合い、検討を行った。
_il聴尿病代謝内科カンファレンスとして医師・看護師・薬剤師・検査Ft師など多職種でのミーティングを行つた (年
50回程度)。
①糖尿病患者会研lL● として医師 看護師 薬剤師・栄養士のチームで糖尿病患者会主催の研修をサポー トしキ (年
4回 )。
③各チームゃ診療科が実施する患者向けの教室に薬剤師をiFs遣した。昨年開催された各種教室 (5教室)の回数は次
の通り。高血圧 腎不全 :14回、糖尿病 :39回、脳卒中 :15回 、心リハ :7回 ,手し幼児 16回であった。

3 チーム医療の推進への取り組み
①CCUは冠疾患科、不整VFr科、心不全科が横断的に運用し、重症患者救命のために高度で総合的な医療を提供し
ている。また、冠動脈疾患に対してはHEART t e aol、 弁膜症に対しては弁膜症クリニックにより、内科
外科共同での専門的治療を行つた。

②医師、看護職員、コメディカルなどの人員確保のみでなく、病棟クラーク、外来診療クラークを多数導入し、診
療の補助が適切に行われるよう整備した。
③脳内病棟とSCU合同脳血管内科看護師対象学習会を医師・認定・専門看護師・コメディカルと連携し企画・参
加 l´た (23年度 年FIB当 番 10西 )
Oittli圧 、情臓科では多職種のチームによる高1■圧、腎臓病の検査教育入院と教室を続けており、患者の利便性を
考慮した高■1圧短期1(3日 閾1)パス入院を導入した。

O入院時から地域ケアを見通した医療の提供
1 医療連携の強化
①専l15医療連携室の専従職員が年々増えている。専門医療連携室がイニシアティプをとり、前方連携、後方連携を

積極的に行い、患者にとつてよりよい医療の提供に男めている。昨年度MSWを 増員した効果により、 23年度
は転院支援数が756人 と、前年度比48%増となつた。
②入院時に収集した診療データを糖尿病連携手帳に記載し、退院後は原則的に連携手帳を介した地域の診療所との

医療連携で糖尿病診療を継続している。

③地域での効率的な糖尿病医療連携のために連揚啓発ポスターを作成し、地域の医科診療所 1,330カ 所、歯科診
療所 585カ所、調斉:薬局380カ所に配布した。
①小児地域での継続したクアが必要な事例に対し、入院の連絡をするFAX送信を64件 /年、また、保健所への
詳細な情報提供を 13例 /年行つた。また、劇t続した気管切開で在宅での医療ケアが必要な事例に夕|し、訪 F・B
看謹ステーションとの連携を図った。保Ill所 との連携件数が22年度 97件→ 23年度 103件 と増カロした。

①入院時から地域ケアを見通し

た医療の提tt

患者に対して、急性期から回復

期、維持期、再発防止まで、切れ

目なく適切な医療を提供できる

よう、連携登録医療機関数を 5年

後には、平成 21年度比 20%増
を図るなど、入院め'ら地域ケアま

で一貫した支援を実施する。

①入院時から地域ケアを見通し

た医療の提供

患者に対して、入1売前を含む急性

期から回復期、維持期、再発FI止

まで、切れ目なく適切な医療を提

供できるよう、人院から地域クア

まで一貫した支援を実施する。

そのために、近隣消防本府との協

議会、救急隊員に対する教育 .啓

蒙活動等を通し、救急隊との連携

を強イヒする。また、専P性療連携
の体市1充実を図るとともに
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究 セ ン ―評価 シー研病器環循ニユ国
中 期 日 期 計 画  1平 成 23年 度 計 画 平成 23

⑤フローラン患者の退院後フ
"ロ
ーとして、フローランを導入した患者の退院御 ヶ月日での外来で、フローラン

の手技状況を確認している。

⑥連携連絡会議 (豊能圏・三島圏各地域連絡会、

ワーク実務者会議)等へ参加している。
大阪連携合同協議会、北摂医療連携連絡会、大阪緊急連携ネット

⑦脳卒中地域連携において、当施設の二次医療圏 (豊能地区)での主導的役割を果たしている。
⑤年2回 (6月 、11月 )専門医療連携室公開講座を実施している。

率》

21年度 i95 3%
22年度 :93 1%
23年度 :93 2%

介

21年度 :99 0%
22年度 :107 6%
23年度  102 6%

2 連携登録医の増

《連携登録医療機関数》

21年度 1190ヶ 所
22年度 :219ク 所
23年度 :238ヶ 所

(資料30)

⑤医療安全管理体制の充実
1 医療安全講習会・教育訓練等の来田
①第 1回医療安全講習会 (6月 16日 )
医療人のやりがい作り「コーチングコミュニケーションによるチーム医療の構築」

講師 和歌山県立区科大学 畑埜 義.■教授
②第 2回医療安全講習会 (11月 24日 )
「安全な医療を求めて」

iや節 南山法科大学院 l■_曹実務教育]1究センター長 力1体 良夫氏
③研究所における放射線と有害薬品等の教育〕練を実施した。放射線教育]綱:は、放r41練 1輩吉1方止法に基づく|力恋
で、新規イ1用者に対して|ま 6時間、絆統Iに対しては 3ロキ間の内容で、年間言「 6回行った。
Olll究所において、放射練と共品の作業環責測定を実施し、各部において適]F使用が行われているか点検 指導を
行った。作業環境殺」定は年 2回、排気IF木装置の点検を月 1回行った。
⑤医 (―)医 (二)医 (三 )部会、各職種のリスクマネージャー会が設置されており、各部会でヒヤリハット、イ
ンシデント事例の分析を行つた。 (23年度インシデント・アクンデント総数2918件 、月平均243件 )
⑤全職員対象の感染対策セミナーは、 8テーマを企画し72回実施し延べ 2671名 の職員が受講した。
テ~マ IA 結核対策のつぽ
B 長引く咳にどう対処するか
C 抗緑膿苗薬について
D 血薇培養について
E 職業感染防止対策
F インフルエンザ対策
G 尿路感染防止対策
H ■1管内17置カテーテル「 R染・

FlL対策 病束内でのRCA分析

会、也施設への訪間、開業医向け

の講演会、研修会への参カロを積極

的に行い、更に、心臓血管内科・

脳内科の医師向け相談窓口を活

用して、地域の医療関係者と fa
ce― to― faceの 地域ネ
ットワークを構築する。

⑤医療安全管理体制の充実

医療安全管理の体制を整備 l´、全

職員を対象とした医療安全や感

染対策のための研修会を年4回

以上開催するなど、医療事故防

止、感染管理及び医療1推器等の安

全管理に努める。

⑤医療安全管理体市1の充実

医療安全管理の体制を整備 ヒ́、全

職員を対象とした医療安全や感

染対策のための研修会を年4回

以上開催するなど、医療事故防

止、感染管理及び区疲1幾器等の安

全管理に努める。
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⑦病棟内でおこったィンシデント、アクシデントのカンファレンスや事例検討・医療安全講習会は嚇員 100%参
加した。

《インシデント・アクシデント報告件数》
21年度 12639件  15件
22年度 :2602件  20件
23年度 :2961件  18件

2 医療安全体制の構築
「医療安全室J「感染対策室」 「褥暦対策室J「医療機器安全管理室」「医薬品安全管理室」「危機紛争管理室J
「医療の質管理室Jを 「医療安全管理部」に集約し、医療安全管理部長の下、医療安全及び医療の質の向上を一元的
に図れる体市1を構築した。

0客観的指標等を用いた医療の Ю 客観的指標等を用いたこ療の 10客観的柑標等を用いた医療の質の評価
質の評価 質の評価 1 地域連携パスの実施
良質かつ適切な医療を効率的に 1良質かつ適切な医療を効率的に ①超急性期から慢性期に至るまでの脳卒中lL域連携のモデルケース構築を目指して、大阪大学等と協力しつ01Ll■
忠者に提供するため、救急医療、

1患者に提供するため、救急医療、1   地域の医療 介護機Fllの連携体串1を編成し、病態に応じた最適なケアを行えるネットヮークを整備した。
急性期治療から回復期リハビリ 1急性朗治療から回復期リ

ハビリ |   また、この取り組みの結果として脳卒中地域連携診療計画管理料の算定を開始し、病院事業の収益性を確保した。
テ~シ ヨンに至るまで、地域医療 |テーションに至るまで、地域医療
の質を全体として、かつ客期的に|の質を全体として、かつ客観的にl 《脳卒中地域連携パス》

23年度 :266件評価する体制を整備する。   1評 価し、その結果を公表する
※23年 6月 に施設基準取得の為、 6月 からのll数である.

②大阪府豊能二次医療圏急性心筋梗塞地域連携パス協議会に参画し、急性,b筋梗塞地域連携パスワーキンググルー
プ座長を務め、座長施設として急性心筋梗塞地域連携パスの構築・運営・追跡調査体制を積極的に推進している。

《救急患者数、入1完率》

21年度 ,6.077、  56 0%
22年度 16,321、 56 2%
23年lt[6`345、 57 1%

2 診療実績の公表について
診療実績を客観的評価が可能な様にホームページにおいて公表している。
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-61- 評価項目5

評 価 の 視 点 等 自己評定 S 評  定 A

■評価項目5■

医療の提供に関する事項

(2)患者の視点に立った良質かつ安心できる医
療の提供

(総合的な評定)

サービスの向上を目的として、入院患者 404名 、外来忠者 580名 の協力を得て思者清足度
調査を実施した。従前から継続的に実施してきており、概X.t前年度の結果を上回り、ナショナル

センターの平均値以上の結果となっているが、評llSを真摯に受け止め、今後とも患者サービネの

向上に努めて行きたい。

インフォームド コンセントに基づき患者 家族が行う治療の選択 決定の支援、情報の共有
と開示に努めてきており、電子カルテにおいても重症系システムと緊密に連携させることに成功

し、患者やその家族べの病状説明に大きな威フ」を発揮している。実際の説明においても、医師の

みならず看wil市 もインフオームド コンセントの場に立会い、患者家族の気ltち の確認や、要望
を引き出すよう努めた。また、小児患者に対しても、発育や発達に応じた理解 心F」I的準備がで
きるよう、プリパレーションを行った。

患者や患者家族との情報共有化椎進のため、 350回 に上る多職社による生活習慣病教室 糖
尿病とコレステロールに関する講義 (年 20回) 遺伝カウンセツング (年 26回)な ど、患者
と医師・医療職員とのコミュニケーションの促進に努めた。

また、診療科横断的に多職種によるチーム曰診を461回実施して病状を多角的に把握・評価
することに務め、退院後も安′しヽして継続的な医療サービスが得られるように、連携登録医療機 F13

の増加を図るとともに、脳卒中。心筋梗塞の連携パスの構築 運営 .フ ォローアップ調査の体市1
を推進している。

(委員会とl´ての評定理由)

弁膜症クリニックF■l設による専門治療提供体市1整備、アジア初の本格的
ハイプリンド手術室による実績進展、ダヴィンチを用いた心臓手lTの実施

など患者にとり低侵襲的医療を推進していることは評価する。また、新た

に先進医療として 唯 胎盤的抗不整脈薬投与法 胎児頻脈rt不整脈」の治
療が承認され、従来から承認されている先進医療と併せ、6つの先進医療

を実施していることについても評価する。

(各委員の評定理由)
ハイブリンド手術室、ダヴィンチ導入 不安定プラーク判定法などは評
価できる。

患者にやさしい医療として、ステンドグラフト留置llは 100例以上の症
例に実施され、そのほか、ルト動脈カテーテル拡張術、ダヴィンチを月]いた

心臓手術などが実施されている。
・特別な装置を備えたドクターを導入し、心血管疾患の診療のための努力

している。
・ハイプリッド手術室の活用、ダヴィンチを用いた.らは手術の実施など思

者にとり低侵襲的医療を推進していること、不安定プラークにかかる定量

判定法の開発など予防 予測的医療を推進していることなど大いに評価で

きる。
ハイプリッド手術室の運用を始めとする患者負l●の少ない医療の横イI的

椎rlは高く評価できる。

弁1真症クリニック開設による専門治療提供体制整備、アジア初の本格的
ハイブリッド手術室による実績進展、重症患者受け入れ体市I整備で Hα∫の

整備、また、先進医療の標準化など多くの実績がiL展したと評価する。

当センターとして国民に提供すべき心血管疾患の治療に開してチーム作

りがなされたほか、6つの先進医療が承認されている。
予防・予測的医療とヽ́て、心臓り′ヽビリ 運動療法の積極的な実l~は評
価できる。
先進医療、低侵襲白も医療、テーラーメード医療、予防 予洲」医療それぞ
れに効果を上げた。
・先進医療ゃ難易l■の高い移植医療など着実に実施された点は高く評(1で

きる。

[評価の視点]
〇患者・家族が治療の選択、決定を医療者ととも

に主体的に′Tう ために必要な説明や情報開示等を

適宜行い、患者・家族との情報の共有化に努めて

いる力、
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O患者満足度調査の実施等、患者等参力]型医療に
ついての調査を行うとともに、病態や治療に係る

様々な問題に関して患者の医療に対する理解を深
めるための支援活動を推進しているか。

実績 :Э

サービス向上を目的とし、今年も患者満足度RTl査を実施した。入院は調査ltl『1(10月 1日 ‐‐
31日 )の退院思者のうち協力の得られた104名  外来|ま (10月 13日 ～ 14日 )の間で協
力の得られた580名について調査を行った。 23年度.・l査の結果は、前年度のポイントを上回
り、NC平均以上であつた。

潮 査結果概要) 平均ポイント (5点満点)
21年 度 →  22年度 →  23年度  NC平均

`八院 :総合評価           44  →  44 ‐  44    44
医師の分りやすい説明      46 -  46 →  46    46
複数の治療法があることの説明   14  ,  45 ‐  45    45
治療に自分の考えが反t■lされた   13 →  43  ,  42    43
外来 i総合評価           41 →  42 →  43    40
医HTの分りやすい説明       42 →  42 →  43    41
複数の治療法があることの説〕1   41 →  42  ,  42    40
治療に自分の考えが反映された   11 →  41 →  41    40

患者会が企画した定期講演会 (年 2E・l)や小旅行 (年 2回 )に医療チームで参加し、糖尿病療
菱に関する|力報交換の場を提供し、よりよい自己管理を支援ヒ′た。

0診療科状断的分野において、多職種から構成さ
れる院内診療チームによる回診を年 380回以上
実施

[評価の視点]
○多職種連携かつ診療科横断によるチーム医療を

推進するとともに、質の高い医療の提供を行つて

いるか。

実績 :○

多職種からなる診療チームによる回診

22年度合計 451回
23年度合計 461回
IN STラ ウンド92回 、 ICTラ ウンド47回、褥麿回診49回、重症回診 273回】
実績 :○

多職種からなる診療チームによるカンファレンパの実施や、医師、看護職員、コメディカルな
どの人員確保のみでなく、病棟クラーク、外来診療クラークを多数導入し、診療の補助が適切に

行われるよう整備した。

D炊値目標]

〇連携登録医離 関数を中期目標期間終了後に

は、平成 21年度比 20%増

実績 :○

連携登録医療機関数

21年度 190ヶ 所
22年度 219ヶ所 対 21年度比 15 3%増
23年度 238ヶ 所 対 21年度比 25 0%増

目標増加数 :38ヶ所  23年 度末時点で対 21年度比 48ヶ所増加

-62- 評価項目5
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[評価の視点]

〇患者に対して、切れ日なく適切な医療を提供で

きるよう、入院から地域ケアまで一貫した支援を

実施しているか。

実績 |○

専F月医療連携室に専従職員を配置し、専門医療連携室がイニシアティプをとり、前方l_I携、後

方連携を積極的に行い、患者にとつてよりよい医療の提供に努めている。

[数値目標]

○全職員を対象とした医療安全や感染対策のため

の研修会を年 4回以上開催

実績 :〇

全職員対象の医療安全講習会と感染対策セミナーの開催回数

22年度合計45回開催
23年度合計 74回開催
医療安全言‖習会 2回 /年開催、感染対策セミナーは8テーマを企画し72回開催した.

[評価の視点]

○医療安全管理の体|」 を整 llHし 、医療 lFI■ ,,上 、

感染管理及び医療機器等の安全管理に勢めている

力、

実績 10
研究所における放射練と有吉共品等の教育静湖1を実施した。放対線教育訓llは、lJt射線障害防

1ヒ法に基づく内容で、新規fl用 者に対しては 61+円 、継読者に対しては 3時間のFkl本で、年間計

0日行つた.

〇良質かつ適切な医療を効率的に患者に提供する

ため、救急医療、急性期治療から回復期リハビリ

テーシヨンに至るまで、地域医療の質を全体とし

て、かつ客観的に評価する体市1を整備しているかで

実績 :〇

超急性期から慢性期に至るまでの脳卒中地域連携のモデルケース構築を日指して、大阪大学等

と協力しつつ北摂地域の医療・介護磯関の連携体制を編成し、病態に応じた最適なケアを行える

ネットワークを整備した。

大阪府豊能二次医療圏急性心筋梗塞地域連携パス協議会に参回し、急性心筋梗塞地域連携パス

ワーキンググループ座長を務め、座長施設として急性心筋梗塞地域連携パスの構築・運営・追跡

調査体制を積極的に推進している。

日立循環器病研究センター評価シー ト
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中 期 日 標 画   1平 成 23年 度 計 画 平成 23

(3)その他医療政策の一環とし
て、センターで実l「_すべき医療の

提供

臓器移植法に基づき、成人口Iのみ

ならず小児ⅢIにおける.さ臓移植

を臓器移植ネットフークにおけ

る基幹心臓移植施設として実施

するための体片1整備を行う。補助

人工心臓 (体外設置型、植込型)
の管理について、他施設を含めス

タッフに対する教育・研修の機会

を設け、人材の育成を図る。

また、適応症倒に対するホモグラ

フトを用いた組織移植を円滑に

実施する。

(3)そ のlL医療政策の一環として、センターで実施すべき医療の提供
1 心臓移植に関する取り組み
(1),き臓移植の実施

23年度には、9例 (我が国で施行された心臓移 l■Lの 31%)の 心臓移植を実施。内、 1夕Iは小児 l~‖ i助人工心臓
装着例で、小児 ドナーからの提供 2例 目であった。

(2)小児用補助人工心臓「Berlin Hcart ExCor」 の治験推進
小児循環器部では、小児心臓外科と移植部との共同で、小児用補助人工心臓 「Berlin Heart ExC
o rJの治験準備を23年度中に完了した。この装置の治験は、東京大学医学部付属病院、大阪大学医学部付属病院、
当センターの全国 3施設で行われるものであり、治験を確実に実施し、補助人工心臓が一日も早くに日本に導入され
るようにするとともに、小児の心臓移植の促進に向けて尽力する予定である。

(3)定期的なワーキングの実施
小児の心臓移植実施に向けて、移植部 小児科・レシピェントコーディネーター・担当病棟師長で定期的にワーキ
ングを実施し、具体的内容について検討し、マニュアルを作成中である。また、移植対象となる患者のllt報共有を行
っ た 。

(4)移植医療チームの強化
①移植待機患者の内、左心柿lllo人工心臓装着患者は感染症、脳血管障害などの合併症、強心剤持続点滴忠者は,心

不全による食欲低下や筋力低下などからるいそうがみられる。これらを予防するために、感染管理、栄養管理
を厳重に行い、患者の全身状態を維持ならび、待機中から心臓移植手術や術後回復を見据えた管理が重要であ
る。医師、看護師のみならず、レシピエント移植コーディネーター、MSW、 薬剤師、理学療法士、臨床工学技士、
栄養士、栄養サポートチーム、感染制御チーム、精神科などのチームで治療を行っている。また、1日 2回多
職種によるカンファレンスを行い、1回/週多職種を交えて回診を行つている。テームで全人的に患者を治療・

ケアし、心臓移植および移植後に備えてベストの体調管理を目指している。
②待機患者、lll助人心臓装着患者、移植後患者の増加に伴い、現在移植部スタッフは4名 体制となつている。
①補助人工心臓装着下での待機患者が増加し、さらに移植後患者も増加してぃることより、平成 22年 4月 より移
植部はオンコール体市1を とり、24時間体制とした。
①′とヽllk移植後忠者、待機忠者の増加、小児移植開始、lvI込型補助人工心臓保険償還に伴いレシピ[Lン ト移植コー

ディネーターを23年 4月 より専従2人体制とした。

(5)ク リーンルームの新設
小児心臓移植に向けて小児病棟にクリーンルームの41f設 を行った。

(6)世界最小のii耽 人工′さ臓の開発
人工臓器部では世界最小の補助人工心臓を開発し、2年後の臨床試験を目指す体制が整った。この補助人工心臓は
チ 1/ン合金製で、ポンプの大きさは直径 3 c lll、 長さ7 5cm、 重さ1508で 、体重 30kgの 人にも使えるほど
まで小型化を実現した。これまで補助人工心臓の多くは移植までの「つなぎ役」であったが、恒久使用が実現すれば、
移植を諦めていた患者も救えるようになる。

2 卜ヽ 設置型補助人工心臓から植込型補助人工′さ麟への移行を実施
23年度は 16例の補助人工心臓装着を行なった。内 9例は植込型を用い (1例は体外設置型からの移行171)4191
は自■での療養をμ日始させた。体外設置型装着の ll● lは、他施設からの補助循

(3)そのlL医療政策の一環とし
て、センターで実施すべき医療の

提供

臓器移植法に基づき、成人例のみ

ならず小児例における心臓移植

を臓器移植ネットワークにおけ

る基幹心臓移植施設として実施

する。体外設置型及び植込み型の

補助人工心臓を症例に応して適

用し、在宅療法を含めQOLの高
い補助人工心臓治療を実施する。
また、適応症例に対するホモグラ

フトを用いた組織移植を円滑に

実fLする。
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能の回復を認め、離脱し退li l´た。

植込み型の補助人工心臓症例 (EVAHART)の 増加に伴い、■i助人工心臓装着忠者の受人れ病棟の拡大を行っ
た。このように飛躍的な心不全患者のo O Lrp・ 上を実現した。

3 ホモグラフトを用いた大動脈弁置換術を施行
若年者に対し、大動脈弁ホモグラフトを用いた大動脈弁置換 lllを施行し、良好な結果を得ている。

4 組織保存バンクの運営
組織バンクを設立し、心臓弁 血管ホモグラフトによる組織移植を実施している。組織移植の定着を図るために他
の組織バンクと協力して西日本組織移植ネットワークを設立し、活動を行つている。またIIl織保存バンクの運営強化

のためにコーディネーター 2名 を配置した。

5 講習会等を定期的に開催
臓器 組織提供施設として円滑に機能するよう、講習会等を定期的に開74Lしている。その成果として、心臓死Tで
の両腎等提l■を、遅滞なくまたご家族の理解を得ながら施行できた。

6 インディケーター開発の推進
①循環器病研究開発費22-5-2に おいて、多施設共司研究Q― TASK研 究により集積した、急性心筋梗基 4:
000例、脳卒中 12,000111、 クモ膜下出血600111の 登録データにより、急性心筋梗塞における重症度を考
慮した、診療の質を評価するためのインディケーターの解析を推進した。

②レジストリー情報室において開発した院内症lrl登録システムを用いて、急性非代慣性心不全、院内心停止症の疾

病登録データベースを用いて、予後を規定するインディケーターの解析を推進した。

③救急医療においては厚生科学研究費により院内心停止と蘇生症候群に対する低体温療法に関する多施設共同発症

登録の事務局を務め、それぞれ研究成果を英文論文で発表するとともに、登録症例数と対象医療機関を拡大した

新たな登録を行う。

④放射線部ではクリニカルインディケーターとして検査実績一覧を作成した。 (資刑26)

7 その他の取り組み
①救急隊から救急担当医へのホットライン他、‖業医等からの連絡順に専F性療連1■■に専川電言こ (PHS)
たに設置し、Rp時対応を可能に 1ンた。

②入院が必要な患者には診療科の3_● を越えて入院受入れを実施した。

③総合母子周産期センター取得に向けた整備を実施した。

①救命救急センター取得に向けた取り組みを実施した。

――――――
¬

忠者の受人
,病
棟の拡大を行っ

|

密二、&  |

平成23年度の
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評 価 の 視 点 等 自己評定 S 定評 A

■評価項目6■

医療の提供に関する事項

(3)その他医療政策の一環として、センターで
実施すべき医療の提供

(総合的な評定)

23年度から植込み型補助人工心臓が保険収載され、重症 ,と 不ヽ全患者のQOL向上を目指して
補助人工心臓装着術 16例のうち9例について植込み型を使用 l′ 、そのうち4例は自宅での療養
を開始 lン ていぅ。体外型補助循環装置を装着して多くの+llllを余俊なくされる生活から劇的なQ
OL向上を呆たしている。
また、体外型の装着例においても、心機能の回復により補助人工心臓から離脱して退院にいた
っており、大きくQoLが向上している。
世界最小の補助人工心臓の開発に成功し、 2年後に臨床試験を目指す体1刊が整う一方、 ドイツ
で開発された小児用補助人工心瞭 (Beriin Hcart ExCor)の 治験準備を整え

ている。

植込み型補助人工心臓は、重症心不全患者に大きなメリットをもたらすものであり、当センタ
ーはこの技術の均てん化・標準化を目指して、アジアで唯一の植込み術のトレーニングが可能な
環境を整え、大学病院を含む医療チームヘのトレーニングを既に9回実施している。
また、移植医療では小児の,動移植実施に向

'す

て、移植部・小児科 .レシピエントコーディネ
ーター・担当病棟師長で定期的にワーキングを実施し、具体的内容について検討を加えてマニュ

アルを作成中である。

諸外国に比べて遅れをとっていると言われる心臓移植領域において、わが国の心不全患者治療
の牽引役として貢献する体制を整備した。

(委員会としての評定理由)
23年度には、91●lの心臓移植を実施。うち 1例は小児の補助人工心臓
装着例で、全国で 2例 目の小児 ドナーからの提供であった。また 60歳
以上のレシピエント2例 (と もに体外設置型補助人工心臓長期補助例)の
移植を実施、60歳以上の方のドナー′さ使用 (2例)な ど難易l■が高いとき
れる移植術を行つた。

以上の実績と取り組みについて評価する。

(各委員の評定理由)
・心臓移植件数の大幅な伸びは政策医療への貢献として評価できる。
・当センターに特に求められているのは、臓器移植法に基づき成人例とと
もに小児心臓移植における基幹心臓移植施設の体制整備である。この点に

十分配慮し、9例の心臓移植が実施 (う ち1例が小児)さ れた。また 16
例の補助人工心臓装置が行われたことは評価できる。
人工心臓の開発も求められており、世界最小の補助人工心臓の開発また

体外設置補助人工,い臓から植込型補助人工心臓への移行も実施され、計画
に沿った努力がみられている。
心臓移植や補助人工心臓治療を着実に実施しているはか、心疾患合併妊
娠を95件とわが国で最も多く取り扱うなど、大いに評llFできる。
・植え込み型補助人工心臓の開発と実施によるQOL向 上、世界最小の補
助人工心臓開発成功を評価する。
小児用補助人工心臓の治験推進、小児心臓移植実施に1向 けての体制整備
が着実におこなわれたことは高く評価できる。
心臓移植手術 9例 を行い、小児補助人工心臓装着lllも 実施したことは大
変高く評価できる。ホモグラフトを用いた組織移植も着実に実施されてい
ると評価 できる。

[評価の視点]
○臓器移植法に基づき、成人lllのみならず小児例
における心Ⅲ崚移植を臓器移植ネットワークにおけ
る基幹心臓移植施設とl´ て実施してぃるか。

実績 :0
小児循環器部では、小児心臓外科と移植部との共同で、小児用補助人工心臓「Berlin H
eart ExCor」 の治験準備を23年度中に完了した。この装置の治験,よ、東京大学医学
部付属病院、大阪大学医学部付属病院、当センターの全国3施設で行われるものであり、治験を
確実に実施し、補助人工心臓が一日も早くに日本に導入されるようにするとともに、小児の心臓

移植の促進に出lけて尽力する予定である。

23年度には、 9例 (我が国で施行された′き臓移植の 31%)の 心臓移植を実施。内、 l lllは
小児の補助人工心臓装着例で、小児 ドナーからの提供 2例 日であった。また、 60歳 レシピエン
ト2例 (と もに体外設置型補助人工心臓長助柿功ll)、 60歳以上 ドナー心tl用 2例 を行つた。

小児の心1臓移植実施に向けて、移Itll部 .小児科 レンピエントコーディネーター 担当病力t師
長で定期的にワーキングを実,む し、具ll的内容について検討し、マニュアルをサ1,■中である。ま

た、移値対象となる忠者の情報共有を行つた。
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〇体外設置型及び植込み型の補助人工心llaを l■例 1実績 10

纏璽基じ写F歯ふF°
Lの高い補助人工心臓治療

|か :勇」葬編F:例 8響聖全舌慮軍菅菖鬼[専EF卜潔裏響墨笙箸芳:尻ど、lL鼎峯黛省芳縮湯
循環装着後の紹介/Flであるが、自己心機能の回復を認め、離脱し退院した。

植込み型の補助人工心臓症例 (EVAHART)の 増加に伴い、補助人工心臓装着患者の受入
れ病棟の拡大を行った。このように飛躍的な心不全患者のQOL向上を実現した。

○適応症例に対するホモグラフトを用いた組織移 1実績 |〇

を円滑に実施しているか。          1 組織バンクを設立し、心噂弁・血管ホモグラフトによる組織移植を実施している。さらに、組

艦 警舞 ?辱言をFる
ために他の組織バンクと協力して西 日本組織移植ネットワークを設立し、活

1 若年者に対し、大動脈弁ホモグラフ トを,Hいた大動脈弁置換11を施行 し、良好な結果を得てい

|る。
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[=三正三亜E正三菫EII正三I正三コEIE亜正三三工≡三亘亘≡王菫亜亘J壇二L___ __―――   

―

玉成23年度の彙務の実績             __  |
3 人材育成に関する事項   13 人材育成に関する事項   13 人材育成に関する事項
人材育成は、センターが医療政策|(1)リ ーダーとl´て,舌躍できる|(1)リ ーダーとして活躍●きる
を牽引する上で特に重要なもの 1人材の育成          1人 材の育成

に行う。            IN)認 定制度の他、平成22年度

であることから、センターが国内1循環器病領域の研究 医療におけ1循環器病領域の研究 医療におけ
有為な人材の育成拠点とな |る リーダーとして活躍できる人 |る リニダーとして活躍できる人

めること。 ン技師、研究者等の育成を積極的 1研究センター専Fl看護師 (cVE

編 1蛉聯雅響階タヨ督裏庭ξ演そ警夏轟習震洲獅臀鷹f諦 5吸
ヽTL

[Iiを][[1][をI[]illlI』Ilil「言ままi;il曽彙I[11[[]][ili[

3 人材育成に関する事項
(1)リ ーダーーとして活寵できる人材の育成
1 教育・臨床プログラム
医師の人材育成のため、若手臨床部長を教育 ,I修部長に抜栖し、全科 lJl ll■ll勺 な国循レジデンシープログラムを共
施している。

《教育・臨床プログラム数》

21年度 : 28イロ
22年度 :28個
23年度  45個
(資料31)

2 レジデント・若手医師の育成推進
(1)レ ジデント アウォー ドを実施 (平成 24年 3月 12日 )
23年度のレジデント 専門修練医を対象とし「第 2回 レジデント・アウォー ドJ(平成 24年 3月 )を実施した。
これは臨斥研修において知識・手技・経験 工団iと して必要な基本姿勢と態度など、達成しな|すれ|ぎならない日I_mを
r■認するためのものである。 23年度の受賞者は 13名 。

(2)第 2回 レジデント・デーの開催 (7月 16日 )
NCVC現 役レジデント、専門修練医を拓き、各界の最先端で活躍中のレジデント出身医師に、自らの来し方、生
き様を語って頂き、レジデント スピリットをlll成することを目的にF「l催 した。全国の初期螂床研修医、学生の参加
も受入れした。

(3)平成 23年度第 1回テイーチング アウォー ド実施
レジデント・専門修練医への教育 研修の質を向上させるため、また指導 教育を行うスタッフのモチベーション
を高めるため 「第 1回ティーチング・アウォー ド」 (7月 16日 )を実施した。 23年度は 13名 を表彰した。

(4)若手医師への研究費配分による臨床研究の推進 (22年度20件 → 23年度22件 )

に開設した他施設に所属する看

護師向けの循環器病エキスパー

トナース育成コースを更に充実
させる。

若手医師に研究へのインセンティヴを与えるために22年度から _
開始した手法であるが、応募数に若手医師の意欲が反映している。
22年度 1課題抱 o  応募者20人 (100%)
23年度 :課題数 6  応募者 18人 (300%)

《レンジデント人数》
21年度 1101人
22年度 195人
23年度 [96人
《専門修練医人数》

21年度 :31人
22年度 :29人
23年度 :35人

3.EVAHEARTの 権込み手術 トレーニングを開始

我が国で薬事承認が完了したサンメディカル社の体内植込型補助人工心臓EVAHEART(平 成 23年 4月 より
保険収載)の販売開始前の平成23年 1月 より、動物を用いたEVAHEARTの 植込み手術 トレーニングを開始し
た 。
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23年度の
これは、研究開発 _■tt盤センターの トレーニングセンターが受話し、

が請けお うというスキームによるものである。

現在のところ我が国には、他に医療機関の外f4チーム全体が参加する規模 (通常、心臓外科区2～ 4名 、看護南F2
～4名 、臨床工学技± 2～ 4名、合計 5～ 10名 位のチーム)の VADの 1値込み手術 トレーニングを大型動物を用い
て行い得る施設は存在せず、今後同様の新規機器臨床応用前の トレーニングプログラムを行つていく点で重要な役割

を果たすこととなる。

ドレーニング開始以来、これまでに12施設 (23年度としては9施設 :全て植込み型VAD認定施設で多くが大
学病院)に対してトレーニングを行い、安全なVAD植込み・普及に貢献するとともに、当センターの外部資金獲得
にも貢献し得た。

4 看護師育成の推進
(1)国 立循環器病研究センター専門看護師 (CVEN)の 育成
循環器病専l・

IP看護領城において、熟練した看護技術 .知識を用いて看護実践でき、他の看護職員の教育 指導を行
い、看護の質の向上に寄与できる専門看護師として国立循環器病研究センター専門看護師 (CVEN)を 育成しており、
平成 23年度新たに 5/1■ を諮定者した。 (誌定研優 0時間、主催 :当 センター看護部)(資 l132)

(2)循環器病ニキスパー トナース育成ニース (1年 )を設定
平成 14年度より循環器看護のユキスパー トナース認定 ll度をつくり、循環器看護のェキスパー トナースの育成を

センター内の施行部署として研究r「 ノ、工臓イl部

行っている。 23年度で 125名 のエキスパー トナ ースを輩出した。 23年度から院内のみの育成ではなく、広(院 |

外においても循環器看護に従事する看護師を対象に循環器病エキスパートナース育成コース (1年)を設け、 lCU
に2名 を受け入れ、コース終了した。 こうした優秀な看護自「 たちが院内外の研修の講師として活服している。

(3)看護師実務者研修の開催
循環器疾患に対する基本的知識及び看護を学び、各所属施設の看護の質向上につなげることを目的として、大阪府

病院協会主1社で看護職員実務者研修を当センター図書館講堂で実施した。 (資料 33)

(4)研究休職制度の活用
研究休職制度を活用し、看護師が大学院で研究を学び、卒後国循で習得した知識・能力を還元できる人材を育成し

ている。 24年度研究休職訂1度活用し、進学者 1名。

(5)教育ラダーを作成
全病llPにおいて教育言1画を有し、教育する側もされる側も日標をlli,たにし、次のステップが見えるよう、教育ラダ
ーを作成した。

5 研究員の受賞等
①臨床研究部の北風政史部長が」ACCの 「Simon dabk Awrd fo■  outs tanding
ScholarshipJを 受賞した。

②分子生理部の西谷研究員が「,き臓 .神経系におけるカルシウムセンサー NCS-1の 多彩な機能の解明Jの研
究において、入澤彩記念女性生理学者奨励賞を受賞した。

③左心低形成症候群の術後の血液の流れをコンピューター上でill現することにより、左心低形成症候群の手llT術式

の良否を判別することに成功したことが評価され、循環動態常1御部の清水研究員が日本循環器学会第7回小児循

環器賞を受賞した。

④病態代謝部の山本ワ眈 員がシドニーで開
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威 計 画

(2)モデル的研修・講習の実施
循環器医療の均てん化推進を目

的として、センター外の医療従事

者等に対する1載種ごとの各種研

修を年 4回以上企画 実施する。

国立循環器病研究 タ

(2)モ デル的研修 .講習の実施
循環器医療の均てん |ヒ推進をH

的として、センター外の医療従事

者竿に対する職fIご との各種研

修を年4回以上企画・実施する。

― ト

oster AwardsJを 受賞した。

0吉多俊行流動研究員が 第84回 日本生 |ヒ学会大会で、鈴木紘―メモリアル賞 (優秀プレビンテーション賞)●
受賞した.受賞演題「血液凝』第 V 国子 I´ eiden 変異マウスの虚血性脳梗基に対する13_弱 17t l(9
月24日 )

C井本ひとみ非常勤研究員が、第84画日大生|ヒ学会大会で、鈴木紘―メモリアル賞 (優秀プレゼンテーション賞)
を受賞した。受賞演題「NDRG4は大膳皮質中のBDヽ F量をTE常に保ち、記憶学習能力の利Fi作用と虚uL性
脳卒中に対する脳保護作用を示す」 (9月 23日 )
⑦中山大輔非常勤研究員が、第 16回 日本病態プロテアーゼ学会学lh‐集会で、Young lnvestigat
or's Award of 」SPP 2011を 受賞した。受賞演題 「P47 5SttADAMT S 13の非
触媒領域の立体構造決定J(8月 27日 )
①井本ひとみ非常勤研究員が、第 9回血液 血管オルビスで、Young lnvestigator Awar
dポ スターセッション最優秀賞を受賞した。受賞演題「NDRG4久 損マウスは、大脳皮質BDNF量 の低下と
ともに、記憶学習能力の低下と局所脳虚血による梗塞巣の増大を示す」 (8月 20日 )
①坂野史明室員、井本ひとみ非常勤研究員、中山大輔非常勤研究員、松田泰幸日本学術振興会特別研究員、喜多俊
行流動研究員、光黒真菜技師、亀田幸花技師が XXIII cOngress Of thc lntern
ational SOciety On ThrombOsis and Haemostasis (lST
H2011, Kyoto)で 」STH Asian― Pacific Sch01arshipを 受賞した。(7
月 25～ 28日 )
⑩樋口 (江浦)由佳流動研究員が日立循環器病研究センター ,平成 23年度若手研究奨励賞を受賞した。受賞課題
「循環器病に関与する小胞体ストレス応答の分子メカニズムと生理的意義の解明」 (1月 21日 )

①若手研究者への研究費配分による臨床研究の推進 (22年度 11件 → 23年度 16件 )

6 講習会・資格取得者の状況
① i平成23年度臓器 組織提供に関する院内講習会Jを実施した。 (9月 21日 ) 図書館講堂
②心臓ノハビリに関する人材育成を積極的に行い、日本心臓リハビリテーション学会認定心臓リハビリテーション
指導士資格取得者を毎年輩出し、当センターからの資格取得者は医師・看護

"理
学療法士・臨床検査技師を含

め総計 30名 以上となつた。

(2)モデル的研修 .講習の実施
1 センター外の医療従事者に対する各種研修の実施
①第 2回サイコカルジオロジー研究会 (6月 3日 )
当センター精神科、国立精神 神経医療研究センター、日本循環器心身医学会との共催、サイコカルジオロジー
の発展とり鑽を目的に、当センターにおいて開催した。
OCNSに よる緩和ケアの抄議会の定期弓R催。
③ベストプラクティス賞発表会のFllllヒ (2月 j4日 )
0院外講師として看護lTがセミナー等に参加してぃる
⑤循環器診療に従事する医療従事者研修の実施 (独法以前は厚労省の依託で実施 l´ ていたところを、独法後も3さ
続き国循の事業として実施している。)
22年度 :43名→ 23年 :61名
⑥脳血管部門では、脳卒中医療の医療連携を推進するため、近降の開楽医、クリニックの先生をお招きして、第 1
回脳卒中連携セミナーを開催した。 (1月 29日 )
⑦補助人工心臓管理技術認定士を目指す他施設の臨床工学技士に対する研修を行った。
①千里循黙器セミナー (第 1回～ 10回 )

1面
平¨〓
ロ
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一言平価 一 ト

23年度の業
楽却l師 医療換気者

~           ~~~~―
¬対象 :Jヒ l・・地区の勤務医 .開業匡 .

|

⑨専門医療連携室効果講座 (第 18回 第19回)                            |
対象 :E・ 循専門医療連携室に登録のある区OF、 紹介実績のある力し設医師
lll第 18回 国立循環器病研究センター小 /F甜環器部夏季セミナー
対象 :全国若手循環器医師

①平成 23年度日本医師会生涯教育:「座を当センターにおいて実IL 7名 参加 (10月 20日 )
⑫平成 23年度循環器病従事者研修の実施 (診療放射線技師)(2月 6日 ～ 17日 )
他

(資料 34)
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国立循環器病研究センター評価シー ト

評 価 の 視 点 等 自己評定     ・  I    S 定評 S

■評価項目7■

人材育成に関する事項
(総合的な評定)

医師の人材脊成のため、指導力豊かな若手臨床部長を教育・研修部長に抜櫂し、全科横断的な
国循レジデンシープログラムを実施している。また、レジデント・専門修練医のコミュニケーシ

ョン促7_Lと ィンセンティヴ向上のため、レジデント デー、レジデント・アウォードを開催した。
レジデント 専門修練医への指導医に対してはティーチング・アウォー ドを創設し、教育 研
修の質とモチベーションの向上とを図っている。

若手研究者への研究費配分による臨床研究の推進も2年目を迎え、研究成果の評価に基づき課
題の継続若しくは中断を決定した。23年度はさらに2課題追加して若手の育成にtL力 している。
心臓移植・植込型補助人工′き臓等をはじめとした、循環器病領域の専門的知見を学会委員や大
学における講演の場で数多く発信し、当センターにおいても他の医療機関に所属する医療従事者
を対象とした職種毎の研修を実施した。
また、専門領域における看護師のスキルアップを図るため、国立循環器病研究センター専門看
護師(CVEN)の 育成に努め、23年度までに125名のこキスパー トナースを輩出しているが、
23年度からは院外に向けて 1年のCVENコ ースを設け、2名 を ICUに受け入れてコースを
終了した。

当センターの職員や着手医師のみならず、循環器痛医療に従事する者全体のスキルアップを図
るため、当センターに集積した診断 :き療 石護等のノウハウを積極的に教育 伝達 発信する
ことができた。

(委員会としての評定理由)
レジデント・専門修練医の志向に柔軟に対応しながら、循環器病領域の
高度な専PI性を獲得させるため、指導力豊かな若手臨床部長を教育・研修

担当部長に抜擢し、体市1を整備するとともに、従前のプログラムの内容を
関連する診療部門と協働して大幅に見直し検証をカロえ、23年度は43件
で、21年度比16倍 を適成したこと,ま高く評価する。

(各委員の評定理由)
・連携大学院の推進、若手の臨床研究への支援、教育研修プログラムなど
の対応を行った。
・当センターにない学位授与機能の補完のため、全国の諸大学と連携大学
院lll度の充実を図っていることはよいことである。
このセンターにとってリーダーとして活躍できる人材の育成と、若手医
師および看護師や研究員の養成が重要であり、その点での努力はなされて
きた。たとえば教育 臨床プログラムは22年度の28個 に比し、23年
度は45個のプログラムが組まれている。
E・lHEART埋め込み手術 トレーニングの実施は大変高く評/rできる.校
育 研究プログラノ、の数は年度で中期計画を上回って達成しており高くlT
tiできる。
・若手工師のために研究費配分による臨床研究の推進もよいことである。
教育 臨床プルグラム数を前年度より17件 (60%)多い45件実施し
たことなどリーダーとして活躍できる人材育成に努めているほか、センタ
ー外の医療従事者等に対する職種ごとの各種研修を前年度の倍の36回
開催するなどモデル的研修・講習の実施にも努めており、大いに評価でき
る。

リーダーとして活躍できる人材育成のための詣施策を実施した。
.教育 `臨床プログラム数が中期計画 (中期目標期間中に21年度比 1
5倍 )を上廻つた。
センター外の医療従事者等に対する職種ごとの研修も中期計画を大中

『
に

ヒ廻って実施した。
レジデントアウオー ド、ティーチングアオー ド、レジデントデー若手医
lTへ の研究費配分、CVEヽ育成、教育ラダー育成など具体自ち施策の実施、
多くのり「究員が数々の賞を受賞 lン た実績を評価する。

外冑|の医療従事者に対する研修も中期言1画を大きく上回って上げしてい
る点は大変高く評inlできる。

[数値目標]

○教育 臨床プログラム教Fついて、中期月標の
期間中に平成 21年度比 1 5倍

実績

レジデント・専llU咳癖医の志向に美J"に対応しつつ、循環器痛領域の高度な専門性を獲得
させるため、若手部長を教育り修 1」当部,長 として抜擢 し、体告1を整備するとともに、従前の

プログラムの内容を関連する診療部門と協働 して大幅に見 lr・ した。これらのプログラム改変
の効果に検証をカロえ、次年度以後はさらにきめ細かなプログラムを設定しその数を拡大した。

_° 1年 lt「 :28
22年度 :28
23年度 145
21年度比 1 6倍 を達成した。

[評価の視点]

○循環器病領域の研究・医療におけるリーダーと
して活躍できる人材を育成するため、医師、看護
師、薬剤所,、 検査技師、リハビリテーション技ll、

研究者等の育成を積極的に行っているか。

実績 10
医師の人材育成のため、レジデント・アウォー ドやレジデント デーを実施した。
看護士育成のために、循環器務 上のエキスパートナースの育成を行っている。 23年度で 12
5名のエキスパートナースを輩 tL I´ た。 23年度から院ノ」のみの育成ではなく、広く院外におぃ
ても循環器看護に従事する看護日Tを■象 |こ4明器病ニキスパー トナース育成コース (1年 )を設
け、 lCUに 2名 を受け入れ、コース終丁した。

[数値日標]

○センター外の医療従事者等に対する職種ごとの

各種研修を年 4回以上企画 実施

実績 :〇

センター外の医療従事者等に対する職種ごとの各種研修を年 36回 実施した。
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[評価の視点〕
〇センター外の医療従事者等に対する職種ごとの

各種研修を企画・実施しているか。

Jl」血管タト科のセミナーFTI催、各部門の公開;|1座 F胃催、医療政策として実施する研修等を実施 し

,ヒ。

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
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4医療の均てん化並びに情報の
収集及び発信に関する事項

センター及び都l_I府県における

中核的な医療機関間のネットワ
ークを構築し、高度先駆的医療の

普及及び医療の標準化に努める
こと。

4 Lr療の均てん化と情報の収
集 。発信に関する事項

(1)ネ ットフーク構築の推進
循環器病について、センターと都
道府県における中核的な医療機

関等とのネットワークを構築し、
相互の交流を通じて、高度先駆的
医療及び標準的医療等の普及を

図る。

4 医療の均てん化と情十レの収 14 医療の均て人′化と情報の収集 発信に関する事項
集 発信に関する事項
(1)ネ ットワークの構築●推進|(1)ネ ットワークの構築のhlil
循環器病について、センターと地1 1 脳卒中iL域連j劣ネットフークのltt築
域における中核的な医療機「Al等  1  起急性期から侵性期に至るまでの脳卒中地域連携のモデルケース構築を目指 l´て、大阪大学等と協力しつつ北摂地
とのネットワークをI■l築 し、相互1 域の医療 介護機関の連携

/1・

市1を編成し、病態に応した最適なケアを行えるネットワークを指稀した。

f暮晉亀謂甚藤≧勇|』慢T讐電『 1 2 豊能医療圏急性心F・噸 塞地域連携パスネットヮークの構築
大阪府豊能二次医療圏急性心筋梗基地域連携パス協議会に参面 lン 、急性心筋梗塞地域連携パスヮーキンググループ
座長を務め、座長施設として急性心筋便塞地域連携パスの構築・運営・追跡調査体請」を積極的に推進している 。

3 豊能医療圏域糖尿病クリティカルバス検討会議のネットヮークを構築
豊能医療圏域糖尿病クリティカルパス検討会議の主導メンバーとして、吹田・豊中 箕面 池田の各市域の中核病
院および医師会、歯 llttЁT会、薬剤師会とのネットワークを構築し、定期的な会合や電話・メール 書簡などでの連
絡により、循卵器病ハイリスク群である糖尿病の効果的な合,F症予防のための取り組みを地域で継続して行つた。

4 京都大学、大阪大学との連携強化
回循幹部と京都大学・大阪大学の医学部長及び病院長とが、国循に一堂に会して連携会議を持ち、産学官連りしの推
進のほか国循と大学FRでのり「究 医療 人材 i与成等幅広い協力関係を展5月 していくことを確認した。

5 連携大学院の充実
医師や医学研究者のキャリアパスの充実と当センターにない学位授与機能の神院 のため、新たに熊本大学、東北大
学との連携大学院協定を締結し、ネットワークの拡大と連携大学院市1度 の充実を果たした。

6 スマートフォンを用いたlk7急搬送情報伝達システムを開発
脳血管部門 (脳神経外科)では、消防防災科学技術推進制度及び循環器病研究開発費 (23-4-6)「 救急ll.送
の予後向上に向けた医療機関との情報の連結に関する研究Jの中で、スマ~ト フォンを用いた救急搬送情報伝達シス
テムを開発し、吹日消防との間で同システムを試行した。

7 循環器看護の均てん化
①l百環器病看護における看護実践能力並びに指導能力を高め、循環器看護の均てん化に貢献するスキルを学ばせる
市1度 (法人外向けCVEN(国 立循環器病研究センター専門看護師))を平成23年 1月 に創設し、23年度は
2名の看護師を1年間受け入れた。

②当センターに就職を希望する看護大学等に在籍する学生を対象に奨学金を貸与し、就学に専念することで優秀な
看護Br等の養成に寄与するとともに、卒業後一定期間当センターに組統勤務することで循環器看護の均てん化に
貢献できる制度を22年度に創設し、23年度は 20名 の看護学生に奨学金を貸与した。
(実績)

22年度奨学生   なし
23年度奨学生  20名
24年度奨学生  継続 7名  新規応募 12名 (未決定)

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
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循ニユ国 環 器 病 研 究セ ンター評価 シー
中  期 回 23年 度 計 画 平成 23

(2)情報の収集 発信
1 「国術 市民公開講座」の開催
広く社会に向けて循環器病予防等を啓発する政組みと t´て、年 4回国4占主催の 「国循 市民公開計座」を出|卜する
こととした。第 1回を24年 3月 11日 大阪の千里ライフサイエンスセンターで♭1催。第 1回のテーマ l■ i生活習慣
病の改善で循環器病を予防J。 第 1部で 7■健康チェック、生活習lll171相 談などを実施。第 2部では 「循嫌器病trlため
の生活習慣病の予防と治療」と題して、国循の医1,5名 が講演した。なお、申し込み時点で定員に達し、275名 が
参加した。

その他、多数の各部門主催の市民公開講座を開催している。

① 初彪卒中予防の秘けつと最新治療―あなたと家族を脳卒中から守るために一」 (7月 10日 )
② 「′き臓病の予防・治療 ,リ ハビリと運動療法 ―いきいきと生きるコツ](7月 18日 )
① 「′き筋梗塞の危険度 ―TAKE!AB1 2011」 FTl催 (9月 19日 )
① 「足の血圧で分かる脳、「一過性脳虚血発作 TIA」 (1月 14日 )
⑤ 「心l14リ ハビリテーション」 (2月 12日 )
⑥ 「,き筋症について知ろうJ(3月 8日 )

2 広報告の発行
忠者向け広報誌「こくじゅんi通信Jを年 4回発行した。毎号1万部を5し行し、2,000部を連携医療機関 開■1医
療1光開、 8,000部 を患者に1己布している。
①最l rrの脳卒中冶療 (vo1 3)
②生活習慣病 (vo1 4)
①心臓血管外科の最新治療 (vo1 5)
④心は血管内料の最新治療 (vo1 6)な ど。
また、広報誌をホームページからも開覧可能にした。

3 Webサ イトのリニューアル実施
①利用者がより情報を見やすく、探しやすくすると同時に、魅力的で情報発信力の高いホームページとするため、

内容とデザインをリニューアルした。その結果、PV(ページビュー)の増加に繋がった。
(月 平均)22年 /1 235,000PV→ 23年度 336,000PV
② 103独法を対象とした「公共機関ウェブクオリティ調査J(ア ライド・プレインズ (株)調)において、当
センターHPの評価が前年度「DJか ら「A― e」 に向上した。これは、国民生活センターに継ぐ2番目の評
価である。

③「lfJ環器病情報サービス」には、循環器病の原因や治療方法、予防、 日常生活の注意点、心肺蘇生術の方法な
ど、さまざまな情報を提供した。その結果、 '不墜脈とアプレーション治療J「怖い不整脈と怖くない不整脈」
「′b不全」は、月間6000PV以 上を集める人気コンテンツとなった。
④月々のアクセス状況を解IFし 、デザインや利便性等の向上に向けた必要な改善をlla時図つている。また、検索

サイトに効率的に表示されるよう、SEQ対策に取り組んでいる。
⑤手軽に利用できるよう携帯電話用サイ トを開設した。

4 ニュースレターの発行
報道機関や医療雑誌、一般週刊誌等のメディアを対象としたニュースレターを年4回発行し、センターの取組を紹
介した。 (資料 35)
①超急性期医療 (vol l)

産の活用 減塩食 (vo1 2)

(2)情報の収集 発信
医療従事者や患者・家族が行喋

'F病に関して信 1■のおける情報を

分かりやすく入手できるよう、広

く国内外の知見を収集、整理及び

評価し、ホームページ 広報誌
プレスリレーション 市民公開講
座の開催等を通じて、国民向け

医療機関向けに、科学的根lttに基

づく最新の診断 治療情報等の提

供を行 うとともに、医療に関する

技術援助、技術指導の要請に対応

する。

(2)情報の収 14・  発信
医療従事者や患者 家族が11環器

病に関して信頼のおける情報を

分かりやすく入手できるよう、広

く国内外の知見を収集、整理及び

評価し、ホームページ等を通じ

て、国民向け 医療機関向月に、
科学的根拠に基づく最新の診

断 治療情報等の提供を行うとと

もに、医療に関する技術援助、技

術指導の要請に対応する。

情報発信にあたっては、三療従事

者や患者 家族が循環器病に関し

て信頼のおける情報を分かりや

すく大手できるよう、国内外の循

環器病に関する知見を収集、整理

及び評価し、科学的根拠に基づく

診断及び治療法等について、国民

向け及び医療機関向けの情報提

供を行うこと。
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③吹田コホー ト研究 心リハ (v01 3)
0ペプチド タンパク質研究 (vo1 4)

5 報道関係者への対応、「国循 プレスセミナー」の開催
循環器病に関する知見や 科学1/J根拠に基づく診断法、治療法などについて広く国民に対して情報提供を行つてい
くために、積 I的なプレスリリースを実施した。 (23年度 41件 )。
さらに、報道関係者の循環器病に対する理解を深め、国循スタッフとの良好な関係を構築するため、報道関係者を
対象とした '国循 プレスセミナーJを開催した。
(特に反響が大きかったプレスリリース)

①夏の脳梗塞予防―脱水や夏かぜに注意 (6月 23日 )
②冬場は心筋梗塞による心停止が増加 (lo月 27日 )
③子どもの心臓拍動を調節する新しいタンパク質の発見  (7月 6月 )

6 国循減塩レシピの料理教室を開催
当センターの病院食は 普通食が 1日 6g未満の減塩食であるが、調理師・栄養士の倉1意工夫によって患者から「
美味しい」という評価をいただいてきた。その減塩レシピを社会に普及させるため、複数回の料理教室を開催し、 (
10月 1日 ,6日 ,3月 31日 )WEBを 利用した 「国循減塩レジピJの配信を企業と提携し行った。

7 遺伝性 (若年性)結合織疾患について詳演会を実施
23年度に、分子生物学部と血管外科は、他施設と共同で、稀であるが重篤な動脈病変をしばしは,卜 う遺伝性 (若
年lt)結合繊疾患について11月 と12月 の 2回 (東京ならびに大阪)、 患者向けに講演会を企画実施し、患者なら
びにその家族に情報を提供した。

8 東日本大震災被災地における循環器病予防対策
被災地での発症が懸念された「エコノミークラス症候群Jゃ 「たこつぼ型心筋症Jについて注意喚起を実施した
また、現地調査に基づき、高血圧症対策などの必要性を提言した (第 1回～第 3回 )。
さらに現地での循環器病予防啓発のための市民公開講座を実施した。 (11月 29日 ,2月 5日 ).

9 患者情報室・患者用図書室の開設
患者や家族の自己決定の支援等を目的とする「健康情報ひらば―ふじ―」を開設。医療情報リーフレットの提供や、
医学 ―股図書の開覧、インターネット禾

`用

端末の設置など、病院ボランティアの協力を得て運営した。

10 YouTube国 循チャンネルの開設
yOutubeに 国循チャンネルを開設 l´、市民公開講座等の動画配信を開始した。
http1//www youtube cOm/user/kOkuiunNCVC

ll モノ`イルサイトの開設
当センターの受診方法、受付III間 などを、携帯電話等で気軽に見られるようにした。

12 中学生の職業体験学習等の実施
①大阪府教育委員会が実施している中学生の職業体験学習 「ふれあい体験」で、地元中学校 2年生の生徒さん4
名が、当センターで医療の体験をした。 (9月 14日 ～ 15日 )
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目 標  1 中 期 計 画  1平 成 23年 度 計 画 平成 20年度の業務の実績

②中学生を対象とした脳卒中啓発授業を実践し、このような授業が恒常的に行われるよう吹田市医師会と協議し

ている。

③愛知教育大学1付属岡1'中学生生徒 3名 の訪閾」があり、 |′ とヽ臓移1亡 人工心臓Jと いうチーマで賃間を受けると
共に、意見交換を行った。 (5月 23日 )

13 その他の取り組み
①第 10回 日本頸部脳血管治療学会の展示スペースに当センターのブースを出展した。脳卒中医療の紹介Il子 (マ
ンガ)や 当院低塩分食の試食品を学会参力‖者へ提供した。
② 「心ガ市蘇生法のC、 A、 B」 をホームペ ージに掲載 tン 、平成 22年に新しく勧告された方法について情報発1言
した。

③「看護の日」イベントにて、市民に看護活動のアピールを実施した。また、各病棟から被災地への応援メッセ

ージを送つた。

④院内で、医師と看護師、栄養士など多職種が協同して、禁煙、生活習慣病予防法などの公開講座を実施した。

⑤滋賀県難病相談・支援センターにて患者団体を対象に肺高血圧症について啓蒙活動を行った。

③治験および治験以外の臨床研究の意義や仕組み、ルールなどを一般市民に啓発する目的で、ウェプサイト「臨

床すすむ !プロジェクト」を開設している,
⑦院内で定期的に

'治
験啓発キャンペーンJを行い、治験に関する情報提供を行った.

①モバイルテレメディシンシステムなどの救急体市1や知的資産部、 トレーニングセンターの紹介など、センター
の取組を発信した。
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評 価 の 視 点 等 自己評定        I    A A定評

■評価項目8■

医療の均てん化と情報の収集 発信に関する事項
(総合的な評定)
スマ~ト フォンを用いた救急搬送情報伝達システムの開発や、豊能医療圏域糖尿病クリティカ
ルパス検討会議の運営、北摂における脳卒中連携パスの中心施設となつて基幹病院から診療所・

介護施設に至るまでを組織化してネットワークを構築し、高度先駆的医療及び標準的医療の普及
を図つた。

また、広報誌・ニュースレター (報道機関 雑誌社向け)や ウェプサイトのリニューアルによ
り、ホームベージのPV(ページビュー)数は235,000か ら336,000に 上昇、超急性
期医療やペプチド・タンパク質研究など当センターの医療 研究への取り組みがメディアで取り
上げられる回数が激増するなど、情報の発信力を飛躍的に高めることができた。 (資料あり)

(委員会としての評定理由)
広報誌 ニュースレター (報道機酢 雑誌社向け)や ウェブサイ トのリ
ニューアルにより、ホ

ーームページのPV(ペー‐ジビュー)数は235,000か ら
386000に上昇、超急性期医療やベプチド タンパク質研究などセンター
の医療 研究への取り組みがメディアで取り上げられる回数が増加するな
ど、情報の発信力を飛躍的に高めることができたことは、評価する。

(各委員の評定理由)
・医療の均てん化の促進のためネットワークの構築が重要であり、種々の

循環器疾患の診断や治療の情報を提供してきた。

数々のネットワーク構築と連携強化、循環器看護の均てん化プログラム

実施、メディア、社会への情報発信とWEBク オリティの向上など具体的
施策を推進した。
・毎号一万部の広報誌発行、メディアヘの積極的な情報発信、大学との運
携強化、大規模な多施設共同症例登録研究の実施など大いに評価できる。
・地域連携ネットヮーク構築や大学との協力連携の推進、連携大学院の充
実など高く評価できる。
・広報誌の発行やニュースレターの発行、さらに webサイ トのリニューーア
ァレの実fLな ども意義がある:
市民計座の実施、広報誌の発行、HPの充実など広く社会に向けた情十R
発信を充実させたことは高く評7JIできる。

東日本大震災の被災地における循環器疾患の予防対策に関して貢献し
た。

[評価の視点]

○センターと都道府県における中核的な医療機関
等とのネットワークを構築し、高度先駆的医療及
び標準的医療等の普及を図つている力、

実績 :〇

スマ~ト フォンを用いた救急搬送情報伝達システムの開発や、豊能医療圏域糖尿病クリティカ
ルパス検討会議のネットヮークを構築し、高度先駆的医療及び標準的医療の普及を図った。

○広く国内外の知見を収集、整理及び評価し、ホ
ームページ等を通じて、国民向け・医療機関向け
に、科学的根拠に基づく最新の診断 治療情報等
の提供を行うとともに、医療に関する技術援助、

技術指導の要請に対応しているか。

実績 :〇

広く社会に向けて循環器病予防等を啓発する取澤ユみとして、年 4回の 「国循 市民公開講座J
をF・l性することとした。第 1回を24年 3月 11日 大販の千里ライフサイエンスセンターでFTl催。
第 1回のテーマは 性 活習慣病の改善●循拙 i■iセ 千防」。第 1部で,t健庚チェンク、生活習慣
病‐H談などを実施。第 2部では 「循鼻器病のための生活習慣病の予防と治療」と題 t´て、国循の

三自T5名 が講演した。

利用者がより情報を見やすく、探 t´やすくすると同時に、魅力的で情報発信力の高いホームペ

ージとするため、内容とデザインをメニューアルした。その結果、PV(ページビュー)の増カロ
に繋がつた。

(月 平均)22年 度 :235,000PV
23年度 :336,000PV

103独法を対象とした「公共機関ウエブクオリティ調査J(アライ ド ブレインズ (株 )調 )
において、当センターHPの i■価が前年度「D」 力・ら「A― e」 に向上した。これは、国民生活
センターに継ぐ2番 目の評価である。

報道機関や医療雑誌、一般過干」誌等のメデ |ア を対象としたニュースレターを年 4回発行した。
C超急性拙医療 (vol l)
0'11ウ資産の活用 .減塩食 (vo1 2)
●吹 F・ コホー 研`究 心リハ (vo1 3)
Cペプチド タンパク質り千九 (ヽ (,1 4)

患者向り広報誌 「こくじゅん通信」を年4回発行した。広報誌をホームページからも開覧可能
にした。毎号 1万部、約2,00Cヶ 所の開業医等に配布している。

-78- 評価項目8



1面評タ究研病器環循ユエ国

5 国への政策提言に関する事項
循環器病に関するIT究・開発を推

進する中で明らかとなった課題

の解決策等について、科学的見地

から専門的提言を行う。

5 国への政策提言に関する事項
循環器病に関するF」F究 .Fl発 を推

進する中で明らかとなった課題

の解決策等について、科学nt見地

から専門的提言を行う。具体的に

は、高血圧、侵性腎障害、動脈便

化等にかかる診療ガイ ドライン

を作成するとともに、循嫌器救

急、心臓移植、脳卒中医療、リハ

ビリテーシヨン、地域連携パス等

について提言を行 う。

循環器学会「QT延長症候群 (先天性・二次性)と Brugnda症 候群の診療に関するガイ ドライン2011年 度
改訂版作成班」の協力員として、同疾患のガイ ドラインを作成中である。

②Hiroyuki Yokoyama  Clla p t e r Cdllab
borations o ll the worksheets  2010
sensuS on Cardiopulmonary Resuscit
cy Cardiovascular Care Science Wit
rrle n d a t i or,s 「Part 9: Acute Coronary
atiOn  2010,122:S422-S465

(2)国内ガイ ドラインの作成
①日本術環器学会循環器病の診断と治療に■するガイ ドライン (『1蝶器領域における末川医療への提言」)の ll

成において、心l故 lL管 Fll科匡向iが班員 協力員として参力‖した。 (班員 1無Ij臨床tf査部長、 協力員 1横 ,1二■
安全管理部長)

②拡張型心筋症ならびに関連する二次性心1方 l.の診療に関するガイドライン (2011改 定版)の作成に 鎌倉臨
床検査部長が班員として参加した。

③臨床心臓電気生理検査に関するガイ ドライン (2011改 定版)の作成に、鎌倉臨床検査部長が参カロした。
①急l・I心不全治療ガイ ドライン (2011年 改訂版)の作成に、北風臨床研究部長・安斉心臓血管内科部長 ●寅山
医療安全管理部長が参カロした。

⑤循環器領域におりる性差医療に関するガイドラインの作成に、安田心臓血管内科部門長が参加した。

⑥臨床研究 治験推進部は、PMDAが 設置した治験におけるデータモニタリング委員会のガイ ドライン作成のた
めの委員会に参加した。

(3)退職1方上に関する提言
脳血管部門 lF音 1申経外科)では、 「包括的カビ卒中センターの整備に向りた1晋卒中の牧急医療の研究」の中で 米邦
の専ull医釘iをす]象とした大規模なlll務状況と疲労度調査を行い、脳卒中医ITの燃え尽き症候群の頻度、危険因子を報

告し、地方で進む燃え尽き、立ち去り型の■殺を防上するための方策を提言した。

(4)t― PA静 71療法に関する提言
t― PA静注療法は脳梗塞を発liし てから3時間以内の患者さんに使用可能な冶療であるが、脳使基発力[31寺 間を
過ぎても、専F月施設でしつかりとした初期治疲を始めることが重要であることを提言した。海外では発症 3時間えビ4

5時間以内の患者への本治療の施行が推奨されており、わが国でも治療開始可能F・f間を延長するよう、関連学会 (日

本脳卒中学会)を介して厚労省に意見提出した。現在この件に関して厚労省での審議が行われているが、延長が承認
された場合に適応拡大される患者を対象とした適正な治療指針に関する緊急声明案を、当施設が事務局となって

ll‐成

した。この開始可能時間延長問題を含めて近年の医療事情に添つた「アルテプラーゼ静l・療法適正治療指針Jの改定
稿 (前日稿は2005年 に作成)を、同じく当施設が事務局となって作成作業を行つている。

ｏ

ｒ

ｎ

ｅ

ｄ

ａ

ｔ

ｉ

Ｔ

ｙ

ｒ
　
ｎ
　
ｔ
・
　
　
　
ｏ
０
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5国への政策提言に関する事項
医療政策をより強岡な科学的根

拠に基づき、かつ、医療現場の実

態に即したものにするため、科学

的見地から専門的提言を行うこ

と。
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研 究 セ ン ター評価 シー病器環循ニユ国
中 期 目 中 期 計 画  1平 成 23年 度 計 平成 23

(5)一過性脳虚血発 ll・ に関するマニュアフレの作成
厚生労ltl科学研究費「一過性脳虚血発作  (TIA) の診断基準の再検討,ならびにわが国の医療環境に員Jした
適切な診断 .治療システムの確立に関するIT究」の研究成果に基づき、一過性脳虚血発作の診断′治療に関するマニ
ュアルを作成i卜である。

(6)臨床現場での実情と乖離が苦しかった添付文書記載内容の修正
「脳出血超急性期のニカルジピン静注による降圧療法」は、LTJ内 添付文書上禁忌とされながら、臨床現場では坂用

| され海外ガイ ドラインでも推奨されており、矛盾が大きかつた。当センターを中心に厚生労働科学研究費 「わが国に
おける脳卒中再発予防のための急性期内科治療戦略の確立に関する研究」 (H20-循環器等 (生習)―一般-01
9)で全国アンケー ト調査等を行い、それらの資料を基に、関連学会 (日 本脳卒中学会、脳llF経外科学会、高血圧学
会)を介して厚労省に意見提出した。平成23年 6月 に、この事項は禁忌ll■ 目から外された。

(7)抗凝固薬服用下での重rI出血事故に対するプロトロンビン複合体製剤を用いた緊急中和治療の提言
近年国内で承認された新規抗凝固薬によって出血事故が起こつた場合の緊急中和治療法は、定まっていない。当セ
ンターを中心に厚生労働科学研究費「急性期脳卒中への内科複合治療の確立に関する研究J(H23-循 環器等 (生
習)一一般-010)で は、プロトロンビン複合体製剤を用いた緊急中和治療を提言し、国内啓発を行つた。また従
来抗凝固薬ワルファリンでの出血事故に対するプロトロンビン被合体治療の保険適応を求める意見提言を、F■l連学会
(日 本Л遇卒中学会等)を介して厚生労働省に行い、新規プロトロンビン複合体を用いた治療模索への道を開いた。

(8)lJ卒中医療のありかたについての政策提言
鰤 管馴 脚 跡 神 」よ 駐 剤 省帯 研穀 噛 螂 卒Ⅲヒ

χ角函突警憶県軍こ像り方|,た [賢「 |

に関する研究|(22-′さ筋―一般-001)・‐l研究成果に基づき、我が[¢
ての政策提言を行つた。

(9)食塩11限についての提言
高血圧の管理と循環器病の予防に重要な食塩ホ1限について、日本高血圧学会減塩委員会委員長として官公庁への提
言を行うとともに、医療従事者や一月1人への啓発活動を行った。

(10)低体温療法に関する政策提言に貢献
救急医療において、厚生科学研究費により院内心停止と蘇生症候群に対する低体温療法に関する多施設共同発症登
録の事務局を務め、それぞれ研究成果を英文論文等で国内外に発信し、科学的根拠に基づくガイドラン作成に貢献す
ることにより、政策提言に貢献した。

(11)東 日本大震災校災地での循環器病対策提言 (第 1回～第3回 )
①高血圧症対策の推進と中 小病院から診療所の循環器病診療体制の整備を提言した。 (5月 24日 )

__糖尿病対策の推進と保健衛生観点でのケアについて提言を行 ⊃́た。 (7月 1日 )

③仮設住宅における「食」の問題と循興器病対策について、「食Jと 「こころ」の問題解決に役立つ仕組みの構
築について、それぞれ提言を行った。 (9月 7日 )
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6 その也我が国の医療政策の推
進等に関する事項

(1)公衆術生上の重大な危害ヘ

の対応

国の要請に応じて、国内外の公衆

衛生上重大な危害が発生し又は

発生 1´ ようと1ンている場合には、

循環器病に関する範囲内にて、可

能な限りl~E切な対応を行う。

(2)国際貢献
国際学会への相聘や、海外からの

研修の受け入れ等、循環器疾忠の

分野で大きく国際貢献する人数

を中期日標の期間中で200人
以上とするなど、我が国の中核的

機関として求められる国際貢献

をイテう。

国立循環器病

6 その他我が国の医療政策のIIf
進等に関する事項

(1)公衆衛生上の重大な危害ヘ

の対応

国の要請に応じて、国内外の公衆

衛生上重大な危害が発生 l´又は

発生しようとしている場合には、

循環器病に関する範囲内にて、可

能な限り適切な対応を行う。

(2)国際貢献
国際学会への招聘や、海外からの

研修の受け入れ等、循環器疾患の

分野で大きく国際貢献する人数

を年40人以上とするなど、我が
国の中核的機関として求められ

る国際貢献を行う。

6 その他我が国の医療政策のJ■進等に関する事項
(1)公衆衛/1し の重大な危害への対応
東日本大震災に対する支援

(1)就労の場を失った彼災者の方の就職支援
医療従事者の募集を行った。募共対象は、,に 日本大震災により就Itllbl定を取り,(さ れた与́や、技災したことでit業

ができなくなつた方で、看護宮F、 業斉い「、診療放)1線技師等の医療従事者。募集人員は看脚 T lt産出iは、枠を11け
ずできる限り多くの方を募集、その他の医療従事者は若千名の募集とした。現在の職場に籍を置いたままでの在籍出

向 (期限 任期付き等)も対応可能とした。

(2)東 日本大震災の現地調査チーム派遣 (第一次)
現地調査チームは、医師2名 (心臓血管内科医師 1名 、脳血管内科医師 1名 )、 薬剤師 1名 、看護隋 名、事務 1

名の 5名 で、被災地における中長期的な循環器病対策を立案するための情報収集と、循員器病対策の「.k発 を目的とし

た。 (4月 19日 ～22日 )

(3)東 日本大震災の現地調査チーム派遣 (第二次)
岩手県における震災 .巨大津波被災後の長期的な循環器疾患 (心血管疾患、脳血管疾患)対策を立案するためのll
報収集と 循環器病対策の啓発を目的とする第 2次現地調査チーム3名 (医師2名 、研究員 1名 )を派遣し、岩手県
庁、県栄養」二会、岩手IFF Tl大 学、被災地の診療所などを訪問して、被災地域での食生活や循費器医療提供体枷1の問題

点などについて、現地調査を行った。 (7月 19日 ～21日 )

(4)市民公 ‖il庄の淵llt
①岩手市において減塩を啓発するイベントを着手県栄養士会 と共/ttし、 FT・l循減塩弁当の提供を行った。 (11月 2
9日 )

②束日本大震災の被災ttで ある岩手県官古市において、岩手県栄養士会、岩手医科大学との共催で、循環器満予防

のための市民公開講座を実施した (2月 5日 )

(5)東 日本大震災支援対策本部会議
病院長を本部長とする東日本大震災支援対策本部を設置し、平成23年 3月 15日 から平成 24年 2月 15日 にか
けて計 33回 の会議を開催し、センター全体で支援内容の検討 決定を行つた。

(6)情報発信
東日本大震災に対する支援内容、提言としての被災地における循環器病対策、減塩 .循環器病予防プロジェクトな

どをホームベージにアップするとともに冊子にとりまとめ、行政機関を含む関係機関 (800件 )に配布を行つた。

(2)国際貢献
1 国際貢献の人数
①海外からの研修の受入 41人
②脳血管内科は、平成 23年 に28編 の国際学会発表を行った。とくにシンポジウム発表とlンて、第 1回アジア人

平洋脳卒中会議 (ス リランカ)や第 5回 日韓脳卒中学会 (慶州)、 第 24回 香港神経学会でいずれもわが国の脳 |

梗塞急性期治療を招請講演した。

③Fan Xinping医 師 (北京市、中国)を武田科学振興財団の外国人留学研究者として受け入れた。
0脳神経外科は、中国から脳神経外科医 (北京中日友好病院在籍)を財団法人日中医学協会の留学生として受け
入れた。脳血管内科では、中日友好病院 (北京)からしiu wei,Woi Kuぃ の 2名 の研修医師を受け入れた。その

6そ の他我が国の医療政策の推
ir等に関する事項

(1)公衆衛生上の重大な危害ヘ

の対応

公衆衛生上重大な危害が発生し

又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、i■・速かつ

適切な対応を行うこと。

(2)国際貢献
我が国における循環器病に対す

る中核的機関として、その特性に

応じた国際貢献を行うこと。
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研 究 セ ン ター評価 シー病器環循ニユ国
中 期 目 標 期 計 画  1平 成 23年 度 計 日 平成23年度

他にもアジア各国 (中国中日友好病院、韓E延世大学)よ り留学生を受け入れることで、脳血管外科治療の最
新の治療技術の普及に貢献した。

O脳血管部Pl(脳神経外科)では、BMIN&PET ll' conference、 the ll・ `WFITIN 2011な どの国際学会に参加
し、もやもや病の術後合併症の 1つである過濯流症侯群の本態に関する PE「 を用いた研究成果の発着を行つた。
0シンガポールrl学技 llf研究庁長官の研究所訪間
シンガポール科学技術研究庁のリム チ_ア ン ,ポー長官他7名 が研究〕:を訪問した。研究開発基盤センター
長によう当センターの研究1月発プロジェクトについての説明や、研究所人工臓器部及び画像診LF医 学部を見学
した。

※海外の学会に参加 tン、自らも発表した人数を抽出

2 脂質標準化事業の推進
CDC(Center fOr Disease Control and Prevention,米 国疾病対策
予防センター)を中心に運営されているCRMLN(US Cholcsterol Reference Met
hod LaboratOry Network, 国際脂質標準化ネットヮーク)に 、日本で唯一参加していた大阪
府立成人病センター脂質基準分tFr宝を国循の脂質標準化事業として31き継ぐ準備をおこなつた。 24年度から事業を
β‖

“

台している。

3 心臓リハピリテーションに関する国際シンポジウムを企画・開催
第 17回 日本心臓リハビリテーション学会学術集会  (7月 16～ 17日 )において、心臓リハビリテーシヨンに
関する国際シンポジウムを企画 開催した。米 F■」 ドイツ イタリアから4名 の心臓リハビリ専門家を招致し、相互
の情報交換を行い、国際貢献に大いに寄与した。

4 米国NIH助成による国際共同試験 (ATACH II)へ の国内多数施設の中核施設として研究参加
脳出血超急性期の適t」な降圧療法を探究する、NIHの助成による多施設共同第 III相試験ATACH― II
(」 nゝtihypertensive ■reatment Of △ Cute ≦≧erebral liemO r r
hage-11)に わが国の多数施設が参加するよう、当施設が中心となって 2008年 以降少しずつ準備を進めた。
平成 23年に正式にNIHと 契約し、国内17施設の参加が決まつた。豊田 (脳血管内科)、 山本 (先進医療 治験
推進部)力 日ゞ本側主任研究者となり、米国側研究者との会合にも出席した。年度内に国内症例登録を開始した。少な

くともこの数年では、NIHのりJJ成を受け日本が参加した唯―の循環器疾患の医師主導国際共同試験と考える。

5 多数の国際共同試験への日本参加の調整
上記のATACH II以 外にも、複数の医自1主導型国際共同試験への参加を求められ P,本の窓[と L′て交渉に
あたった。とくに平成23年度には、脳梗塞超志lL期の血栓溶解療法の治療 ,■能時間の延長を目指す多化設共同月 I
I11■言tttE X T E N D (Extending the t ilne for ■ hrombolysis in
■mergency ユ eurOtogical ュ efiCitS)、 同血社溶解療法の適正用量と治療中の適正
血lIレベルを調べる多施設共同第 111相試験ENCHANTED (Enhancod Cont■ ol of
Hypertensiol■  and Thrombolysis StrOke Study)の 2試験 (こ つい (

評価項目9



循ニユ国 環 器 病 研 究 セ ンター評 価 シー
中 期 目 標  1 中 期 計 画  1平 成 23年 度 計 画 平成23年度

外の主任研究者と面談を行い、

ための高度医療申詰を行った。

試験参加の道を模索 tンたo EXTENDに ついては国内参加施設の選定や試験実施の

6 研究者主導国際共同臨床試験の中核施設として企画・運営を行うための基盤整備
脳血管内科や先進医療 治験推i■部を中心に、年井ii病研究‖陽 費「i滝 市管i質域におけるL防1共「1臨床3titc,411
運営のための基盤卑b備」のけけじを進め、 F胎試験を今後も日本が広く受 |テ容1■るための当,こ設の統括機「

t・ 悲日1■能
の強化に努めた。

7 英文学術誌の編集への貢献
当センター脳血管内科部長が米国心臓学会 (A‐ erican Heart Associationi Ar,A)
機関誌Strokeの 編集長補佐 (assistant edi tor)と して、平成 23年度に 11編の論文の採
否を決定した。また、副院長とともに多くの海外学術誌のeditorial bOardに 加わり、脳血管内科全

体で上記 11編 を含めてStroke誌 66編を始め、合計142編の英文論文の査読を行った。

8.国際学会運営への参加
当センター脳血管内科部長が 欧州脳卒中会議の学術委員とl´ て日本人で

'世
一 (ア ジア人として2名 のうちの1名 )

参加し、欧州脳卒中会議 (リ スボン)の企画連甘に参画した。また、静1院長は第 2回アジア太平洋脳卒中会議 (東京)
の事務総長として、学会開1を準備を進めている。
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国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト

評 価 の 視 点 等 自己評定        I    A 評  定 A

■評価項目9日

国への政策提言に関する事項

その他我が国の医療政策の推進等に関

する事項

(総合的な評定)

ι―PAや脳卒中救急医療、低体温康法に関するものなど専門性の高い提言を行う一方、食塩
制限や東日本大震災被災地での循環器病対策への提言など、国民ひとりひとりが理解 l´やすい提

言を実施した。符に食塩の制限 (減塩)については、国民的な課題と位置づけ当センターのミッ
ションとして取り組みを

'台

めた。

公衆衛生上の重大な危害への対応として、東日本大震災に関して現地調査チームの派遣や現地
での市民公開講座の実施、被災で職を失つた医療従事者の就職支援等を行った。

国際貢献としては、海外でのシンポジウムで積極的に講演を行うとともに、海外からの研修を
受け入れて交流を進めてきており、政策提言とともに積極的な活動を行った。

(委員会としての評定理由)
公衆衛生上の重大な危害への対応とtンて、東日本大震災に関して現地調
査チームの派遣や現地での市民公開講座の実施、被災で職を失つた医療従

事者の就職支援等を行つた。

以上の実績と取り組みについて評価する。

(各委員の評定理由)
・被災地での活動や国際貢献は評価できる。
・東日本大震災の現地調査員を派遣したり、市民講座を開催して、特別な
貢献があった。
・東南アジア等の諸外国からの研究員の受け入れは評価できる。
・国内外のガイ ドライン作成への貢献、tPA性静注治療、プロトロビン
複合体製剤の緊急中和治療などへの提言、国際貢献活動の大幅進展につい
て評価するとともに、東日本大震災への支援活動に対しても評価する。
・東日本大震災被災地支援を継続的におこなっている点は高く評価でき
る。

海外からの研修受け入れについて、計画を上回つて達成している点は評
価できる。
・不整llFt等に関する国際ガイ ドラインの作成に当センターの医師が参加し
たはか、国内にぉける循環器疾患の色々なガイ ドラインの作成に参加され
てきた。

脳梗塞の治療における t PA静注療法や食塩制限に関する提言を行った
り、一過性脳虚血に対するマニュアル作成などは評価できる。
日本高血圧学会と連携した減塩プロジェクト稚を、米 cDC認定の血情脂
賃rAl定標準化事業を世界 10施設の中の 1施設としてセンター～内に設置し
たなどの国際貢献、国への政策提言など大いに評価できる。
・国内外のガイドラインの作成に参加し、科学的知見に基づく政策に寄与
したことは高く評価できる。厚生科学研究や政府の審議会を通じ国への政
策提言をおこなったことは高く評価できる。

[評価の視点]

○循環器病に関する研究 開発を推進する中で明
らかとなった課題の解決策等について、科学的見
地から専門的提言を行っているか。

実績 :〇

脳血管部門 0と神経外科)では、「包括的脳卒中センターの整備に向けた脳卒中の救急医療の
研究|(研究代表者 :飯原弘二)の中で、本邦の専門医師を対象とした大規模な勤務状況と疲労
度調査を行い、脳卒中医師の燃え尽き症候IIIの頻度、危険因子を報告し、地方で進む燃え尽き、
立ち去り型の退職を防止するための方策を提言した。
t― PA静注療法は脳梗塞を発症してから3 nt間以内の患者さんに使用可能な治療であるが、
脳梗塞発l.L3時間を過ぎても、専門施設でしっかりとした初期治療を始めることが重要であるこ

とを提言した。

厚生労働省科学研究費 r包括的脳卒中センターの整備に向けた脳卒中の枚急医療に関する研究」
の研究成果に基づき、我が国のあるべき脳率中[l17のありかたについての政策提言を行った。

○国の要請に応じて、国内外の公衆衛生上重大な

危害が発生し又は発生しようとしている場合に

は、循環器病に関する範囲内にて、可能な限り適

切な対応を行っているか。

実績 :O
東日本大震災に対する支援を行った。

医療従事者の募集を行った。募集対象は、東日本人震災により就職内定を取り消された方や、

被災したことで就業ができなくなった方で、看護師、薬斉1師、診療放射線技師等の医療従事者。
募集人員は看護師・助産師は、枠を設けずできる限り多くの方を募集、その他の医療従事者は若

千名の募集とした。現在の職場に籍を置いたままでの在籍出向 (期限 任期付き等)も対応可能
とした。

東日本大震災の現地調査チームを派遣した (第一次)。 現地調査チームは、医師 2名 ←心臓
血管内科医師 1名 、脳血管内科医師 1名 )、 業剤師 1名 、看護師 1名 、事務 1名の 5名 で、被災

地における中長期的な循環器 r●
‐
対策を立案するための情報収集と、循環器病対策の啓発を目的と

した。 (4月 19日 ～ 22日 )

東日本大震災の現地調査チームを派遣した (第二次)。 岩手県における震災・巨大津波被災後
の長期的な循現器疾患 (,さ血管疾患、脳JJ管疾患)対策を立案するための情報収集と、循環器病
対策の啓発を目的とする第2次現lt面在チーム3名 (工師2名 、研究員 1名 )を 派遣し、岩手県
庁、県栄養士会、岩手医「1大学 破災地の影」療ヨfな どを訪問して、被災lL域での食生活や循環器
L療提供 |ヽ制の間E点などについて、現地調査を行つた。 (7月 J9日 ～ 21日 )
市民公Dlil座を次の通り鵬催 iン た。①岩手市において減塩を啓発するイベントを岩手県栄養士

会と共催し、国循減塩弁当の提供を行つた。 (11月 29日 )②東日本大震災の被災地である岩
手県宮古市において、岩手県栄養士会、岩手医fl大学との共催で、循環器病予防のための市民公

開言‖座を実施した (2月 5日 )

東日本大鷲災被災地での循鼻器病対策FL言を次の通り行った。①高血圧症対策の推進と中・小
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病院から診療所の循環器病診療体制の整備を提言した。 (5月 24日 )②糖尿病対策の推進と保
健衛生観点でのケアについて提言を行った。 (7月 1日 )③仮設住宅における「食」の問題と循
現器病対策について、「食」と「こころJの問題解決に役立つ仕組みの構築について、それぞれ
提言を行った。 (9月 7日 )

[数値目標]

〇循環器疾患の分野で大きく国際貢献する人数を

中期日標の期間中で200本以上

実績 :〇

国際貢献の人数の合計  (海外の学会に参力|し、自らも発表した人数)
22年度 96人
23年度 187人
合計283人 となり、目標を達成した。

[評価の視点]

0我が国における循環器に対する中核的機関とし
て求められる国際貢献を行つているか。

実績 :〇

第 17回 日本心臓リハビリテーシヨン学会学術 rl.会  において、心臓リハビリテーションに開
する国際シンポジウムを企画 `酬

`‖

した。共ロ ドイツ イタリアから4名の心はリハビリ専Pl
家を1召致し、相互の情報交換を行い、国際貢状に大いに寄与した。

1肖出血超急{生期の適切な降圧療法を探究する、NIHの助成による多lL設共同第 III相試
験ATACH― ll (▲ ntihypertensive ttrCattnent of
Acute ferebral ttemOrr hage― II)にわが国の多数施設が参カロす
るよう、当施設が中心となって2008年 以降少しずつ準備を進めた。平成 23年に正式にN
lHと 契約し、国内 17施設の参加が決まった。豊田 (脳血管内科)、 山本 (先進工療 `治験
推進部)が 日本側主任研究者となり、米国lul研究者との会合にも出席した。年度内に国内症ワ|
登録を開始した。少なくともこの数年では、NIHの助成を受け日本が参加した唯一の循環器
疾患の医師主導国際共同試験と考える。

上記のATACH II以 外にも、複数の医自F主導型国際共同試験 のヽ参加を求められ、日
本の窓口として交渉にあたつた。とくに平成23年度には、脳梗基超急性期の血栓溶解療法の
治療可能時間の延長を目指す多施設共同第 III相試験EXTEND (E二 tending
the time fOr ェ h■ o"bOlysis in flmcrgenc】 r

工 Cur010gical ュ cF,cits) 同血栓溶解療法の適正月量と治来中の適 iF
血圧レベルを調べる多lt設共同第 II〕 IE試験ENCHANTED (Lnhanced
Coln t r o l of Hypcrtension and Thrombol,sis
Stroke Stud,)の 2試験1■ついて海外の主任研究者と面談を行い、試験参加の道

を模索した。EXTENDに ついては国内参加施設の選定や試験実施のための高度医療中請を
行つた。

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
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国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
1   中 期 目 欅   1   中 期 計 画   1 平 成 23年 度 計 画 1                 平成23年度の集書の実績                 |
第 3 業務運営の効率化に関す 1第 2 業務運営の効率化に関す 1第 2 業務運営の効率|ヒに関す 1第 2 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置
る事項            |る 日標を達成するために取るべ |る 日標を達成するために取るベ

き措置            |き 措置

1 効率的な業務運営に関する事11 効率的な業務運営に関する事 1 効率的な業務運営に|ガ rるキ11 効率的な業務運営にF.Bす る事項
項            1項 項

(1)効率的な業務運営体キ|
(1)効率的な業務運営体制

業務の質の向上及びガバナンス |(1)効率的な業務l■営体幸」
の強化を目指し、かつ、効率的な|セィターと:´ての使命を果たす |
業務運営体制とするため、定期H」 に とができるよう組織 lt・ の企画

に事務及び事業の評価を行い、役 1立案、調整、分析機能を高めると

割分担の明確化及び職員の適正 |と もに、人的・物的資源を有効に

配置等を通し、弾力的な組織の再1活用し、ガバナンスの31化を目指

編及び構築を行うこと。    |し た体制を構築する。

さらにセンターの使命に応じて、
総人件費については、センターの|よ り効率的に成果を生み出せる

果たすべき役割の重要性を踏ま |よ う、各部門の再編を行う。

えつつ、簡素で効率的な政府を実1総人件費については、センターの

現するための行政改革の推進に 1果たすべき役割の重要性を踏ま

関する法律 (平成 18年法律第 41えつつ、簡素で効率的な政府を実
7号 )や「経済財政運営と構造改 1現するための行政改革の推進に

革に関する基本方,+2006」 1関する法律 (平成 18年法律第4
(平成 18年 7月 7日 閣議決定)7号)に基づき平成 22年度にお
に基づいて人件費改革に取り組 |いて 1%以 ヒを基本とする削減
むとともに、給与水準に関して国|に取り組み、「経済財|‐t運営と構
民の理解が十分得られるよう必 1造改革に関する基本方針 200
要な説明や評価を受けるものと 16J(平成 18年 7月 7日 閣議決
すること。 定)に基づき、人伴費改革の取組

を平成 23年度まで継続すると
|と もに、給与水準に関して国民の

その際、併せて、医療法 (昭和 21理解が十分得られるよう必要な

3年法律第 205号 )及び診療報1説明や評価を受けるものとする。
酬上の人員基準に沿つた対応を |その際、俳せて、医療法 (昭和 2

行うことはもとより、国の市」度の13年法律第205号 )及び診療報
創設や改正に伴 う人材確保も含 1酬上の人員基準に沿った対応を

め高度先駆的医療の推進のため 1行 うことはもとより、国の制度の

の対応や医療安全を確保するた 1創設や改正に伴う人材確保も含

めの適切な取組を行うこと。  |め 高度先駆的医療の推進のため

また、独立行政法人に占する制度19】壇]辱霞意[各琴Fす
るた

の見直しの状況を踏まえ適切な |また、独立行政法人に関する制度
の見直しの状況を踏まえ適切な

取組を行 う。

取組を行 うこと。
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1面評タンセ究研病器環循ニユ国

①副院長複数帯1の導入

特命事項を担うこ1院長の設置を

可能とするとともに、日1院長の役

割1と 院内での位置付けを明確化

する

②事務部Flの改革

事務部門については、配置を見直

し、効率的 効果的な運営ll・市1と
する。

①ヨ1院長複数制の導入

平成22年 4月 より副1院長複数
■1を導入した。

②事務部門の改革

事務部Flについては、平成22年
4月 より組織を見直し、効率的・

効果的な運営体制とした.今後
も、さらなる改善を目指して、見

直し作業を継続する。

①副院長複数れの導入
平成 22年 4月 より副院長複数市1を導入 1ン、 1名 から2名 に変更。 1名 は医療安全、地域連携、病rlk管理、放射旗
科、臨床検査科などの中央診療部門を、もう1名 は心臓血管内科部門、心臓血管外科部門、脳血管部門などの専「1診

療部門を統括するように役割分7‐nを明確化している。平成 23年 6月 には、中央系部F月の組織を見直し、中l●診療部
門を内科系と外科系に三分するとともに 新に中央管理部門と中央支援部Flを設置し、副院長 2名 の責に体‖|を更に
明確化した。

②事務部門の改革

1 企画経営課とは事室の連携強化
企画経営課と医事室の連妨を強化し効率的 .効果的な運営を行うため、事務部門のIEI織を見直した。企画経営課に

企画調整室長を設置し医事室長が併任、企画調整係長が医事係長を俳任、更に医療情報部との連携強イヒのため医療1青

報分ll「専門職を設置し、医療イオ報運用管理専門職が併任することとした。 (発令は平成 24年 4月 1日 )

2 事務当直業務の廃上
電話交換委・t業務の拡大と、 F・務業務の見,直 しにより平成 23年 11月 から事務当直業務を流止 1ンた。職員のlLうに
対策を1■進するとともに、宿目直手当を約 300万円削減することができた。

①総合入院センターの設置

従前は入院手続きを事務窓日と病棟とに分散して行い、患者情報(基本情報 既往歴嚇 参薬情幸1等 )の共有に問題を抱え

ていたが、総合入院センターを設置して、入院手続きから説明、紹介情報の電子カルテシステムヘの読み込みまでを一元的に

することで、情報の共有を高めることができ、さらに業務の効率化にもつながった。また、患者動線を短くし待ち時間の11矛市にも

なった

④その他の改革
1 幹部登用の刷新
学問 年功序列の廃上による組織活性化を推進するため、副院長、心臓血管内科部門長、同部長をそれぞれ熊本大
学大学院生命科学研究部教授、東北大学大学院医学系研究科准教授、国際医療福祉大学教授から招聘し心臓血管内科

部門のFll新を実現した。その結果、心臓内科部門の下半期 (10月 ～3月 )の新入院患者数 延患者数入院、診療点
数は、上半期 (4月 ～ 9月 )に劇して、それぞれ 107%、 107%、 111%と 増加した。

2 総人件費改革に向けた取組み
総人件費改革に向けた取組みとして、 22年度以降、技能職の迅職後不1,/c‐で約 12百万1-、 給与カープの変 tt、

調整額の廃止で約 20百万円、国の人事院勧告をPLIま えた給与引き下げにより約 31百万円、平成 23年 1 0 rlに ,■
事務職の業務効率化を図り、宿日直勤務を廃止することで約 3百万円削減した。また、 23年度の役員報酬について
は、22年度の業務実績の評価f.・果 (A評価)を反映させず、昨年度と同水準とした。
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3 パイオバンクデータセンターの創設

国立循環器病研究センター評価シー ト

診療情報とリンクしたバイオリツースの集積により臨床研究の効率化を図るとともに、 22年度に設置した研究開
発基盤センターと連携させることにより、ニーズ ,シーズの掘り起こしとマッチングを実現し、基礎から臨床へのT
R(橋渡し)研究の更なる推進と迅速化に寄与するため、独立組織としてバイオバンクデータセンターを増1設 1´た。
当センター内に留まらず他の研究機関等との連携も視野に入れた運用を開始している。

4 病床運用統括室を新設 (6月 20日 )
病床は患者のためにというモットーで、平成23年 6月 、病床lIE用統括室を設置し、適正に患者が入院できるよう
にベンドの11保に努めている。高l_Hに巧F号特化しているが故に存在した診療科ごとの病棟というHHい がなくなり、北、
要な入1売患者を適正に入院させ、病床の利用」効率の改善に努めた。
※ 対22年度比較 (平均在院日数191日 →184日  月当たり新入院患者数7911人 →8136人 )

5.健康管理室の開設
職員の健康促進のために4月 1日 から色中管理室をFTl設 した。室長 1名 と専任の保健ll1 1名 の1本制で、他吉F円から
独立して活動する。センター職員の健康相談、職場巡視、メンタルヘルスチェック対策等の活動を行う。

6.医療安全管理部の設置
「医療安全室 |「感染対策室J「褥着対策室」「医療機器安全管理室」「医薬品安全管理室」 「危機紛争管理室J「医療の質管理室」を「医療安全管理部」に集約し、医療安全管理部長の下、医療安全及び医療の質の向上を一元的に
図れる体制を構築した。

7.定年退職者等の再任用制度
優秀な人材確保のため、 22年度に創設した「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律J に基づく定年遺職者等の再任
用制度により 23年 度定年退職 3名 の再任用を行った。
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国立循環器病研究センター評価 シー ト

評 価 の 視 点 等 自己評定        I    A 定評 A

■評価項目10■
効率的な業務運営に関する事項

(1)効率的な業務運営体制

(総合的な評定)

副院長を2名制とし、 1名 は医療安全やlL城連携、病床管理 リハビリや放射線科、臨床検査
などの中央診療部門を、もう1名 は心臓市[管内Fl部門、心蹟JIL管外科吉

`門

、脳血管部門等の専門

診療部F月を統括するように役吉1分担を明確にした。

事務部PHを総務・人事 企画経営 口1務経Itの 4部制とし、ヒト モノ・カネの分卒する一方、
業務を効率化するために企画経営課と区事室の連携を強化するなど必要に応じた見直しを適時行

っている。

入院患者へのサービス向上と手続きの効率化のため、総合ス院センターを設置して患者情報の

共有から電子化までの流れを一元化し、忠者にはノンストップで手続きを終えていただくととも

に業務の効率化を実現した。

絡人件費改革に向けた取組みとして、平成 22年度以降、tl能職の退職後 l・補充で約 1,200
万円、給与カープの変更、調整額の廃上で約 2,000万円、国の人事院勧告を踏まえた給与引き
下げにより約 3.100百万円、平成 23年 10月 には事務職の業務効率化を図り、宿日直勤務を
廃止することで約 300万 円肖1減した。
病床運用の面からは、病床運用統括室を設けて診療科の垣根を超えた効率的運用に成功するな

ど、組織・人事・業務
~」

J率改善等多角的に成果を上げることに成功している。

病床運用の面からは病床運用統括室を設けて、高度に特化し病床の共月が困難であった診療科

の垣根を超えた効率的運用に成功するなど、組織 人事 業務効率改善等多角的に成果を上げる
ことに成功している。

また、医療安全に関する複数の「室」を「医療安全管理部」に集約し、医療安全管理部長の下、

医療安全及び医療の質の向上を一元的に図れる体市1を構築した。

(委員会としての評,tlI由 )

病床運用の面からは病床通用統括室を設けて、高度に特化し病床の共月:

が困難であった診療flの垣根を超えた効率1/1運用を行 うなど、組鮨 人
・Ft業務効率改善等多角的に成果を上げることに成功 l´てしヽることは評価

する。

(各委員の評定理由1)

・
F馘器診療では材オ}費が高くなりがちであるが、これをlrfく 抑ぇてぃる。
効率的な業務運営をするため、副院長を227.と したり、事務部門の改革

を行ってきたが、その効果はまだあまりはつきりしない。
・総人件費改革に取り

y■
み、技能職の退IPl後の不補充、給与カープの変更、

さらに宿日直勤務の廃止等で少しでも経費節減に努力してきた。
・病床運用統括室設置による診療科の壁を超えた病床管理、統合入院セン

ター設置による効率化と患者サービス向上、中央管理部門/中央支援部門

設置による中央診療部門の強化など大いに評価できる。

病床運用の効率化等により診療収入を増加させた。
・総合入院センターの設置、学閥 年功序,1廃上による組織活性化実施、
総人件費改革に向け人件費の肖1減実施、病床運用続括室新設、健康管理室

開設、医療安全管理部、定年者の再任用制度導入など具体的施策実施を評

イ面り
~る
。

副院長制の役害1の明確 |ヒが進められたことは.f価できる。

総合入院センターの設置によって業務の効率化のみならず、患者の利益

が向上したと評価できる。

・事務部Flの業務効率化も4部 lll導入等により着実に進められたと評価で

きる。

(その他の意見)

病院収入をあげるため、

はつきり見えてこない。

病床運用総括室が設置されたがその効果はまだ

[評価の視点]        `
○センターとしての使命を果たすことができるよ

う組lJI内の企画立案、調整、分析機能を高めると

ともに、人的・物的資源を有効に活用し、ガバナ

ンスの強化を目指した体制を構築しているか。

実績 ○

事務部門を総務部、人事部、企画経営部財務経理部の4部制とし、いわゆる人・物・金の担当

を区分することで、双方の牽制効果により、ガバナンスの強化と業務の効率化を推進している。

○センターの使命に応じて、より効率的に成果を

生み出せるよう、各部FЧの再編を行っているか。

実績 :○

医療情報部との連携強化のため医療情報分析専F弓職を設置し、医療情報運用管理専門職が併任

することとした。
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○総人件費改革取組開始からの経過年数に応じ取
組が順調であるかどうかについて、法人の政組の

適切性について検証が行われているか。また、今
後、肖1減目標の達成に向け法人の取組を促すもの

となつているか。 (政・独委評価の観点)

実績 :O
総人件費改革に向けた取組みとして、 22年度以降、技能職の退職後不補充で約 12百 万円、
給与カープの変更、調整額の廃上で約20百万円、国の人事院勧告を踏まえた給与引き下げによ
り約 31自 万円、平成 23年 10月 には事務職の業務効率化を図り、宿日直勤務を廃止すること
で約 3百万円肖1減した。また、23年度の役員報酬については、22年度の業務実績の評価結果
(A評価)を反映させず、1乍年度と同水準とした。

〇総人件費改革は進んでぃるか。 (厚労省評価委
評価の視点)

実績 :○                              ~~~
総人件費改革に向1/た取組みとして、22年度以降、技能職の退職後不補充で約 12百万円、
給与カープの変更、調整額の廃上で約20百万円、国の人事院勧告を踏まえた給与3き 下げによ
り約31百万円、平成 23年 10月 には事務職の業務効率化を図り、宿日直勤務を廃止すること
で約 3百万円肖J減 した。また、23年度の役員報酬については、 22年度の業務実績の.T価結果
(A評価〕を反映させず、昨年度と同水準とした。

〇国の制度の創設や改正に伴う人材確保も含め高
度先駆的医療の推進のための対応や医療安全を確

保するための適切な取組を行っているか。

実績 |〇                                        ~
「医療安全室」「感染対策室J「褥療対策室」「医療機器安全管理室」「医薬品安全管理室J「危
機紛争管理室J「医療の質管理室」を「医療安全管理部」に集約し、医療安全管理部長の下、医
療安全及び医療の質の向上を一元的に図れる体市1を構築した。

副院長2名 体市1と し、 1名 が医療安全 医療情報 教育研修を続括することによって医療安全
の確保を推進した。

〇独立行政法人に関する制度の見直しの状況を踏
まえ適切な取組を行っているか。

実績 :○

診療情報とリンクしたバイオリソースの集積により臨床研究の効率化を図るとともに、22年
度に設置した研究開発基盤センターと連携させることにより、ニーズ シーズの掘り起こしとマ
ッチングを実現し、基礎から臨床へのIR(橋波し)研究の更なる推進と迅速化に寄与するため、
l■立組織としてバイオバンクデークセンターを創設した。当センター‐内に留まらず他の研究機関
等との連携も視野に入れた運用を開′台している。

優秀な人材確保のため、 22年度に創設した「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律Jに基
づく定年退職者等の再任用11度により、 23年度定年退職3名 の再任用を行った

G国家公務員の再就職者のポス トの見直しを引っ 1該当なし。
ているか。 (厚労省評価委評価の祝点)    |
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該当なし。○独立行政法人職員の再就職者の非人件費ポスト

の見直しを図つているか。 (厚労省評価委評価の

視点)

〇特命事項を担う目1院長の設置を可能とするとと

もに、副 1院長の役ヨ1と 院内での位置付 |す を明確化

しているか。

○事務部門については、配置を見直し、
~Jj率
的

効果的な運営体片1と なっている力、

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト

実績 :○

平成 22年 4月 より副院長複数11を導入し、1名 から2名 に変更。1名 は医療安全、地域連携、
病床管理、放射線科、臨床検査科などの中央診療部門を、もう1名 は心臓血管内科部F・l、 心臓血

管外科部門、r4血管部門などの専門診療部門を統括するように役割分担を明確化 1ン ている。平成

23年 6月 には、中央系部門の組織を見直し、中央診療部F月を内科系と外科系に三分するととも
に、新た中央管理部門と中央支援部Flを設置し、11院長2名 の責任体市1を更に明確化した.

企画経営課と医事室の連携を強化し効率的・効果的な運営を行うため、事務部門のjKI織 を見直

した。企画経営課に企画調整室長を設置し医事室長が併任、企画調整係長が医事係長を併に、更

に医療情報部との連携強化のため医療情報分 /r専門職を設置し、医療情報運用管理専門職が併任

することとした。
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センターの効率的な運営を図る

ため、以下の取組を進めること。

①給与水準について、センターが

担う役割に留意しつつ、適lJT」な給
与体系となるよう見直し

(2)効率化による収支改善
センターとしての使命を果たす

ための経営戦略や毎年の事業引

画を通じた経営管理により収支

相償の経営を目指すこととし、5

年間を累計 1´た損益計算におい

て、経常収支率が100%以 上と
なるよう経営改善に取り組む。

(2)効率化による収支改善
センターとしての使命を果たす

ための経営戦略や経営管理によ

り収文相償の経営を日指すこと

とし、経常収支率が100 10
%以上となるよう経営改善に取
り組む.

(2)効率化による収支改善

《経常収支率》
22年度 計画199 05%  実献 lo4 59%
23年度 計画 1100 10% 実績 i97 69%
2 4モ
「坦竃  計ロコ 1 l o l  1 4 %

25年度 計画 :101 80%
26年度 計画 :102 46%
中期計画5年間 記画 1100 93%

2年 1累計 計画 199 58% 実仕 100 o9%
診療事業は202,841千 円の黒字であったが、人件費 設備関係費のIPl力 |と 運営費交付金の減少が影響した。
人件費の増加は、rr師  看護師の増員や派遣職員のモチベーション向上、派遣法の厳花な遵守、コスト浄l減、雇用
の安定等のために、派遣職員を非常勤職員として雇用した為である。設備関係費の増カロは、今後のセンター運営の
ための投資としてバイオバンクと医療クラスター棟の設備を充実させた為である。

①給与制度の適正化

1 給与水準の見直し
給与水準等については、センターの経営状況、民間の給与の状況、国家公務員給与の人事院勧告の状況などを総合
的に判断 |´て見直すことにしている。 23年度においては、国家公務員の給与改定臨時特例法の施行にともない、独
立行政法人の給与についても国家公務員の給与見直しの動向を見つつ、必要な措置を講ずるよう国から要請されてい
ることもあり、人事院勧告相当部分について 23年 4月 以降の給与について減額措置を行うこととした。
また、23年度の役員報Ⅲについては、22年度の業務実績評価結果 (A評価)を反映させて増額することなく、
22年度と同水準とした。 (平成23年 4月 以降の給与減額)常勤職員の給与改定として、医 l・「及び基本給月額が人
事院勧告の俸給月額より低い水準となっている場合を除き、中高齢層の基本給月額を平成24年 5月 から3き 下げる。
(平均▲0 23%)
※ 12成 23年 4月 から平成 24年 4月 までの植額相当分は、平成 24年 6月 期の賞与で調整する。
国と異なる手当、「年度末賞与」は、法人に求められる能力実績主義を踏まえ、経営努力のインセンティヴとl´て、
医業収支が特に良好な年度に支給するものであり、独立行政法人における給与市1度の趣旨に則つて平成 22年 4月 の

①給与制度の適正化

給与水準等については、社会一般
の情勢に適合するよう、民間の従

業員の給与等を踏まえ、業務の内

容 ,実績に応じたものとなるよう

見直す。

①給与制度の適正化

給与水準等については、社会一般
の情_4・に適合するよう、民間の従

業員の給与等を略まえ、業務の内

容・実績に応じたものとなるよう

見直す。

独立行政法人移行時設けたものである。

《人件費率》

22年度 計画41 36%→ 実績 39 89%
23年度 計画41 49%→ 実績 42 96%

※医師・看護師の増員や、JFN造職員のモチベーション向上、派遣法の厳密な遵守、コスト肖1減、雇用の安定等のため
に、派遣職員を非常勤 1歳員として雇用した為、委託費から人件費に費用が振 り替わり、 23年度は人件費率が上昇
した。
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②材料費の節減
1.後発医薬品採用による費用削減
23年度の後発品割合は品ロベースで 17 7%、 金額ベースで 17 0%、 数量割合が 304%で あった。23年
度に採用した後発医薬品は、内服 5案剤、注身13薬剤、外用 1薬斉1であつた。後発品導入効果 (先発医薬品購入との
薬価差)は、年間 :5,024,470円 であった。その結果、薬斉1購 /7N金額は約 15億円、その内、後発品購入金額
は2 6億円、後発品の購入で約 2 5億円の1出入費肖幡 効果を .PIた。

同購入等による医薬品医療

材料等購入費用の適正化

②材料費の節減

医薬品、医療材料等の購入方法、

契約単価の見直しにより、材料費

率の抑制に努める。

品日の標準化及び独立行政法人

国立病院機構等他法人との■ .l

テ、本しの促進等による契約単価の

見直しにより、材料費率の抑制に

努める。

叫人金額神l合 :16 9%
ll入金額吝1台 118 4%
「片入金額神合 117 0%

数量害合 1289%
数量吉1合 :31 6%
数■■l吉1合 :3C(%

2 共同入札の実施
(1)医薬品
22年度に引き続き、共同購入を6NCで行うとともに、 23年度に調達する医薬品については、平成 23年 4月
から平成 24年 6月 長期契約を締結し、24年度の診療報■ll改 定に対応するとともに、その後の市場の状況を踏まえ、
価格交渉の上変更契約を実施し、更なる医薬品費のlll市 1と 契約事務の効率化を図った。

(2)試薬
22年度にヨき続き、共風Л

`入

を6NCで行い、医薬品費の抑11と 契約事務の効率 |ヒを図つた。

(3)医療材刑
22年度に弓さ続き、共同購入を611Cで行うとと1)に、 23年度にtl達する診療材ドについてま 平成23年

`月から平成24年 6月 長期契約を締結し、24年度の診療報酬改定に,1応するとともに、そら後の市Jのギtルιを4■
え、価11交渉の上変更契約を実施し、■なる医薬品●・の抑,1と 契約事務の効率化を図った。

区ヽ薬品

薬価予定総額

2,101,002,061円

検査試薬

前年度契約単価総額

332,110,497円

医ヽ療材料

前年l_t契約単価総額

497,763,512円

契約総額 (税込) 契約対薬価率   契約対薬価削減率
1,954,176,814円        93 01%           ▲6 99%

契約総額 (税込)   影響額    対前年度浄l減率
323,331,352円    ▲8,779,145円      ▲264%

契約総額 (税込)  影響額    対前年度肖1減率
495,701,667円    ▲2,061,845円      ▲041%

《後発医薬品の使用状況》

|::穣 貴:ヨ:il,1:駒
23年度 Julロ キ1合 :17 7%

《材料費率》

21年度 :S,543,844千 円 48 2%
22年度 :7,489,584千 円  306%
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※補助人工′き臓システム (Eva Dura)を 除くと材料費率は31 3%である。

③-11管理費の節減
1 電子化の推進による費用の肖J減
センター全職員が利用する「ヽ CVcネ ットJの再構築により情報基盤設備を進め、情報セキュリティの向上を図
り、平成 23年 8月 より「NCVCグ ループウェア」の運用を開始し、職員に対する通報等の文書の電子化を図り、
紙t鮭体の通月を背1減、費用肖t減を図った。

2 感染性廃棄物処理コス トの削減
感染性廃葉1勿処理委託契約において、法令等に基づく廃来処理方法の見直し (※ 1)と 複数年契約の導入により、
年間約80%の白1減を実現した。
Xl 従来の「融解処理」をセンター側の搬出作業調整により「焼却処理Jに変更

【価格は税込み】

感染性廃棄物処理費
平成22年度
(実績)

平成23年度
(見込み)

対前年度
肖1減効果率

廃案数量 (υ 158770 174,253

処理等費用(円〕 28090,378 5,434,084

処理単価(円 /Kg) ▲824%

3 費用対効果を勘案した保育所運営委託契約
23年 9月 に設置したFi内保育所の運営委itttflに ついては、複数年契約 (3年 7ヶ 月)を導入し、毎月の委許〔費
用は、頂入児童数実績に対応した価格変動市1にすることで、保育料収入と委託費用のバランスに配慮 t´た契約形態を
実現した。

4 ビルメンテナンス業務委託契約の見直しによるコストの削減
業務仕様内容を総点検し、効率的に業務が遂行でき、かつ委託費の縮減等に配慮した契約に努めるため、特に業務
の関連性が高く、社会一月貼勺に、ビルメンテナンス業務として確立されている複数の業務を「ビルメンテナンス業務
委託」として統合・委託することで、競争性の担保と契約の効率性の両面を改善する計画を実現した。
平成 23年 4月 1日 ～27年 3月 31日
(4年契約)  契約総額 1,038,441,600円 (改善額 ▲65,759,648円 )

《-11管理費》
21年度 :770,411千 111

22年鷹 639,577
「́
円

23年度 :686 936千 円

ター評価

③一般管理費の節減
平成21年度に比し、中期目標の
期日1の最終年度において、-11管
理費 (退職千当を除く。)につい
て、 15%以 L節減を図る。

③-11管理費の節減
事務書類の簡素化、電子 1ヒ、事務

作業の迅速化、業務委jGy~適切な

活用、仕様及び契約川問の見直し

等により平成 21年度にしLt´ 一
般管理費 (退職手当を除く。)に
ついて、 6%以上節減を出る。

③一月,管理費 (退職手当を除く。)
について、平成 21年度に比し、
中期日標期間の最終年度におい

て 15%以上の肖1減

23年度 ,7,959,221千円 31 S%
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中 期 回 平 成 23年 度 計 画 平成 23

①建築コストの適正化

建築単価の見直 tン等を進めると

ともに、コスト即1減を図り、投資
の効率化を図る。

⑤収入の確保

医業未収金については、新規発生

の防止に取り組むとともに、定期

的な支払案内等の督促業務を行

うなど回IIXに努めることで、平成

21年度に比して (※)医業未収
金比率の縮減に取り組む。

診療報酬請求業務については、院

内のレセプト点検体制の確立等

により適正な診療報酬請求事務

の推進に努める。

また、平均在院日数の短縮、検査

等の外来実施率向上、り:たな施設

基準の取得、救命ま急センター及

び総合周産期母子医療センター

の認定等により収入の瑠力‖を[ 院内クリティカルパスの拡大とl14卒中JL城連

○建築コストの適正化
11.建物整備にかかる建築コストの削減
① 22年度より実施した、病院改修等以外の建築等における特殊//1の少ない建物整備について、建物整備にかかる
設計仕様の緩和 (民間仕様の採用)及び-11競争入札の競争参力1資格の緩和による参方口業者数の増加により実施
した入札実績効果を反映した、独法規程等に基づく新たな予定価格決定方法を採用し、国時代と比較し建築コス

トを約 20%抑 える取り組みを23年度も継統した。
②23年度より、特殊性の少ない電気通l・.工事について、」ll信 技術の著しい進化を考慮し、汎用規格■等を製極的
に採用した設計仕様の緩和 (民間僣J求のl■

~用
)及び、先行独法等の契約価格実績を反映 l´、独法規1■等にlnLづく

センター独自の予定l15格決定方法を採用し、国時代と
'L較

し建築コストを約 38%抑えることができた。具体的
な実績等は次のとおりである。

価格は税込司

(実施年月)

I事 名

1上lll国時ltの積算価格

1下段)ll法後予定価格 契約金額
カ
ギ
日
本
鳥
刑
Ｈ
脇
ｍ
剛

(平成24年 1月 )

ナ■}ル更新整備I事

8191,000円

13,181950円
口
口

予定価格753%

契約r_ス 。23%

⑤収入の確保
1 医薬未収金比率の結減
23年度 (平成23年 4月 ～平成 24年 1月 末時点)医業未収金比率はo o2%であった。
医業未収金比率縮減は達成できたが、今後、督促業務を早期かつ効率的に実施するため、新たな取組みを次年度計

画している。

《医業未収金比率》

21年度 10 07%
22年度 :0 05°/o
23年 度 1004%

2 適切な診療報酬請求事務への取り組み
診療報酬1請求業i/~については、本年度、各科部長を召集の上毎月♭J催 している保険診療検討委員会において、直近

月の査定状況を評価する取11みを開始した。今後とも同委員会を中心に実効性のある対策を:‖ じていく。

3 収入増カロヘの取り組み
(1)平 Jt7在院日数の短縮

①建築コストの適正化

建築単価の見直し等を進めると

ともに、コスト肖1減を図り、投資
の効率化を図る。

⑤収入の確保

医業未収金については、新規発生

の防止に取り組むとともに、定期

的な支払案内等の督促業務を行

うなど回収に努めることで、平成

21年度に比して (※ )医業未収
金比率の縮減に取り組む。

また、診療報酬請求業務について

は、院内のレセプト点検体制の確
立等により適正な診療報酬請求

事務の推進に努める。

※ 平成21年度 (｀「 成 20年 4
月～平成22年 1月 末時点,工業
未収企ルLttC 0 7%

業未収金の発生防止及び徴

収の改善並びに診療報酬請求業

務の改善等収入の確保
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縮した。

(2)患者数確保への取り組み
病床管理一元化を目途に平成23年 6月 に運用開始した病床運用続括室の取組みや、専門医療連携室の管理システ
ム導入、予約受付時間の延長、マンパフーの増強等の機能強化や、案内パンフレット更新、医療機関表敬訪間実施、
返書管理の強化等、広報活動等と運動し、今後ともよリー層の安定した患者数確保に努める。

21年度 22年度 23年度
平均在院日数 20 4 19 1 18 4
新入院患者数/月 761 8 791 1 813 6
救急入院患者数/月 283 6 296 2 302 0
紹介思者数/月 464 9 499 3 515 3
入院診療単価 (点 ) 8394 1 9113 9 9504 6

(3)そ の他の取り組み
02月 から周産期病棟の有科個室を増室した。
②未ltV金発生防止と患者サービス向上の観点から、23年 6月 から診療費のクレジットヵ―ド払いを開始した。
③ 8月 に 1階ホールにコービーショップ「カフェドクリエJオープンした。
①患者さんやご家族の利1便性の向上やストレスの軽減などを目的として 8月 から「健康情報ひろば “ふじ・ Jで
図書の間覧 貸出サービスを開始した。
⑤患者さんの利便性を向上するため、23年 11月 に送迎バスのダイャを改正した。

2 電子化の推進
(1)電子化の推進による業務の効率化
1 重症系システムと運動した電子カルテシステムの導入
iCU.Plcuに ついて、重症采システムを独自にカスタマイズして導入している。本システムでは、電子カル
テシステムとの密連携を実現し、-11病棟においては電子カルテから行う処方、注射、処置ォーダ等の入力 /・ /、 すべ
て■症系システムにて操作可能としている。一般的に、重症系病棟で1ま、オーダが坂繁に変更さノしるためrt子 イと運,1
が困難とされているが、当tン ターのような旭重症患者を多く抱える病院であっても、スムーズにシステム運用がで
きるようなシステムの構築ができた。
また、電子カルテシステムを導入したことにより、情報収集の迅速化と情報の共有化が大きく向上し、文書類や画
像データの完全電子イリこより、紙某体やフィルム等を大幅に削減することができ、コス ト削減につながった。
電子カルテを運用するにあたり「独立行政法人国立循環器ブ1研究センター電子カルテシステム運用管理規程Jを施
行した。

①次期病院情報システム概要説明会開催 (6月 15日 )
②次期病院情報システムフーキング開始 (7月 1日 ～)
③次期病院情報シネテム導入スケジュール等説明会開催 (7月 7日 )
④次期病院情報システム操作研修会開催 (11月 8日 ～ 12月 7日 )
⑤次期病院情報システム大規模リハーサル開催 (12月 10日 )
⑥次期病院情報システム大規模リハーサル結果報告会開催 (12月 16日 )

2 電子化の推進
業務の効率化及び質の向止を目

的とした電子化を費用対効果を

勘案 しつつ推進し、情報を経営分
析等に活用すること。推進にあた
つてはIJl員の利便性に配慮しつ
つ、情報セキュリティの向上に努
めること。

る。

※平成 21年度医業未収金比率
007%

2 電子化の推進
(1)電子化の推進による業務の
~7j率
化

業務の効率化を図るために職員
に対する通報等の文書の電子化
を、費用対効果を勘案しつつ取り
組むよう努めるとともに、情報セ

キュリティの向上を図る。

また、電子カルテシステムの導入
に向けて具体的な取り組みを行
つ。

2 電子化の推進
(1)電子化のlt進による業務の
効率化

業務の効率イとを図るために我員
に対する通報等の文書の電子化
を、費用対効果をLll案 しつつ取り

組むよう努めるととt):こ 、情報セ

キ」リティの向上を図る。

また、電子カルテシステムの導入

を含む病院情報システムの平成
24年 1月 更新に向けて、準備を
進める。
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2 e文書法対応スキヤンシステムの導入
カルテのベーパーレス化を目指すため、スキャンした医療文書・診療記録の電子ファイルを原本とするためのシス

テムを導入した。本システムおよびフィルムレスPACSの 導入により、紙およびフィルムの原本保管が不要となり、全

医療詣記録の電子化が実現し、保管にかかるスペースの削減、閲覧効率の向上が図られた。

※スキャンシステムの導入は他病院でも進められているが、e文書法対応を行っている施設はまだ少数である。

3.患者紹介に伴う他院からの持ち込み画像のFJH覧・保管システムの導入
他院から持ち込まれた画像について、診察前に取込を行い、迅速に関覧可能にする

｀
システムを導入した。-11的に、

持ち込み画像は、院内とは異なる環境で1乍成された画像であるため、画像フォーマットが多岐にわたり、開覧の際に

トラブルを発生させるリスクが高い。また、本センターでは心エコ
‐―の動画が多く含まれることが多く、その容量の

大きさも、ネットワーク上の伝送の際に問題となる。ホセンターでは、メキャンセンターによる事前取込を迅7i・ 1■行

う仕Yllみ と、長期的にその画像 (動画含む)を保管する仕MItみ を、独自の工夫により廉価に導入し利用者に提供して
いる。

4 NCVCネ ットの祥築と運用
①第 1回 NCVCネ ット利用者会開催 (5月 24日 )
情報基盤整備の方向性について、情報セキュリティアンケート結果報告等を行つた。

②第 2回 NCVCネ ット利用者会 (7月 20日 )
IT戦略室、今後展開される新しい情報基盤の利用について、実務的・実践的な内容を中,心に説明を行った。
③全職員に対して統合 lDを 発行 l´ 、今後導人される情IPtシステムで続―的な ID利用を可能とする和J用者僣理シ
ステムを構築した (7月 )

①グループウェア (SharePoint)稼 働開,台 (7月 )

通報等の文書配布についてグループウェアを活用することとし、一部 (行事予定表)に・_いては、電子化にとも

ない紙の配■fを中止した。

⑤セキュリティ機能イ1き TIS Bメ モリ配布 (8月 )

Cセ ンター内会議室のうら28の 会議宝について、予約業務を電子l_し た。
⑦新メーールサーバ (Exchang)´ のヽ移行 (10月 )
①情報システム委託業務内容について点1資 を行い、次年度の委託業務内容に反映させる取り組みを始めた。

5 セキュリティに対する取り組み
情報セキュリテイ向 Lのための説明会及びアンケートを実施するとともに ディスク破壊装置を導入 t´運用を瀾始
した。 23年度は26061Jのメディア等の破壊を行った。また、1背報管理の向上を促進するため、セキュリティU
SBの配布も行つた。
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(2)財務会計システム導入によ
る月次決算の実施

平成22年度より企業会計原則
に基づく独立行政法人会計基準
へ移行し、財務会計システムを導

入して、月次決算を行い、財務状

況を把握している。平成 20年度
においても引き続き経営改善に

努める。

― ト

(2)財務会計システム導入による月次決算の実施
財務会計システムを22年 4月 より導入し、月次決算を行い
き経営改善に努めた。

財務状況を幹自]会議、執行役員会で報告し、引き続

1面評タ究研Jn~器環循一ユ国

2)財務会計システム導入による
月次決算の実施
企業会計原則1に基づく独立行政

法人会計基準への移行に伴い財

務会計システムを導入し、月次決

算を行い、財務状況を把握すると

ともに経営改善に努める。
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国立循環器病研究センター評価シー ト

評 価 の 視 点 等 自己評定        I    A 評  定 A

■評価項目11ロ
効率的な業務運営に関する事項

(2)効率化による収支改善・電子化の推進

(総合的な評定)
地域連携の強イヒによる平IK7在院日数の短縮、新入院患者の増加、病棟構成の改編、手術件数増

化への取組などにより、診療事業については黒字で運営することができたが、運営費交付金の肖1

減や新規事業への投資が重なり、法人全体としては赤字を計上することとなった。

政府の方針として示されている後発区菓[品の採用は継続的
.積極的に推進しており、数量割合

で 30%超を果たしている。
長年の懸案となつていたカルテの電子化を終え、国立大学法人でも運用が困難と言われる重FI

系システム (90床 )についても円滑な運用を実現することができた。
一般管理費は対 21年度比 10 8%の 減少で日標を上回つている。医業未収金も0 04%
と低い水準で推移しており良好な状態といえる。

また、従来病院 研究所 .研究開発基盤センターのイントラネットをそれぞれ個別に運用して
きていたが、 3者 を有機的に機能させるうえで効率が悪く、これらをNCVCネ ットとして一元
化することにより効率的 効果的なコミコニケーションを実現した。

(委員会としての評定理由)
6つのナショナルセンターによる医薬品等の共同入札の実施等により材

料費率を21年度に比べ16銘削減するなど、業務運営コストをA■l減する
取り組みを評価する。また一般管理費の節減については、108%減 と年度

計画を上回つている。

(各委員の評定理由)

■センターのナショナルヤンターとしての業務使市をしっかりとJt..1す

とともに、赤字を出さないように収支バランスを中 ttl計画通りにもって,ヽ

くことが重要である。23年度も給与|」度の道正化、材料費の節減のため
共F・ 入ホしの実施、後発品の使用に努力された。また電子化の推iFに より費

用の・l減にも頑張られた。
.匡業未収金比率の肖1減に努力された。23年度、病院の平均在院日数の
短縮、入院患者数の増加、紹介患者数の増加がみられ、入院診療単価も上

がり、病院としては頑張つたと思われる。
・厳正な管理による材料費の抑制、契約見直しによる調達コストの自減な

ど大いに評価できる。一方、経常収支率が 100%を 下回つており、セン
ターをあげての取組が必要である。
.損益計算書上、22年度は経常和1益 1,074百 万円であったが、23
年度は経常損失 △591百万円となり、22・ 23年度累計ではli常利
益4S3百万円である
一般管理費は対 21年度△ 10 S%で ある。
一般管理費の削減などを着実に実ltし、経常収支率については、中期計

画終了時をめざして改善がなされていると評41Lて きる。

[数値目標]

05年間を累計した損益計算において、経常収文
字が 100%以 上

実績 :C
22年度 計画 99 05%  実・ti1 04 59%
23年度 計画 :lC0 10% 実績 :97 ●9%
24年度 計画 :101 140.
25年夏 計画 1101 SO%
26年度 計画 :102 46%
中期計画 5年間 言1画 1100 93%
2■FFHl累言+  言十口『 1 9 9  5 8%  'きわ責 : 1 0 0  9 9%

[評価の視点]

〇当期総利益 (又は当期総損失)の発生要因が明
らかにされているか。また、当期総利益 (又は当

期総損失)の発生要因の分析を行つた上で、当該

要因が法人の業務運営に問題等があることによる

ものかを検証し、業務運営に問題等があることが

判明した場合には当該問題等を踏まえた.l価が行

われているか。 (政 独委評価の視点)

実績 :〇

当期総損失は660,685千 円であつた。
運営費交付金は減少したが、診療事業については202,841千 円程度の黒字で運営すること
ができた。しかし他のセグメント (臨床〕「究 教育IJl修事業等)については新規事業への投資の
ため、人件費 設備関係費が増カロした。
(人件費)

①非常勤医師や研究補助員、②モチベーション向上
.派遣法の厳密な遵守 コスト肖」減 雇用

の安定等のために派遣職員を非常勤職員として雇用し、人件費が増加した。

(設備関係費)
23年度から運営を開始したバイオノ,ンクや医療クラスター辣など、今後のセンター運営のた
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めの初,"投資とtレて設備を充実させ、ま備i関係費力」曽カロした。

○繰越欠損金が計上されている場合、その17消計
画どおり進んでいるか。 (政 独委

=「

価の視点)

実績 :〇

繰越久損金はな0

○当該年度に交付された運営費交付 /」‐の当該年度
における未執行率が高い場合において、運営貨交
付金が未執行となっている理由が明らかにされて
いるか。 (政・独委評価の視点)

●
~績 :0
運営費交付金の当該年度における未執行率は10%以下である。

0法人の福利厚生費について、法人の事務・事業
の公共性、業務運営の効率性及び国民の信頼性確
保の観点から、必要な見直しが行われているか。

(政 独委評価の視点)

実績 :〇

法定福利費 1,097,205千 円 (役職員一人当たり792千 FD)
法定外福利費 106,503千 円 (役職員一人当たり77千 円)
(主な法定外福利費の内容 )

住宅関連費用:職員専用の借上住宅費用 (55,232千 円)
・  ″   i管理委託費用 (2,231千 円)
・  ″   1社 宅修繕費用 (3,629千 ■)
労働安全街生法に基づく健康診断費 (15, 955千 円)
医薬品等購入費[医療従事者へのフクチン接種 (2,293千 円)
・インフルニンザ予防接種補助 (1.159千 円)
制服、作業者 (医療従事者等の自衣リース)(24,548千 円)

○法走外福利費の支出は、適切であるか。 (厚労
省評価委評価の視点)

実績 :○

主な法定外福利費の内容は上記のとおり

○事業費における冗費を点検し、その削減を図っ

ているか。 (厚労省評価委評価の視点)

実績 |○

医薬品・検査試薬 診療材料の共同八札によるコストの肖J減や、特に専門性が高く、仕様の作
成、予定価格の算出根拠の判断が難しい、情報システム保守運用業務委託について、仕様策定コ

ンサルタントを導入し、ヒアリング、仕様作成による業務仕様内容の総点検を実施し人員の適正
配置、業務遂行の効率化を図り委託費用のll減 を実現した。

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
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〇給与水準等については、民間の従業員の給与等

を踏まえ、業務の内容・実績に応じたものとなる

よう見直しを行っているか。

実績 iO
給与水準等については、センターの経営状況、民間の給与の状況、国家公務員給与の人事院勧

告の状況などを総合的に判断して見直すことにしている。 23年度においては、国家公務員の給
与改定臨時特例法の施行にともない、独立行政法人の給与についても国家公務員の給与見直しの

動向を見つつ、必要な措置を講ずるよう国から要請されていることもあり、人事院勧告相当部分

について、平成23年 4月 以降の給与について減額措置を行うこととした。 (平成 23年 4月 か
ら平成 24年 4月 までの減額相当分は、平成 24年 6月 期の賞与で調整する)
また、平成 23年度の役員報酬については、 22年度の業務実績iTtt1/1果 (A評価)を反映さ
せて増額することなく、22年度と同水■とした。 (平成23年 4月 以降の給与減額)常効職
員の給与改定として、医hTttUt基本給月額が人事院勧告の体給月額よりlltい水準となつている場

合を除き、中高齢層の基本結月額を平成 24年 5月 から引き下げる。 (平均▲0 23%)
〇国家公務員と比べて給与水準の高い法人につい

て、以下のような観点から厳格なチェックが行わ

れているか。

給与水準の高い理由及び講ずる措置 (法人の設

定する目標水準を含む)についての法人の説明が、

国民に対して納得の得られるものとなっている

か 。

・法人の給与水準自体が社会的な理解の得られる

水準となっているか。 (政・蜂 評価の視点)

実績 :○

給与水準等については、センターの経営状況、民rplの給与の状況 国家公務員給与の人 .■院勧
告の状況などを総合的に半J断 して見直すことにしている。 23年度においては、国家公務員の結
与改定臨時特例法の施行にともない、独立行政法人の給与についても国家公務員の給与見直しの

動向を見つつ、必要な措置を講ずるよう巳から要請されていることもあり、人葛f院勧告伸当部分

について、平成23年 4月 以降の給与について減額措置を行うこととした。 (平成 23年 4月 か
ら■或24年 4月 までの減額相当分は、平成 24年 6月 期の賞与で調整する)
また、23年度の役員報酬については、 22年度の業務実績評価結果 (A評価)を反映させて
増額することなく、22年度と同水準とした。 (平成 23年 4月 以降の給与減額)常勤職員の
給与改定として、医師及び基本給月額が人事院勧告の俸給月額より低い水準となっている場合を

除き、中高齢層の基本給月額を平成 24年 5月 から引き下げる。 (平均▲0 23%)
〇給与水準が適正に設定されているか (特に、給

与水準が対国家公務員指数 100を 上回る場合に
はその適切性を厳格に検証し、給与水準を設定し

ているか)。  障 労省評価委評価の視点)

実績 :○

給与水準等については、センターの経営状況、民間の給与の状況、国家公務員給与の人事院勧

告の状況などを総合的に判断して見直すことにしている。平成 23年度においては、国家公務員
の給与改定臨時特例法の施行にともない、独立行政法人の給与についても国家公務員の給与見直

しの動向を見つつ、必要な措置をi置ずるよう国から要請されていることもあり、人事院勧告相当

部分について、平成23年 4月 以降の給与について減額措置を行うこととした。 (平成 23年 4
月から平成24年 4月 までの減額相当分は、平成 24年 6月 期の賞与で調整する)
また、 23年度の役員報酬については、22年度の業務実績評価結果 (A評価)を反映させて
増額することなく、22年度と同水準とした。 (平成23年 4月 以降の給与減額)常勤職員の
給与改定として、医師及び基本給月額が人事院勧告の俸給月額より低い水準となっている場合を

除き、中高齢層の基本給月額を平成 24年 5月 から引き下げる。 (平均▲0 23%)
○国と異なる、又は法人独自の諸手当は、道切で

あるか。 (厚労省評価委評価の視点)

実績 :〇

国と異なる手当、「年度末賞与Jは、法人に求められる能力実績主義を踏まえ、経営努力のイ
ンセンティヴとして、医業収支が特に良好な年度に支給するものであり、独立行政法人における

給与制度の趣旨に則つて平成 22年 4月 の独立行政法人移行時設けたものである。

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
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〇医薬品、医療材料等の購入方法、契約単価の見 1実績 ;0
直uこよ頃 棚 費率の枷 こ努め‐ %Ⅲ

 rttT詈 曇
畔 用‐使用の推」こよ唄 鳳 品捌 満こ努め札

%.購入金額常1合 :16 9%、 数量害1合 :28 9%

%、 購入金額割合 :184%、 数卵 1合 ,31 6%

1 23年度
品目割合 :17 7%、 購入金額曽1合 :173%、 数量害1合 :30 4%

16 NC共同入本L事業を実施し、スケールメリットを活かし、メーカー群で評価した単価契約の実

前年度契約単価総額   契約総額 (税込)  影響額    対前年度肖」減率
497,763,512円        495,701,G67円   ▲2,061,845円      ▲041%

《材料費率》

21年度 :8,543,844千 円 48 2%
22年度 :7,489,584・ 1・

■1 30 6%
23年度 :7,959,221「 |■  31 8%

実績 :0
21年度 : 770,41 1千円
22年度 1639,577千 円 月21年度lL1 7 0%減
23年度 :686,986千 円 対 21t「度比 10 8%減

異約を実現した。

契約総額 (税込) 契約対薬価率   契約対薬価肖1減率
1,954,176,814円     9301%       ▲69鑑

契約総額 (税込)   影響額    対前年度削減率
323,331,352円    ▲8,779,145円      ▲264%

[数値目標]

0中期目標期間最終年度において一般管理費を平
成 21年度比 15%以上節減

[評価の視点]
○一般管理費 曜 職手当を除く。)について、中
期計画に掲げている目標の達成に向けて取り組

み、着実に進展しているか。

実績 10
-般管理費 (退職手当を除く。)について、中期計画に掲げている目標の達成に向けて取りIIl
み、23年度▲10 8%(対 21年度比)であり、着実に進展している。

日立循環器病研究センター評価 シー ト
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〇建築単価の見直し等を進め、コスト浄1減を図り、

投資の効率化を図つているか。

実績 :〇

22年度より実施した、病院改修等以外の建築等における特殊性の少ない建物整備について、
建物整備にかかる設計仕様の緩和 (民間仕様の採用)及び一般競争入札の競争参加資格の緩和に
よる参加業者数の増加により実施した入札実績効果を反映した、独法規程等に基づく新たな予定

価格決定方法を採用 l´、国時代と比較し建築コストを約20%抑える取り組みを23年度 も継続
した。

23年度より、特殊性の少ない電気通信工事について、通信技術の著しい進化を考慮し、汎用
規格品等を積極的に採用した設計仕様の緩和 (民間仕様の採用)及び、先行独法等の契約価格実
績を反映し、独法規程等に基づくセンター独自の予定価格決定方法を採用し、国時代と比較し建

築コストを約 38%抑 えることができた。具体的な実績等は次のとおりである。

(上段)コ時代の積算価格
(下段)独法後予定価格 肖」減効果率

(平成 24年 1月 )
ナースコール更新整備工事

83,916,000

63,187,950
15,,290,000

予定価格 753%

契約ベース 623%

《建築コス ト>

[数値目標]

O平成21年度に比した医業未収金比率の縮減
実績 :○

21年度 :0 07%
22年度 :0 05% 21年 度比0 02%減
23年度 :0 04% 21年 度比0 03%減

[評価の視点]

O医業未収金の新規発生の防止に取り組むととも
に、定期的な督促業務を行うなど、中期計画に掲

げる目標の達成に向けて取り組み、また、院内の

レセプト点検体市1の確立等により適正な診療報酬

請求事務の推進に努めているか。

実績 :〇

医業未収金については、 lヶ月以上支 1ムいが無いものに、督促状を送付。また、督促状送付 し
ても支払いのないもの、支払いの約束日を過ぎているものに対し、電話督促を実施 し回Ittに努め

ている。

診療報酬諸水業務については、各科部長を召集の上毎月開催している保険診療検詢委員会にお

いて、直近月の査定状況を評価する取組みを23年度から開始 した。今後とも同委員会を中心に
実効性のある対策を講じていく。

o貸付金、未収金等の債権について、回収計画が

策定されているか。回収言十画が策定されていない

場合,その理由の妥当性についての検証が行われ
ているか。 (政 独委評価の視点)

実績 :〇

医事会計システムで未収リストを作成し、 lヶ 月以 ヒ支|ムいが無いものに、督促状を送付。ま
た、督促状送付しても支払いのないもの 支払いの約束日を過ぎているものに対し、電話督促を
実施し、3ヶ 月以上未収の場合、督促整理簿を作成し、継続的に、督促を行っている。これによ

って、未収金比率の23年度は、 22年度に比べ減少している。今後、督促業務を早期かつ効率
的に実施するため、新たな取組みを次年度計画している。

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
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国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト

〇回収計画の実施状況についての評価が行われて
いるか。評価に際し、 i)貸倒懸念儡権 破産更
生債権等の金額やその貸付金等残高に占める

'1合が増加している場合、1)計画と実績に差がある
場合の要因分析を行っているか。 (政・独委評価
の視点)

実績 :〇

医事会計システムで未収リストを作成 し、 ユヶ月歩上支払いが無いものに、督促状を送付。ま
た、督促状送付しても支払いのないもの、支払いの約束日を過ぎているものに対し、電話督促を

実施し、 3ヶ 月以上未lltの場合、督促整理簿を作成し、継続的に、督促を行っている。これによ
って、未収金比率の23年度は、 22年度に比べ減少している。今後、督促業務を早期かつ効率
的に実施するため、新たな取組みを次年度計画している。

0回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性
等の検討が行われているか。 (政 独委評価の視
点)

実績 :〇

着実に未収金は減少しているが、今後、増加傾

“

1になった1寺や悪質な滞納者が増加 1ンた時は検
討する。

電子化の推進

○文書の電子化を、費用対効果を勘案しつっ取り
組むよう努めるとともに、情報セキェリティ・

~向

上を図っているか。

実績 :○

電子カルテシステムを導入したことに
`た
り、l‐ittk集 の迅il化 と情+1の共有 |ヒが大きく向上し

た。また、文書類や画像データの完全F』手化により、紙媒体ゃアィ′′ンス等を大幅に削減すること
ができ、コスト肖1減につながった。

センター全職員が利用する「NCVCネ ット」の再構築により情報基盤設備を進め、情報セキ
ュリティの向上を図り、平成 23年 8月 より「NCVCグ ループゥェアJの運用を開始し、職員
に対する通報等の文書の電子化を図り、紙媒体の運用を浄1減、費用削減を図った。
また、セ■■型テイ機能付きUS3メ モリ配布し セキュリティの向上を推進した。

○電子カルテシステムの円滑な運用のための具体

的な取組を行っているか。

実績 :○

システム概要説明会から大規模リハーサルの実施まで半年刊かけて実施した (6月 ～ 12月 ).
24年 1月 に電子カルテシステムが稼動した。それに伴い「独立行政法人国立循環器病研究セン
ター電子カルテシステム運用管理規程」を施行した。

①次期病院情報システム概要説明会開催 (6月 15日 )
②次期病院情報システムワーキング5Π始 (7月 1日 ～)

③次期病院情報システム導入スケジュール等説 fll会開lL(7月 7日 )
①次期病院情報システムlll作研修会開■ (11月 8日 ～ 12月 7日 )
⑤次期病院lHL報システム大規模リハーサルFH催 (12月 10日 )
⑥次期病院情報システム大規模リハーサル結果報告会開催 (12月 16日 )

O財務会計システムを導入し、月次決算を行い、
財務状況を把握するとともに経営改善に努めてし

るか。

実績 :○

財務会計システムを22年 4月 より導入し、月次決算を行い、賜務状況を幹部会議、■ll行役員
会で報告し、経営改善に努めている。
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国立循環器病研究センター評 ― ト価 シ
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3法 令遵守等 部統制の適切な のla‐●」な 法令遵守等内部統制の遭切な構築3

構築

法令遵守 (コ ンプライアンス)等
内部統制を適切に構築すること。

特に契約については、原則として

一般競争入ホL等によるものとし、

競争性及び透明性が十分確保さ

れる方法により実施するととも

に、随意契約の適正化を図るこ

と。

3 法令遵守等内部統制の適切な
構築

法令遵守 (コ ンプライアンス)等
の内部統制のため、内部監査等の

組織を構築する。

契約業務については、原則として

一般競争入札等によるものとし、

競争性、公正性、透明性を確保し、

適正に契約業務を遂行するとと

もに、随意契約については、従前

の「随意契約見直し計画」を踏ま

えた適正化を図り、その収Ffl状況

を公表する。

構築

法令遵守 (コ ンプライアンス)等
の内部統制のため、監事、監査室、

監査法人による監査を行う。

契約業務については、原則として

一般競争入札等によるものとし、

競争性、公正性、透明性を確保し、

適正に契約業務を遂行する。な

お、契約に関する重要事項につい

ては、契約審査委員会においてあ

らかじめ審議する1)の とし、契約

状況をホームベージに,3い て公

表する。

内部監査の実施

内部監査を円滑かつ効果的に推進するため、総長の下に独立した組織として監査室 (監査室長 1名 、係長 1名 を配

置)を設置 (平成22年 4月 ～)し、監事及び会計監査人と連携のうえ、事業年度毎に定めた内部監査計画に基づき、
業務の実施、会計処理に関する犯罪、非違及び事故の調査及び処理、コンプライアンスヘの対応について、内部監査

を実施した。

(23年度重点項目)
「契約、支払い、収入管理、債権管理、投資効果、現金等の管理、コンプライアンスの推進、個人情報保護、医療

安全管理、給与 勤務時間管理、診療報酬管理、運営費交付金の管理・執行に関する事項J

(1)書面監査
「内山
`監

査指導要領」並びに「内部監査指導要領 (ヨ ンプライアンス編)Jを作成、これに基づき、全部門に対す
る自己評価チェックリストによる自己評価を行うことにより、自己|'111の・ll容について、書i■による監上をメニ施した。

(被監査部門)全 14部門  (監査項目)993項 目

(2)実地監査
上記自己評価の結果を略まえ、諸規程等に対する合規制、業務運営の適」L性及び効率性を監査し、問題点の検討及

び改善を図る観点から、必要と認める部門に対し実地による監査を計画、実施した。

(被監査部門)全 8部 Fl
更に、研究資金に関しては、「内部監査指導要領 (競争的研究資金編)」 を作成、これに基づき、該当部門に対 lン

実地による監査を計画、実施した。

(監査項目)191項 目
(主な指摘事項)

①設備等にかかる寄付の受人について、前回監査に3き 続き指摘、指導、改善、提案を実施した。
②債権、債務残高確認に関しては、「取引業者に関する債権 債務残高確認監査実施要領」を作成、これに基
づき、取引業者に対し債 /1L、 債務残高の確認を行つた。

③公文書等管理に関しては、
「内部監査指導要領 (公文書等管llL編)Jを作成、これに基づき、該当

=`門
に対

し実地による監査を・l画、実施 した。

①文書の施行、研修について指摘、指導、改善提案を実施 した。

⑤個人情幸風保護に関しては、 「内部監査指導要領 (個人情報保護編)Jを作成、これに基づき、該当剖]「うに対
し実地による監査を計画、実施した。

③保有lE人情報ファイル管理簿について指摘、指導、改善提案を実施した。

2.監事監査
業務の適正かつ能率的な運営に資するとともに会計経理の適正を期すことを目的とし、関係諸法令及び諸規程等に

対する合規性、中期計画その他重要施策の実施状況、業務運営の適正性及び効率性を監査し、問題点の検討及び改善

を図るため、全部門の業務を対象に監事監査を実施した。

(1)業務監査
業務がその目的を達成するために合理的かつ効率的に運
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中 期 計 画 平成 23年度の業務の実績

(2)会計監査
会計に関する事務処理が法令その他詳規程等に従い適正に実施されているか。

(監査の方法)

被監査部門におりる諸帳簿、証拠書類、契約関係書類、決裁書類その他必要な書類の書面監査、実地監査若しくは
被監査部Flの役員及び職員に対する質問又はこれら併用により実施した。
また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、道正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めた。

3 会計監査人監査
予備調査及び監査計画の策定、期中監査、期末監査を実施した。
また、監査室との連携により会計処理等に関する疑義照会に対する迅速な対応を構築するとともに、会計実務りF修
会を実ILするなど担当者の実務能力の向上を図った。

4 契約監視委員会の設置
「独立行政法人の契約状況の点検 見直しについて」 (平成 21年 11月 17日 閣議決定)に基づき、契約の点検
見直しを行うため、監査室を事務局とした監事及び外部有識者で構成する 契約監視委員会Jを設置した。 (平成 2
3年 3月 28日 )

皓 議案件 )

①競争性のない随意契約、②一者応札 応募、③落札率 100%、 ④その他
第 1回開催 (恥成23年 3月 31日 )第 2回開催 (平成23年 4月 18日 )

第3回開催 (平成 23年 11月 21日 )第 4回開催 (平成 24年 1月 23日 )
各議事概要についてはホームページにおいて公表している。

5 契約審査委員会による定期的な点検の実施
契/」業務については、原則として一般競争人札によるものとし、競争性、公正性、透明性を確保し、適正に契約業
務を遂行 lンた0契約に関する重要事項については、契約審査委員会においてあらかじめ審議を行い、調達情報をホー
ムページにおいて公表している。
(23年度における契約審査委員会の改善点)
①契約監視委員会と審査対象を同一にした。
従来は予定価格 1,000万 円以上の契約等を審査対象としていたが、契約監視委員会に合わせ①競争性のない随
意契約 (少額随契を除く)、 ②前回一者応札 応募であった契約、③前回落札率 100%で あった契約について
も予め審査することとした。

②開催頻度を増加させた。
平成 22年度 3回
平成 23年度 11回

6 契約の適正化・随意契約の見直しの取り組み
の「契約のjLE正イとに関する取組について」をホームページ上で,、表 し、契約相手方等に対し、センターの契約事務
の取り組み方針を明碇にした。

② 「平成22年度における契lJ情報のフォローアップ」をホームページ上で公表し、契約状況及び 1者応札、 1者
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23年度の業務の奥紙

応募の改善状況を明確にした。

③「随意契約の見直し計画 平成23年 10月 」をホームページ上で公表 lン、契約状況及び随意契約見直しに向け
た具体的取りi■みを明確にした。

④ 「一者応札 応募改善に向けての取りiRみ」として、22年度に引き続き契約した更新案件が前年度に引き続き
2カ年連続して一社応本L 応募となった案件について、「一社応札・応募事案フオローアップ票」を作成し、契
約監視委員会に報告、点検を受けた。

対象_4‐件 : 3件

107- 評面項目12
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評 価 の 視 点 等 自己評定 A 定評 A
■評価項目12■
法令遵守等内部統|」 の適切な構築

(総合的な評定)

内部監査の体制を法人設立後速やかに行い、併せて監手監査 会計監査人 艦 査法人)による
3重の監査体市1で運用している。
また、契約事務におtヽては-11競争契約を原則として位置づけ、実質的な内容については、競
争性 公正性 透明性を確保するために契約審査委員会を設置して事前に審議を経ることとし、
契約の点検 見直しの観点からは契約監視委員会を設置して監査体制とは別にさらに2重の吟味
を行っている。

《契約に関するコンプライアンスの充実》

①契約監視委員会を年 4回実施
随意契約
・一者応十L

100%落 札条件の事後チェック
②契約審査委員会の警査対象の拡大

同上

③契約情報の積極的開示

(委員会としての評定理由)

契約審査委員会を設置し、事前に審議を経るなど契約業務の適正な遂行

を図るとともに、調達情報をホームページ上で公表している。また、契約
の点検、見直しの観点からl■、監事及び外部有識者で構成する契約監視委
員会を設置し議事概要についてホームベージ_ヒで公表していることは評
価する。

(各委員の評定理由)
.内部監査を円滑かつ効率的に推進するため、体市1を確立し、しっかりと
内部監査を実施しているように思われる。
実施監査、監事監査、会計監査等、妥当なように思われる。契約審査委
員会による定期的な点検も実施されている。
'業務監査・会計監査について着実に実施されたと評価できる。
ほぼ計画通りに進んでいる。

契約警査委員会、契約監視委員会によるチェックを実施した。
随意契約の見直しについて、契約審査委員会の対象拡大などを通じて着
実に進められていると評価できる。[評価の視点]              ~

○内部統制 (業務の有効性、効率性、法令等のl_●
守、資産の保全、財務報告等の信頼性)に係る取
組についての評価が行われているか。 (政・独委
評価の視点)

実績 |〇

1 内部監査の実施
内部監査を円滑かつ

~JJ果
的に推進するため、総長の下に独立した組織として監査室 (監査室

長 1名 、係長 1名 を配置)を設置 (平成 22年 4月 ～)し、監事及び会計監査人と連携のうえ、
事業年度毎に定めた内部監査計画に基づき、業務の実施、会計処理に関する犯罪、非違及び事
故の調査及び処理、コンプライアンスヘの対応について、内部監査を実施した。

(23年度重点項目)
「契約、支払い、収入管理、債権管理、投資効果、現金等の管理、コンプライアンスの推進、
個人情報保護、医療安全管理、給与 勤務時間管理、診療報酬管理、運営費交付金の管理 執
行に関する事項J

(1)書籠監査
「内部監査指導要領」並びに「内部監査指導要領 (コ ンプライアンス編)」 を作成、これに
基づき、全部門に対する自己評価チェックリストによる自己評価を行うことにより、自己評価
の内容について、書面による監査を実施した。

(被監査部門)全 14部門  (監査項目)993項 目

(2)実地監査
上記自己評価の結果を踏まえ、諸規程等に対する合規制 業務運営の適正性及び効率性を監
査し、問題点の検討及び改善を図る耐点から、必要と認める部門に対し実地による監査を計画、
実施した。
(被監査部門)全 8部門
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1  更に、研究資金に関しては、「内ltti指導要領 (競争的研究資金編)」 をイ乍成、これ ,こ Jじ
づき、該当部門に対し実地による監査を計画、実施 した。

(監蝋 目)1911頁 目
(主な指摘事項)

①設備等にかかる寄付の受入について、前回監査に引き続き指摘、指導、改善、提案を

実施した。

②債権.債務残高確認に関しては、 1取 3業者に関する債権 債務残高確認監査実施要
領」を作成、これに基づき、取3業者に対し債権、債務残高の確認を行った。
③公文書等管理に関しては、「内部監査指導要領 (公文書等管理編)」 を作成、これに

基づき、該当部門に対し実地による監査を計画、実施した。

①文書の施行、研修について指摘、指導、改善提案を実施した。

⑤個人情報保護に関しては、 「内■1監査指導要領

“

国人情報保護編)Jを作成、これに
基づき、該当部門に対し実地による監査を計画、実施した。

⑥保有個人情報ファイル
2E4理簿について指摘、指導、改善提案を実施した。

2 監事監査
業務のi直正かつ能率的な運営に資するとともに会計経理の適正を期すことを目的とし、関係

諸法令及び諸規程等に対する合規性、中期計画その他重要施策の実施状況、業務運営の道正性

及び効率性を監査し、問題点の検討及び改善を図るため、全部門の業務を対象に監事監査を実

施した。

(1)業務監査
業務がその目的を達成するために合理由tかつ効率的に運営されているか。

(2)会計監査
会計に関する事務処理が法令その

l_■規程等に従い道正に実施されているか。

(監査の方法)                                   |
被監査Fi門 における諸帳簿、証拠書,l J′ t争つ関係書類、央裁書類その他,ど、要な馨:類の書面監 |

■、実地監査若しくは被監査部r月の役員及GⅧ 員に対する質]1ス |ま これら併月によつ実施した。
また、会計監査人が独立の立以を保持 t′、力'つ、適正な監査を実施しているかを監IBL及 び検

証するとともに、会計監査人からそのT..務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説り:

を求めた。

3 会計監査人監査
予備調査及び監査計画の策定、期中監査、期末監査を実施した。

また、監査室との連携により会計処理等に関する疑義照会に対する迅速な対応を構築すると

ともに、会言1実務研修会を実施するなど担当者の実務能力の向上を図った。

4 契約監視委員会の設置
「独立行政法人の契約状況の点検 見直しについて」 (平成 21年 11月 17日 閣議決定)
に基づき、契約の点検・見直しを行うため、監査室を事務局とした監事及び外部有識者で構成

する 契約監視委員会」を設置した。 (平成23年 3月 28日 )
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〇関連公益法人との関trについて、透明性確保に
向けた見直しを図つているか。 (厚労省評価委評
価の視点)

※独立行政17■人会計基準上の関連公益法人に限ら

ず、すでにllL判をされていたり、国民から疑念を

抱かれる可能性のある業務委託等について、①当

該業務委託等の必要性、②独立行政法人自ら行わ

ず他者に行わせるZ、要性、③①及び②の必要があ
るとして、他者との契iJに ついてその競争性を高
める方策等を検討し、見直しを図つているか等

(審議条件)

①競争4生のない随意契rl、 ②一者l11:L 応募、③落札率 100%、 ①その他
第 1回開催 (平成 23年 311131日 )第 2回開催 (平成 23年 4月 18日 )
第 3回開催 (平成 23年 11月 21日 )第 4回 開催 (平成24年 1月 23日 )
各議事概要についてはホームページにおいて公表している。

実績 :〇

契約業務については、原則1と して一般競争入札等によるものとし、競争性、公正性、透明性を
確保し、道正に契約業務を遂行した。契約に関する重要事項については、契約審査委員会におい
てあらかじめ審議を行い、調達情報をホームベージにおいて公表している。
「独立行政法人の契約状況の点検 .見直しについて」 (平成 21年 11月 17日 閣議決定)に
基づき、国立循環器病研究センターにおける批争性のない随意tle約等について点検、見直しを行
うため「契約監視委員会」設置している。

〇契約業務については、原則として-11競争入札
等によるものとし、適lEに契約業務を遂行すると
ともに、随意契約については、従前の「随意契約

見直 l´計画」を踏まえた適正化を図り、その取組
状況を公表しているか。

実績 :○

契約業務につぃては、原貝Jと して一般競争入IL等 によるものとし、競争性、公正性、透明性を
確保し、適正に契約業務を遂行 l″た。契約にl■lす る重要事項については、契約審査委員会におい

てあらかじめ審議を行い、調達情報をホームページにおいて公表している。
「独立行政法人の契約状況の点検 見直しについて」 (平成 21年 11月 17日 P.1議決定)に
基づき、国立循環器病研究センターにおける競争17■のない随意契約等について点検、見直しを行
うため「契約監視委員会J設置している。

○契約方式等、契約に係る規程類について、整備
内容や運用の適切性等、必要な評価が行われてい

るか。 (政 独委評価の視点)

実績 ;〇

別紙 1の 3 項目5 契約 ①、②のとおり。

〇契約事務手続に係る執行体市1や審査体制につい

て、整備 執行等の適切性等、必要な評価が行わ
れているか。 (政 独委評価の視点)

実績 :○
「独立行政法人の契約状況の点検 .見直しについてJ(平成 21年 11月 17日 閣議決/t~)に
基づき、契約の点検 見直しを行うため、監査室を事務局とした監,及び外部有裁者で構成する
喫 約監視委員会」を設置 tンた0(平成 23年 3F128日 )

(審議案件)

①競争性のない随意契約、②一者応本L・ 応募、0落札率 100%、 ①その他
第 1回開催 (平成 23年 31131日 )、 第 2 EFT■催 (平成 23年 4月 18日 )
第 3回開催 (平成 23年 11月 21日 )第 4回開催 (平成 24年 1月 23日 )

にかかる各議事概要についてはホームページにおいて公表している。

国立循環器病研究センター評価 シー ト
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〇個々の契約について、競争性・透明性の確保の

観点から、必要な検証・評価が行われているか。

(政・独委評価の視点)

実績 |〇

個々の契約についても、原則として一般競争入本L等によるものと t´、競争性、公正性、透明性

を確保し、適正に契約業務をを行した。

○「随意契約等見直し計画」の実施 進捗状況や
日標達成に向けた具体的取組状況について、必要

な評価が行われているか。 (政・独委評価の視点)

〇契約の締結に当たつて、透明性・競争性等が確

保されているか。 (厚労省評価委評価の視点)

不用

実績 :〇

契約業務については、原則として一般競争入IL等によるものとし、競争性、公正性、透明性を

確保し、通正に契約業務を遂行した。契約に関する重要事項については、契約審査委員会におい

てあらかじめ審議を行い、調達情報をホームページにおいて公表している。

「独立行政 _I人の契約状況の点検・見直 t´ について」 (平成21年 11月 17日 閣議決定)に
基づき、_■ 立■環器癌研究センターにおける競争性のない随意契約等について点検、見直しを行

うため i契約監視委員会」設置している。

○契約監視委員会での見直し 点検は適切に行わ
れたか (そ の後のフォローアップを含む。)。 (厚

労省評価委評価の視点)

実績 :C
「独立行政法人の契約状況の点検 見直しについて」 (平成 21年 11月 17日 閣議決定)に
基づき、契約の点検 .見直しを行うため、監査室を事務局とした監事及び外部有識者で構成する
「契約監視委員会」を設置した。 (平成 23年 3月 28日 )

(審議案件)

①競争性のない随意契約、②―者応札 応募、③落札率 100%、 ①その他
第 1回開催 (平成23年 3月 31日 )、 第 2回開催 (平成 23年 4月 18日 )
第 3回開催 (平成 23年 11月 21日 )第 4回開催 (平成24年 1月 23日 )

にかかる各議事概要についてはハームベージにおいて公表している。

国立循環器病研究センター評価 シー ト
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第4 財務内容の改善に関する 1第 3 予算 収支計画及び資金計
事項             1画
第 3「業務運営の/~Jj率化に関す1 第2「業窮の効率化に関する日
る事項」で定めた事項に配慮した1標を達成するために取るべき借
中期計画の予算を作成し、当該予 1置Jで定めた計画を確実に実施
算による連営を実施することに |し、財務内容の改善を区る。
より、中期目標の期間における期
首に対する期末の財務内容の改
善を図ること。

1 自己収入の増加に関する事項11 自己収スの増加に関する事項
循環器病に対する医療政策を牽 1民間企業等からの資金の受け入
引していく拠点とヒ́ての役申を |れ体制を構築し、寄附や受託研究
果たすため、運営費交付金以外の|の受け入れ等、外れ:資金の猥得を
外部資金の積極的な導入に努め 1行 う。

第 3 予算、1又支言「■「及び資金計
画

第2「業務の効率化に関する日

標を達成するために1'る べき竹

置Jで定めた計画を確実に実r_し、
財務内容の改善を図る。

1 自己収入の増カロに関する事項
民間企業等からの資金の受け入れ

体制を構築し、寄附や受託研究の

受け入れ等、外音1資金の獲得を行

つ。

第3 予算、咀支計画及び資金計画

1 自己収入の増加に関する事項
(1)受託研究、共Fnl研究、寄付受入の取扱規程を整備し、新たに共同研究及び寄付による外部資金の受入を獲得寄
付や共同研究契約に基づく民間企業等からの受入を促進した。また、国内の経済事情を鑑み、海外企業からの資金
受入も積極的に試みている。

(1年 1す
/1件数、受入額》    ~
22年度 :21件、21,910千 円
23年度 155件、 55,300千 円

《共同研究件数、共同研究費受入額》
22年度 :53件 、63,617千 円
23年度 199件 、65,768千 円

ライセンス収入増加に寄与した。

《ライセンス新規契約数、収入》
22年度 :2件 、 5′ 602千円
23年度 17件、8,124千 円

(3)実用化を考慮した競/F的研究資金の獲得
科学技術振興機構の平成 23年度研究成果展開事業研究成果最適展開支援プログラム (A― STEP)「 探索タイ
プ」に研究所から41卜が病院から1件が採択され、また同プログラム「シーズ顕在化」に研究所から1件が採1尺 され
たが、これらの中請 .採択には研究開発基盤センター知的資産部が事業化の観点からロー ドマップ構築に大きく貢献
しており、F71究所 病院 研究開発基盤センターとで連携した外部の競争的研究資金の獲得実績を前年l■F(A― ST
EP全採択数 1件 )よ り著しく向上させた。

(2)新規ライセンス契約を7件成立させ、継続含め17件の契約件数とし、
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2 資産及び負債の管理に関する
事項

センターの機能の維持 `向上を図

りつつ、投資を計画的に行い、中

長期的な固定負債 (長期借入金の

残高)を償還確実性が確保できる
範囲とし、運営上適切なものとな

るよう努める。

そのため、大型医療機器等の投資

に当たつては、原則、償避確実性

を確保する。

(1)予  算 別紙 2
(2)収支言+西 ]l紙 3
(3)資 金言1画 別紙 4

第 4 短期借入金の限度額
1 限度額
2,200百 万日
2 想定される理由
(1)運営費交付金の受入遅延等
による資金不足への対応

(2)業績手当 (ポーナス)の支
給等、資金繰 り資金の出費べの対

応

(3)予定外の退職者の発生に伴
う退職手当の支給等、偶発的な出

資増への対応

第 5 重要な財産を処分し、又は
担保に供しようとする時はその計

画

なし

-113- 評価項目13

2 資産及び負債の
①保有資産については、自らの病院事業、研究所及び臨床事業に有効活用している。

②放射線科大型医療機器の稼動状況を診療管理連絡会議、執行役員会、理事会で毎月報告している。

③新規l昔入した手術用機器について稼動状況及びに手術点数をりt行役員会、理事会で毎月報告している。

短期借入金の限度額

重要なFl産を処分し、又は担保に供しようとする時はその計画

４

し

第

な

５

し

第

な

2 資産及び負債の管理に関する
事項

センターの機能の維持 .向上を図

りつつ、投資を計画的に行い、

中・長期的な固定負債 (長期借入

金の残高)を償還確実性が確保で

きる範囲とし、運営上適切なもの

となるよう努める。

そのため、大型医療機器等の投資

に当たっては、原則、償還確実仕

を確保する。

(1)予  算 別紙 2
(2)l17支計画 別紙 3
(3)資金計画 別紙 4

第4 短期借入金の限度額
1 限度額
2,200百万円
2 想定される理由
(1)運営費交付金の受入遅延等
による資金不足への対応

(2)業績手当 (ボーナス)の支
給等、資金繰り資金の出費への対

応

(3)予定外の退職者の発生に伴
う退職手当の支給等、偶発的な出

費増への対応

第 5 重要な財産を処分し、又は
担保に供しようとする時はその

計画

なし

2資産及び負債の管理に関する
事項

センターの機能の維持、向上を図

りつつ、投資を計画的に行い、固

定負債 (長期借入金の残高)を償

還確実性が確保できる範囲とし、

運営上、中。長期的に適正なもの

となるよう努めること。
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第6 剰余金の使途
決算においてヌ1余を生じた場合

は、将来の投資 (建物等の整備・

修繕、医療機器等の購入等)及び
借入金の償道に充てる。

第 6 千1余金の使途
決算において千」余を生じた l・台

は、将来の投資 (建物等の整備

修繕、医療機器等の購入等)及び
借入金の償還に充てる。

第6 剰余金のLt途
決算において発生した利益剰余金は 1=来の投資
充てるための積立金とすることとしている。

(建物等の整備 修繕、医療機器等の購入等)及び借入金の償 tiに
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評 価 の 視 点 等 1自 己評定 S 評  定 A

口評価項目13■
予算、収支言1画及び資金計画短期借入金の限度額

重要な財産を処分し、又は担保に供しようとする

時はその計画剰余金の使途

(自 己収入の増加に関する事項等)

(総合的な評定)

受託研究 共同研究、寄付金受人にかかるそれぞれの規lFを整 niし 契約締結の推進を図った。
El時代に,■実施することができなかった、資金提供を伴う共同研究と寄付受入についても積lJ2的

に取り組んでいる。

医療機器等の調達にあたつては、診療各部‖号とのヒアリングを実施し、医療機器整備委員会に

おいて検討を力‖え、当センターの 17支計|||に 占める減価償却費の曽1合や期中の資金の状況、;u投

借入金の償還確実性等を慎重に検討し、収支とのバランスを見ながら調達計画を策定した。

また、借入金の償還確実性を検証する指標として、大型医療機器 手術機器等の稼働卒等を各
種の会議等で公表し検証を加えている。

倭 員会とlンての評定理由)

受託 Jr究、共同研究、寄付受入の取扱規程を整備するとともに、民「11

企業等より新たに共同研究及びキ附による外部資金の受入を噴得ヒ′た。 |

(154件、12億円)。 また、海外企業からの積極的資金受人も試み、受
け入れたことを評価する。                     |

:計 1こ誘 階 ごFi駒 鰭ヽ ξ労 輻 ミユ 鮨 [々.那
|

用しており、23年度の業務は妥当であったと思われる。       |

[「lllの視点]

〇民間企業等からの資金の受け入れ体制を構築

し、寄付や受話研究の受け入れ等、外部資金の獲

得を行つているか。

実績 :〇

受託研究、共同研究、寄付受入の取扱規程を整備し、新たに共同研究及び寄付による外部資金

の受入を獲得寄付や共同研究契約に基づく民間企業等からの受入を促進した。

・寄付金受入 :55,300,000円 (前年度LL2 5 2%)
・共同研究費受入 i65,768,091円 (前年度lt1 2 4%)

○センターの機能のIIL持・向上を回りつつ、投資

を計画的に行い、固定負債 (長期借入金の残高)

を償還確実性が確保できる範囲とし、運営上通切

なものとなるよう努めているか。

実績 :〇

センターの機能の維持・向上を図りつつ、口定負債 (長期借入金の残高)を償還確実性が確保
できるFL囲 とし、運営上適切なものとなるよう努めた。

〇大型医療機器等の投資に当たっては、原則」、

還確実性を確保しているか。

償 実績 :0
放射線科大型医療機器の稼動状況を診療管理i■朴会議、執行役員会、理事会で毎月報告してい

る。

新規購入 した手術用機器について稼動状況及び手11点数を執行役員会、理事会で毎月報告して

いる。
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0資金の運用であって、
=キ
イ雨又は

為替相場の変動等の影響を受ける可能性があるも
のについて、4の事項が明らかにさl■ているか。
(1については、事前に明らかにされているか。)
i 資金運用の実績
五 資金運用の基本的方針 (具体的な
投資行動の意志決定主体、運用に係
る主務大臣、法人、運用委託Fn7の責
任分担の考え方等)、 資産構成、運用
実績を評価するための基準 (以下 1運

用方針等」という。)(政 独委評価の視
点)

該当なし

○資金の性格、運用方針等の設定主体及び規程内
容を踏まえて、法人の責任について十分に分析し
ているか。 (政 独委評価の視点)

実績 ○

センターの理念を踏まえ、理事会、幹部会議等で診療実績の分析、年間の研究実績の評価等を
行つている。

○短期借入金について、借入理由や借入額等の状

況は適切なものと認められるか。

実績 :〇

今年度の短期借入はなかった。

○固定資産等の活用状況等について評価が行われ
ているか。活用状況等が不十分な場合l■、その原
因の妥当性や有効活用又は処分等の法人の取組に
ついての評価が行われているか。(政 独委評価の

視点)

実績 :○

固定資産については、自らの病院事●_、 研究所及びF4~床事業に有効活用している。

〇利益利余金が計上されてぃる場合、国民生活及
び社会経済の安定等の公共上の見地から実施され
ることが必要な業務を遂行するという法人の性格
に照らし過大な利益となっていないかについて評

価が行われているか。 (政・独委評価の視点)

実績 |〇

利益剰余金は、将来の投資 (病院建物の整備

に充てるための積立金とすることとしている。

l_1繕 、医療機器等の1偉入等)及び借入金の償還

国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
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究 セ タ―評価シーン研病器環循ニユ国
目 期 計 画  1平 成 23 平成 23

第5 その他業務運営に関する
重要事項
1.施設・設備整備に関する事項
施設・設備整備については、セン

ターの機能の維持、向上の他、費

用対効果及び財務状況を総合的

に勘案して計画的な整備に努め

ること。

2 人事の最適化に関する事項
センターの専門的機能の向上を

図るため、職員の意欲向上及び能

力開発に努めるとともに、人事評

価を適切に行うシステムを構築

すること。

また、年功序′1を t4Fし、能力 実
績本位の人材登用などの確立に

努め、さらに、優秀な人材を持続

的に確保するため、女性の働きや

すい環境の整備及び非公務員型

独立行政法人の特性を活かした

人羽交流の促進等を推進するこ

と。

第 7 その他主務省令で定める
業務運営に関する事項

1 施設・設備整備に関する計画
中期目標の期間中に整備する施

設 設備整備については、別紙 5
のとおりとする。

2 人事システムの最適化

率的運営につなげる。

非公務員型ill織の特性を活かし

た人材交流の促進など、優秀な人

材を持続的に確保する観点から

人材の適切な流動性を有した粗

織を構築するため、国、日立病院

機構等独立行政法人、国立大学法

人、民間等と円滑な人事交流を行

う体制をtrl築する.

第 7 その他主務省令で定める
業務運営に関する事項

1 施設・設備整備に関する計画
経営状況を勘案しつつ、必要な整

備を行う。

第 7 その他主務省令で定める業務運営に関する

1 施設・設備整備に関する計画
各診療科、各部門のとアリングを実施し、医療機器整備等委員会においてE「荻 機器整備の優先Ib‐位を検討 決定し、
医療機器等の整備を行つた。

用を行うことにより優秀な人|オ  市1度の道切な連几を行うことに
の定着を図り、人事件1度へ活用す |よ り優秀な人材の定着を図り、

ることにより、センター全ll・の能 1事制度へ活用することにより、

人

セ

2 人事システムの最適化
職員が業務で発揮した能力、適 1平成 22年度より職員が業務で
性、実績等を評価し、職員の給与 1発揮した能力、適性、実績等を評

に反映させるとともに、業務遂行 1価 し、職員の給与に反映させると

意徴の向上を図る業績評価制度 |と もに、業務遂行意欲の向上を図

を導入する。当該制度の適切な運 |る業績評価制度を導入した。当減

2 人事システムの最適化
(1)人事評価制度の導入
組織目標を効率的かつ効果的に達成するための人事評価市1度を導入し、 22年度冬期業績手当において一部の役職
職員に対する業績評価を実施した。

平成 23年度から全職員について業績評l15を実施し、平成 23年 6月 、 12月 の業績手当、平成 24年 1月 昇給に
評価結果を反映させた。

人事評価市lltFを導入したことにより、臓Fl一ノ、ひとりが組織日tIを共有し、自らの日標のこ■に努め、また、評中「

者 (上司)と被評価者 (部下)と がコミュニケーションを図り、j甘導、助言を行うことで、業務に対する意pl、 能力
が向上し、センターの発展に寄与している。

今後は、人事評価制lr■を更に効果的に実施していくため、評lTIttlJl修 、被評価者研修をllh時実施していくこととし

ている。

(2)病院人事委員会 '研究職等人事委員会を設置
医療職員及び研究職員の採用、昇仕等に関する人事選考過稗の透明性と公平性を確保しセンターとして適切な人事
を推進するため、病院人事委員会・研究職等人事委員会を設置した。

(3)年俸制の導入                                   ｀

22年度から、管理・監督的立場にある室長 医長以上の職員 (研究員 .医師)について業績反映をより徹底させ
る為、NCに対する貢献度に見合う給与を支払うことにより、個々の業績目標の達成意識を高め、法人全にの業績向
上にも繋がる年棒制を導入した。また、r」r期付職員 (招聘型)についても、職務に対するインセンティヴを高めるた
め年棒枷1を導入し、世界 トップレベルの人材を獲得した。

(4)人事交流の推進
職員のFt几 については、優秀な人材をうt保するため、独立行政法が、国立病院格性等との人事交流の他、原則公昇l=

よることとしている。

(5)幹部登用の吊J新
学問 ,年功序列の廃上による組織活性化を推進するため、副院長、心臓血管内科部門長、同部長をそオtぞれ熊本大
学大学院生命科学研究部教授、東北大学大学院医学系研究科准教授、国際医療福祉大学教授から11聘 し,き臓血管μl科

部門の刷新を実現した。

ンター全体の能率的運営につな

げる。

管理職、研究職等の任期付き任 IFl

及び公募市1を実施することによ

り、客観的な指標で公平な評価を

イテう。

非公務員型組織の特性を活かし

た人材交流の促進など、優秀な人

材を持続的に確保する毅点から

人材の適切な流動性を有した組

織を構築するため、国、コ土病院

機構等独立行政法人、国立大学法

人、民間等とlTl・・
tな人lI交流を行

う体市1を構築する。
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女性の働きやすい環身を整備す

るとともに、医師1の本来の役りが

発揮できるよう、医師とその他医

療従事者との役割分担を見直し、

職員にとって魅力的で働きやす
い職場環境の整備に努める。

3 人事に関する方針
(1)方針
良質な医療を効率的に提供して
いくため、匡自「、看護師等の医療

従事者については、医療たI収 り巻

く1や況の変|ヒに応じて来11に対

応するとともに、経営に十分配慮

する。

特に、医師 看護師不足に対する
確保対策を引き続き推進すると

ともに離職防止や復職支援の対

策を講じる。

また、幹部職員など専「・l的な技術

を有する者については、公募を基

本とし、優秀な人材の確保に努め

る。

保育所の設置、宿舎の整1/5等女性

の働きやすい環境を整備すると

ともに、医師の本来の役↑|が発■

できるよう、医師とその
/L医
療従

事者との役割分担を見●:し、職員

にとって魅力的で転さやすい職

場環境の整備に努める。

3 人事に関する方針
(1)方針
良質な医療を効率的に提供して

いくため、医師、看諜師等の医療

従事者については、医療を取り巻

く状況の変化に応じて柔軟に対

応するとともに、経営に十分配慮

する。

特に、医師 看護師不足に対する
確保対策を引き続き推進すると

ともに離職防止や復職支援の対

策を講じる。

また、幹部職員など専FH的 な技術

を有する者については、公募を基

本とし、優秀な人材の確保に努め

る。

《看護師の採用状況等》
22年度  23年 度  24年度

採用者数   74人   118人   121人
不採用者数  9人    3人    29人

期 目 欅 期 計 画  1平 成 23年 度 計 画 平成23

(6)女性の働きゃすい環寛
①一般事業主行動計画の推進
「次世代育成支援対策推進法Jに基づき職員が仕事と子育ての両立を図ることができるよう、職場を挙げて丈
援していくため

「
独立行政法人国立衡興器病研究センターーlt事業主行動計画」を策定し推l_Lした。

②院内保育所の開設

女性の働きやすい環境を整備するため、平成 23年 9月 7‐ 17L内 保育所を開設した。過 1回の 2 4 Htt η7■育、病
児 病後児保育、一時頭かりも実施している。
0女性部長数の増カロ
女性医師 研究者が持つスキルを最大限発揮できる環覚とインセンティヴを与えるため、業務の遂行に優れた
手腕を発揮した女性医師 2名 ・女性研究者 1名 を部長に登用 1´ 、従来男性が占める職というイメージを払拭し
た。

①平成 23年 9月 に産体明けで復帰した女性薬剤師を時間短縮勤務 (1日 4 5時間)と し現場に復帰させた。働
きやすい環境作りのために、業務の見直しを行った。

3 人事に関する方針
(1)レジデント・デーの開催
NCVCレ ジデント出身で、各界で活躍中の新進気鋭の医師に講演をしてもIDい、レジデント・スピリットの醸成
を行う第 2回 レジデント デーを開lLした。

(2)看護l.確保対策の」lL進
①当センターに就職を希望する看護大学等に在籍する学生を対象に奨学金を貸与し、就学に専念することで優秀
な看言11「等の養成に寄与するとともに、事業後一定期間当センターにr■続勤務することで循環器看護の均てん

②看護師確保対策として、九州地方の看護大学等へ訪問し看護師募集を行 うとともに、九州開催の看護師集団就
職説明会にも積極的に参加した。また、採用試験を九州で実施した結果、平成 24年 4月 新採用について一定
の効果が見られた。

③平成23年 3月 に敷地外で民間の建設した新築マンションを借上賃貸借契約し、そのマンションに当職員のみ
が入居できるようにした。23年度においても同様に民間の建設した新築マンションを平成 24年 3月 に借上
賃貸借契約し、新採用看護師で通勤困難者、夜勤対象者が入居できるよう、福利面の更なる充実を図つた。
ll平成23年 9月 に院内保育所を開設した。週 1回の24時間保育、病児・病後児保育、一時預かりも実施して
いる。
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(2),旨 1票
センターの平成 22年度州者に
おける職員数を 1,010人 とす
るものの、医師、看護師等の医療

従事者は、医療ニーズに適切に対

応するために、変動が見込まれる

ものであり、中期目標の期間にお

いては、安全で良質な医療の提供

に支障が生しないよう適正な人

員配置に努める。

特に、技能職については、外部委

託の推進に努める。

(参考)中期目標の期FHl中の人件
費総額見込み

30,980百 万円

センターの平成 23年 rt川首に |
(2)指標

おける職員数を 1,010人 とす
るものの、医師、看護師等の医療

従事者 l■、医療ニーズに適 tr」に対

応するために、変動が見込まれる

ものであり、安全で良質な医療の

提供に支障が生しないよう適正

な人員配置に努める。

特に、技能職については、外部委

話の推進に努める。

(3)副看護部長の増員
平成 23年 4月 からil看「1部長を1名増員し、 3名体市1と した。人事・労 l・9i管理 教育 研修、l ll Fl管理の業務を
それぞれ分にして担当することで、責任体IJを 明確にした。特に病床管理については、平成23年 6月 に病床運用統
括室を新設し効率的な病床運営を行うことで患者数の増に繋がった。また、医療安全管理室に日1看設自i長を選任配置

し、医療安全の強化を図った。

(4)業務の効率化                         .
①平成23年 4月 に外来クラー‐ク15名 を配置し、医師、看護師の業務軽減を図り、効率的な外来診療業務を行
うとともに患者サービスの向上を図った。また、外来担当看護師を病棟配置に移行もできた。

②看護助手業務の見直しを図り、看護師がベッドサイ ドケアに専念できる時間を確保した。

(5)人件費対策
①技能職については、業務の簡素化、迅速化を図り、常勤職員の離職後の後補充は行わず、短時間の非常勤職員

での補充とした。

②職員の採用についてldI、 優秀な人1/1を 4‐l保するため、独立行政法人国立病院機構等との人事交流のlL、 原則公

募によることとしている。

⑤優秀な人材確保のため、22年度に創設 lンた「高年齢者等の屁用の安定等に関する法 J・」に基づく定1「 i二職者
等の山:陸用市1度により、23年度定年i■サ礁3名の再任り11を行った。
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4 その他の専項
(1)ミ ッションを夕ヽ部 ^、周知するためのホームページの活用推進
センターのミッションを実現するために必要なアクションプランとして、中期計画、年l_t計画を作成。国民に広く
知つてもらうため、ホームページにて公り:している。

(2)職員の意見聴13・の実施
①24年度の年度計画を作成する為、 10月 ～11月 にかけて各診療科、各部門のヒアリングを実施し、運営状
況、問題点、H標及び運営方金+、 人員 .医療機器等にかかる要望等を幹部が徴収すると共に、意見交換を実施し
た。また、それに基づき年度計画を作成した。
②医療法及び診療報酬上の人員基準を満たす事や、各部門のヒアリングを行い高度先駆的医療のlL進等考慮に入
れながら、優先t´て補充強イヒすべき箇所がらスタップの採用を進めている。
③センター内イントラネットで当センター運営にかかる意見や提案、及び苦情等について募集を行っている。

(3)患者サービスの向上
①未llt金発生防止と思者サービス向上の観点から、 23年 6月 から診療費のクレジットヵ― ド払いを開始した。
②23年 8月 に1階ホールにコーヒーショップ「カフェドクリエ」オープンした。
③患者さんやご家族の利便性の向_Lやストレスの軽減などを目的として23年 8月 から「健康情報ひろば “ふ
じ"」 で図書の開覧 .貸出ナービスを開始した。
①患者さんの利便性を向上するため、23年 11月 に送迎バスのダイャを改正した。

(4)健康管理室の開設
職員の健康促進のために4月 1日 から健康管理室を開設した。室長 1名 と専任の保健師 1名 の体市1で、他部門から
独立して活動する。センター職員の健康相談、職場巡視、メンタルヘルスチェック対策等の活動を行う。

(5)院内保育所 「おひさま保育所Jを開設
職員の子育てと仕事を両立できる環境を促進するため、院内保育所を23年 9月 に整備した。夜間保育、一時保育、
病児 .病後児保育等の保育利用も可臨

(6)夏季休暇取得期間の拡大
23年度から 夏季休暇 (特別休1段 )の取得できる期間を、 6月 からlo月 (従前は 7月 から9月 )に拡大し長期
休暇の取得を促進し処遇改善を図った。

(7)ベ ストプラクティスの表彰
22年度から病院実績評価 (診療、業務を問わず、業務改善、サービス向上、診療の質の向上に関する1載員の自
主的な取組を兵El」 し、演題として募集をかけ、優れたllt組、成果に対して評価するもの)ベストプラクティスとlン
て 3位まで表彰している。このことが、職員のさらなる改善意欲につながり、効率的で貿の高い医療の提供を怠ら
ないように努力している。

(8)起過勤務対策
超過勤務に対しては、月々個人ごとの時間数を把握し、超過勤務が多い職員につぃては各所属長から指導する体
市Jに している。また、健康管理面から、毎月の安全衛生委員会で状況報告し、特に超過勤務が多い職員に対 l´て産
業医が面談し健康チェックを行つている

3 その他の事項
中期日標に基づきセンターのミ

ッションを理解 1´、ミッションを

実現するために必要なアクショ

ンプランとして中期計画を立て、
具体的な行動に移すことができ
るように努めること。
また、アクションプランやセンタ
ーの成果について、一般の国民が

理解しやすい方法、内容で情報開
示を行うようにダめること。

ミッションの確認、現状の把握、

問題点の洗い出し、改善策の立

案、翌年度の年度計画の作成等に

資するため、定期的に職員の意見
を聞くよう、努めること。

4 その他の事項
センターの ミッションを理角γし

ミッションを実現するために必

要なアクションプランを立て、具

体的な行tlJに f_tす ことができる

ように努める。

また、アクションプランやセンタ
ーの成果について、一般の国民が

理解しやすい方法、内容で情報FTl

示をホームベージ等で行うよう
に努める。

ミッションの確認や現状の把握、

問題点の洗い出し、改善策の立

案、翌年度の年度計画の作成等に

資するため、定期的に職員の意見
を開くよう努める。

4 その他の事項
センターのミッションを理性解し、

ミッションを実現するために,と ,

要なアクシヨンプランを立て、具

体的な行動に移すことができる

ように努める。

また、アクションプランやセンタ

ーの成果について、一般の国民が

理解しやすい方法、内容で情報開

示をホームページ等で行うよう

に努める。

ミッションの確認や現状の把撮、

問題点の洗出し、改善策の立案、

翌年度の年度計画の作成等に資

するため、定期的に職員の意見を

開くよう努める。
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評 価 の 視 点 等 自己評定        I    S 定評 A

■評価項目14■
人事システムの最適化

人事に関する方針

そのlLの事項

(総合的な言■t)
|「 々の職員の業務実績を適切に反映させることができるよう業績評価和度を導,、し、23年度
にぉいて11■ての1■・―iに九して泊IEし ている。

また、管理 監督に地位にある室長 (うF究者) 医長 (医 Hll)以上の職員については、業績の
反映をより徹底させるため、年体ヤ|を採用している。

学問にとらわれない人材登用を行い、組織と人事の刷新を継続して実lrLした。 (ヨ1院長 心臓
血管内科部F月長 同部長を全国から公募し、それぞれ熊本大学 .東北大学・国際医療福祉大学か
らリクルート)

女性の働きやすい職場環境を目指して、看護業務については全病棟を2交代制とl´、危険を伴

う夜間の通勤回避や連続した休暇取得の促進を行っている。

また、看護師、女性医師確保のため、これまで運営していなかった保育所の運営を開始し、一

時預かりや週 1回の24時間保育などニーズを探りながら改善を試みた。
優秀な医療従事者確保のため、国立病院lt構や他のナショナルセンターとの人事交流の実施

HPの活用・宿舎整備による環境改善等様々な取組を行っている。
技能職については業務の簡素化等の見直しを行い、常勤職員退職後は常勤職員の補充を行わず、

短時間非常勤を充てることとした。

センターのミッションを実IF.するために必要なアクシゴンプランとして、中期計画及びこれに

沿つた年度計画を策定し、ホームページに公開することにより国民′ヽの情報円1示を行い、意見箱

を設置することで当センターに対する意見 感想等を聞き、それに対する回答を掲示することで
意見交換に努めている。

職員との関係においては、センタ
嗜―内の各部門とのヒアリングを実施し、職員の意見・考え方

を聴き取つたうえで年度計画の策定に役立てた。

(委員会とt´ての評定理由)

女性のlJJきやすい職場環境を目指して、看護業務について|■全病11を 2

交代市1と し、危険を伴う夜間の,こ勤回避や連続した体暇取得の促選を行っ

ていることや、看護師、女性医師・II保のため、これまで運営していなかつ

た保育所の運営を用l始 し、一時預かりや週 1回の 241寺問保育などニーズ

を探りながら改善を試みたことは評価する。

(各委員の評定理由)
・看護師確保に積極的に取り組んでいる。
・女性の働きやすい環境づくりに23年度も努力され、看護師確保対策も
しつかりと行われたように思える。
幹部医療職・研究職への女性の登用を進めたこと (前年度 1名 からさら

に2名登用)、 院内保育所開設やフルフレックス制/短時間雇用制導入な

ど女性研究者 .医療職の働きやすい環境整備を進めたことなど大いに評価

できる。
・幹部医療職・研究職に女性を登用した。

女性研究職 .医療職の働き易い県境を整備した。

1完内保育施設の時間延長、幹部医療職 研究職への女性の発用など女性

の働きやすい環第整備が進捗したことは大変高く評価できる。この点はさ

らなる改善が期待される。

各診療科や各部門のヒアリングの実施により、医療機器等の整備は問題

なく実施されたと思われる。
・22年度から人事評価制度が導入され、業務評価が実施され、こσp縮1度
が23年度もllp調 に行われたと思われる。
・人事評価制度導入実施、人事委員会設置、人事交流推進、幹部品1新、院

内保育所開設、女性部長登用増、日1看護部長増員、定年選職者の再任用市1

導入など具体的施策実施で推進し評価する。

[評価の視点]

○中期計画に掲げる施設 設備整備について、計
画的に進展している力、

実績 :○

各課、各部署のヒアリングを実施し医療機器整備委員会にて医療機器整備の優先順を検討し、

医療機器の整備を行つた。

〇職員が業務で発揮した能力、通性、実績等を評

価し、職員の給与に反映させるとともに、業務遂

行意欲の向上を図る業績評価制度を導入するとと

もに、道切な運用を行うことにより優秀な人材の

定着を図り、人事制度へ活用することにより、セ

ンター全体のnt率的運営につなげているか。

実績 :〇

組織目標を効率的かつ効果的に達成するための人事評価制度を導入し、22年度冬期業績手当
において一部の役職職員に対する業績諦 dlを実施した。

平成 23年度から全職員について業績評佃iを実施し、平成 23年 6月 、 12月 の業績手当、平
成 24年 1月 昇給に評価結果を反映させた。
人事評価11度 を導入したことにより、職員一人ひとりが組織目標を共有し、自らの目標の達成

に努め、また、評価者 (上貫1)と 被評価者 (部下)と がコミュニケーションを図り、指導、」lJ言

を行うことで、業務に対する意欲、能力が向上し、センターの発展に寄与している。

今後は、人事評価制度を更に効果的に実施していくため、評価者研修、被評価者研修を随時実

施していくこととしている。

22年度から、管理・監督的立場にある室長 医長以上の職員 (研究員 医師)について業績
反映をより徹底させる為、NCに刻する貢1状度に見合う給与を支払うことにより、個々の業績日
標の達成意識を高め、法人全体の業績向上にも繋がる年棒制を導入した。また、任期付職員 (1■

聘型)についても、職務に対するインセンティヴを高めるため年棒制を導入 1ン た0
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国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
○人材の適切な流動性を有した組織を構築するた

め、国、国立病院機構等独立行政法人、国立大学
法人、民間等と円滑な人事交流を行う体市1を構築
している力、

実績 :〇

職員の採用については、優秀な人材を確保するため、独立行政法人国立病院機構等との人事交

流の他、原貝1公募によることとしている。

学閥にとらわれない人材登用を行い、rk■識と人事の刷新を継続して実施した。 (副院長 心臓
血管内科部門長 同部長を全国から公募し、それぞれ熊本大学・東北大学・国際医療福祉大学か
らリクルート)

○女性の働きやすい環境を整備するとともに、医
師の本来の役割が発揮できるよう、医師とその他
医療従事者との役,1分担を見直し、職員にとって

魅力的で働きやすい職場環境の整備に努めている
力、

実績 :〇

女性医師 研究者が持つスキルを最大限発揮できる環境とインセンティヴを与えるため、業務
のを行に優れた手腕を発揮した女性医白52名  女性研究者 1名 を部長に登用し、従来男性が占め
る職というイメージを払拭した。

「次世代育成支援対策推進法Jに基づき職員が仕事と子背ての両立を図ることができるよう、
職場を挙げて支援していくため 「独立行政法人国立循環器病研究センターー般事業主行動計画」
を策定し推進した。

女性の働きやすい案寛を整備するため、平成 23年 9月 に院内保育所を開設した。週 1回の 2
4時間保育、病児 病後児県育、一時政かりも実施している。

〇医師、看護師等の医療従事者については、医療
を取り巻く状況の変化に応じて柔軟に対応 :´、経

営に十分配慮しているか。

実績 :0
医療職員及び研究職員の採用、昇任等に■1する人事選考過程の透明性と公平性を確保しセンタ

 ヽとt´て適切な人事を推進づるため、所1眈ノ、■委員会 .研究職等人事委員会を設置した。

当センターに就職を希望する看護大学等に在籍する学生を対象に奨学金を貸与し、就学に専念
することで優秀な看護師等の養成に寄与するとともに、卒業後一定期‖l当センターに継続勤務す
ることで循環器看護の均てん化に貢献できる制度を22年度に創設し、23年度は20名 の看tt
学生に奨学金を貸与した。

平成 23年 3月 に敷地外で民間の建設した新築マンションを借上賃貸借契約し、そのマンショ
ンに当職員のみが入居できるようにした。 23年度においても同様に民間の建設した新築マンシ
ョンを平成 24年 3月 に借上賃貸借契約し、新採用看護1市で通勤困難者、夜勤対象者が入居でき
るよう、福利面の更なる充実を図つた。

看護師の募集にあたつては、医療 看護の質を確保するため勤務環境を改善し、循環器病領域
における超急性期医療という等センターの特1■をアピールすることにより応募者を多数集めるこ

とで、選考の選択肢が広がり、より優れた人材の確保が可能となった。

(看護師の採用状況等)  22年 度   23年 度   24年 度
採用者tt

不採用者数

74人    118人    121人
9人 3人 29人

○幹部職員など専門的な技術を有する者について

は、公募を基本とし、優秀な人材の確保に努めて
いるか。

実績 iO
理事長の任期満了にともない公募 (任期24年 4月 1日 ～26年 3月 31日 )を実施した。厚
生労働省ホームベージにて (当センターホームベージからもリンク)広報した。公募期間 23
年 12月 22日 ～ 24年 1月 17日 で、選考委員 (13名 )による厳正なる選考により理事長を
選出した。
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国立循環器病研究センター評価 シー
〇医療ニーズに適切に対応するために、安全で良

質な医療の提供に支障が生じないよう適正な人員

配置に努めているか。

実績 :0
平成 23年 4月 に外来クラーク 15名 を配置し、医師、看護師の業務軽減を図り、効率的な外
来診療業務を行うとともに患者サービスの向上を図った。また、外来担当看護師を病棟へ配置換

えできた。

優秀な人材確保のため、22年度にコ1設 した 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基
づく定年退職者等の再任用市1度により、 23年度定年退職 3名 の再任用を行つた。

○技能職については、外部委託の推進に努めてい

るか。

実績 :○

技能職については、業務の簡素化、迅速化を図り、常勤職員の離職後の後補充は行わず、短時

間の非常勤職員での補充とした。

○センターのミッシヨンを理解し、ミッシヨンを

実現するために必要なアクションプランを立て、

具体的な行動に移すことができるように努めてい

るか。

実績 :○

センターのミッションを実現するために必要なアクションプランとして、中期目標、中期計画、

年度目標を作成。国民に広く知つてもらうため、ホームページにて公開している。

24年度の年度計画を作成する為、 11月 頃各診療科、各部門のヒアリングを実施し、年度計
画を作成した。

〇アクションプランやセンターの成果について、

国民が理解しやすい方法、内容で情報β「示を行う

よう努めているか。

実績 10
センターのミッションを実現するために:と、要なアクションプランとして、中期日標、中期計画、

年度目標を作成。国民に広く知ってもらうため、ホームページにて公開している。

24年度の年度計画を作成する為、 11月 項各診療科、各部門の ア́リングを実施し、年度計
画を作成した。

○ミッションの確認や現状の把握、問題点の1/tい

出し、改善策の立案、翌年度の年度計画の作成等

に資するよう 職員の意見を聴取するよう努めて
いるか。

実績 :〇

22年度から病院実績評価 (診療、業務をとわず、業務改善、サービス向上、診療の買の向上
に関する職員の自主的な取組を提励 1ン 、演題として募集をかけ、優れた取組、成果に対して評価

するもの)ベストプラクティスとして 3位まで表彰 l´ている。このことが、職員のさらなる改善
意欲につながり、効率的で買の高い医療の提供を怠らないように努力している。

センター内イントラネットで当センター運営にかかるご意見やご提案、及び告情等について募

業を行っている。

実績 :〇

意見箱等で寄せられた意見に対し各担当部署の内容の分析・対応 改善を会議に報告している。

0法人の業務改善のための具体的なイニシアティ
プを把握・分析し、評価 しているか。 (政 独委
評価の視点)
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国立循環器病研究セ ンター評価 シー ト
○業務改善の取組を適切に講じているか。 (業務

改善の取IIl l国民からの苦情 指摘についての分
析・対応、国民が疑念を抱くことのない開かれた

法人運営、目安箱等職員からの提案を受け付ける

ための仕組みの構築、改善に取り組む職員を人事

上評価しているか等)(厚労省評価委評価の視点)

実績 :○

意見箱を設置し、患者、患者家族等からの苦情 指摘を受 :す付け、各担当畜;署はその内容の分
析 .対応・改善を実施し、その意見に対する国答は意見箱のコーナーに掲示、公開している。

○国民の二早ズとずれている事務 ,事業や、費用
に対する効果が小さく継続する必要性の乏しい事

務・事業がないか等の検証を行い、その結果に基
づき、見直しを図っているか。 (厚労省評価委評

価の視点)

実績 |〇

事務業務の効率的 効果的な運営を行うため、事務部Flの組織を見直した。企画経営課に企画
調整室長を設置し医事室長が併任、企画調整係長が医事係長を併任、更に医療情報部との連携強

化のため医療情報分析専門職を設置し、医療情報運用管理専門職が併任することとした。
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